

























































































































































































































































































































































































































































シ ミュ レーシ ョ ン ・モデル の前提
シ ミュ レーシ ョ ン ・モデル の作成
シ ミュ レーシ ョ ン ・モデル の入 出 力情報





































建物 のライ フサイクル設計 における2風方式
初期建設費と耐用年数の関係





















































造船、機械 など他産業のプ ロジェク トでは、設計 と生産は同一組織内で行われている。
建築プ ロジェク トでは設計 と施工 が組織的に分化 して いるとい う意味で、他産業 に比べ特
殊である。もちろん設計施工一貫の形式で施工者が設計をも包括的 に処理するものもある
が、その本質において設計者 と施工者の分化 の例外ではない。 この設計施工一貫の是非 を
め ぐっては古 くから多 くの論争 がある。(ゆ2,3)し か しその論点は観念論 に終始 して
いる。設計 と施工の分化、専門化 が必然のものであるな らば、その統合のあ り方 にこそ問
題 が内在 している。古川修はいう。(.4)「 統合 は一面 からいえば専門化 によっては じ
めて問題性 をはらむのであって、その意味では発展 した専門化 の上にたっ統合には、新 し
い理念、業務 の開発が伴わなければな らないのである。」。このような設計 と施工 の統合
の必要性は指摘 されながら、具体 的な提案は少ない。設計、施工それぞれの分野で分断さ
れた形 で業務 が遂行されている。
そして現在、問題 を集合住宅プ ロジェク トに絞っても、その建築界 をとりまく各種の制
約は強まっている。制約の強 さの一っは、昭和48年 全都道府県で住宅総数 が世帯数 を上
回 り(05)、 住宅 の量的充足か ら質的充足の時代へとかわ リ、建築主の要求が高度化 し、
さらに品質保証 が強 く求め られるようになったことである。細部でいえば工事費の低減、
工期短縮、信頼性、保金性 の確保等枚挙 にい とまがない。制約の強 さの二つは建築物 に多
様な技術、機能 が必要 となってきたことである。た とえば省エネル ギーを達成す る設計、
ホ ームオ ー トメーションにみ られるような先端技術 を利用 した設計 などである。さらにこ
れ らの技術、機能の多様化 に伴 なって組織的な設計 を指向 しなけれ ばな らなくなって きた。
制約の強さの三っは工事環境のきび しさであ る。日照、電波障害、騒音振動などいわゆる
r建設公害』(■6)対 策、利用可能な道路等立地条件の制約、 これ らは工事内容が、複
雑、大規模化す る程その影響 が大 きくなる。また工事 の実施 においても工事期間の短縮化
の傾 向、1日 労働時間の制約、条件 によっては 日祭 日作業の禁止 、技能工の不足、安全管
理の重視な どあ らゆる側面で厳 しい環境 となって きている。
このように多方面で制約 の強さが増す集合住宅プ ロジェク トを何 らかの意味で最適化す
るには、個別の制約条件 を個 々に検討 していたのでは達成す ることは不可能である。で き
る限 り一貫 した方法諭 が必要である。
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さて ここで若 干の用語 の定義 を してお くことで、今後の議諭の無用の訊解、混乱 を避 け
た い。
(1)プ ロジェ ク ト・
(2)最適化
・・…工事 といえば主 として施工段階での意味が強 く、それ との混 同を
避 けることから企画、基本設計か ら施工、維持保全 の建築生産 プ
ロセスの全体 を指 してプ ロジェ ク トとい う。但 し用地 の選定 、確
保等建築物 の設計 ・施工に直接関係 しない業務は除 く。
……最適化 とはJISZ8121オペ レーシーンズ リサ ーチ用語 によれば・
「体系の目的 を、与え られた環境 ・条件のもとで最もよ く達成 さ
せること。」である。最適化 にはその目的、評価基準 、評価主体
の三つ を欠 くことがで きない。一般 に建築 プ ロジェ ク トは多 目的
で、多元的な評価基準 を持 ち、評価主体 が複数存在す る。また最
適化 には建築生産プロセスの各プ ロセス内も しくは各主体 内での
最適化、いわゆる部分最適化 とプ ロジェク ト全体 の合理的、体系
的な全体最適化の二っ がある。後者 の最適化 をプロジェク トの最
適化 あるいは全体最適化 という。
(3)プ ロジ ェ ク トの
最 適化 ・・…・プ ロジェク トの最適化 をやや詳 しく考 える。プ ロジェク トの最適
化 とは企画 ・設計段階において企画 ・設計 から維持保全に至 る全
体 を多 目的、多元的評価基準で建築主 の立掲か ら検討 し、それ ら
を最大化、最小化も しくは満足化する ことを意味す る。ただ し、
いずれかの主体 が不当に利益 を得た り、不利益 を被 った りしない
ことがその前提 とな ることはい うまでもない。 この企画 ・設計段
階で行 われる設計は一般 に生産物そのものの設計 と生産行為 の設
計 に分 け られる。本論文では前者 を物的設計、後者 を計画 という。
後者には製造業 にいう生産設計 が含 まれる。建築計画学の分野で
主 として研究されている設計諭、設計方法諭 を踏 まえて確定 され
て いく物的設計の実現可能性 を技術、経済性の点で保証す る計画 、
具体的には当初の物的設計 の経済性検討 のための工事費計画、っ
くり方の最適化 をはかる施工計画、生涯費用の点での経済性 を検
討す る維持保全計画 を整合的に最適化す ることを本諭ではプ ロジ
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エ ク トの最 適 化 とい う。
1.2建 築 プロジェク トの特徴
前節でみ られたように建築 プロジェク トと りわけ集合住宅プ ロジェク トの最適化 には設
計 と施工の統合問題 が存在 している。ここでは建築プ ロジェク トの特徴 をみなが らさらに






1.2.1建 築 プロジェク トは原則として一 回限 りである。
建築 プロジェクトの実施 には用地の確保 と設計図、仕様書 が存在す ること、これが前提
である。同 じ敷地 に建築 プロジェク トが併存す ることもなければ、同 じ設計図、仕様書に
基づ くプロジェク トも存在 しない。っま り一 回限 りである。この特徴 は次のような特異性
にわけて考 えることができる。
(1)建築 プロジェク ト毎 に施工現婚が異なる。
プロジェク ト毎 に施工現掲 が異なるということは設計、施工の環境条件がプロジェク ト
毎に変化す ることを意 味 している。たとえば地盤条件や地下水位 は杭、地下階の設計、施
工計画に大 きく影響 を及ぼす 。また工事用道路 として利用できる道路 の制約 は工事用資機
材の輪送手段、輸送計画 と関係 してお り、市街地 では日照、電波障害 などいわゆる建設公
害 とか作業時間、作業 日の制約 を受 ける恐れもある。
また施工現場 には機械、資材、労働力のすべてを外部から搬入 しなければな らず、その
調達、輪送はプロジェク ト毎 に検討 しなければならない。プロジェク トの実施時期、嚇所
によっては技能労働者 の制約 からある種の工事が実施で きず、別の工法 によ らざるを得な
いといった こともあ りうる。
(2)設計図、仕様書 がプ ロジェク トによって異な る。
建築 プロジェク トはまず構造、用途 が多様である。構造別には鉄骨造、鉄筋コンクリー




ロジェク ト毎 に作成 されるため、必然異 なった内容 となる。
こういった工事 内容の変動は設計、施工の合理化 を推進す る上での統一的な方法 が存在
せず、各 プロジェク トに適 した独 自の方法が採用されることにな リ、その評価墓準 の設定
をも困難なものにしている。
1.2.2建 築生産 プロセ スの分節 一 前工程追随型
建築生産プ ロセスは一般に図1.1
のようであ る。すでに述べたように建 企 画
築 プロジェク トは一回性のものである
ため、設計プ ロセスは不可欠であ り、 基 本
それは建築主の企画情報 によって開始
される。組織的 にいえば、設計者 に企
画業務 を委任す ることもあ り、 また営
業企画 として建築主 に売 りこむ ことも
ある。 しかしこれ らはまれなケースで
ある。企画 をうけて構 想、墓 本設計
→ 実 施 設 計 → 積算 → 施工 計画
→ 施工 ・施工管理 → 竣工 → 維持
保全 と続 く。基本設計はあ くまでも企













図1.1建 築 生 産 プ ロ セ ス
tt■:
引渡 し
強 い。引き続 く施工計画以降 のいわゆる施工段階は設計の意 図を忠実 に実現す るためのプ
ロセスであ り、設計 → 施工 への一方交通型である。さらに維持保全 のプ ロセスは建築主
に建築物 が引渡 されて以降の全プ ロセスを表象 しているが、建築物 が引渡 されて初 めて維
持保全計画等建築物の運用計画 が立案 されることが多 い。 このよ うに図1.1に 示す各プ
ロセスは直前のプ ロセ スに時間的にも、論理的 にも追随す る形で存在 して いる。端的にい
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えば前工程追随型である。もちろん個別の建築プロジェク トでは厳密 にこの順序関係に従
っていない場合もな くはない。た とえば設計施工のようなケ ースでは実施設計が完了 しな
いうちに工事 を開始 した り(実施設計、施工計画、施工 プロセスのオーバーラップ)、貸
ビル等では企画プ ロセスで投資評価 をす るために、ある程度の建築物の運用計画 を立て、
その収支計算 を行 っている。いずれ にせ よ建築生産プ ロセス を前工程追随型 とす るのが在
来の通念 にな じむ見方であろう。
1.2.3建 築 プロジェク ト推進組織 の臨時性 と分立
建築生産プロセスの分断された各プ ロセ
スには専門化 が進行する。それは技術的分




分業体制=建 築生産組織 は図1.2に 示す 専門家
ごとくである。 この組織 を古川修は建築チ
ームと呼び、設計 をおもな機能 とした集団
図1.2建 築 生 産 組 織(011)
(図の左側)を 設計 チ ーム、残 余の集 団








さて この建築チ ームはプ ロジェク ト毎に編成され る臨時的なもので ある。そ してその組
合せの主導権 を持っのは多 くの場合建築主である。建築主は通常索人である。建築主 は若
干の情報 から建築家を選び、別個にもしくは建築家の助言 をもとに一般には競争的に施工
者を選ぶ 。このように建築主 の建築 プロジェク トにおけるイニシャテ ィブは強 く、建築チ
ームは社会に分散 して いる中から偶然的に編成され ることになる。
結果 としてチーム間 の情報流通 は分断され、設計チーム → 施工チ ームの一方交通型 に
ならざるを得なくなる。 これは前項の建築生産 プロセスの前工程追随型 を説明す る要 因の
一っであると解 される。分断 されたそれぞれのチームはチーム内での合理性、最適性 を目
ざす ことになる。部分最適化である。さ らに建築チームの構成員それぞれもその成立基盤
が具なるため、その 目的はおのず と差具 があ り、対立的なものもある。
星野芳郎はr技 術革新』(012)の 中でr同 じ技術原理の枠内で、そうした形で の部
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分的改良がすすみ、技術はやがて嬬熟の極 に達す るであろう。そして、経済的な必要性か
ら言えば、いよいよ技術原理そのものの変化 が強 く要求 されざるを得ないことになる・」
と指摘 している。本詮の文脈でいえば、同じチーム内の技術原理の枠 内で部分的 な改良が
すすみ、それぞれのチーム内での技術は高度化す るであろう。つ まり部分最適化 の手法な
り方法はかな りの段階にまで高め られ よう。 しかしそれはあ くまでも部分最適 であ り・チ
ーム内の技術の畑熟であって、プ ロジェク ト全体 の最適化の観点 からいえば・チーム間の
技術原理 を変化 させ ることが強 く要求 される。一方交通型ではなく、双方向交通型・プ ロ
ジェク ト全体の銃一的なみ かたが求められることとなる。
い ま製造業にいう生産設計 をr機 能設計のも とめるところを、 もっ とも経済的に・ しか
も容易に実際に生産できるようにア レンジ しなおす ことであ り、そのための工作設計 とか・
工具設計 とかをともなう。」(◎7)と すれば、建築生産プ ロセスでは施工計画がこれ に
該 当する。 しか し上述 した ように各 プロセスが前工程迫 随型で且っ設計、施工チ ームが分
断されている場合rア レンジ しなおす』 ことは一定程度 の困難 を伴 う。
1.2.4建 築プ ロジェ クトの多様性、多 目的性
建築主 の要求 は多様化す る。一方で要求 の内容 は厳密化 している。r何 をのぞむか」の
多様化である。これを受 けた設計っま りr何 をす ればそれが満たせ るか」はさ らに多様化
す る。たとえばr省 エネルギー建築物 にして ほしい」 を達成す る設計 には①熱負荷の軽減、
②エネル ギー源 の検 討、③熱交換の効率化などいろいろある。これ らの優先度、比璽によ
り設計内容は異なる。また使用する部 品、部材、技術も多様化 している。次のプロセスで
ある施工計画で はrい かにつ くるか」が検討 されるが、 このプロセスでもいくつ かの多様
性 が存在す る。その一っは新 しい施工機械、施工法、資材が種 々用い られ ること。二っ、
特定の作業 に限 っても数種の機械、資材、労働者の組み合せ が考え られること。三っ、現
場施工、工場生産 ・現嚇組立を両端 とす るい くっかの施工方式 が存在す ることなどである。
実際の施工プ ロセスでは投入され る労働者の職種 が多岐 にわたる。在来木造住宅 において
も20種 程度の職種が必要で、一般の建築物では50種 をこえる(表1.1)の が通常で
ある。且 つこれ ら多職種 の労働者 は整然 と順次施工現嚇 に投入 されることはまれで、出会
い丁場的で、潭然一体 となって作業 を進 めることが多 い。また部分工事の種類も多 い。部
分工事の定義 にもよるが、 たとえば工種別 に建築だけをみた掲合でも20種(表1.2)、
建築業許可の種類 は28種(表1.3)で ある。
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特 殊作 業 員
土工
とび 工
塗 膜 防水 工
人夫
コン ク リ ー ト圧 送 工
コン ク リー トエ
コン ク リー ト試験 工




















コ ン ク リー ト
プ レーサ 運転 エ
コ ンプ レッサ運 転 工
左 官 工





















基礎 工 事用 機 械
運転 工
くい打 機運 転 工
掘 削機 械運 転 工
クラ ッ シン グ
プ ラン ト運 転工
クラ ムシ ェル 運 転 工
ク レー ン運転 工
ク ロー ラク レーン
運転 工
自動 者運 転 エ
シ ョベル 運 転 工
ス ク レーパ 運 転工
タ ワー ク レ ーン
運転 工
積 込 機械 運 転 工
デ リック運 転 工
電 工
トラ ック ク レ ーン
運転 工
トンネ ル掘 削 機
運転 工
作業細 ガ 刺 。ルタル防水,[一一{
作業主任者 山止(留)エ
シート防水工 誘導員
シ ー リン グ防 水 工







バ ッ クホ ウ運 転工
パ ッチ ャ ー プ ラン ト
運転 工
フォ ーク リフ ト
運転 工
ブル ドー ザ運 転 工
ベ ノ ト運転 工
舗 装 機械 運 転 工























ロ ーラ運 転 工
ロ ッカ シ ョベル
運 転 工
カ ーペ ソ ト工
金 物 工
ガ ラ スエ






表1.2標 準 書 式 にお け る工 事費 内訳明 細書 の工事費構 成("9)
総工事費 工事原価 純工事費 直接工事費 〔1〕 仮 設 工 事
〔2〕 土 工 事
〔3〕 杭 地 業 工 事



















































































〔15〕 木 製 建 具L事
〔16〕 金 属 製 建 具L事































表1.3建 設 業 法 に よ る 業種 分 類
～o.
(寧.工)
建 設工 事の 種 類
(串寧1)(8廓2)
許 可建 設業 毬 建 設 エ 事 の 内 容
































17 塗装 工事 塗装工事業 塗料、塗材等 を工作物
に吹付 け、塗付け、又
は張 り付 ける工事4 左官 工事 左 官 工事 業 工 作物 に壁 土 、 モル タ
ル 、 漆 くい、 プ ラ ス タ
ー等 を こて 塗 り、吹 付
け 、 又 は張 付 け る工 事
18 防水工事 防水 工事業 アスファル ト、モルタ
ル、目地材等によって
防水 を行 う工塩
5 とび ・ 上L・

































よ り工作物 を建設 し.
又は工作物 に機械器具
を取付 ける工事I














23 造園 工事 造園工事業 敷地 、樹木の植栽、景
石 のすえ付 け等によ り
庭園、公園、緑地等の
苑地 を築造す る工事





7 屋根J二事 屋根 工事業 瓦、ス レー ト、金属薄
板等によ り屋根 をふき、
又は屋根に工作物 を取
付ける工事 25 建具工事 建具工事業 工作物 に木製又は金属
製の建具等 を取付ける8 電気1二事 電気L事 業 発電設備 、変電設備、








































眉製等 の管 を使用 して 処理 設備 を設匿する工
水 、 油 、 ガ ス.水 蒸気 事
等 を送配す るための施 27 消防施設工事 消防施設工事 火災警報設備、消火設
設 を設置す るエ事 業 備、避難設備若 しくは
10タ イル ・れ ん タ イル ・れ ん
が ・ブ ロ ック が ・ブ ロッ ク
れ ん が 、 コ ン ク リー ト
ブ ロ ック等 によ りL作
消火活動 に必要な施設
を設置 し、又は工作物
「=事1二 肇業 物を築造 し、又は工作 に取付 ける工事
物 に 、れ ん が、 コ ン ク
リー トブ ロ ッ ク、 タ イ








る工事 (寧寧1)建 築業法第2条 第1項 別表よ り
11鋼 構造物 工事 錆構造物 工事
業
形錆 、錆板等の鋼材 の
加1二又は組 上げによ り (申嗣2)昭 和47年3月8日 建設省告示第350号 よ り
工作物 を築造する工事
12鉄 筋L事 鉄 筋.1二事 業 椿銅等 の銅材 を加 工し、
取付 け、又は組立てる1 工事
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これ らのプロセスにおける 目的はそれぞれ異な り、個 々のプ ロセス内でもその 目的があ
る場合 コス ト最小化 とな り、別の場合工期短縮等 となる。要するに多 目的である。
このように建築プロジェク トは設計内容、施工方法の選択肢 が多様 なことと目的 自身 が
多 目的なことを特徴 としている。単一一目的、多 目的 のいずれにせ よ、部分的 に考 える場合
と全体 として考 える場合 とでは複雑化の程度 が異なる。全体 としての立場では果た して統
一的合理性 を求 める方法 があるの かどうかが問題の出発 となる。部分的に考える立場では
直ちに部分問題 にとりくむ ことにな り、その場合全体的検討はと りあえず 目をっむること
になる。この点に関 して中岡哲郎はr技 術 を考える13章 』の中で次のよ うに述べている。
r本当に全体に部分的にでな しにアプローチで きる方怯 がわれわれにあ りうるのかどうか
を一度徹底的 に問いっめてみ ることだ。どのようなアプ ローチも必ず部分的であることが
わかるだろ う。1(㈲16)
1.2.5問 題の所在
結局建築 プロジェク トは設計 と施工が分離 していること、 しかも情報は設計か ら施工へ
の一方交通型 に近いことを特徴 としている。またプ ロジェク トの諸機能 を満足 させ る物的
設計はいくとお りかの代替的方法 があ り、それ らの物的設計 を実体化す るためにっ くり方
にもい くとお りかの代替的方法がある。さらにプロジェク トに要求され る内容、ハー ド技
術等は複雑化、多様化、高度化 している。
従って現実は二っの可能性 が潜在 している。一つは設計、施工それぞれのチ ーム内での
合理性、最適性 を目指す こと、二っは代替案、情報 を網羅す ることが困難で、個人的経験、
達観に依存する部分が多 く、最適化ではな く、満足化 にとどまること。
1.3研 究の目的と概要
建築プロジェク トの最適化方浩 を考える嚇合、プ ロジェク トの種類、関連する要因が多
岐に亘 り、実体の把握 、分析 が膨大 な量 となるため、統一的に扱 うことは困難である。こ
こでは、建築プロジェク トのうち集合住宅プロジェ クトに限定 してその最適化方法 につい
て論述す ることにする。
さて 目標 とす る最適化方法 には三っの レベルがあ る(図1.3)。 最も低い レベル(レ
ベル1)は 現在部分的な事象について主 として経験 と達観 によって意思決定されている過
程 をと り出 しその過程 を鵠理 的にし、望む らくは合理的に部分最適化 を達成す る方法 をい
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う。これを現状改良型 と呼ぶ。
次 のレベル(レ ベル2)は レベル1よ り
も包括的な部分的事象 にっいて現状改良型
の方法 をい くつか統合 し、も しくは現状改
良型 と未だ論理的になっていない過程 とを
統合 し、最適化 を達成する方法 をいう。 こ
れ を改善型 とい う。
レベル3は 現状改良型、改善型 を統合 し、
も しくは未だ論理的になっていない過程 を
も包括 した全体 を最適化す る方法 をいう。
これを開発型 という。
システム開発の文脈(e26)で いえば
レベル1,レ ベル2の 方法はボ トムア ップ



















最 適 化 方 法 の 三 レ ベ ル
発 にわけられるが、 ここでは一応 それぞれ レベル1,レ ベル2,レ ベル3に 対応 している
ものと考えておく。
1.3.1研 究の 目的
本研究の 目的はまず集合住宅プロジェク トの意思決定過程の実態 を企画 ・設計段階か ら
施工、維持保全 までの各プ ロセスにわたって考察 し、決定過程の論理構成 を明 らかにす る
こと。次に基本設計プロセスにおける集合住宅プロジェク トの最適化 に関す る合理的で体
系的な方法 を確立することにある。
基本設計 プロセ スでは後続プロセスである工事費計画、施工計画、維持保全計画策定の
論理構成は明確でなく、考慮 されていない局合 が多 い。そ こで後続 プロセスでの実際の決
定問題 に立ち入 り、そ こでの決定過程 の論理、 あるいは非論理 をつかみ、基本設計 プロセ
スでの計画に生 かす ことを考える。そのため建築生産 プロセスの各 プロセスの決定過程 を
扱 う。
古川修は指摘 している。r現 状 の組織上の建前のなかでも、工事技術情報の整備、その
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設計者への提供 のされ方 に適切な方法 とルール が設 けられるな ら、設計業務 としての工事
計画は成立するだろう。…… これ らの背景 として、工事方式選択の基準 となる論理が準備
されな くてはな らないだろう。」(串31)
企画 ・設計段階のうち基本設計 プロセスでの最適化 をと りあげるのは、企画プロセスで
はプロジェク トが決定 に十分な程度に物的な形 をとらず、工事農計画、施工計画、維持保
全計画の概略の検討 が一定程度困難であること、また実施設計プロセスではプロジェク ト
の細部 が確定 されるため、個別にはより最適化 されるが全体 としての検討が困難になるこ
とによる。ただし第7章 で述べるように、プロジェク トの最適化 には企画プロセスか ら一
貫 した整合的最適化への検討 が不可欠であるため、企画 、実施設計プロセスに踏み込 んだ
議論も必要に応 じて行 う。
また合理 的で体系的 とは決定過程が論理的であること、そして評価基準 が明確で主観 が
入 らないことにおいて合理的であ り、建築生産 プロセスの全体、建築チ ームの全体 を含む
ことにおいて体系的である。
1.3.2研 究の範 囲
本研究は前述の方法の三つの レベルのうち、 レベル1を 扱 う。その理 由は次のとお り。
(1)我々はいまだに建築生産プロセスを一定程度以上に正確 に記述する ことす らできて
いない。記述す るとは各プロセスへのインプッ ト、アウ トプット及び変換過程を明 らかに
す ることである。一定程度正確 とは集合住宅プロジェク トに限れば、設計チームが異なろ
うとその情報の種類、内容 において さほどの差異がないことである。たとえば墓本設計 が
終 了した段階で出力された設計内容はその範囲、詳細の程度、関連業務への配慮 などの点
で現状は設計チ ームによって著 しく異なる。
従って レベル2、3の 方法 を直接 に指 向することは実態のないシステム開発になる可能
性 を潜在 させ る。
(2)当面は各プ ロセス、あるいはさらに細分化 したプ ロセスの中での論理的思考、客観
的評価を重視 した方法 をめざす。それでも諭理的思考過程を正確 に記述 しようとすれば、
対象 を相当程度限定 してかからねばな らない。
(3)また細分化 され たプ ロセスにせよそこに投入 される技術、資機材、労働力は前節で
ふれたとお ります ます多種 ・多様 になってお り、さまざまなや り方、組合せ が考えられる。
且つ個人的経験、知識 だけでは最適 なや り方、組合せ が達成できない。従って レベル1の
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方法 はその重要性、緊急性が増 している。
(4)中、長期的な視野に立 った レベル2、3の 開発 は当然 に必要である。 しか しそれ ら
はもう少 し建築生産プ ロセスの記述が正確にな り、また現状改良型 の方法 がさ らに開発 さ
れるのを待 たざるを得ないと考 える。
(5)そこで本研究ではレベル1の 方法を開発す ると同時にそれ らを使 ったプ ロジェク ト
最適化の方法 を論述す ることにす る。
本研究の範囲 を簡.単にまとめると次のとお り。
■集合住宅 プロジェク トの意思決定過程の実態の記述
・企画 ・設計段階 から維持保全にわたる全プ ロセス
■集合住宅 プロジェク トの整合的最適化方法の確立











報は少な く、未 だ確定 して いない事項 も多い。
不確実性 の度合 が高い。これ らの主要 な要因
を操作可能なものとし、プ ロジェ ク トの基本
設計プロセスで工事費計画、施工計画、維持
保全計画の情報 を先取 りす る形で事前計画 と
して予備的 に検討す ることによって、 プロジ 図1.4














後 工 程情 報 の 先取 り
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1.3.3本 研究の概要
まず細分化 されたプロセス、意思決定の嚇面の現状 を具体的 な集合住宅 プロジェク トを
通 して考察 して いる。そこでは論理的な部分 とそうではない部分、各プ ロセスの相互依存
関係などの問題の構造 を明確 にし、決定過程の分析 を行っている。
っぎにプ ロジェ ク ト全体 の最適化 の方法論上の問題について論述 している。多 目的性、
全体最適 と部分最適 の関係 などの検討後 、プ ロジェ クトの企画 ・設計段階で事前計画 とし
て施工計画以降のプロセスの概略の計画、分析 を行い、最適化の方向づけを行 うことが重
要であると結論づけて いる(図1.4)。 ここではプロジェク トの最適化には工事費計画、
施工計画、維持保全計画 を中心 とす る基本設計の最適化が特 に重要であるとして、本研究





本論文 は2編12章 からなる。各章の関係は図1.5に 示す とお りである。
第1章 序論では、まず本諭文で使用する用譜 の定義 を行 い、建築プロジェク トの特徴
及び状況 の変化 について触れ、その中でプロジェク ト最適化のためにはプ ロジェク ト金体
の体系的、合理的なと らえ方、方法 を開発 しなければな らない ことを明らかにしている。
っぎに本研究の目的、方法 、範囲 を示 し、プ ロジェク トの対象 として集合住宅 をと りあげ、
研究対懐 を建築生産 プロセスの中で差本設計プロセスを中心 とす ることな ど明確な位置づ
けを行 っている。
っつ く第1編 では、現実 の集合住宅 プロジェク トにおいて発生する決定問題(と きにそ
れは最適化問題 となる)の 実態を企画 ・毅計段階、施工段階、維持保全段階に分 けて論述
している。具体的には
(1)現在の建築生産 プロセスの フローチャー トを示 し、一般的な問題点の指摘 を行い
(2)よ り具体的な決定問題の分析 を行 うための方針 を示す。(第2章)






































































とす る最適化 が必要 であることを指摘す る。
(2)その最適化の方法論上の問題 として多 目的評価、全体最適 と部分最適、定性的も
しくは表現 されにくい問題 の扱いがあることを示す。
(3)その上での最適化方法 にっいて論述す る。
(4)その最適化方法 において第8章 ～第11章 の部分最適化問題の位置づけを行 う。
第8章 では工事費計画 の最適化のための工事費概算 システムを開発 し、基本設計プロセ
スで設計者が各種の建物形状、規模の設計案 を作成す るのに対 して、 タイムリーに概算数
量 が算 出できるようにし、経済性の面での設計支援をはかる方法 を示 し、実証的に検討 し
ている。具体的には
(1)基本設計プロセスでの工事費概算問題 を記述 し、
(2)多変量解析 による概算モデルを中心 とした工事費概算 システ ムを開発 し
(3)具体的なプロジェク トへの適用 とその結果について験述する。
第9章 、第10章 では基本設計プ ロセスでの概略施工計画の最適化 の問題 として工事、
工程計画の主要部分である揚重計画 をとりあげる。第9章 では超高層 プロジェク トに代表
されるような建築物 としては1棟 であ りながら、その建築面積、高さ等規模の大 きいもの
をとりあげる。具体的には
(1)単独棟 クレーン配置計画問題の記述 をし、前提、制約条件 を明 らかにす る。
(2)施工現掲 モデル、建築物モデル等各種 モデルの構築 を行い、
(3)それ らを使った最適化 の手順 を示 し、
(4)プロジェク トへ の適用とその緒果 にっいて諭述す る。
第10章 では団地建設にみ られ るような、集合住宅 を多数同時に施工す るといった面的
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広 がりを持 ったプロジェク トへの資源配分をクレーン配置計画問題 を例 に論述す る・具体
的には
(1)多数棟 クレーン配糎計画 問題 を記述 し、前提条件、制約条件 を明 らかにす る。
(2)ク レーン投入計画用のシ ミュ レーションモデル を作成 し、棟数 と投入ク レーン台
数 との関係 を明 らかにす る。
(3)それ らを使 った全体の配置計画決定 モデル を構築 し、最適化 の手順 を示す。
(4)プロジェク トへの適用とその結果について諭述す る。
第11章 では墓本設計プロセスでの維持保全計画 の最適化 について建築物 の部位、部分
の最適化 を例に諭述す る。具体的には
(1)維持保全問題の記述 を、劣化関数 と修繕区分、劣化量 と修繕費の関係 などの点で
行い、既存のモデルでは対応で きないことを指摘 し、
(2)維持保全計画立案のための各種修繕モデル を開発 し、
(3)それらのモデル について変数の感度分析 を実施 し、
(4)シ ミュレーションの結果 にっいて諭述す る。
第12章 結論は本論文のまとめであ り、各章で明 らかになったことをふ まえ、本諭文
で提案 している集合住宅プ ロジェ ク トの最適化方法の妥 当性 と有効性 について諭述す る。
さらに、全体 としての実用化のための課題 について指摘す る。
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第1編 集合住宅プ ロジェ クトにおける決定問題 の実態
第2章 緒論
2.1は じめに
第1章 では建築プ ロジェク トの特徴 と問題点 をあげなが ら、プロジェク トの最適化 との
関連について論述 した。建築チ ームが分立 し、建築生産プ ロセスが分 断されている状況で
は、整合的最適化は外的に検討 しなければな らないことを指摘 し、そのためまず集合住宅
プロジェク トの意思決定過程 の実態 を生産プ ロセス全体にわたって明 らかに し、 その論理
構成 を検討する。その後プロジェク トの整合的最適化方法 にっいて考察す ることとした。
従って第1編 では現実の意思決定問題 を企画、基本設計 プロセスから維持保全プロセス
に至る各プ ロセスで検討す る。 とりあげるプロジェク トは一例 を除き、設計施工一貫方式
で実施 されたものである。設計施工一貫方式は分離方式 に比べ、設計 と施工がより緊密 に
結びついてお り、工事費計画、施工計画 などの支援 が得 られやすいと目され、一般 にもそ
う評価 されていることが理 由である。
決定問題には前後のプ ロセスと強 く関連 し、基本設計プ ロセスから概略にせよ計画すべ
き内容 とそうでないもの とがある。基本設計プ ロセスだけをとり出しても工事費計画、施
工計画、維持保全計画を中心 とした各種の計画問題 があ り、相互に関連 している。そ こで
問題をできる限 り詳細に検討 し、決定過程 の諭理構成を明確 にする。そ して工事費計画、
施工計画、維持保全計画間の整合性、前後 のプ ロセスとの一貫性 について考察 し、基本設
計プロセスで何がどのような諭理構成で決定されているかにっいて論述 し、第 皿編で開発、
提案す る最適化方法の基礎 とす る。
まず本章では集合住宅プ ロジェク トの最適化 の方法 を議論す る場合の関連す る事項の定
義 をし、典型的な建築生産 プロセスの現状 と問題点 にっいて一般論 を展開する。次に次章
以降本編で扱 う具体的な決定問題 をいかなる観点、方法 でもって分析するかの方針 を明ら
かにし、問題 の構造化の概念 を示す。第3章 以降は具体的な決定問題の分析である。第3
章は企画 ・設計段階での決定問鷺の実態 を扱 っている。まず3.1節 では集合住宅プ ロジ
ェク トが設計施工競技方式で実施 された事例 における応募案作成段階での物的設計、価格、
生産 システムの決定問題を扱 う。3.2節 では3.1節 の応募案が現実の実施案として確
定 されてい く過程 の決定問題 を扱 う。墓本設計から実施設計に至 る過程である。結諭的に
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は物的設計、価格、生産システムが整合的に最適化 されるものでな く、個別、独立的に現
実化 されている。3.3節 では設計施工一貫方式において設計図、仕様書 が催定されて い
く問題 を扱っている。設計者 としては仕上工事等に自由度 を大 き く残すため、初期 の基礫・
躯体工事費 を極力おさえる方向に振舞う可能性が強 く、全体 としての最適化 をめざす もの
でない。第4章 は施工段階での決定問題の実態 を扱って いる。4.1節 では大規模集合住




で技術的、経済的な工期 を契約工期内で 自由に決定す る必要性、あるいは自由に決定す る
可能性 がある。 しかしその過程は契約 と施工計画の関係において契約工期追随型である。
4.2節 ではPCa板 製造の現筍サイ ト工場の生産計画 と施工計画 との関係につ いて メー
カー型生産計画 と比較 しなが ら、その違 いにっいて論 じている。4.3節 では工事費 と施
工計画の関係にっいて扱 う。工事費概算段階の施工計画は係数処理 が大勢で、仮定的にせ
よ施工計画 が検討され ることは稀であること、新規性の強い工事には甘い計画数量 が採用
されることが多 く、結果 として工事費 は高 くなることを指摘す る。4.4節 では内装 プ レ
ハブ工事 の施工体制決定問題 を扱 い、その特徴 を具体的な 目標 が設定 されに くい決定問題
として考察 している。4.5節 では設計変更問題 を扱 う。設計変更 は本来契約金額の変更
を伴なうことが多いが、実態上 は設計変更 の決定時期、変更行為の実施時期、契約金額 の
決定時期 ・方浩に相当程度のずれ があ り、いわばr物 」の決定 とr金 」の決定 が独立的で
ある。第5章 は維持保全段階での決定問題 を扱っている。5.1節 で は維持保全プ ロセ ス
での修繕計画策定問題 を扱 い、計画修繕の用語の整理 と計画策定過程、修繕実施の意思決
定過程 を明 らかにす る。5.2節 では集合住宅の修繕実態 を公的住宅 を例にあげ、修繕工
事費 と修繕行為の関係について論述す る。第6章 は本編のまとめである。物的設計、工事
費計画、施工計画、維持保全計画、 これ らは個 々に、独立的 に検討され、全体 として相互
依存 の関係 が組み込 まれることは少ない。 しか し個別の事例 をみれば、その相互依存 の関
係の存在は明 らかである。 これ ら各プロセスとプ ロセス間の関係は既 にル ール化 、プログ
ラム化 された部分 とそ うでない部分が存在 してお り、短期的には これ らの部分の整合的 プ
ログラム化 が重要である。またいわゆる憎報 のフィー ドバ ックでは建築プロジェ ク トの一一
回性、個別性 を考えればタイ ミングの点で遅 くなる可能性 が強いと して、先行的な分析 を
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行 って、情報 の先取 りによって最適化 を指 向する方法 を確立すべきだと結論づける。
さて ここで本編で使 う用語の定義 をしてお く。主要な用語である 〈プ ロジェク ト〉、
〈最適化〉 、 〈プロジェク トの最適化〉 は既 に1.1節 に定義 したので繰 り返 さない。
(1)企画 ・設計段階…第1章 で建築生産プロセス を8つ のプ ロセスに分割 した。(図1
.1)こ こで企画 ・設計段階 とはそのプロセスのうち企画、基本
設計、実施設計の各プロセスの総称である。
(2)施工段階 ……同様 にして施工計画、施工、施工管理の各プ ロセスの総称である。
(3)施工計画 ……施工計画、管理に類する用語は 「施工管理(の1)」 、r施 工計
施 工 工 事 作 業
施工計画 工事計画 作業計画













周 辺 環境,法 規 制,対 外 折衝 等 を含 む
直接 工事 の 部分(型 枠,鉄 筋 コン ク リー ト等)
工 事 の うち 部分,部 位,要 素(型 枠 組 立,解 体,小 運 搬 等)
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図2.1施 工 ・工 事 ・作 業 の 範 囲 と階 層 性
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(4)管理技術
画(02)」 、 「工事計 画(*3)」 、r工 事管 理(申4)1等
未整理 のまま使用されてお り、準拠すべきものがない。 ここで は
図2.1に 示す形 でその階層性 と範囲 を定め る。
……OR 、IE、QC、EE、VE、PERT、SE等 に代表 され る
マネ ージメン ト、生産の領域に適用 される基本 的な技術群 。
(5)固有技術(s5)…材料、力学、設備などの設計 から施工にいたる固有 の技術 で主 と
(ハー ド技術)し て物 の生産、加工、施工 に直接 かかわる技術群 、た とえばコン
ク リー ト打設技術、掘削技術な ど。ハ ード技術 ともいう。
(6)ソフ ト技術 ……管理技術 を包括するが、管理技術 が主 として限定的、分析 的立嚇
をとるのに対 してソ フト技術 には総合的(申6)な もの、無 限定
の領域 を扱 う技術も入 る。無限定 な領域とは扱 う領域 があま りに
複雑であるため、厳密 に統御 した実験 を設計す ることが不可能で、
定量的モデル を立てることが難 しく、未知 の要因 が支配 している
ような領域である。(廓7)
(7)ハー ドシステム方法論…現実世界の問題 に取 り組む システ ム論的方法論で"シ ステム
(08)工 学"と も呼ばれているもの。この方法では、 目標あるいは達成
す べき目的は所与 とす る。このときは与え られた 目標 を達成す る
べ きシステムが設計できる。
(8)ソフ トシステム方法論…現実世界の問題 に取 り組む システム諭的方怯諭で、そこでは
望 ましい目標、達成すべき目的は所与 とす ることができない。
2.2集 合住宅プロジェク トのプ ロセス フロー
建築生産プロセスの端的なものはすで に図1.1に ふれたとお りであるが、 これをよ り
具体的、現実的な表現に したのが図2.2で ある(注1)。
この図を通 して現在の建築生産 プロセスでの意思決定の特徴 をまとめると次の ようで あ
る。
(注1)同 図は大手建設会社のTQC資 料("9)か ら借用 したもので、現在運用され
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品 質 監 査 → 品質保証活動結果の反省
言 、
・
【改 善 命 争1 ご
図2.2現 実 の 建 築 生 産 プ ロセ ス(寧9)
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(1)意思決定 の場面、主体の多種 ・多量 さ
建築プロジェク トの特徴 の一つに建築チームの臨時性、設計図、仕様書 がプ ロジェ ク ト
毎に作成 されることがあげ られ る。これは設計施工一貫方式 においても例外で はない。従
ってプロジェク トの全体 に亘ってr物 』の設計、rそ のつ くり方』 の計画、r使 い方 』の
計画 をその都度 しな ければな らない。決定 の嚇面は生産 プロセスの全体 に存在 し、関係す
る主体は多 い。図2.2は これ らを有機的 に結びっけたものである。
(2)フィー ドバ ック機能 の導入
前工程追随型の建築生産プ ロセスに フィー ドバ ック機能 をと りいれ ることによって情報
を還流 させ ることは基本的に重要なことである。 しか しその利用 の しくみ を合理的に設計
しておかなければフィー ドバ ック機能 を効果的に生 かす ことができず、単なる情報収集 に
終始することになる。また設計施工分離方式も施工チームか ら設計チームへの フィー ドバ
ック機能 は必ず しも存在 しているとはいいがたい。
さらに、プロジェク トが一回性であることを考えれば、生産プ ロセスが相 当程度先に進
んでからの フィー ドバ ックはタイミングの点で問題な しとしない。図2.2を 例 に示す と、
たとえば基本設計プ ロセスへのフィー ドバ ックはFB1,4,5,6と なっている。FB
1は実施設計後 のデザインレビューを経た、も しくは見積 りを経 た(い ずれかは判然 とし
ない)フ ィードバ ックである。端的 には基本設計 と実施設計の両 プロセス間での物的設計
内容の詳細化である。FB4,5,6は いずれも竣工、引渡 し後 のフィー ドバ ックであ り、
事実上 当該プロジェク トでの還流は考 えられない。他のプ ロジェ ク トか らの情報である。
またFB2の よ うに施工段階の情報がフィー ドバ ックされる場合、その中心 は他のプ ロ
ジェク ト向であ り、当該プ ロジェク トの設計段階向ではない。仮 に後者であれば、それは
タイ ミングを失す るか、あるいは必要以上に設計内容の大 巾な変更 を伴 うことにな る。
従って建築生産プロセスの前工程追随性 を解消す るための機能 として導入 されているフ
ィードバ ックは重要であ り、特に後続の他 のプ ロジェク トにとって そうであるが、おのず
とその限界 がある。当該 プロジェク トにとっては基本設計プ ロセ スで基本設計以降のプ ロ
セスの計画 の概略 を事前に検討で きるしくみ を持っているな らば、 ミスタイ ミングを防 ぎ、
実質的な設計変更 を基本設計プロセスで行 うことができる。
(3)企画 ・設計段階 には数 回のデザインレビューのプロセスが存在す る。
デザインレビュー(設 計審査)と はJISZ8115信頼性用語によれば 「アイテムの設計
段階で・性能 ・機能 ・信頼性な どを価格・納期などを考慮 しなが ら設計について審査 し改
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善 を図ること。審査には設計 ・製造 ・検査 ・運用など各分野の専門家 が参加す る。」であ
る。建築プ ロジェク トの場合、通常、設計 と施工は分立 してお り、 この定義の意味のデザ
イン レビューは可能性 が乏 しく、設計者個人 もしくは設計チーム内で適宜処理 されて いた。
プロジェク トの複雑化、多様化は必然に設計の手もど り、再検討 を多発させることとな り、




成 されることになる。しか し上述 したようにそのタイミング、影響 の度合の点で フィー ド
バ ックは一定の困難を伴 う。
(5)維持保全計画 は見当 らない。
図2.2に いうサービス ・苦情処理段階は本諭でいう維持保全プロセスと解 されるが、
その段階に至っても維持保全への配慮はない。単にカシ補修 という意味での補修計画が定
め られているにす ぎない。維持保全 プロセスは建築生産プロセスから分離 された形で建築
主が独 自に行 うことになる。ここには生涯費用の考え方 はな く、保全性設計、信頼性設計
もその検討範囲として いない。
(6)この ようにみて くると図2.2に 示された現状の生産プロセスは一面性 と表面性
(ゆ10)で 特徴づけられる。す なわち、品質面だけをことさ ら重視 して いる点で一面的
であ り、計画問題の全体がみえてこない。一方施工計画、維持保全計画等が企画 ・設計段
階で欠落 している点およびそれ らの階層構造が明確 にな らない点で表面的で計画問題の段
階的な最適化への手順 が欠落 している。端的には一 回限 りの検討で実行解 が求め られるシ
ステム となってお り、実行可能解 の存在 は予見 としてあ り、最適性 の保証はない。
(7)結論 として フィードバ ック機能が入 り、デザ イン レビューが実施 されるなど部分的
な改善はすすんでいるが、全体 としてはやは り前工程追 随型であることは否めず、改善の
余地の大 きい ことが予想され る。
以上実際 に建築プ ロジェク トのプロセスの現状 と問題点 について概観 した。次にこれ ら
をより具体的な意思決定の嚇面に即 して論述す る。そこで まず決定問題分析の方針 を示す。
一25一
2.3集 合住宅プロジェ クトの各種決定問題分析の方針
2.3.1問 題 とは何 か
各種の決定問題 を扱う場合、問題の性格、 とらえ方 を明確に しなければな らない。佐藤
允一は問題は次のように多種多様であ り、その概念 を定義 してかか らねばな らな いとして・





④ 達成すべ きこと……課題、 タスク
⑤ 論議すべ きこと……課題、テ ーマ
⑥ 意見 が分 かれること…争点、論点
⑦ さ しさわ りのあること…障害、支障
⑧ どうにもならないこと…拘束、不条理
そ して問題 を図2.3の ように分類す る。
問題の型
発生型問題一 一 一[麗
設定 型 問 題(目 標志向型=決定型) 函
図2。3問 題 の 型(■11)
発生 型問 題 とは あ らか じめ設 定 され た 目標 と現状 との ギ ャ ップで 、 これ を二 っ にわ け、
一 っ は 目標 か ら現 状 が逸 脱 して い る状 態 の逸 脱 問題 、 二 っ は 目標 水 準 に現状 が達 しな い状
態 の未 達 問題 とす る。一 方 設定 型 問 題 とは 新 しく設定 され た 目標 と現 状 との ギ ャ ップで あ
る。
また吉 川和 広(◎12)はS.L.Optner(オ プ トナ ー)の 分 類 と して 次 の2種 類 をあ
げて いる 。一 っは 、
① 定 形 的 問題(well-・structuredpr。blem)
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② 非定 形 的 問題(il1-structuredPr。ble皿)
に分 ける方 法 で あ り、他 の一 っ は
① 定量 的 問 題(quantitaiveproblem)
② 定 性的 問 題(qualitativeproblem)
③ 混 合問 題(mixedproblem)
に分 ける方 法 で あ る。
さて集 合 住宅 プ ロジ ェ ク トの決定 問 題 の多 くは混合 、非 定 形的 問題 で あ る 。ま た問題 を
「目標 と現 状 の ギャ ップ」 とす れ ば、 目標 自体 が明確 で な く、 目標 の設 定す ら困難 な揚 合
が少 な くない 。2.1節 の定 義 にい う ソ フ トシ ステ ムで あ る。 この場 合 目標 があ いまい で
あ り、 問題 と して 顕在 化 せず 、 潜在 化 して いる こ とが予想 され る 。ま た 目標 がきわ めて 明
快であっても問題が顕










































































図2.6設 定 型 問 題
目標 を明確にあるいは設定す る手法 を開発す る。






問題は鰍 するためにある(廓12)と`ま[i璽亟}一[亙 亘コ 一ー[巫 コ
よくいわれ る。そ して問題解決へのアプロー
図2.7問 題 解 決 の 略式 手 順
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問 題 解 決 の 手 順
ある。最初の4ス テ ップはループを形成 しているが、これは次の理由による。発生型問題
の場合は直ちに問題の探索 に入ることが可能であるが、設定型問題の揚合は 目標 を設定 し
なおさない限 り問題 とな らないこと。 目標が明確に設定できない潜在的問題の場合はr決
定過程の論理 を組立てる。」型 の問題へ と問題 の定義 を変更 しなければな らないこと。
いずれにせ よ問題 をどのよ うに把えるかをまず明確 にしなければな らない。
集合住宅 プロジェク トの各種決定問題 を扱 うには次の三つの観点 が必要 である。
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(1)決定問題には階層性 がある。
.目標 には階層的構造 がある。(廓17)プ ロジェク トの環境、制約には現実化 の程度 に
よ り概略か ら詳細 への階層性 がある。従 ってそれ らの階層性 を明確に しなければならない。
(2)決定問題の分析者の立場 を明確にす る。
決定問題はその立場 によって当然 目標 とする ことが異なる。場合 によっては相反す るこ
ともある。立嚇 を明確 にすることは問題の構造化 の前提である。
(3)決定問題 の範囲を明確 にする。
建築生産 プロセスの中で対象 として
集 合 住 宅 プ ロ ジ ェ ク トいるプロセス、部分 を明 らかにす るこ
とによって、決定問題の前提、制約、 環 境
環境 を明確 にす ることが可能 となる。 境界
(図2.9)
集合住宅プロジェク トのこういった
問題 を研究す るには、問題 をシステム)一 一_ノ
的に表現 し、問題の構造化(■16)部 分決定問題
図2.9決 定 問 題 の 範 囲をはかることが必要であ る。問題 の構
造化の概念 を図2.10に 示 し、以下
②
制 御 要 因
不 可制御要 因
図2.10問 題 の 構 造 化 の 概 念
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簡単 に説明 を加 える。(なお図2.10は 佐藤允一の問題 の構造化の概念 を借 り、一部追加
して作成 した。)
①環境は集舎住宅プ ロジェクトをとりまく環境で、部分的な決定 問題の場合 には残余の
部分の一部も環境に入 る。
②制約には操作可能な制約(制 御要 因)と 操作 が不可能 な制約(不 可制御要因)が ある・
前者には資源の制約、時間の制約な ど定量的 な制約 と定性的表現 による制約、た とえば
「××してはな らない」、 がある。後者には 自然 の制約(天 候など)、 社会的な制約(法
律、契約な ど)が ある。また環境条件 が制約条件 に加わることもある。
③入力は 目標 を達成す るための手段で諸資源、機械 などである。
④処理は入力 を得て各種の制約 を受 けながら目標達成 のために行 う活動 のことである。
入力 された資源、機械 などをいかに使い、組合せ、実行 してい くかを決 め、実施す ること
である。集合住宅プロジェク トの場合、 この処理の過程 がブラ ックボ ックス(以 後BBと
略す)化 してお り、その論理構成 を明確 にし、あ るいは確立す る必要があ る。次章以降で
扱 う決定問題 の中心 はこの点 にある。
⑤出力は④の処理の結果であ り、現状である。
⑥ 目標は環境の影響 をうける。た とえば受注競争が厳 しい状況では 目標利益 は低 くせざ
るを得ないといった関係である。しか し前述 のとお り、 目標 が明確 に設定できない問題 も
存在す る。
⑦評価要因は出力および 目標 をいかなる点で評価するかを明 らかにす るもので、制約 と
同様に定量的要因ばか りでな く定性的要因も含まれる。
⑧フィー ドバ ックは問題があ る場合 に対策 を講ず ることで、対策 の相手は入力、処理の
いずれの場合もあ りうる。
以上の分析方針 を基 に次章以下に決定問題の諸側面 を論述することにする。記述 の方法
は下記に順序に従って行 う。
(1)対象プロジェク トもしくは決定問題の概要
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3.1設 計施工競技方式による団地建設 プロジェク トの基本設計での決定問題
通常分離されている設計 と施工 とを結びっけ、統合す ることには次のような意義 がある。
①生産技術の設計へのフィー ドバ ック、②効率のよい生産システム開発の可能性、③施工
者の技術開発意欲の増大、④他産業 からの技術導入 の可能性、⑤設計施工管理一貫による
施工者側責任の拡大 と責任施工意欲 の刺激。統合の方式 としては①設計施工競技、②代案
入札、③協議設計、④性能発注などがあ りうる。 このうち設計施工競技方式 は技術開発的
要素 の強いプロジェ ク トから既存 の技術 を最大限に生 かす ものまで幅広 く含むことができ、
その意味 において応用性がある。また、性能条件の提示 が不可欠で ある性能発注方式 と比
較 して条件提示 の面で弾力性 を持たせることが可能であ り、よ り現実的である。
このような意味か ら設計施工競技方式の場合、物的設計、価格、生産システムの整合性
が典型的に表われ、外部 からも観察 しやすいため、基本設計での決定問題の例 としてとり
あげる。
3.1.1対 象プ ロジェク ト及び聞題 の概要
(1)対象 プロジェク トの概要
対象プロジェク トの概要 を提案競技募集要項(■2)及 び資料集(寧3)よ りまとめて
おく。
① 目的 本競技 は市街地における高層住宅団地 において、住宅等の工場化工法の開発 を
促進 し、良質な高層住宅のコス ト・ダウンを図るとともに、あわせて住環境の向上に必要
な施設の整備 を図 り、もって国民の住生活の安定、向上に資す ることを目的とする。
②概要 兵庫県芦屋市に計画 されている芦屋浜住宅団地の一部 に競技対象地 区20.3
haを 設定 している。
競技は、建設省 ・兵庫県 ・芦屋市 ・日本住宅公団 ・兵庫県住宅供給公社 ・(財)日 本建
築センターの6者 の主催 。実施運営機関 として、r工 業化工法による芦屋浜高層住宅プロ
ジェク ト提案競技実施委員会」 を設 け、この委員会 が競技の実施運営の基本的事項の決定
を行 なった。また審査 は、実施委員会 に設 けた審査委員会がこれ にあたった。
本競技 に応募できる者の資格は、提案の実現、すなわ ち住宅や施設の生産 ・供給はもち
ろん完成後 の管理 に至 るまで、すべてに責任 と能力を持ちうる者 とした。
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書面審査等によって、優秀 なものを選 出してこれをr工 業化工法 による芦屋浜高層住宅
プロジェク ト提案競技入選案」として決定 し、公表 し、住宅、施設等 の発注につ いては・
住宅、施設等の発注者で構成する発注者協議機関が入選案 のうちから決定 した。本節 はこ
の競技 に入選 し、実施 に移 されたプロジェクトの提案内容 を基本設計 とみな して・その決
定問題 を取 り扱 う。応募案 が入選 し、提案内容が実施案 として現実化されて いく段階での
決定問題は次節で扱 う。
(2)問題の概要
提案競技 の応募案 に要求された内容は主 として物的設計 と住宅価格の責任ある値付 けと
迅速 に生産供給できる方式である現実的な生産方式の提案 から構成 される。そ して応募案


































人 的 資 源 の 投 入
資 機 材 の 投 入
技術 ・知 識 ・経験
④ 処
到 ⑥ 目 標プ ロジ ェク ト受注
鏡 技 入 遇
提 案内客 の整合性1⑦ 評価要因















鏡 技 応 募 案
価格、 設計 、生産システム
維持保全計百に藍合性がない




図3.1問 題 の 構 造
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前述 の本提案競技 の目的、概要 はここで扱 う問題の環境である。さ らに企業 の方針(応
募す る、入選 を目ざす)も 目標であると同時に環境 となる。現地芦屋浜の 自然条件、社会
条件等 はこの時点でさほ ど明確 になっていないにせよ、やは り環境の一部である。
(2)制約条件
制約条件は入力と相互関係が強 く、ある場合には入力ともなる。た とえば可能 な投入技
術者の数は当然の ことな がら上限がある。さて本競技の応募要領 に記 された住宅の条件、
施設の条件 はその全体が制約条件 となる。但 しそれらが制御要因か不可制御要因かは提案
競技の性格上判然 としない。概略を以下 に記す 。
A、 住宅 の機能、価格等
(a)規模は表3.1の 定めるところによる。
(b)階数は14階 以上 とす ること。
(c)浴室 ・洗面所 ・便所(水 洗式)を 設ける こと。
(d)暖房 ・給湯 の設備 を備えること。
(e)住宅の各部は、適当な耐久性 をもち.維 持保全が容易なものであること。
(f)住宅の戸数 ・規模 ・価格 の条件は表3.1の とおり。
(g)住宅の価格は住宅主体の価格 とし、昭和49年10月 の価格 とす る。
表3.1住 宅 の 戸 数,価 格
住 宅 の 種 顛 戸 数 平均 規棋 価 格
公共住宅(第1種)賃 貸 600戸 60㎡以上 350万円以下
公団住宅 分譲 1,000戸 70㎡以上 460万 円以下
公団住宅 分譲 600戸 85㎡以上 550万円以下
公社住宅 賃貸 600戸 70㎡以上 430万円以下
民間住宅 分醸 600戸 自 由 自 由
B、生産方式
(a)Aの 条件に適合す る住宅 を迅速 に生産供給できる方式であること。実際の期
間 のめどとは基礎工事完了後2年 間で完成させること。









応募案 を作成す るために投入 される資源、技術者、企業連合の技術、知識・経験な ど・
(4)処理
物的設計、価格、生産システムの提案 内容 が作成 されてい く過程で あ り、その相互調整
の論理 、ルールが明確 にされねばな らない。現段階ではB。B.としてお くv
(5)出力
応募案 の全体 が出力の内容である。そして物的設計、価格、生産 システムが整合的で な
いことが出力の結果である。整合的でないことは次項の処理過程で立証する。
(6)目標
本競技 に参加することの目標は図3.2に 示す とお り。応募案作成者 にとっては競技 に
入選す ることが最終 目標であ り、 そのための手段 と して提案内容 の整合性 がとれているこ
と、個々の審査項 目の満足化、最適化がある。これが当面の 目標である。
(7)評価要因
競技主催者側の審査 内容 のそれぞれが満足化、あるいは最適化 される必要がある。その
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提案競技 に提 出され審査の対象 となった設計 は設計 図、仕様書 の構成、種類、密度 から
みて、いわゆ る基本設計 に相当す る。また提案は技術 的に未完成 の部分 を含んでいる。提
案競技の性格上 そうした傾向が強い。さらに立地は決定 しているとはいえ、地元周辺の諸
問題は予測 されないものが多い。これらの点で必要以上に詳細な提案 を行うことには無理
がある。概略の提案 をすべきである。投入可能 な人的、物的資源 に限界があるとすれば、
概略にせよ基本設計プロセスで価格、生産システムの計画 を論理的に行 う設計支援 システ
ム を構築 しなければならない。そのことによって整合性 のある計画の立案が可能 となる。
3.1.3処 理過程
出力の結果 は物的設計、価格、生産 システムの整合性 に欠けるもの となっている。従っ
て処理の過程はそれ らの整合性の確保 として位置づ けられ るのではな く、物的設計は物的
設計だけの詳細化、価格 は価格 としての確定化 として個 々に位置づ けられる。






現在で表3.2に 示す とお り。
いま提案価格 をA円(47年
10月 現在)、 年値上 り率r、
表3.2目 裸 価 格 比 較 表










公団1 460 70 442.0 459.9 81.30
公団皿 550 85 528.6 550.0 94.25
公 社 430 70 413.1 429.8 77.35
公 営 350 60 336.3 349.9 66.67







49年10月 換算値 をB円 とすると
B=A・(1十r)z
上式 を使って提案価格 を提案条件 と比較するために昭和49年10月 現在値に換算すると
表3.2右 欄のようになる(r=0.02を 採用)。 提案条件価格 と提案価格は完全 に一
致する。っま り価格決定のメカニズムは提案内容 の概算 を積み上げた結果ではな く、提案





である・本応募案の躯体 はプ レキャス トコンクリー ト部材 と鉄骨 を組合わせたSPCで あ
る・従 って躯体工事の工程計画は揚重 設備、端的にはクレーン作業 を中心 に計画され る。




























































































































































































































































































































































































































































































































































































図3.3標 準 的 作 業 エ 程(06)
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応募案 にみる標準作業工程.工 程計画図を図3.3～3.5に 示す。
さて図3.4の 工程計画 図によると、B-10ブ ロックの建方工程は暦上で140日 割
当て られているが、PCa板 組立標準作業工程図(図3.3)よ り実質所要 日数 を出す と
(妙 齢 齢138日
とな り、 日曜 日返上の工程 となる。また図3.5の クレーン割当図によるとB-9ブ ロッ
クは工程、位匿か らみて.同 一 クレーンによる建方ではない。
物的設計 の実現 を技循的に保証す る施工計画がこのように矛慮 しており、 この二例か ら
















施工 を統合 し、生産技術 の設
計へのフィードバ ック、効率
図3.5ク レ ー ン 割 当 図(の6)のよい生産システムの開発 な
どを意図 した設計施工競技方
式 も、応募案で ある基本設計プ ロセスではやは り設計提案競技 の色彩が強 い。現実 には物
的設計 と施工計画 が整合的に作成され るのではな く、物 的設計 と施工計画(生産システム)
物的設計と価格 など本来相互 に関連のあるものがいわば無関係の形で処理 されている。
この背景 として、工事費 が短期間に合理的 に算出で きるシステムが用意 されてお らず、
工事費 と物的設計 を勘案 した多 くの代替案 の検討 が実施されていないこと、さ らにク レー
ン割当の例でみたように施工計画 自体 の矛盾 をチェ ックし、論理的に施工計画が立案でき
る方怯 が欠如 していることが予想 され、これ らの支援 システムの構築 が必要である。
いずれ にせ よ提案競技が物的設計、価格、生産 システムの全体 を審査の対象 とした以上、
この提案は次の現実化の過程の出発点 とな り、プロジェク トの現実化への強い制約条件 と
なる。
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3.2設 計施工競技方式 による団地建設プロジェク トの実施設計での決定問題
本問題 をとりあげる意 味は前節 と同 じように、設計施工競技方式の場合、物的設計、価
格、生産システムの整合性 が典型的に表われ、基本設計 から実施設計に移行する過程 が外
部からも観察 しやす いため、実施設計での決定問題の例 として とりあげる。
3.2.1対 象プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象プ ロジェク トの概要
3.1節 に同じ。但 しプロジェク トの施工者は提案競技 の第1位 入選者であ り、異業種
共同企業体(建 設業者1、 鉄銅 メーカー1、 設備業者1、 設備 メーカー1、 商社1)で あ
る。以下 この異業種共同企業体 をJVと 略す。
(2)問題の概要
提案内容である基本設計 はこのプ ロジェク トの原点である。その実施にこぎっ ける段階
でプロジェク トの現実的前提条件 が決定 される。この実施設計プロセスでは物的設計、価
格、生産 システムはよ り詳細化され、相互の整合性の検討 が必要である。本節では前節で
みた物的設計、価格、生産システムの不整合性 がプロジェ クトの現実化 に伴い、いかに修
正され、整合性 が確保 されるかを考察す る。
3.2.2問 題の構造




トの実施が約束 されていることによってよ り現実性 をおびた条件となる。施工現揚である
芦屋浜及びその周辺の情報 も具体的、且っ詳細になる。また提案競技 に参加 した他の組織




可制御要因は大 きくは三つに分類で きる。一つは提案競技に関連す るもので、その中心は









② 制 約条 件
不可 制御 要 因
・審 査 評
・敷 地各 件,法 律 等
制御 要 因
・資機 材











実施 案 の確定 化
・設 計,生 産 シ ステ ム













図3.6問 題 の 構 造
生産システムに影響 を及ぼす(た とえば埋立地、地盤強度な ど)要 因である。三っは法律、
条例等の制定、改正 に関す る要 因でプロジェク トの期間が長いため生ずる可能性が高 い。
一方制御要 因は二つあ り、一っは通常の意味での投入可能な人的、物的資源の制約、二つ
は入選案 との同一性の確保である。同一性 は特定の項 目たとえば価格 には厳密な論理構成




入選案 が種々の制約 を受 けながら実施案 として現実化される過程で ある。 この過程での










e.品 質管理 システ ム
f.工 事監理
本節では物的設計、価格、生産 システム(施 工計画)を 扱っている。内容 の全体は文献
(84)に詳 しい。ここではその結論だけについてふれる。
上記のa,c,dに 関す る結論は端的にいって次のとお り。物的設計 と生産 システムは
強い関係のもとに現実化 される。価格 は提案価格 とは強 い論理的っながりを持っているが、
物的設計 、生産 システムとは無関係である。(図3.7)
(6)目標
実施案確立の 目標 は図3.8の とお り。プ ロジェク トの推進者 としてはプ ロジェク トの
実施が最纏的な 目標であ り、そのための手段 としてプロジェク トの整合性 を入選案 との同
ξ繍瓢 欝1警繍 露[鏑 鵜1施1
ある程度 整合性
標 で あ る。 同一性

















強 い諭 理 構成
に よ る同 一性
価 格
4者はほぼ無関係 設計・施工計画のみ整合的
図3.7入 選 案 の 現 実 化
公共 福 祉,企 業 の繁 栄




プ ロ ジ ェ ク ト の 実 施
1
プ ・ ジ ェ ク ト全 体 の 整 合 性i
/ ＼










提案 された、いわゆ る基本設計はプロジェク ト実施 を可能 とする工事契約 図書 としての
実施設計図書 に完成 される。その過程 はr開 発」 ・ 「変更」 ・ 「確定」であ り、
①開発 一 着想 ・試みを試験等 によって現実化す る。 この嚇合建築基準法第38条 関係
の特別認定 が関係す る。
②変更 一 種 々の主体 の要請 によるもので、(イ)発 注者 による変更(細 部 に関す るも
のが多 く、比較的原案 を尊重 している)(ロ)受 注者 による変更(生 産システムの確定に
伴 なうもの、例 えばPCa板 の厚 さの変更、種類の減少)(ハ)行 政指導 による変更(基
準法特別認定その他耐火被覆 ・構造部材 の変更、 また地元 自治体の指導 による日照条件改
善のための住棟配置替 え等)(二)エ ネル ギー供給者等の第三者の事情 による変更(集 中
検針の中止等)と 分類で きる。
③禮定 一 ディテール等 の未確定部分を実施設計図として確定する。
このように提案である基本設計 と実施設計の間には差異 が生 じるのであるが、両者は基
本的な同一性 を保たなければならない。さもないと提案審査が意味 を失 うか らである。契
約前の変更は基本的な同一性 を犯 さないにしてもかな り大幅なもので ある。例えば(ハ)
の理由による変更 は設計 コンセプ ト、コス トに大 きな影響 を与えて お り、且つ当該変更部
分 に留まらず、他の建築エ レメン トにも影響 は及ぶ 。また(二)の 検針方式の変更は住戸
平面、特にそのバ リ 表3






















種 顛 135 122 103 128 488
床 枚 数 6,378 3,840 3,208 3,836 17,262
戸当平均枚数 6.44 6.40 5.38 6.45 6.20
種 頬 93 85 82 86 346
壁 枚 数 6,270 3,792 3,696 3,742 17,500
戸当平均枚数 6.33 6.32 6.20 6.29 6.29
種 顛 114 102 95 115 426
役 枚 数
物
6,010 3,664 3,712 5,003 18,389
戸当平均枚数 6.06 6.11 6.23 8.41 6.61
種 顛 342 309 280 329 1,260
計 枚 数 18,658 11,296 10,616 12,581 53,151
戸当平均枚数 18.83 18.83 17.81 21.15 19.11
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種 と考え られ るが例えばPCa板 の問題 がある。基本設計 から機械的 に拾 い出 したPCa
板種類 は2000を 越 したといわれてお り、この中には使用枚数1枚 というものも相当量
あった。 こうした生産活動は能率 と品質管理の上で好ま しくないので、その低減を試みた
結果1260種(表3.3)に 半減 させた。
(2)契約価格の決定過程
価格の問題は契約 が随契で行なわれることもあ り契約 までの協議の中で大 きな位置 を占
める。提案価格は全事業 を総括 して、約235億 円弱である。この価格 はコンペ条件上4
9年10月 価格であ り、その内訳も付 けられている。ただ しこの提案はコンペ条件によっ
て47年10月 価格で一旦積算 され、細 目の価格設定 をした上で47年10月 か ら49年
10月 にいたる2年 間の工事価格上昇率 を見通 し、それ を割掛けすることによって提案価
格 を算定するとい う構造になっている。
いずれにせ よ上記約235億 円が、審査対象 となった点からみて、提案者の賓任 ある値
付 けであ り、価格協議の出発点 がまたここにあることも間違 いない。公共住宅住棟 に限っ
ていえば235億 円に対応す る49年10月 の提案価格は約123億 円弱であった。(4
7年10月 価格約116億 円)こ の中には保守管理費用の他、試験開発農用などもふ くま
れると解される。
この提案価格 に対 して最終改定 にいたるまでの、価格変動要因は次のものが考えられた。
①提案時点 と契約時点の間の物価'表3 .4建 築費指数(SRC造 事務所,東京)(■7)
賃金 の上昇、








45年 基準(◎7))は 表3.4の と
お りである。
また基本設計か ら実施設計に至 る過
年 月 指 数 49.4 176
47.10 104 5 178
11 105 6 183
12 108 7 183
48.1 112 8 185
2 114 9 185
3 115 10 184
4 117 11 181
5 119 12 181
6 122 50.1 180
7 126 2 179
8 135 3 180
9 144 4 180
10 146 5 180
11 148 6 179
12 165 7 177
49.1 175 8 177
2 173 9 176
3 174 10 175
一45一
程での設計変更による価格変更 はプラス30%強 である・
これ らを総合 して結論的には公共住宅住棟分 として約282億 円、 当初提案約123億
円からの増加比率は約129%と なった。
価格付き2段 階契約 に関 しては、第1段 階 の値格提案が重大な競争条件 となる以上・ こ
の提示 には特別の慎重 さと担保 が必要であ り、また2段 階 目にいたる価格変更協議 の論理
構成 は特別 の厳密さが一般 にのぞ まれる。いずれにせよ価格は物的設計 と強 い関係 を持ち
ながら確定 され たとはいえず、む しろ提案価格 との同一性 を中心 に検討 された とみて よい。
プロジェク トに提案時 まだ未知 で、予測で きかね る部分 があることは当然であるが、 に
もかかわ らず価格は確定され る必要がある。従って基本設計プ ロセ スで一定程度精度のあ
る工事費概算ができる しくみが必要である。
(3)生産システム確立 の過程
提案にい う生産システムは工場生産 、品質管理、施工、輸送 からなる。 ここで は品質管
理 を除いた残余のものにつ いて論述す る。まず提案 と実施計画案の比較 を図3.9に 示す。
以下その変更内容 の概略と背景にっいて記す 。 但 し(b)(h)(j)(m)(n)は輸送計画 の項 とし
てま とめて記す 。記号は図中の変更項 目の記号 に一致す る。
①鉄骨部材の工場製作範囲の変更(a)
提案 によれば、大ブロック化 によ りピース数 を減少 し、工揚で塗装 まで を行な うことに
なっていたが、実施ではブラス ト前まで を固定工傷で、それ以降 を現場塗装ヤー ドにて行
ない、部材 も小型化され ピース数の増大 となった。変更 の背景には、完成 品の輸送 中の損
傷の問題、部材重量の問題 がある。提案時それ らは十分検討 されていな かった。
②サイ ト工嚇、製品ヤー ドの設置(c)
(a)の変更によ り、塗装 をサイ ト工場で行な うため、その完成品のス トックヤー ドが必
要となった。
③構造架構方法の変更(ミ ディス トラクチャーから積層工法へ)(d)
提案 によれば7階 の共用階まで をUB柱 一節分 と し、各共用階毎 に一節ずっの部材 とし
て(ミ ディス トラクチャー)建 方工期 の短縮 をはかるとしている。この新 しい大型部材に
よる工法 は本提案の特徴の一っであったが、実際には積層工法でおこなわれた。背景 には、
大型部材揚重用のクレーンの能 力は一般 に他の小物に対 し過剰で、その損料は莫大である。
この場合ポス ト芦屋浜の当設備の稼動の見通 しがあれば場合によって投資 あるいは リース
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一 一 一 一 ・数戸単位で一括揚璽
図3.9生 産 シ ス テ ム の 比 較
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④PCa板 製造工場 の変更(e,f)
ポ ス ト芦屋浜 を考慮 し、 フローライン方式及びバ ッテ リーホーム方式のPCa板 製造 を
現場サイ ト工場 にて行な う提案であったが、48～50年 の住宅建築の落 ち込み から投資
効果 が期待できず、既設工場の稼動率も低 いことから、壁板、役物 に関 しては現場外既設
工場 に移 し、大型重量の床板のみ現場サイ ト工傷で定置平打式で生産す ることになった・
⑤工事現場にス トックスタン ド設置(g)
(e)の変更 に伴ない、現場サイ ト及びク レーン旋回内にス トックす る必要性 が発生。
またテ フロンジョイン トによる層間変位 の吸収 が提案 され、その実施にむ けて技術的検討
が行 なわれている。特に鉄骨建方 とPCa板 建方精度の違いをいかに解決 してい くかが、
工業化工法による芦屋浜プロジェク トの技術面での問題点の一つであった。
⑥設備コア製作工場の変更(i,k)
現場サイ ト工場をっ くる程の個数でもな く、作業環境、地盤の強度、徹去の工程な どに
無理 があると判断され既設工場 に移された。輸送方法 については、風雨 による影響、積込
み積卸 し回数の増加 が損傷頻度 の増加 になることなどから海上輸送が陸上輸送に変更され
た。(但 し、後に芦屋市 と協議の末再度 フェ リー輪送に変更 された。)
⑦輪送計画(b,h,j,m,n)
輪送計画 の骨子は(イ)ダ ム機能 の導入、(ロ)最 適輪送計画システムの二点である。
現実の過程は上記二点の可能性の検討 と現実的な輸送システムの整備である。実施案 と
して は水切岸壁管理と帳票 システムによる輪送計画管理 の二点 が骨子 とな る。ここでは提
案の概要とその限界 を指摘 し、実施案 に至る過程 について記述する。
A.提 案 の概要
(イ)ダム機能 の導入
本プ ロジェク トの条件である海上輪送 を最大限に利用 した提案 のと らえ方 は、船舶 の積
載量 が大 きい こと、積込み、積卸 しの際必然的にス トックが必要 となることに着眼 し、そ
の海送基地 ・船上 ・水切岸壁 の3拠 点 に部 品ス トックのバ ッファーを置 き、工嚇生産 と現
場生産 を切 り離す ことである。そ して各 々の生産計画 を独立的 に作成す ることを可能 と し
た。 この発想 はJV構 成会社の一っである鉄錆メーカーS社 の海上輸送経験 を生 かしたも
ので、大型船舶 によ り、且 っス トックヤードも豊富にあ る場合は実現性の高いも のである。
しかし建設現場のように土地の制約 が多 く、部品点数も多 い場合には、船舶 は小型化 、拠
点数も多 くな り、ダム的機能 も必然的 に小型化する。また本 プロジェク トは大規模 といっ
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ても長期なため一 日平均 の住戸建設戸数 は3384/25/35ヶ 月=3.9戸/日(但
し1ヶ 月=25日 とす る)で あるか ら従来の経験に基づ く輪送計画でも十分 に対応できる。
(ロ)最適輸送計画システム(OptimalTransportati。nPlanningSystem=OTPS)
(イ)によって工場生産 が建築工事計画 から切 り離 され現場においては、水切岸壁以降
の部品輪送 の最適化 をはかればよいことになる。OTPSの 決定の条件 としては、提案
(*6)に よればr建 方ク レーンが揚重 のために要求する部品 を、要求時点以前、ク レー
ン玉掛位置に搬入す ることを条件 とし、 その搬入時期は輪送コス トが最小 になるよう決定
するシステム を採用す る。す なわち、 トレーラ上の最後の部品が建方 クレーンによって吊
り上げ始め られた時刻 から、次の部品の玉諸 が開始 される時刻 までの間で、かっ所要 トラ
ック台数 が最少 となる時刻を求め、その時刻に必要部品 を搬入す る計画を行なう」とされ
ている。このOTPSは 外的要因の少 ない屋 内工場で、且つ使用部 品 ・部材が少ない場合
には適切なものとな り得る。 しかし、建設現場は時間単位あるいは分単位で作業 を予定で
きるほど単純ではなく、人手 による作業も多 い。また、天候の変化(一 日のうちでの風雨
の影響)に も大 きく依存 し、規則化 しに くい。結論的には、 日内時閥変化 を考慮す る程 の
システム化 は、事務量の増大、コス トの増加 に結びっき、今回の場合適合性 を欠き、そう
するよ りは、車 を一台余分 に投入 しておけばよいという在来的な考 えに落ち着 いた。
B.現 実の輪送計画(廓9)
提案 は水切岸壁 に仮置場 を設置す ることによってバ ッファーを設 けたダム機能と考えた。
実際的には仮置場は設置されず、水切岸壁が輸送計画上のネックとなっている。っま り、
各部材生産工嚇、資材工場か ら送 られて くるものがそこを通過す るため、セ キ止め的作用






な どがあげ られる。 これ らの計画 と管理のフローを示 したものが図3.10で ある。
一方、場内の輪送 は主 として トレーラによるが、その指示は揚重(輸 送)指 示書 を使 う
場合 と使わない場合がある。





























































































































は鉄骨、PCa板 、設備コア、仕上パ ックな ど主要 なものが含 まれる。いずれにせよ掲内
の輪送作業は図3.11に 示す計画 が立 てられた。
以上の(a)～(n)の 変更は、外的要因による変更た とえば地盤 の信頼性等 と、内的
要因による変更た とえば採算性等 さ らには実施にむ けてのつめによって変更 したものな ど
















9.綬 伺 ユ ニ ッ ト
10.仕 上パ ック






































岸 壁 材ス トックヤ ード サ イ ト工場 品ス トックヤー ド 工 ● 屍o
































以 下 当厳喪 材の所 要工程 に従って.管 理の担 当部門 を設定
以 下各工 事々鰯所 鉦に小型 トラックを固定配 巳 し、 当該事務所 にて管理
以 下仮 設担 当部 門に小型 トラ ックを固定配 置 し.当 該事務所 にて管 理
以下 当該賓 材の 帰属 する脇 力桑者 において管 理
凡例AC=エ ア コンベ アBC=ベ ル トコ ンベ アFC=工 場 クレーンFL=フt一 ク リフ ト
GC=ガ ットク レー ンTC:ト ラックク レーンMB=ミ ニブル ドーザSR:シ ョベル ローダ
なお、主要部材 であるPCa板 、鉄骨、設備 コアの供給計画は実施設計の確立時点 さら
に契約時点 においても確立 して琶ない。
3.2.4ま とめ
物的設計、価格、生産システム相互は整合性 に欠け、基本設計 から実施設計 に至 る過程
で大幅な変更 を余犠無 くされている。これは基本設計プロセスにおける整合性の欠如 にそ
の理由がある。 この整合性 には二っのことが含 まれる。一っは物的設計、価格 、生産シス
テム相互の整合性、二っは後続 プロセスである施工計画プ ロセ ス(生 産 システム)と の整
合性 。仮に基本設計プ ロセスにおいて概略のプレームが整合的 に決定 されるな らば、 ここ
にみたプロジェク トのような不整合は回避す ることができ、その ことがプ ロジェク ト全体
の最適化につながるものと目され る。
3.3設 計施工一貫方式における基本、実施設計での設計、仕様の決定 問題
設計 と施工を結びつ け、統合化す ることの意義は前節で述べ た。本節で は通常 の設計施
工一貫方式での設計、仕様の決定問題 と基本設計 プロセスでの生産情報の利用の現実 につ
いて論述す る。
3.3.1対 象 プロジェク ト及び問題の概要





















4DK(111戸),専 有面積70.75㎡,バ ル コニー8 .86㎡
昭和55年1月7日 ～昭和56年3月20日
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工事概要 外装=R.C造 打放 しの上アクリル系吹付 タイル
屋根:ア スファル ト露出防水砂付 カラール ーフィング
5・6号 棟各 エ レベーター付
当該プ ロジェク トはH電 鉄 が昭和44年 から茨木市周辺3ヶ 所にて計11期1858戸
を建設 したものに継続す るプロジェク トである。すべて が設計施工一貫方式であるばか り
でな く、担当会社、さ らに作業所長 が同一である点できわめて特徴的なプロジェク トであ
る。その特徴 は大き く次の5っ をあげることがで きる。
①継続プロジェク トであ り、平面計画、性能等は引継 がれるものが多い。従ってS団 地
プ ロジェク トの設計は実施設計が中心である。一方作業所 は継続 して同じ作業所 が対応 し
ている。
② にもかかわ らず プロジェク トの準備段階は長い。昭和53年6月 に建築主 と設計者が





企画 ・基本計画,基 本設計 詳細設計 管理▽. 元
基 本 飽 工 計 画 施工計画
杭工事 躯 体工 事 仕 上 工 事
苞 ⊂互=⊃
図3.12プ ロ ジ ェ ク ト 概 略 フ ロ ー チ ャ ー ト("10)
③先行プロジェク トの各種 のクレームは設計 にフィードバ ックされる可能性 が強 い。
④一般の集合住宅プロジェク トと同様 、周辺 の住宅価格 の動向から販売価格 がまず決定
され(そ れは必ず しも最終価格ではないにせよ)、 逆算 して工事価格 を算 出す る。
⑤但 し当該プロジェク トの敷地 は交通 の便等の立地条件 が必ず しも恵まれているとはい
えず、建築主 の販売戦略上 コス トダ ウンの要望 が強 くあった。
(2)問題の概要
設計施工一貫方式で且つ継続 プロジェク トの場合の設計、仕様の決定 には二っの特徴的
問題がある。一っは設計 と施工の統合 が最も顕著に現われ る可能性 が強いこと。その背景
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は①現在進行中の施工チームの支援 を無理な く得る ことができること、②先行経験 が建築
主、設計チーム、施工チ ームに共通のものとなった こと、である。
問題の二つはこの種のプロジェク トの物的設計の決定は遅 れがちな ことで ある。そのた
め契約 とか着工 が遅延 した り、契約前に着工す る場合 があ る。着工後 に決定 がずれること
も多い。この場合大枠 の工事価格 は事前 に合意 しているにせ よ細部は確定 してお らず、設
計者は後 々の決定の自由度 を大き くする行動に出る可能性 が強 い。つま り最初に確定す る
設計、仕様 を低 く押え る行動である。結果 としてコス トバランスを欠 く可能性 を潜在 させ
ている。
3.3.2問 題の構造
ここではプロジェク トマネジャーの観点で問題の分析 を行 なった。問題の構造 を図3.
13に 示す。以下各要素にっいて論述す る。
(1)環境
当該プ ロジェク トの立地は環境条件 の一っである。周辺での分譲住宅 の販売価格、設備
内容等は直接的に当該プロジェク トの内容 を左右す る。約10年 にわたる先行プロジェ ク











⑦ 評 価 要 因
コストバランス
④ 処 理

















図3.13問 題 の 構 造
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(2)制約条件
上記の環境か ら建築主はい くつかの希望 を出す 。立地 が必ず しも有利な所ではないので
販売価格 を低 く押 えたい。一方でH電 鉄の分譲集合住宅として性能 を落す ことは避 けたい。
設計者、施工者側 にはこのプ ロジェク トに投入できる物的、人的資源に制約があ り、その
範囲内での最適化 を目ざす こととなる。
(3)入力
















たとえば④ ローコス ト案 は外部、共用部で5項 目、住戸19項 目、その他7項 目の計3
1項 目について先行プ ロジェ ク トとの仕様、コス トの比較 をしている。仕様変更の内容は
a、先行プ ロジェク ト以降に開発 され、 コス トダウンにつながる新仕様 の採用、b、 仕様
をお とす、c、 その極端 な場合 として設置 しない(障 子等)、 に分類で きる。仕様変更に
よって建築工事だけに限っても建築主予算の2%程 度の減額 が可能 とされた。
(4)処理
図3.12に 示すように現実の処理の過程は二っにわけ られる。一っは設計、仕様 を詳




施工者 ともに満足 して推移 した。その上でのいわば理想 とのギャップあるいは潜在的問題
をここにあげる。(こ の事情は次節以 降の決定問題 についても同様である。)
まず設計、仕様の確定は遅れて お り、着工後 にも相当程度の検討 を行っている。また契
約は着工約5ヶ 月後である。建築主の希望 は仕上、設備面に集中 した。
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(6)目標
プロジェク トマネジャーにとっての 目標は図3.14に 示す
とお り。最絡的には建築主の満足を獲得す ることであるが、下
位の 目標 として品質、 コス トが躯体、仕上の各部分 にバ ランス
よ く配分 された設計があ り、一方建築主 の要求である工事費 の
低減 がある。 図3.
(7)評価要 因





14目 標 の 階 層 性
設計工程 にも当然に工程表があ り、それか ら逸脱 しない こと。コス トバ ランスは通常 の
場合 と特 に理由のない限 り異な らない こと。品質保証 の一貫 として保全性、信頼性設計 を
行ない、維持保全計画 に資す ること。これ らすべてが評価要因である。
(8)対策
基本設計プロセスで既 に具体的工法、施工計画が検討された背景、可能 とした条件は今
後 の設計 と施工の統合化 を扱 う場合の参考 となる。また設計、仕様の決定の遅延 の対策は
設計、施工一体のプロジェク ト工程計画表 を作成す ること。設計、仕様 が徐々に確定 して
い く段階でのコス トバ ランス を考慮 したコス トプランニングの手法の開発な ど新 しい管理
技術 の開発 が必要である。
3.3.3処 理過程
ここでは3.3.1(2)問 題 の概要、で指摘 した二つの問題 についてその処理過程 を
考察する。
(1)基本設計プロセスでの工法検討 と施工計画立案過程
施工計画は昭和54年4月 に仮設計画 図、工事計画書 が作成 された ことに始 まる。この
時期はいわゆる企画、基本設計プロセスであ り、着工 から遡 ること9ヶ 月である。また表
3.5に 示 した工法検討もこの時期 に実施 されてい る。これ らを可能 とした要因は大 きく
は設計施工一貫方式(一 貫性要因)と 継続プ ロジェ ク トであること(継 続性要因)の 二つ
がある。さらに詳細には次の六っが考え られる。
①建築主 に工法、 コス トに関す る理解 が一定程度あったこと 一 継続性要因
②先行プ ロジェ ク トに較べ、 コス トダ ウンへの要請が特 に強かった こと 一 継続性要因、
一貫性要因
③プロジェク トの当初か ら先行 プロジェク トを担当 して いる作業所 が対応 していたこと
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表3.5基 本 設 計 プ ロセ ス で の 工 法 検討(串10)
1名 称1目 的1必 要 条 件 設計 との関係1決 定 時点 備 考
コス トダウン 作業床があること 設計によっては足 基本毅計 鳶工数が減少




コス トダ ウン 工事の障害になら 先っけ工法の検討 基本設計 南面足場なし工法









コス トダ ウン 標準階がある建物 くり返し使用可能 基本設計 補修工事による型











形 状に よる補強 し
に くい ことあ り
基本設計
工法検討会
コ ンクリー ト打 設
時要注意
SN工期短縮 精度の確保が先決 段差が少ない設計 基本設計 コ ンクリー ト打設










④人格的にも同一人 が対応 していた こと 一 継続性要 因
⑤個人的経験 が最大限に生 かせ、企画、基本設計プ ロセスでの技術的検討を可能 とした
こと 一 一貫性要因
⑥企画、基本設計 は敷地条件 を除いて基本的 に先行プロジェク トと同一であること 一
継続性要因
従って通常の設計と施工が分離 されている場合の統合の方法 には、上記の各要因を含む
システムづく りが必要である。っま り①では建築主の理解 の程度は一般に浅いと考 えられ、
そういったいわば素人への情報提供の必要性、②は潜在的問題 を顕在的問題に変え、通常
の場合の満足解ではな く、期間の許すかぎ りコス ト最小化努力を要求するもの、③④⑤は
施工情報 を何 らかの媒介 を通 さず直接導入 して いることを意味 し、情報の量 と質の問題、
⑥は企画、基本設計時点での情報の詳細の程度 を表わ してお り、先行プ ロジェク トの経験
から、それに基づ く施工計画、工法計画 の範囲、内容 がわ かる。
しかしこの工法 の決定時期 と決定方法にっいて紀乃元は次のように指摘 している。 「…
……実態は設計意志 を概略決定後、工法 の検討 を行 っている。………現工法は既 に決定 し
ている設計 に適用可能であるため採用 したともいえる。………工法の検討は本来物的設計
の確定に併行 して実施す るか、あるいは工法的reviewの実施 が必要である。」(*11)
っま り依然 と して設計追随型であ り、工法的revieuの実施が必要であるとしている。本論
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すい。結果は細部の決定が契約後 ある
いは着工後 に延び る場合 が少 なくない。
②.建 築主の希望 は変化す る。プロ
ジェク トの設計、仕様 の詳細 が確定す
るにっれて建築主のプロジェク トへの
イメージは現実性 をおび る。合わせて
分譲集合住宅の場合 は市揚性 がか らむ
価格競争力 の点での再検討の結果、設
計、仕様 の変更 が発生する。た とえば
当該 プロジェク トの場合、 ローコス ト




文の文脈でいえば基本設計 プロセスでの施工計画立案の支援 システムの構築 を指摘 したも
の と解 され る。但 しその可能性 と具体的な方法 についてはふれていない・
(2)設計、仕様の確立過程
工法検討、施工計画立案 のための前提 は比較的明確であった。 しか し設計、仕様の確立
のためにはある意味で詳細 にわたって明確で、別 の意味で不明確であ る。ある意 味とは先
行プ ロジェク トとの基本的同一性の確保の点ですべて が暫定的 には定 まっていること。別
の意味 とは各部分の設計、仕様 が決定 していない場合 は設計者 が設計工程 に合わせて建築
主の意思決定 を要求す るが、本 プロジェ クトのように先行 プロジェク トと暫定的に同じ設
計、仕様 となっている場合、設計者は建築主か らの変更 の指示 を待っか、先行プ ロジェ ク
トと同 じ設計、仕様 とす るか判断せ ざるを得ない。また建築主 か ら出 される変更 の指摘は
タイミングの点で必ず しも設計工程 に合致 したもの とは限 らないことである。 このような
状況での設計、仕様の確立の過程 を4つ の側面か らみる。
①.設 計、仕様の細部 を現実的なものへ と決定 していくには上記の理 由で前提 が不明確
である。建築主、設計者双方に先行プロジェク トとい う下敷があ り、安心感 がある。気が
っいた点、特に要求 のある点だけ を変 表3.6着 工 から契約 に至 る期間の
設計,仕様検討 ・変更 リス ト(建簗》









































企画 ・基本設計は先行 プロジェク トと同一 とし、詳細設計 を中心に設計、仕様 を確定 した
とすれば、着工に至 る1年8ヶ 月、さ らに契約に至 る5ヶ 月は長いといわざるを得ない。
ちなみ に着工後契約まで に仕様変更 、検討がされた建築工事部分は表3.6の とお り。
③.エ 事費のコス トバ ランスは仕上にウエイ トがかかる。販売価格は現地周辺の分譲住
宅の価格動向 から決定され、その価格 から逆算す る形で工事価格が決定 されることは既に
述べた。その枠内で躯体 、仕上、設備など各部分工事にいかなるバ ランスでコス トを配分
するかは一般 に設計者に委ね られている。建築主 の満足度 を高 くす るには設計の初期のコ
ス トを節約 し、コス ト面での後の自由度 を高 くした方 が有利である。従って設計の初期す
なはち躯体、基礎等 に投入するコス トは節約 し、仕上、設備面での部材選定の 自由度 を高
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図3.15コ ス トバ ラ ン ス 比 較 図
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くす る傾 向が強 い。現実的な施工単価が詳細に把握 されて いる設計施工一貫方式において
とくにこの傾向は強い。設計 と施工が分離 している場合 は現実的な施工単価 が把握されて
お らず.設 計段階でのコス ト配分 には一定の リスクが存在す ることからこの傾向は顕著で
はない。当該プロジェク トの一例では個別性が強 いため、設計施工一貫方式 の割合が比較
的高いT社 の平均的コス トバ ランスと全建設業でのそれ とを比較する。図3.15はT社
の集合住宅用コス ト・グレー ド表(1984.3現 在)に 全建設業での同種 のプ ロジェク
ト129件 の平均(*12)を プロッ トしたものである。仕上、冷暖房換気、外構で平均
のバ ランスより高 くなっていることがよみ とれる。
d.す で にふれたように設計施工一貫方式の場合 、プロジェク トのr最 初』 とr最 後 』
つま り企画 の開始 と竣工時点 は比較的明快であるが、その間の契約、着工等は明確 さに欠
ける。一般 に設計段階の工程表はことさ らそうである。当該 プロジェク トの場合 の設計工
期の決定 は紀乃元 によれば(廓11)次 のようである。
「標準工程表によって、与え られた竣工予定 日か ら逆算 して着工 日を求め、設計企画 カ
ードを作成する。関連する部門に設計工期 を配分 し、各部門の検討結果 にしたがって設計
計画表を作成する。その後設計課 を中心 として、設計進捗表、工程管理表、課別進捗状況
表 を利用 して、工期管理 を行 う。」
これはあ くまでも内部的な決定であ り、建築主 との関係において成立する設計工程 は必





(1)設計施工一貫方式 が本来有すると 目されていた設計 と施工の続合 の可能性 は継続的
プロジェク トにおいて一定程度みることができ、継続的でない場合設計施工一貫方式であ
ってもそれほど顕著 には表われない。
(2)一貫性要因、継続性要因の有利な面 をとり出 し、不利な面を極力おさえる方策 とし
て三つ があ り、惰報流通 の円滑化、決定過程 の論理構成の明確化、プ ロジェ ク ト全体の計
画表の整備である。
(3)具体的 にいえば、本プ ロジェク トが継続的であった ことによって、その施工計画 は
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一定程度物的設計 と併行 して実施 された。通常 のプロジェク トにおいてもこの施工計画立
案 を可能 とす るシステムを確立 しなければならない。
(4)コス トが設計に与える影響は大 きく、設計 当初 よ りコス トバ ランス を考慮 した設計、
仕様確立の支援 システムが必要である。
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4.1大 規模集合住宅 プロジェク トにおける工期決定問題
建設工期は発注者 ・受注者双方の同意によ り設定され ることは論 を待たないが、通常は
技術的に可能な範 囲で発注者の意向が主導的である。
また建設工期 は設計段階において、概略にせ よ施工計画 を検討 し、実現の可能性 を確認
した上で決定 されるべきであるが、通常はそうはなっていない。本節でとりあげたプロジ
ェク トはその点で比較的 よく事前に検討され、決定過程も明快な例である。
4.1.1対 象 プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象 プロジェク トの概要
対象プロジェク トは第3章1,2節 で とりあげたものと同 じである。
工事内容:14階 以上の高層集合住宅及び屋外付帯、関連緒施設等の高層高密団
地建設(全52棟3384戸 、内訳 公団1591戸 、県営596戸 、
公社595戸 、民間602戸)(図4.1,表4.1)
発注者:公 団、県、住宅供給公社、民間。




表4.1建 設 主 体 別 階 数,棟 数,標 準 グ リヅ ド
建 設 主 体 階数(階) 棟数(棟) 標 準 グ リッ ドG=90ロ 全戸数(戸) 計














































全棟数及び全戸数 52 1・ β841・,384
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大規模集合住宅 プロジェク トにおける工期決定問題は大 き く二つに分 けて考 えることが
で きる。一っは発注者、受注者双方の合意による契約工期の決定。二 っは技術的 な可能性
と経済的工期の検討。 ここでは住棟建設工事 に限定 して論述す る。

































































































































































入選案を前提 としていることから単 に発注者、受注者の合意 にとどまらず、提案競技の応
募条件、提案内容 から一定の拘束 を受 ける。また発注者側では発注者 が複数であること、
工事周辺 の諸条件の整備が必要な ことから当該プロジェク トを含む周辺開発 プログラムと
の調整、各発注者の事業計画 との整合性、提案工期 との関わ り等の検討が行なわれること
になる。そのため には強力なプロジェクトの推進力が必要であるが、プロジェク トの複雑
さとその推進力の不足のために結果的には大幅な工期の延長が必要 となった。
一方契約工期の検討 に際 し受注者側では技術的、経済的な立場 から工期の検討 を行 い、
発注者側に提案を行った。具体的には最適経済ペース を得るため次の諸点にっいて検討 が
行われた。①ク レーンの転用 回数 、②1ク レーン当 りの建方住棟数、③作業 日の予測、た
とえば雨天 日等 をどの程度考慮するか、④標準階工程 の検討(こ れはク レーンの稼働率 を
最大化 し、ハン ドリング回数 を最小化す ることに主眼 がある)、 ⑤以上 を基礎 に全体工程
表 を組み、部材供給の可能性 を検討、⑥全 自動溶接等特殊工事で全体 に影響 を与える作業
の検討、などであ る。これ らの技術的検討の範囲は広 く、十分 な検討は容易ではない。実
態的にも実行可能で経済的にも最適 とされた施工計画 に基づく住棟建設工期は、その実施








①実施計画案は応募条件、提案内容 との整合性 が要求 される。
②施工現場の周辺環境(た とえば地元 自治体、周辺住民 との調整、了解、あるいは地盤
状況、仮設給排水 ・電源 のとり入れ方な ど)
③工期の検討 と併行 して確定されっっ ある実施設計、施工計画、生産組織のそれぞれは
特 に技術的、経済的な工期の決定の環境 となる。
④当該プ ロジェク トの複数の発注者 はそれぞれ成立基盤、事業 目的などを異 にしている。
⑤大規模で長期 なプ ロジェク トには投入 される労働力、機械、材料など諸資源も大量 に
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な る。従って施工現場周辺でそれ ら諸資源が穂保されねばな らず、そ うで ない場合は遠方
よ り入手、工期工程の変更、工法の変更のいずれ かによ り不足資源 の解消 に努めねばな ら
ない。いずれにせよ諸資源 の状況は工期工程に多大の影響 を及ぼす・
(2)制約条件
制約条件 には可制御要因 と不可制御要因があることは前に述べた とお りである。 しかし
当該 プロジェク トの工期決定問題のように発注者 と協議 をした上で決定す る場合には天候
等 自然的条件 を除き、二つの要因は明確にわけることが困難 である。た とえば提案競技の
応募条件及び提案内容はいずれも特殊基礎工事完 了後竣工 までは2ヶ 年 となっている。 し
かしこれは絶対的な制約条件ではな く、倫理的なあるいは精神的な性格 が強 く具体的な工
期は発注者、受注者双方 の協議で決定 される。また各発注者の事業計画(分 譲計画あるい
は賃貸供給計画 など)と の整合性 が要求され る。当該プロジェ ク トでいえば施工現場周辺
の開発 プログラムとの調整、一斉入居 の方針 などもある意味では可制御要因である。ある
意味 とは一定の手続き、合意 を得れば工期 を延長 した り一斉入居 をくずす ことが可能 であ
ることをい う。(実 際にも工期は延長されてお り、それは次項 の 「処理過程」に詳 しい。)










工事 の前 提条 件































プ ロジ ェク トの推進組 織 の般口
(プロジェ ク トマネ ジ ャー)
技術 的,経 済 的工期検 討 の手順 の
論理 化,ル ール 化,プ ログラ ム化
図4.2問 題 の 構 造
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(3)入力
実施設計 が確立 されてい く段階での決定 内容が工期決定へ の入 力である。これはっ くり




経済的な適正工期の決定、③躯体建方工程の決定 をクレーン配置計画 とその稼働率 を高め
る点で最適化す る工事計画 に分け、次項で詳述す る。
(5)出力
着工前に公共発注者 と合意 された契約工期は次の とお りである。





一方技術的工期は計画時の35ヶ 月から最 も長 い公 団で34ヶ 月 と1ヶ 月の短縮 がはか

















資 源 配 分
1












図4.3目 椋 の 階 層 性 と結 果 との 対 比
一67一
結 果(出 力)
ねばならない。当該プロジェク トにとっては工期厳守 の枠内で資源 を有効 に使用 した経済
ペースでプロジェク トを推進すればよい。これ らの関係 は図4.3に 示す ように 目標 の階
層性 と考え ることがで きる。
(7)評価要因
既 に明 らかなように評価要因は提案競技の応募条件、提案内容 との整合性、周辺 プロジ
ェク トとの一体性、契約工期の厳守、技術的、経済的工期の適正化である。
(8)対策
契約工期決定問題ではプ ロジェ ク トの明確な推進者も しくは推進組織 が欠如 している。
技術的、経済的工期決定問題では思考過程、手順 は明 らかだが、論理的ではない。なか
でも躯体建方工程 の計画 において中心 を占める建方用 クレーンの配置計画の思考過程、手
順は一定程度明 らか、且っ論理化 が可能であ り、技術的、経済的に合理的な決定方法 を開
発す る必要がある。
4.1.3処 理過程




提案工期は地盤改良、特殊基礎 を別 として、基礎工事完 了後完成 まで24ヶ 月であった。
現実 には工期は契約によって確定す る。公共3者 の契約工期(前 記)は それぞれの制度的
理由によって多少異 なるが、発注者協議機関(注1)で は標準工程表 を昭和50年4月 ～
昭和53年2月 、35ヶ 月 としている。
発注者 の制度的理 由とは県の場合49年 度補助事業のため49年 度内契約締結、51年
度内完成 の必要 があ り、後 日延長す る事 を含 んで契約工期 を設定 し、公社の場合契約締結
が遅れたため契約工期 は公団に比べ短 くなっている。いずれ にせよこれ らは提案競技 の基
本条件であった同時完成一斉入居 を前提 とした契約手続上の措置 にす ぎない。従って周辺
の工事条件 に何 らかの支障が生 じな くとも工期変更せざ るを得ない原因 を契約当初から含
んで いた。




エ期変更の検討は着工時点 か ら開始 されている。それは上述の契約手続上の工期のずれ
の調整ではなく、r芦 屋浜団地開発に関する基本協定』締結 とそれに基づ く工事説明のた
めに着工が遅れたもので ある。 しか し検討すべき機関が設置されていない時期であ り各発
注者 と施工者側が個 々に協議 した。協議の内容は工事着工の遅れの扱いと延長期間の議論
である。施工者側の立場 からすれば、直接の工事推進者 として変更工期 を早期に決定 し、
その責任関係 を明 らかに してお くこと、工期工程計画 を更新す ることが工程管理上重要で
ある。
この第1段 階は簡単 にいえば、各主体 の主張 が表明されたにす ぎず、何 ら決定 されたも
のはない。ただ し次の合意が成立 した。r学 校 の53年2学 期開校に間に合わせ るよう努
力す る。住棟は一斉引渡 しで はな く棟別 引渡 しを承認す る。但 し工程の再検討 と問題点整
理 を施工者側で行 う。]
③工期変更の検討(2)
第1段 階での主要 な検討課題が着工のズ レに関す るものであ るのに対 して第2段 階では、
竣工時の周辺環境(学 校の開設、屋外付帯工事等)の 検討が主要課題である。結論 からい
えば屋外付帯な どの施設、民間事業関連 との調整 を経て、54年2月 末竣工、同3月 入居
(一部8月 末)が 決定 した。この間の主要な検討内容は次のとお りである。
イ、53年2学 期入居 の検討












表4.2懸 案 事 項
(53年8,10月入 居 に ネ ッ ク と な る恐 れ の あ る問 題 につ いて)
① 公 共 ・公 益 施 設 関 係
i)供 給 ・処 理 施 設 工程は苦しいが一応間に合う
五)道 蕗 施 設 補助事業であるため補助金交付が遅
れると支障を来たす(特に架橋工事)。
皿)教 育 施 設
芦屋市は2学期入居の筍合、教員確
保の為の費用負担を要求(約1憶円)。
② 工 事 工 程 と の 関 係
i)商 業 施 設
五)東 西 道 略









こうした ことから53年2学 期入居 は問題 が多 く、実現 の可能性が低 いもの とされた・
ロ、54年3月 入居の検討 と決定




の点で比較検討 した。結果は発注者協議機関 がr公 共住棟入居は54年3月 、民間住
棟入居及び一部公団住棟入居 は54年8月 とす る。なお施工者は公共住棟入居可能 日
まで発注者 の定 める保守管理要領書 に基づ く管理 を行なうもの とす る。」と決定 した。
54年3月 入居時の周辺整備状況 は表4.3の とお り。
表4.354年3月 入 居 時 周辺 整 備 状 況
公 共 棟 民 間 棟
西 東 西 東
住 棟 完 成 完 成 建設 中29階 建 設 中29階
屋 外 付 帯 完 成 完 成 54.7末完 成 54.8未完 成
大型 ク レ ンー な し な し
1墓 解 体 中
54.5末解体 完 了
3基 作 業 中
54.5未解 体 完 了
バ ス ル ー ト 計画上のバスターミナル使用可能
バス運行街路 問 題 な し
都市供給処理施設 問 題 な し
道 路 施 設 問 題 な し
公 共 施 設 問 題 な し
教 育 施 設 問 題 な し
商 業 施 設 問 題 な し
熱供 給 施 設 問 題 な し
④以上の考察 から契約工期の延長問題 をまとめる。
契約工期の延長は契約以降 に発生 した周辺諸状況 から延長 を余儀 な くされたものである。
その第一 の要 因は周辺住民 との協議に相当程度の 日数 を要 し着工 が遅れた こと、第二に、
第一の遅れによ り入居時期 がずれ、学校開校時期等 について検討 を要 した こと、第三 に住
棟建設工事 に付随す べき屋外付帯工事 の設計、発注方式の検討 にかな りの期間を要 したこ
と、第四、民間住棟 の竣工時期のずれ に伴 ない、その周辺 の屋外付帯工事の遅れ、公共住
棟入居時点での周辺環境整備状況の調整 が必要であった こと、第五、引渡 し時期 による固
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図4.4公 共 ・民 間 住 棟 の 工 期 の 推 移
対策の進捗によっては工事 の一時中止も検討された。 これ らの検討 には多 くの人間 と時間
を要 し、結果的には1年 間の工期延長が行われた。(図4.4)
次に論述す る技術的、経済的工期は全体工期 を35か 月 と設定 した上でその範囲内での
適正工期 を検討 している。ここで述べたように当初か ら1年 間の延長 が見込まれていた場
合、技術的、経済的工期は異なる。従って周辺諸状況 からの契約工期の延長は技術的、経
済的 に最適な工期へ大き く影響す る。
(2)全体工程計画策定過程





全体工程計画の作成過程 は受注者側の資料("4)に よれば図4.5の とおり。プロジ
ェク トの大規模性 から全体工程計画の作成、管理は受注者内の生産課、工事課の二部門が
業務分担 をして担当 した。その要点は、各作業 を重要性に応 じて管理 ランクA～Dに 分類
し、全体 に亘 るもの、重要なものを生産課 において、その他 を工事課 において管理するこ
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と、及び重要工程表 とその実績 を生産課 にて作成管理す ることであ る。(表4.4・ 寧4)
管理 ランクの分類の要因 と住棟工事各作業 との対応 をそれぞれ表4.5,図4・6に 示
す。管理 ランクAの 作業 は① コンクリー ト関係、② クレーンによる揚重作業 に係 り、後工
程 との関連が大 きい作業 の二つに分類 できる。たとえば鉄骨.PCa板 建方 、設備ユニ ッ
トの揚重な どで、これ らは生産工場 の能力に直接影響 を与え る作業である。管理 ランクB
の作業 は、①ブロック毎 に工事 を進 めるもの、②揚重作業のみが重要なものに分類で きる。
たとえば杭打、住戸仕上、住戸内設備などで、これ らは生産工場の能力 の問題 ではな く、
現場での作業チームがブロック内を横断す るため相互調整が必要な作業である。
このうち住棟工事工程表 から総台工事工程表に移 る過程 が全体工程計画作成 の中心 を占
める。 この過程は端的 には建方用 クレーンの割当問題 と考えることがで きる。ク レーンを
中心 とした工程の検討過程は下記の通 り。
イ、ク レーンの転用回数 の原則決定 →2回
ロ、クレーン1基 当 りの住棟の割 当て →1～3棟
(ブロック化)(住 棟群)
ハ、鉄骨1節 分の標準工程検討→ 基本SN(SN:StandardNetvork注1)
二、建方期間の割 出 し→ 基本SNを 基 に1住 棟群 の建方工程の作成
ホ、全体の建方計画
へ、部材の生産供給の可能性 → 供給者への打診
ト、各種工事(地 盤改良、杭等)の 計画 → ク レーンによるブロック化 との整合性の検討
チ、イ～ ト、の基盤 となる仮設計画(道 路、水道、電力、ス トックヤー ド)
以上の検討が受注者側で行なわれた。 しかし実質上(へ)以降の検討は工期の設定 が行 なわ
れるまでさほどの意味がない。(ホ)の建方期間 が決定工期 を超 えれば非現実的だからであ
る。今回のプロジェク トの場合、現場打RC造 と違 い躯体建方工程 はクレーンの作業能力
に依存 して おり、工期弾力性 に乏 しく、工事の遅延 は人手 の増員では回復できず、それだ
け入念に練 る必要があった。
現実 には受注者側は建方期間 を27～28ヶ 月と設定 し(設 定 の根拠は後述)発 注者側
と協議 し、先 に触れた35ヶ 月工期の決定 に至 った。
(注1)本論文では基本SN、SN表 、全体SN表 の三種類 のSNを 使 い分けて いる。基
本SNは 鉄骨1節 分の標準工程(例 、図4.9)、SN表 はクレーン毎の標準工程表、全
体SN表 はプ ロジェク ト全体 の総合工程表をそれぞれ意味す る。
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共 通 工 事 住 棟 工 事
盤 改良 ・杭 基 礎 建 方 仕 上 設 備
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図4.5全 体 工 事 管 理 幅 票 類 体 系 図(章4)
土工事 。地業工事
作 業 項 目 地盤改良 杭打'一醐 削.ρ・ルポイぞト.亭次掘




・7ンカーフレーム隊 鯉 枠X一 次・ンクリー ト 舳 型枠1二 次・ンクリー ト 柱脚鉄脅
ノ柱 農建 方用 ク レーン足 元工 事1
1鉄筋型枠1三 次コンクリート 拳興 枠、四次 コン ク リー ト
くタ ワ ー ク レー ン走 行 路 工 事 「,タ ワ ー グセ ー ン 建 方 覧
建方工事
作業項 目 匝>1帝 琴・T・騨 騨 ・〈亜 〉纏 ・・ト紬 灘 協 ク樋
設 備 ユ ニ ッ ト,AHU揚 重t tその他 設 備,仕 上 材描 璽;1〈床板据付〉・鹸
職 鵠 事 住戸仕・・難 戸欄 ・・1頬塵薄 〉(脚亟 魎 璽璽 亜 ・
凡例 管 理 ラ ン クA
管 理 ラ ン クB
-・一 一 一 一 一管理 ラ ン クB+C
管 理 ラ ン クC
管 理 ラ ン クD
図4.6作 業 と 管 理 ラ ン ク対 応 図
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表4.4生 産 ・工 事 両 部 門 の業 務 分 担(*4)





1)工 事 全 般 に亘 る 計画 を策定 し、 工事 課 、
工場 、 輸送 業 務 間 の生 産 に関 す る調 整
を 行 な う 。(集 中 生 産 管 理 上 の重 要
性 に 応 じ 、 各 作 業 をA,B,C,Dのラ ン







3)生 産 に関 す る実 績 を把 握 し、報 告 書類 、
諸 統 計 を作成 す る。
月 ユ)「月 次生 産 会議 」を開 催 し、全 体 調整 を 1)「月 次生 産 会 議 」に 出席 。
次 行 う 。 2)「月 間 工 程 表 」の 検 討 及 び 「月 間
計 2)「月 間 工 程表 」を作成 し.工 事 課 、工 場 生産計画書」の作成、需要のチェ




1)「日課 会議 」を開催 し、 全体 調 整 を行 う。 1)「生 産 計 画 書 」及 び 「作 業 指 示 書 」
に よ り、作 業 を行 う。
1実
施
2)Aラ ン ク作 業(揚 重 、 コ ン ク リ ー ト)
につ いて 「作 業指 示 書 」を発行 す る。
実 1)A,Bラン ク作 業 に っ い て は 一 貫 して 1)「揚重実績表」により部材使用状祝
績 設計された帳票により実績把握をする。 を把 握 す る 。
把 2)管 理 図 等 に よ り、 工事 全体 の 進 度管 理 2)r部 材管 理 票 」等 に よ り、 生 産 状況
握 を行 な う。 を把握 す る。
報
比
1)「工 亭 日報 ・月 報 」を発 行す る。
2)発 注 者及 び 構 成 会社 に対 す る工事 進 捗
1)r生 産実 績 表 」を生 産 課 に提 出 す る 。
口
報告書のまとめ
表4.5管 理 ラ ン ク 分 類 表(贈4)
ラ ン ク
項 目 A B C D
基考 日別に全体調整を行な 全体工事管理上のポイ 全体調整の必要性が少
本え うもの(工籍生産から ン トと して 、 日(週) Bランクに準 じて実績 な く、 且 つ ポ イ ン トエ
的方 現場施工まで一貫 して 単位で実綬把握を行う を把握するもの 事により、自動的に実














































コ ン ク リート打 込作 業 地盤改良工事











合 を計 りなが ら、全体工











約1ヶ 月半の短縮 がはか 図4




躯体建方計画 の申心 は建方用 クレーン毎 に標準工程表(SN表)を 作成することにある。
ここでは基本SNの 作成 とクレーン毎のSN表 の作成 の2段 階に分割 してその策定過程を
論述す る。
①基本SNの 作成
基本SNは 躯体建方 の標準工程 を意味 してお り、3棟 を1基 のクレーンで施工する場合
の基本SNを 図4.9に 示す 。
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図4.8住 棟 工 事9t画 お よび 実 績 工 程 表
ロ、溶接機(全 自動溶接 一PAW)の 転用効率
ハ、PCa板 、鉄骨部材 の生産効率
である。このうち基本SNに おいて最も余裕 がないと予想 されたものはPAW溶 接(Pilo
tArcWelding)である。イ、 ロについて概略 を記 してお く。
イ、クレーンの転用回数 と稼働率
実施計画ではク レーンの2回 転用 を基本 としているe(表4.6)一 方ク レーンの稼働
率 を(ク レーンの稼働 日)/(実 作業 日)と すれば、た とえば実施計画における鉄骨02
節部分 を例 にとると、先の基本SNの 場合 、稼働率は0.75で ある。(表4.7)具 体
的 には作業上手間がかかると思われ る鉄骨建方、壁PCa板 建込の前後 には予備 あるいは



























































E=建 方 ・建直し…1節 分の鉄骨建方 および建直 し.本節用足場架設共、コアー部分 の陪段組立 を含む
H・T・B… ・高力ボル ト、H・T・B本 鮪および リーマー掛 を含む
We=溶 接 ・・… ・主に柱(UB)の 溶接、PAW自 動溶接および半 自動鴻挫
T=検 査 … … 主に溶接部の超音波探傷検査、補修をも含む
P=塗 装 … … 溶接部、H・T・Bの 下地処理および錆止塗装 タッチアップ
W=壁PCa… … 壁PCa帳 の組立て、鉄骨組立後の壁PCaは1日 の余裕を示す[===]余 裕
S=床PCa… … 床PCa板 の組立て
A=爾 整 … …PCa板 ジ ョイン ト部分の接合および建ち調聾 、目地都分モルタル諮
F=仕 上 ・・… ・仕上パックの揚重を示す、設備ユ ニット、仕上パ ック、設傭配管等
図4.9基 本SN(3棟 を一基 の ク レーンで建 設す る掲 合)(章1)
表4.6ク レー ン転 用 計 画(民 間 は 除 く)
1回 2回
機 械 名 ブロック(設計棟名) 棟 構 成 ブ ロ ッ ク 棟 構 成
ク ロ ー ラ ・ク レ ー ンNO.1 M-1,2,3 14十14十14 O-4.5 14十14
ク ロ ー ラ ・ク レ ー ンNO.2 M-4,閥 一5,6 14十14十14
ク ロ ー ラ ・ク レ ー ン 閥0.3 F-1,2,3 14十14十14
ク ロ ー ラ ・ク レ ー ンNO.4 F-4,G-5,6 14十14十14
ク ロ ー ラ ・ク レ ー ンNO.5 C-4 14 C-1,2' 14十14
定 置 式T.C180WNO.1 L-1,2 14十19 B-4.5 14十19
定 置式T.C180W閥0。2 L-3,4,5 14十19十19 A-1,2 19十19
定 置式T。C180WNO.3 B-1,2.3 14十19十19
定 置 式T。C180WNO。4 0-3 19
走 行 式T.C200WANO.1 K-1,2 19十24 0-1.2 19十24
走 行 式T.C200WANO.2 K-3,4 19十24 E-1,2 19十24
走 行 式T.C200WANO.3 C-5,6 19十24 E-3,4 19十24
定 置 式T.C200WNO.1 C-3 24 A-3 24
定 置 式T.C200WNO.2 A-41 24
注)T.Cは タ ワー ク レ ーン の略
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表4.7ク レ ー ン 作 業 内 容 ・ピ ー ス 数
く り か え し〈
作 業 日数 12 34 56 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
24
作 業 内 容
ク レ ー ン

















































図4.10PAW溶 接 の 施 工 順 序
備 のパ ック化 が考慮 されて いる。
ロ、PAWの 転用効率










1クル ーは4名(PAW溶 接機 は4台)
1節の溶接の手順は図4.10の とお り。
以上により1棟1節 当 りの所要 日数を求めると、O-1節 間で4日 、1-2節 間で2日 と
なる。板厚は25m!m以上 のUBに 使 用する予定であった。(実 際には32m!皿以上のもの
に変更)SN表 においてPAW溶 接がク リティカル と考え られた背景 は、施工例 が少 なく、
作業員も新規 に教育 したため不慣れな こと、 クレーンと違い、PAW溶 接の1ク ル ーは4






















































記 号 は図4.9参 照











但 しSN表 の工程 は暦に対応 したも
のではな く、1ヶ 月22日 として作
成 されている。今その建方期間をま
とめると表4.8の とお りである。
従 ってク レーンの2回 転用 を完全に
表4.8棟 別建 方 所 要 日数(SN表 よ り)
























公 社 B-1,2,3 271
東 S-2 B-4,5 209
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噛)正 ケ 月=22日
実施す るにはクレーンの移動期間を考慮 して、最大13ヶ 月 ×2+1～2ヶ 月(27～2
8ヶ月)程 度が必要である。大胆 に仮説を立てるな らばPCa板 、設備 コア、鉄骨部材供
給計画が詳細 に検討 される以前 における受注者側 の適正建方工期 は27～28ヶ 月である。
現実の過程は 「契約工期の決定」の ところで触れたように、現場乗入～引渡 まで35ヶ 月
に設定 された。受注者側 としては、クレーンごとのSN表 を35ヶ 月工期の中にいかに組
み込む かの検討に移る。その際のポイン トが先 にも触れた、イ、 クレーンの転用、 ロ、P
AWの 転用、ハ、PCa板 、鉄骨部材、設備 コア供給計画、である。検討過程 の概略 は、
まず クレーンごとのSN表 によリクレーンの2回 転用可能 な住棟群 の探索 とその際のPA
W転 用の可能性、チ ーム編成数の決定 を行 ない、全体SN表 の粗案 を作成する。続 いて工
期35ヶ 月よ り逆算 した建方工期(約24ヶ 月)の 中にそれが収 まるかどうか検討す る。






圖 O 51年内着 工住棟

























延 日 数(計 画 ～ 実 績)
o
一20一
図4.12住 棟 別 建方 開始 日・延 日数 の 計画 、実績 差
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板・設備 コア等)供 給計画 を検討す る。供給計画は無理 との判断が出ると、再度住棟群探
索あるいは1ク レーンによる建方 を行な う棟数、棟種 の変更を行 なう。供給計画 が適合で





全体と して建方工事着工は計画通 り、完了は約2ヶ 月先行 している。住棟別の建方開始
日、延 日数の計画 と実績の差 を図4.12に 示す。図によれば、51年 内着工住棟はほぼ
計画 どお り開始 されてお り、工事期間が2棟 の例外 を除いて短縮されている。それに伴な
って52年 着工住棟 は計画よ り早 く開始 される住棟が大半で、短縮 日数も51年 着工のそ
れよ りも大きいことがわかる。次 に全公共住棟(45棟)を 延 日数で比較すると図4.1
3のとお り。図でいう公休 日とは日曜、盆、正月休み等 を、作業休止 日とは雨天等で建方
作業 を休止 した 日を、稼働 日とは延 日数か らそれ らを除いたものを意味 している。図4.
13を みる限 り、工期短縮 に最 も寄与 しているのは作業休止 日で雨天等 が計画よ り大幅に
少なかったことを示 して いる。っ
計 画
ついて稼働 日の影響 が大 で、工事






Ca板 で の短縮 が大 き く、鉄骨節別で は
04,06,08,10節 での短縮 が大 き
く、奇敬節ではむ しろ計画よ り日数 を要 し
ている節 が多 い。偶数節で短縮が大 きいの
は偶数節 が当該プ ロジェク トに採用された
共用階 に該当する部分で、初めての試みで





13住 棟 建 方 工 事 の計 画 と実 績(延 日数)
表4。9稼 働 日 の 短 縮 要 素
課 鉄 骨 壁 床 計
01 一126 64 12.5 一49.5
02 7.5 22.5 13 43
03 一28 。5 42 一29 一15 .5
04 72.5 78 61 211.5
05 一107 11 一46 .5 一142.5
06 96 65.5 113 274.5
07 一38 。5 一18 7 一49 .5
08 82.5 8 28 118.5
09 一4 一2 一31 一37
10 50.5 一 〇.5 5.5 55.5
11 一2 .5 27.5 120 145
計 2.5 298 253.5 554
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を要 して いるのは、計画のそれにはクライミング日数 が算入 されていないこと・エ レベ ー
タ_棟 に要する 日数が定 かでない ことによる。いずれにせ よ全体 として技術的 には工期 は
短縮された。
一方 クレーンの配置計画 と実施 を図4 .14,図4.15に 要約す る・この図よ り次の
ことがいえる。
イ、一基のク レーンによる施工単位(1、2、3棟 のいずれか)を 決定す るための論理
的な手順 はな く、最適 かどうか疑問である。
ロ、一"基のク レーンによる施工単位 において当初の計画では低層部 から最上階 まで同一
のク レーンによる建方 となって いた。現実 にはプロジェ ク トの後半 において低層部 を移動
式で且つ能力の低 いクレーンで施工す ることが多 くなっている。
ハ、 これは高層建方用タワーク レーンの転用前に小型の移動式 クレーンによって着工を
早め、工期短縮 をね らったもので ある。
二、クレーン転用計画の変更が結果 としてコス トダウンにっながった可能性は強 い。た
とえば図4.15に あ るD55,56の 住棟 の建設作業 日(日 曜 日、雨天 を除 く実作業 日)
は250.5日 でタワークレーンJCC200WAで 施工 している。一方D21,22の
住棟の建設作業 日は241日 で、最初は移動式のクローラクレーン440S,670S,
で施工 し、その後JCC200WAを 転用 している。 このクローラク レーンニ機種はJC
C200WAタ ワ 一ー一ク レーンに較べ、その損料が安 いこと(注1)、 実作業 日が減少 して
いることの両面か らコス トダ ウンが予想 される。
ホ、以上の ことはプ ロジェク ト当初の計画 が経験 と達観による満足化であったことを裏
付けるものである。
4.1.4ま とめ
以上述べたように公共住棟建設 工事そのものは計画 を上 まわる速度で実施 された。工期
延長は施工技術、能力 による要因ではな く、工事の進行 を保証す る支持条件 の検討、整備
(注1)機械損料は自社、 リースによ り異 なる。又 リースにも取引関係の深浅 により一般
的に比較で きない。 ここでは積算資料(*5)の クレーンの製品購入価格で比較 した。す
なわち神戸製銅のP&H400Sは 公表価格3320万 円、P&H670Sは6700万
円、石川島播磨重工のJCC200は7900万 円である。ただ し上記JCC200WA
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図4.15住 棟 建方 ク レー ン稼 働 実 施 工 程 表
のためであった・ この期間は極力短縮 される必要性 があると同時に本プロジェク トの大規
模性、複雑性の一担 をうかがわせるものである。
工期問題 からその特徴 をあげると以下のとお りである。
まず発注者、受注者双方による契約工期決定問題では、
①複数発注者プ ロジェク トのため、各発注者内部、発注者相互の意思決定 を要すること、
従って単独発注 に比べ、契約方式、所有区分、費用負担等検討すべ き点 が多数発生す ると
ともに、多段階の意思決定 を必要 とす る。
②大規模であるため、学校開校、公共公益施設整備、水供給等、小規模プロジェクトで
はさほ ど考慮 を要 しない点 に多 くのエネル ギーが必要 となる。






①工期の決定過程 は設計 に追随 した満足化 の過程 にす ぎず、論理 の一貫性も必ず しも十
分とはいえない。
② しかし当該プロジェク トの施工計画プ ロセスでの思考過程の一部は前述の とお り比較
的明確になってお り、その過程 を論理的 にす ることが可能 と考え られる。
③施工計画プ ロセスでの技術的、経済的工期の検討内容の一部は基本設計プ ロセスで既
に入手可能 なものであ り、②の論理的手順 と一体 となって、基本設計プロセスでの施工計
画立案の支援システム として構築す ることが可能である。
④本節で扱ったクレーン転用計画に即 して具体的 にいえば、一っは同じ施工単位内で低
層から高層でク レーンを使い分 け、工事工程、経済性の点で最適化 をはかる方法、二っは
SN表 作成時にクレーンの資源状況 を考慮 しながら施工単位 を決定 し、経済的工期を設定
する方法 が構築可能である。これ らは第9章 、第10章 において論述する。
4.2建 築部 品の生産、供給問題
通常 の設計 と施工 が分離 され、請負契約締結後 に施工計画が検討 される嚇合、建築部品
の生産、供給問題は単純化 していえば需要量 を上回る供給能力を持っ供給者 を単独もしく
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は複数で確保す る問題である。しか し設計施工一貫で且 つ工場生産 をも管理化 においたプ
ロジェク トではおのず と生産、供給問題は異 なったものとなる・本節では後者 の例 をとり
あげ るが、前節の全体工程計画策定過程でみたように、設計段階にお いて・生産計画 を考
慮 した形跡 はな く、建方計画作成後、部品供給者へ の打 診を行っている・従って各工場 で
の生産計画作成段階での建築部品の生産、供給問題 としてと りあげる・
4.2.1対 象 プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象 プロジェク トの概要
対象プ ロジェク トは前節 と同 じである。そのうち建築部品の生産、供給問題 をPCa板 、
鉄骨、設備ユニ ットのいわゆる主要三品 に限定 して扱 う。限定する意味は二っある。一 っ
はこれ ら主要三品は当該プロジェク トの受注者である異業種共 同企業体 の構成企業 が供給
することになってお り、工場生産 と現場施工 の一貫生産、供給問題 とみることがで きる。
二つは残余の部品は通常の方式 と同様の調達方法であ り、特にと りあげることの意味 がな
い。
ここでは主要三品の概略数量 を表4.10に 示 しておく。(以 下は資料 が比較的 よく収
集 された公共住棟に限定 して論述す る。)鉄 骨は総重量2.7万t、4万 ピース、PCa
板(サ イ ト工場分(注1))3.1万 ㎡、1.7万 ピース、488種 類、PCa板(既 設
工場分)3.3万 ㎡、3.6万 ピース、772種 類、設備ユニ ッ トは2782個 、6種 類
である。これ らをそれぞれ25ヶ 月、25ヶ 月、建方工程 に連動、22ヶ 月で生産す る。
(2)問題の概要


















公 団 215 480 615 1,591
県 84 180 226 596
公 社 82 180 228 595




総 量 26,989t 31,141 32,792 一
ピ ー ス 数 40,028 17,262 35,889 2,782
種 類 数 一 488 772 6
(注ユ)サ イ ト工場 とは当該プ ロジェ クトの施工現場に隣接 した仮設の工場 をいい、従来
から存在 している工場 を既設工場という。
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部品と極端 に異なって いる。その原 因は何 か。
本項では主要三品の生産、建方、在庫の実態の分析 と生産計画上の相違点 を明 らかに し、
次項以降ではPCa板(サ イ ト工場)に 限定 して詳述す ることにする。
具体的な生産計画は工期の決定後 に策定される。その前提 はあ くまでも工期(工 程計画)
どお りに施工が可能 なことで ある。主要 三品は前述のとお り受注者による工場生産か ら現
場施工 まで の一貫生産であ り、生産す る業種、能力などの違 いによ り生産計画上のい くっ
かの点で違 いをみせる。い くつ かの点 とは生産の方針、先行生産の期間、生産量(ロ ッ ト)
、在庫量、建方との同調性である。(表4.11)し かし当該プロジェクトの場合、着工
の遅れ、と りわけ民間住棟 の発注 が遅れたことによ りその生産計画は修正 の必要が生 じ、
生産計画 と実績の比較 は意味 を持 たない。さらに生産計画は、初期には概略の計画であ り、
後 に詳細な計画 となるため、主要三品間の相違 を同一時点での計画で明 らかにすることが
できない。表4.11は あ くまでも工場生産に入る前段階の最終案と目される計画か ら個
別に引用 したものである。
表4.11主 要 三 品 の 生 産 計 画
注)一=不 明
生産計画の要素 鉄 骨 PCa板(サ イ ト工 嚇)
PCa板
(既 設 工 場)
設備 ユニ ッ ト













SN表 を基 準 に
ピー ク時 にも 品
切 れ しな い こ と
先行生 産期間 4ケ 月 4ケ 月
生 産 量
(ロ ッ ト)
1000t/月 1フ ロア/日 6～8戸/日 8個/日
在 庫 量 最 大2.5ケ 月 最 大217フ ロ ア 最大193個
建 方 と の
同 調 性
な し な し 連 動
従って ここでは工場生産 と建方 、在庫の実態 の分析 を行 い月間生産量、建方 との同調性、
在庫量の点で主要三品間の比較、考察 を行 う。まずその基礎 となる生産、建方 の実績 と在
庫の資料 を示す 。
①主要三品の生産、建方の実績
図4.16～4.18に これ らの実績 を示す。簡単に生産工場か ら施工現場への搬入方
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出 巣 高
図4.18公 共 住 棟 設 備 ユ ニ ッ ト生 産 建 方 累計
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はサイ ト工場 のス トックヤ ー ドに仮 置 され た後 、 トラ ックで輸 送 、直 吊 りで揚 重 され る 。
設備 ユ ニ ッ トは工 場 で 組立 て 、 トラ ッ ク輪 送(後 海 上輸 送 に切 換)で 現 場 に搬入 され る。
工傷 の 日産最 大 数量 は8個 、 ス トックは工 場 ス トッ クヤ ー ド及 び施 工現 場設 備 ヤ ー ドで あ
る。 こ こでい う生 産数 量 は 工場 で の生 産数 量 、 ス トック量 は工 場及 び現 場 で のス トック を
合 わせ た数 量 、建方 数 量 は ク レーン にて揚 重 され たも の をい う。 また現 場最 盛期 の1年 間
の主要 三 品の生 産 、 建方 、 在庫 の実績 値 の平 均 を発 注者 別 にま とめ たも の が表4.12で
ある 。
表4.12主 要 三 品の 発注 者 別生 産 ・建方 ・在 庫 の変動
期 間S.51.10～S.52.09(■1:S.51.04～S.52.03,02;S.51.08～S.52.07)
公 団 県 公 社 公 共 合 計




建方計画 9.58 4.360,455 6.33 3.700,585 4.92 1.240,25220.835.560,267
生産実績 12.257.530,615826.50 4.060,625 4.83 2.790,57823.256.250,269
建方実綾 10.384.390,423 6.45 2.660,412 5.31 1.450,27322.134.180,189






生産実績 33.7517.370,515.115.00 6.860,457の112.08 5.090,42152.256.380,122
建方実績 22.256.880,30913.835.840,42211.753.360,28647.839.510,199

















生産開始か ら建方開始 までの期間 を先行生産の期間 とすれば、鉄骨、PCa板(既 設工
場)、 設備ユニッ トはいずれも1ヶ 月程度、PCa板(サ イ ト工場)は4ヶ 月である。こ
の差はサイ ト工場 の試運転期間、6Gタ イプ先行生産 といった製造計画上の要因による。
ただし鉄骨部材も生産計画上は4ヶ 月の先行生産 としながら現実には1ヵ 月であった こと
とは顕著な違いである。
③月間生産量 とその安定性
平均月間生産量は全生産量との百分率で表わ して鉄骨6。1%、PCa板(サ イ ト)6.
2%、PCa板(既 設)5。8%、 設備ユニ ット5.9%で 三品ともほぼ同じ値である。生
産期間がいずれも同 じ程度であることを考 えれば当然 ともいえる。生産量の安定性 を変動
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係数(σ/i)で み ると、鉄骨0.269、PCa板(サ イ ト)O.122、PCa板(既
設)0.236、 設備ユニッ ト0.095と なってお り、設備 ユニッ トがきわめて安定 して
お り、ついでPCa板(サ イ ト)で ある。 しかしいずれの部品も発注者別 にみるとO・2
8以上の変動係数 を有 して おり、安定 的でない。発注者別に一定の ロット生産 を行 った結
果であ る。
④生産 と建方 の同調性
同調性 を生産量 と建方量の差である在庫量 を使 って表わす ことにす る。つま り建方 のペ
ースが促進されれば生産量 も増加 し、建方のペ ースが減速されたな らば生産量 も低下す る
場合、在庫量は一定 に近 く、従 って在庫量の変動係数はOに 近づ くu本 論文ではこの喝合
を同調性が高い といい、同調度 を在庫量の変動係数の逆数、つ ま り(三/σ)で 与える。
ただ し平均在庫量 が平均生産量 に比べ、極めて大である場合は同調度 は0に 近づ くが、同
調性 が高い とはいわない。PCa板(サ イ ト)が このケ ースに該当する。 いま仮 にこの除
外す る点 を平均在庫量が平均生産量の2倍 以上の点 とす ると、PCa板(サ イ ト)は 発注
者別も含めて除外される。残余 のものにっいて同調度 をみると発注者別、公共合計 いずれ
で比較 してもPCa板(既 設)の 同調度 が最 も高 くなっている。
⑤在庫量
平均在庫量 を(平 均在庫量)/(平 均建方量)で 表わ した在庫率1及 び(平 均在庫量)
/(全 生産量)で 表わ した在庫率2で みる。主要三品別 に在庫率1、2を み ると鉄骨で在
庫率1が1.74、 在庫率2が10.1%、PCa板(サ イ ト)で それぞれ5.03、28.
7%、PCa板(既 設)で1.01、5.7%、 設備ユニッ トで0.84、4.9%で ある。
PCa板(サ イ ト)の在庫率がきわだって大きい。ちなみ にその最大在庫量は昭和52年
2月時点で260フ ロア分、全生産量の30.9%、 当初予定在庫量 から19.8%増 とな
っている。
⑥工場生産の特性
工場生産 の特性 を雨天時 の作業、生 産能力、 日生産量 の増加 、生産方式 の点で考察する。
雨天 時の作業はPCa板 サイ ト工場 を除き可能である。サイ ト工場では生産計画 を策定す
る際に天候要因 を考慮 しなければならない。雨天 を見込 めば在庫量は大き く見積 も らねば
ならず、 さらに実際上雨天 でな く、工場 が稼働す るとさらに在庫量 が増大す る。 また工場
生産能力に余力 があるかどうかは先の同調度 に関係する。すなわち余力があれば同調度は
高 くす ることが可能で あるが、余力がない場合そうはな らない。PCa板 工場の生産能力
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の規定 はむず かしいが仮設であるサイ ト工場 に関す る限 り余力を見込んだ工場 を計画す る
ことはまずない。一方鉄骨工場は40%、 設備 ユニ ット工場は80%(注1)を 当該プロ
ジェクトの生産に当てている。さ らに在庫量が不足となったときにどの程度 日生産量を増
加することが可能かも在庫量、同調度 に関係す る。 日生産量 を増加させることが不可能な




えが多 く、その間の生産量の減少 を見込んで在庫量 を増加する傾向があ り、段取 り替 えを
減少させ るため一定 のロッ ト生産 をした場合も在庫量は増大す る。当該プロジェク トのP
Ca板 はサイ ト工場分で488種 、17,262ピ ース、従って1種 類当 り平均で35.4
ピース、既設工場分で772種 、35,889ピ ース、1種 類平均46.5ピ ース、設備ユ




工嚇生産分はいずれも約1～2ヶ 月.全 生産量の数パ ーセン トの先行生産であ り、PCa
生 産 特 性
雨天時 の作 業=休 止
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図4.19生 産 特 性 と 在 庫 量 の 関 係
〜?? 能
余 裕 あ り
無 理 が き く
少品種多量生産
在 庫 量 減 少
(注1)鉄 骨 工 場 の1月 生 産量 は1000t、 生 産能 力 は2500t、 従 って1000/
2500=40%と した 。設備 ユ ニ ッ ト工場 は最 盛期1月 生 産量160個 、 生産 能 力は8
個/日 ×25日=200個 、従 って160/200=80%と な る。
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板サイ ト工場生産分のそれのみが顕著 な差 を有 している。次項以降でPCa板 サイ ト工場
の生産、供給問題 をさらに詳細 に検討す ることにす る。す なわ ちいかなる生産 計画 が用意
され、生産、建方、在庫の計画 と実績 がどう変化 し、その要因がどこに求め られ、結果 と
して在庫量の増大が経済的であったかどうかについて論述す る。
4.2.2問 題 の構造
ここではPCa板 サイ ト工場のマネジメン トの観点で問題 の分析 を行 った。問題の構造
を図4.20に 示す。以下各要素にっいて論述す る。
(1)環境
サイ ト工揚 の生産計画は4.1節 で論述 した躯体建方工程 のSN表 の完成後詳細化す る。
従ってSN表 が確定する ことがまず第一 の環境条件 である。もち ろんSN表 を作成するに
は概略のサイ ト工場の生産能 力を予想 しなければならない。この概略 の生産能力の予想 と
SN表 の確定は相互依存的である。提案競技の応募案 から現実のサイ ト工場の能力の決定












部 材 の仕 様,種 類,数 量
生 産 計画
・6G→7G
・フ ロ ア単位 生 産
・テ ス トラ ン4ヶ 月













生 産,建 方,在 庫 実 績
・ペ ッ ド稼 働 串
・稼 働 日
・習 熟性





























産 と建方 を同調 さ
堤案(47.10月)の特 激
・PCa板 全 量 をサ イ トr場 で生 産
・バ ッテ リー 方式(堅 打 方 式)で生 産
変 更案 の 検討
・サ イ トll場と既 設t場 に分 割
(理由:コ ス ト高)
・固定 ベ ッ ド平打 方 式 に変 更
・設備投 資 が過 大
・バ ッテ リー方 式 は技 術 的 に問 題
・生 産 ライ ン数9ラ イ ン
・1次 変 更5ラ イ ン
・2次 変 更4ラ イ ン
・3次 変 更2ラ イ ン
実 施案
・サ イ ト[場 に お いて 固 定 ベ ッ ド平 打
方式 で 床 板 を生 産 し、 他 は既 設 二場
で 生 産
図4.21サ イ ト工 場 計 画 の経 緯
せ ることを意味す るものではない。前項
でみたようにこの制約条件 の下に生産 と
建方 を切 り離 して考え、サイ ト工場の経
済的生産方法、管理方式 が独 自に検討可
能 とした。またス トックヤー ドの制約は
本来生産計画に大 きく影響す るが、当該
プロジェク トのサイ ト工場に関す る限 り
その制約はまずなかったと考えてよい。
なぜな ら建方期間23ヶ 月に対 して公共
住棟のサイ ト工場の1ヶ 月の在庫量の最
大が全生産量の30.9%を 占めること、
ス トックヤー ドの費用負担 がサイ ト工場
に課されていない ことな どの理由による。
・製 造 能 力
・工 場 面積









間仕 切 壁,T.L字 壁,手 摺 壁
階 段 板 等
Aラ イ ン26ベ ッ ド(73.Om3ノ日)
Bラ イ ン26ベ ッ ド(57.Om3/日)
襲 造 ヤ ー ド4,200m2
鉄 筋 加 エ ヤ ー ド4,200mZ
ス ト ッ ク ヤ ー ド34,600m2
・成 型 設備
言十43,000m2
-一一般 床 用 定 盤30ベ ッ ド
バ ル コ こ 一用 定 盤12ベ ッ ド
階 段 踊 場 用 定 盤6ベ ッ ド
屋 根 板 用 定 盤4ベ ッ ド
・1二場 作 業 員 PCa工
鉄 筋 工
左 官 工
オ ペ レー タ

















サイ ト工場において生産され るPCa板 は公共住棟で床板 を主体 として488種 類、1
7,262ピ ースである。(詳 細は表3.4参 照)そ の仕様は次のとお り・










生産計画は次の4つ を基本 とす る。①1日1サ イクル、②型枠の組替 えを少 な くするた
めに公団住棟2タ イプ(6G,7G)を 同時生産ではな く、6Gタ イプ先行連続生産、③
1フ ロア分の床板 をまとめて生産する フロア単位生産方式、④試運転のため建方開始 よ り
4ヶ月先行生産、これ らを基本 にSN表 よ りプ ロジェ ク ト期間全体での生産計画表 を作成
する。具体的 にはSN表 よ りフロアNo。別、月別、発注者別の生産、出荷 、在庫のバ ラン
ス表 を作成 し、最終的 にはベ ッド別打設計画表に展開す る。
(4)処理
ここでいう処理 とはサイ ト工場での生産活動 のことである。躯体建方工程 が計画 に較べ
2ヶ月程度短縮 され、サ イ ト工場の生産が計画 どお りであれば在庫量の減少 となるが、実
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産は7ヶ 月の短縮 とな り・その差は大幅な在庫量の増加となって現われた。発注者別にみ
た生産期間は次のとお り。




生産 期 間の短 縮 は公 団6
5
の それ が短 縮 され た こと4 蔓
に よる。発 注者 別 の在 庫S35 嘱 て公団










実施すべ きであ り、生産 図4.
計画の各種の目標、た と















→一・一一 一十 一一一一十一一 一一トー一一 十 一一一一一一ト ー一一一一十一一一一一一十 ・一一一一→
010203040SO6〔 〕 フ〔〕8090
在 庫 量/全 生 産 量(%)
24PCa板(サ イ ト)在 庫 量
えば4ヶ 月の先行生産、 フロア単位生産、予




結果は前述のとお り在庫量 が拡大 した。従







4ヶ月先 フロア単 生 童 性 生童の経
行生童 位生童 習 熟 性 済ペース
図4.25目 標 の 階 層 性
⑤在庫量拡大 の経済性。
(8)対策
当該 プロジェク トの躯体建方工程 に何 らの支障も生ぜ しめ るこ とな く、サ イ ト工場 から
のPCa板 供給が実施された点で満足のい くものであった。ただ しこの膨大 な在庫量 が果
た して適当であったか否 かは次の二点の検討 を待たねばな らない。一っは経済性検討のた
めの論理的手順 を明 らかにす ること、二っはPCa板 生産 と建方工程 との同調性 を高める
戦略 を構築すること。本論文では次項において前者 の点で若干の考察 を行 う。
4.2.3PCa板 在庫量 と経済性の検討(処 理過程)
(1)PCa板 在庫量
図4.23か らわかるようにPCa板 の計画時在庫量は、52年2月 の全生産量の27.
396を最高 にかなり高 い値 を示 して いる。生産計画時点では生産能力に余力 を見込み、且
つ先行生産 を意図的に大き くし、安全度 を高めたものと解 される。さ らに実績 における在
庫量は計画のそれ を上回っている。その拡大要因 をあげる と次の とお り。
①ベ ッド稼働率 の上昇
図4.26に 示す とお り計画時のベッド稼働率(注1)は60.1%、 実績のそれは7
1.0%である。 これは労働者の習熟による休止ベッ ドの減少、セ ット換えに要する 日数
の減少 などによる。実績 における製造品種別ベ ッドの稼働率 を示す と図4.27、 図4.
28の とおり。この図よ り平均 して稼働率が高い ことがわかる。
②稼働 日の増加




計画時のス トックヤー ドは、約6300㎡ 、2ヶ 月分の面積である。結果的 には在庫量
の増加 に伴なって約2.5倍 のスペ ースが必要 となった。従 って当該 プロジェク トの生産
方式 はス トックヤー ドの制約条件がゆるい場合のものと見 なし得る。







稼働率= ×100,月 単 位

















































































図4.27ベ ッ ド 別 稼 働 率
図4.28ベ ッ ド 別 稼 働 率
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やや上 まわる程度 の上昇であったことにより、その差が在庫量の拡大 につながった・
(2)在庫量拡大 の有利不利
在庫量拡大の有利な点 としては、①建方工程が安定す る、②生産計画 どお りの工場稼働
ができる、③納 品遅れがないため、検査 ・検収の確実性 が増す、④破損品の手直 し等が可
能である、⑤工場設備(特 に リースによる重機)の 損料の減少 、などがあげ られる。
反面、不利な点 としては、①在庫量の拡大にともないス トックヤ ー ドの拡張 が不可欠で、
拡張が困難な場合には応々にして6段 積みの原則が守 られない、②製 品のス トック期間が
長 くなるため、輪木等の板への影響(た とえば、そ り、よごれ)が 出、又、金物 にさびが
発生す る、③ス トックヤー ドの借地料 が増大す る、④製 品代金の支払 いは建方完 了時であ
り、一方工場労務等の支払は月締め支払のため、その間の金利負担 が増大する、 などがあ
げ られ る。
次にこの在庫量の多寡の経済性の検討 を行 うことにす る。
(3)経済性の検討
一般に建築プロジェク トの元請 と下請間の支払条件 は月単位 の納入 または出来高払いで
ある。出来高の何割 を支払 うか、また現金 と手形の割合 は企業 によ り、プロジェク トによ




元 請 か らサ イ ト工場 へ の 出来 高払 い額(円/月)
Qサ イ ト工場 か ら下請 へ の出 来高 払 い額(円/月)
Rサ イ ト工 場 の一般 管 理裂 、経費(円/月)
T躯 体 建 方期 間(月)
TPCa板 生 産 期 間(月)
T生 産 短縮 期 間(月)
t先 行 生産 期 間(月)
t生 産 終 了後 建方 完 了まで の 期間(月)
i月 間 利子 率
図4.29サ イ ト 工 場 の 経 済 計 算 モ デ ル
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入業者 ・労 働者 には毎 月支払 い、PCa板 の納入 先 で あ る元請 の共 同企 業体 か らは揚 重 月
に支払 い を受 ける ・従 って サ イ ト工場 の在庫 は 、下 請 への 支払 い は完 了 し、元 請 か らは未
収で あ る こと を意 味 し、 その量 が多 い こ とは未収 金 が多 い こと と同 じで あ る。 こ こに在庫
量 は多 い が生 産量 を多 く して工 場 を早 期 に撤 去 した方 が有利 か否 かの経 済性 の 問題 が生ず
る。当然 の こ とな が らコ ス トに関 す る情報 は外部 か ら観 察 して つ かめ るも ので はな く、 こ
こでは モデル 的 に検 討す る に とど まる 。
い ま図4.29に 示 す よ うに元 請 か らサ イ ト工 場 、 サ イ ト工場 か ら下 請 への支 払 い高 、
生産 、建 方期 間等 を定 め る。簡 単 の た めP,Q,Rは 月 に よって 変化 せず 、 出来 高は100
%現 金払 い とす る 。 また生産 期 間 を短 縮 した場合 、Rは そ の期 間で 変化 せず 、Qは 生 産期
間 を短縮 して いな い場 合 と総額 で 同 じとす る。 つ ま りTzQ=(T。-T,)Q',Q'=
T、Q/(T。-T3),こ こにQ'は 期 間 を短縮 した場 合 の下 請へ の 月間 出来高 支払 い額 。
さて生 産期 間 を短 縮 しない場 合 の サイ ト工 場 の利 益(注1)を1、 と して現 価で 求 め ると、
PPP
I■=十 十… … 十
(1十i)t■+■(1+i)t■+z(1十i)t■"τ ■
QQRR
-{十 … … 十}一{+… …+}…(1)
(1十i)(1+i)T2(1+i)(1+i)TZ
一方 生 産期 間 をT 。だ け短縮 した場 合 の利 益 をIzと して現価 で求 め ると
PPP








(注1)r利 益 は差額概念と して特徴づけられ、その算定方法 は2っ ある。第1は 、財産
法とよばれるもので、期末資本 から期首資本 を差 し引いた差額である。…第2は 、1会 計
期間の総収益か ら総費用 を差 し引いた差額である(損 益法)。 」さらに利益 の概念にはい
くつかある。 「売上高 から売上原価 を差 し引いた差額 を売上総利益、売上総利益から販売
費および一般管理費 を差 し引いた差額 を営業利益 とする。…営業利益に営業外利益 を加え、
営業外費用 を差 し引いた差額 を経常利益 とす る。…」(010)こ こでは簡単のため収益
(P)から費用(R+Q)を 差 し引いた差額 としてお く。
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い ま 生 産 期 間 を 短 縮 し た 方 が 有 利 な 場 合 を 考 え る と
Io=12-1■>0(5)








(6)式 のQ、Rの 係 数 を そ れ ぞ れA、fso
「Bと お く と
1。=AQ+BR
い ま、1。=0を 解 くと
Q/R=-B/A… … …(7)
1。=0は 短 縮 した場 合 と しな い場 合 が
等 しくな る点 を意味 して お り、 この 時 の
値Q/Rを 等 価点 とす る 。
こ こで 当該 プ ロジェ ク トの値 を代入 す
る。す な わちT、=22,T、=25,T3
=7 、t、=4、t。=3を 代 入 して 、月
間利 子 率 の変化 によ って 等価 点Q/Rを
プ ロッ トした の が図4.30の 太実 線 で
あ る。 た とえ ばi=o.01の ときQ/R
=7 .478で あ る。













。L -←一一　→一一一十… 一→一一一f -一十一一一十 一一十一 一→一一一一1
0:34L6フB910
月 間 利 子 率(i:lo'a)





従って 利子 率 を考 慮 しな い嚇 合 は短 縮 す る方 が常 に有 利 で 、短縮 月数 が大 き いほ ど有 利 さ
(1。)も大 き くな る。
利子 率 が徐 々 に増加 す ると等 価点 は低 下 す る 。一方 利 子率 を固定 して 短縮 期間T、 の変
化 によ るQ/Rの 変 動 をみ る と、T、 が大 き くなれ ばQ/Rも 大 き くな る。 しか しQ/R
のT3に よ る変 化 はiに よる変 化 に比 べ大 き くない 。(図4.30に はT、=1,7,15
の場 合 のQ/Rを プ ロ ッ トして いる が、 三本 の 曲線 が ほぼ重 な って い る。)
今 元請 か らPCa板 サ イ ト工 場へ の支払 い総 額 が20億 円、 その う ち70%が 材 料 、労
務 費等 と して サ イ ト工場 か ら
下請企業 に支鋤 るとするssDT
,・
二義 繋'R共 毎月 叫 、
450
Q=20億 円 ×0.7!25=
56百 万 円/月 。
i=o.01と すると
Q!R=7.478、






と生産期間 を短縮 しない方 が
有利である。ちなみ にQ、R





















るほ ど有利 となるが、7ヶ 月以上の短縮 が見込めない場合計画 どお り生産することよりも
有利 とならない。 しかしiがO.01>iで あれば、生産期間を短縮す るほ ど利益 は大き
くなる。これは元請 からサイ ト工場への支払 とサイ ト工場か ら下請へ の支払のずれ による




(1)当該 プロジェク トは工場生産 をもコン トロール下 においたプロジェク トであ り、施
工計画 と生産計画は相当程度緊密 に計画 されると目された。現実 には全体の施工計画が優
先的に作成 され、それによって求め られた主要部品の生産期間 を工場生産側 が満足させる
ことができたため、生産、供給問題は顕在化 しなかった。同時に生産計画 は満足化 された
が、最適化 の試みはなかった。且っPCa板(サ イ ト)、 鉄骨では生産計画立案に際 し、
施工計画 とは完全 に切 り離 して考えるとされた。
(2)基本設計プ ロセスで主要部品の生産、供給問題 が検討 された形跡はない。詳細 な生
産計画は基本設計 プロセスで検討できず、施工計画 プロセスで実施 され るが、 プロジェ ク
ト全体 の最適化のためには、全体工程計画 を技術的に支え、経済性 を獲得す るための主要
部品の生産 、供給計画の概略、あるいは実現可能性 が工期 の検討 と併行 して実施 される必
要 がある。場合 によっては設計時点で主要部品の一部の使用 を生産、供給上の問題 から断
念せざるを得 ないこともある。
(3)PCa板 サイ ト生産は、図4.26～4.28の 稼働率 か らわかるように、工場生
産能力が過大とはみ られず、生産開始時期 と建方開始時期のずれ が大きいこと、及び工場
稼働率の上昇、生産期間の短縮 によ り在庫量 が増加 した ことが読 みとれ る。さらに当該プ
ロジェ クトでは民間住棟建設工事の発注 が遅れたため、公共住棟 のみ先行生産 されたこと
も在庫量増加の一因になっている。
(4)この在庫量の増加 と生産期間の短縮の経済性の点での有利 不利は、上述のモデルで
試算 したように、 月間利子率が1%未 満であるならば在庫 量を増加させても、生産期間 を
短縮 した方 が有利である。 この経済的有利性 は当該現場の特殊性 、たとえばス ットクヤ ー
ドの量的制約 が緩 かったこと、借地料が不用であった ことにもよる。
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4.3内 装プ レハ ブ工事の工数計画問題
基本設計 プロセスでは内部仕上の決定 に際 し、経済性、工期の点で内装プ レハブにす る
か、在来型現場施工 にす るか、といった選択問題が存在す る。その場合内装プ レハ ブ工事
の工数は一定程度正確 に予測できることが必要である。経験の豊富な場合、その可能性は
あるが、新規性 が強 い場合問題 となる。さらに施工計画プロセスにおいても問題は同じで
ある。
本節では新規性 を有す る内装プ レハ ブ工事の工数計画問題 の実態 を観察す る。
4.3.1対 象プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象プ ロジェク トの概要
対象プロジェク トの概要 を簡単にまとめてお く。
プロジェク ト名称 芦屋浜高層住宅街建設工事
建 物 用 途 集合住宅
建 築 場 所 芦屋市
建 築 主 兵庫県、兵庫 県住宅供給公社、日本住宅公 団、民間
設計及び設計監理 異業種企業連合
施 工 者 異業種共同企業体
工 期35ヶ 月
工事面積 敷地面積203,000㎡、建築面積18,150㎡、延床面積225,210㎡
全 戸 数3384戸(県596,公 社595,公 団1591,民 間602)
棟 数52棟
住宅内内装工事は























実施 される。 このプ ロジェ
ク トの内装 はプレハ ブ部品





















u企 業 u企 業
U企 業0製 作
物 入 パ ネル3. 〃 棚 パ ネル
4.下 足 箱
5.押 入床,棚 パ ネル
6,組 立式 枠 材
7.組 立 用材





⊂ 亜 亙〉 ・紡 ・製・
図4.32部 品 の 製造,パ ッ ク,施 工 の 分 担
ここにとりあげる内装プ レハブ工事ではプロジェク トの新規性 と大規模長期な点で工数
の計画数量が必ず しも適切に設定された とはいえず、現実 には工事 の当初か ら工数は計画
値 を下 回った。工事の進捗 と共 に工数は習熟性の効果によってさ らに低減 した。本プロジ
ェク トの内装 プレハブ工事の特徴は次の三つ。
①作業 をで きるだけ集約化 し、人格的 に同一、あるいはチーム として多能 工的 に作業処
理 が可能。
②造作工事に使用する部材の部品化率 を高 くし、現場作業 を極力減 らした。 この ことに
よって安定 した品質 の確保、現場での廃棄物の量の低減 を達成 。
③住宅毎 のユニ ット化、パ ック化 によ り部材輪送、供給の合理化 を達成。
ところで本論文2.3節 で論述 した問題の定義でいえばこの内装 プレハ ブ工事の工数計
画問題 は表面上問題 を形成 していない。っ まり目標値(計 画値)で ある工数 から実際の工
数は大幅 に低減 してお り、問題は潜在化 している。 しか し工事着手時点で既 に計画工数を
下回った点 で問題 な しとしない。
ここでは 目標値の設定にっめの甘 さがあった と考え、問題 として とりあげる。従 って問
題の分析は 目標値 と実際のギャ ップ、及 び計画工数設定の論理構成の二っ にっいて行 う。
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4.3.2問 題の構造
ここでは内装 プレハ ブ工事の施工計画立案者の観点で問題 の分析 を行った。問題の構造
を図4.33に 示す。以下各要素について論述す る。
(1)環境
プロジェク トの規模その他の諸特性 は3.1節 及び本節第1項 に述べたとお りであり、
それ らは内装 プレハ ブ工事の前提条件であ る。っま り内装工は住宅内で仕上パ ックの開梱
から作業 に入 り、パ ックのハン ドリングには関係 しない。 ここまで が環境として設定 され
ている。
(2)制約条件
内装プ レハブ工事 の作業範囲が明確になればその範囲内での標準的な作業手順 が作成で
きる。部材は部品化 されてお り、工程は標準化 しやす く、比較的簡単なものとなる。(図
4.34)こ の手順 が工程計画の基礎 とな る。当該工事の場合過去の類似工事の実績値を
参考 に8人/戸("13)と した。この点は計画工数設定の論理構成と して後に詳 しくと
りあげる。8人/戸 の値 を根拠 に内装プ レハブ工事は2フ ロア6日 間(串12)の ペース
が決定され、全体施工計画 との調整 に入る。 これ らすべてが実際の工事段階では制約条件
となる。計画値 が設定 される手順 からみれば計画値は工程計画上の制御要因と考 えられる
① 環 境
プロジェ ク トの規模 その他 の特性
全体の施工 計画
内装バネル,間 仕 切パネル 等はパ ッ
ク化
内装工 のハ ン ドリン グは住 戸内 のみ
② 制 約
作 業標準(作 業 手順,作 業範囲)
品質基準
工 程計 画(2フ ロア6日)
全 体施 工計画 か ら割 当て られ た工 期
③ 入 力














作 業員,部 材,作 業方法,作
業管理,測 定方法 な どによ り




習 熟効果,協 力効果 あ り






図4.33問 題 の 構 造
一105一
が、現実 の過程では不可制御要因 とした可能性が強い。なぜな らば計画値 を多 少 とも変更
して工程計画 を検討 した形跡 がないからである。
(3)入力



















ケー ス ウェ イ
ア ン グ ル取 付











内装 プ レハ ブL数
接 合方法 チーム編成日 報
精度(本体)習 熟
ヒヤ リング 相 手側精度 チーム内分業
畿.ン 報 ・数ハンドリング 作業順序
出面帳 形 状 技 能
定着率
測定方法 部 材 作 業 員
図4.35内 装 プ レハ ブ コニ数 の特 性 要 因 図
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なっているのは17チ ーム・26人 である・ジョブチームは、3人 チ ームが4組(う ち兄
弟+1が3組)、2人 チ ームが1組(兄 弟)、1人 チーム が12組 である。このチーム編
成から基本は1人 で、2～3人 の組 の場合 も兄弟 を中心 とした構成 といえる。
(4)処理





～6 .3人/戸 、公社2.2人/戸 ～8.1人/戸 であった。ちなみにヒヤ リングによる
と県の平均 が3.7、 工期 を前後半 にわけると前半で3.8、 後半で3.5、 公社の平均
は4.8、 前半は5.4、 後半 は4.2人/戸 である。ただしこれ ら工数情報はいわゆる
出面によってお り、その意味で確実性 に限界がある。また各職人の1日 当 り労働時間 には
相当の幅 がある。8時 間半ない し10時 間半(休 憩時間含み)平 均9.7時 間で、その背
景は出来高給である。次 に習熟性は比較的早 く(約1ヶ 月以内)に 現れ、初期工数 にくら
べ約50%の 低減 がみ られ る。構成人員による能率の格差はな く、大工 としての経験年数





究極の目標 は全体工程 の工期 を守ることであるが、細分化 され
た目標は戸当 り投入工数 を8人 工以下におさえることである。
(7)評価要因
計画工数 と実際の所要工数 が評価の対象である。 図4.36目 標 の 階 層 性
(8)対策
労務歩掛 りの収集、活用は従来 さほ ど重要視 されていない。その最大の要因は元請、下
請関係 が材工共一式請負契約で成立 してお り、個別の労務歩掛 りに関心 を払 う必要がなか
ったことによる。新材料、新工法等技術的改良、革新 がさほ どないプロジェクトでは経験







1戸当 り投入 工数 ・人 工1
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大規模長期性 を有サ る場合 には経験 と達観が有効に機能 しないことは明 らかであ る・従 っ
て労務歩掛 りの収集、計画の方法論が今後必要 とされ る・
4.3.3処 理過程
二つの過程 をとりあげる。一っは計画工数 をいかにして設定 したか。二つ は工数低減の
実態とその要因である習熟性、チ ーム内分業 の考察である。
(1)計画工数設定過程
内装 プレハ ブ工事の工事計画 か
ら実施の管理の フローを図4.37
に示す 。
予 め部品化、パ ック化 され住戸
内に揚重 されているところ以降が
作業の開始である。その作業手順


















































































































37内 装 プ レハブ工事の計画 と管理
工事だけに限定 した工数データは推定 によって求 めざ るを得ず、類似物件 を参考 に しつつ
結論 として は7人 工/戸(O.1入/㎡)に 安全率 を加味 して、8人 工/戸(寧13)と
した。さらに1チ ーム を2人 構成 とし、1チ ームで1住 戸を4日 で完成させ る工程 として
計画工数を設定 した。 この点で問題は二つ。一っは当該プロジェク トの場合1住 戸面積は
工区によって異な り、大 は87.4㎡ から、小は53.3㎡(*15)、 従 って必ず しも
計画値8人 工/戸 だけが適正な値 とはいえない。工期の厳守 を目標 と している場合、計画
値は住戸面積の広いものに合致 させる可能性 が強い。残余の住戸はおのず と甘 い計画値 と
なる。二つは1チ ーム2人 と設定 しているが前述 のとお りジョブチームは必ず しもそうは
なっていない。基本は1人 である。
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チ ー ム A B C D F H
人 工 4 3 1 1 2 1





作 業 を 開 始 し て か ら の 月 数

























N ＼ 一 一一一÷ 一_..
,一 ・一 ・ぐ'「'.… …_...
チ ー ム 1 J 麗 L M 闘
人 工 1 1 1 1 1 3
平均工数 2.8 3.93.32.3L6 2.2
123456(ケ
作業 を開 始 してか らの月数
図4.39職 人 の 能 率 比 較(県 営)
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c.習熟性効果が顕著 に出 るチ ームとそ うでないチ ームがあ る。要 因の一一つ に大工経験
年数の短い者 にその効果 が出やす いことがある・
d.習 熟性効果 が出たあ との安定期では構成人員数によるチームの能率の差はない・
e.大 工経験年数 によって個人の能率 の差 はある。
一方作業 の進行に関 しては2種 類ある。
①1戸 づっ順次完成、
②1プ ロア4戸 を部分 ごとに完成 して流 し、4戸 同時の完成。
この進行パターンの使いわ けはチ ーム編成 に関係 なく、む しろ世話役の指導、職人個 々
の勝手であ る。後者 の方に一見能率上 の有利 さが感 じられなくもない が、各戸間の移動






工数は工事費の増加、工期の不適合 につながる可能性 があ る。従って工数計画 は基本設計
プロセスでも一定程度検討 しなけばな らない。
(3)計画工数 のツメの甘さはプ ロジェ クトが新規性 を有 し、大規模長期なほ ど表れやす
い。理由は利用できる情報 が不足 していること、習熟性、チーム間の能率の差 が顕著 に出
る可能性 が強いことによる。
(4)元来、内装プ レハブ工事の施工チームの編成、施工手順、方法 は職人の自律的管理
に委ね られてお り、元請側で計画 をす る必要 がなかった。施工計画プ ロセスにおいても具
体的、論理的な工数計画の方法論は存在 しない。
従って基本設計プ ロセスの工数計画問題 は当面予め一定程度 の厳密 さを有する計画値 を
設定 し、プロジェク トの施工 プロセスの初期に習熟性、能率差 を把握 し、計画変更も しく
は最終的決定 を行 う設定型問題 とし、二段階計画方式 を開発する必要 がある。
4.4内 装プ レハブ工事 の施工体制決定問題
建築プ ロジェク トの工事管理業務は一般に現場管理者個 々の経験 に委ね られてお り、人
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が異なればその工事管理には違った方法 が採用 されている。このような個人的な経験 には、
おのず とその限界がある・プロジェク トが大規模化、長期化、複雑化す るに伴ない、また
機械化、工業化、部 品化などの技術変化 や新材料の開発によ り新 しい職種 、施工組織 が発
生 している状況下では、個人的経験 には依存できなくなってきた。本節では工事管理の主
要な部分 を占める施工チ ーム編成 に注 目し、その専門工事分割の単位っ まり専門工事業者
への工事の割振 り(工 事部位、材料 と工事の共別、仮設の扱 い、責任範囲などの決定)の
決定要 因、決定様式について考察す る。
4.4.1対 象 プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象 プロジェク トの概要
本節でとりあげる内装 プレハ ブ工事 は二つのプロジェク トからの実例である。一っ は内
装プレハブ工事の工数計画問題 として前節で とりあげたものと同 じプロジェクトであ り、
ここではその概要 をくり返さない。(以 下芦屋浜 プロジェク トという)他 の一っの概要を
以下に摘記す る。(以 下向島プロジェク トとい う。)
①対象プロジェク トは京都市及び京都市住宅供給公社 を供給主体 とす る住宅団地建設プ
ロジェク トの一部 。
②住宅団地建設 プロジェクトは長期 に亘 り、発注 される単位は140～280戸 、棟数
で1～2棟 程度。当然ながら元請はその都度異なることが通常である。
③ここで調査 したプ ロジェク トは11階 建2棟 、全体で264戸 、躯体 はHPR工 法で
施工された。
④内装プ レハブ部品は
a.パネルー間仕切 り(ベ ニヤ、石綿板)、 外周断熱板(ベ ニヤ、プラスター
ポー ド)、 床、天井パネル(一 部)、
b.加工材一造作材、枠材、
c.E材(ケ ースウェイ)
から構成 され、工事の始点は床 アンカーポル ト打込後である。
(2)問題の概要
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図4.40部 品 の製 造,パ ッ ク,施 工 の 分 担
元 請 一 次 二 次 三 次
一H社(パ ネル)








一NJP(材3パ ネ ル ・E材) K社(パ ネル)
4号棟
一N社(材3造 作 材) 一F社(E材)
Hパ ネ ル(断 熱P)TMJ.V. G社(材 工 共) E社(材=断 熱P)・
一下 請施 工 班(工;組 み 立て)
174戸
一A社(工:断 熱 貼 り)
5.6号 棟
一下請 施 工班(工:組 み 立 て)
SMJ.V. RI社(材 工 共)
一A社(工=断 熱 貼 り)
280戸
一H社(材:パ ネ ル断 熱P)
7.8号 棟
一〇社(材 ご造 作 材)




図4.41内 装 プ レハ ブ 工 事 の 編 成
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うにその内装プ レハブ工事の下請構成(下 請業者、工事分割の単位、材工共別)が 全て異
っている。契約図面上は内装部品に関 してパネル のみがrNJP,E社,D社,RI社 又
は同等品以上」という指定 になっている。編成 が異なるのは同 じ部品、工事に関 しても、
元請業者、下請業者、供給業者 の資源状況 が異なるからであ り、各 々の元請業者 が各 自最
適な編成 を求めた結果 であ る。又、同 じ元請でも現場所長によって編成 が異 なり、NJP
は地域 によって材工共別の割合 が異なる。
これらはいずれも下請編成での目的、制約条件 などの違いから生ずる結果である。この
ような決定問題 は必ず しも定量化 、定式化 が容易でな く、また 目的 自体明確にすることが
困難な場合が多 い。いわゆるソフ トシステム方法論が必要 とされ る。
4.4.2問 題の構造
ここでは施工体制決定者の観点で問題の分析 を行った。問題の構造を図4.42に 示す。




プロジェ ク ト周辺 の仕 事の状 況
プロジェ ク トの条 件,性格,目楓
既存の社会 的分業 体 制
③ 入 力
プロジ ェク トの内容
・種 類 ,地 域,規 模 等
生産 手段,下 請企業 等資
源 の状況 情報
・個人,本 ・支 店,一 般
② 制 約
工事分 割
・既存 の社 会 的分 業体制
・管理 業務 量
業者 遇定
畠下 請業 者 の系列 ・能 力
・建 築主 ,設 計者 か らの推薦
⑥ 目 標
目標 の構造 は明 確 にし
に くい
最適性 を何 で はか るか
・コス ト最 小 ,頽 位
づ け,ウ ェ イ ト






工 事分 割,組 合せ
・分 割 の単位,材 工共 別,
管 理 能力
業 者選 定 の方法
・見積 り合 せ
・ネ ゴシエ ー シ ョン
























図4.42問 題 の 構 造
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れにあ るかによって施工体制 は違 ったものになることが予想される。た とえば規模 が大 き
い場合同種の作業量が増大す ることが多 く、当該作業 を分割す る可能性 があ る・また新規
性、開発的色彩の強 い作業、あるいは協力業者 の育成 の意図がある作業ではおのず と従来
の体制 とは異なる。さらにプロジェク トが工期、 コス ト、品質、安全 のいずれ を第一の 目
標 とするかによっても異なる。
当該プロジェク ト周辺の工事の状況 は環境 の一つである。た とえば在来型の基礎工事 の
施工体制 を計画 したにせ よ、周辺 に工事 が多 く型枠工、鉄筋工が調達で きないとすれば、
違った施工体制た とえば基礎のPC化(従 来 の鉄筋、型枠、 コンク リー ト工事 が一体 とな
るという意味で一体化 という。)を しなければな らない。これはまた工法 の検討時期の問
題である。つ まり設計段階では選択の範囲が広 く、逆 に設計段階で の決定 は後の制約 とな
る。詳細分業化 、一体化いずれ にせ よ既存の社会的分業体制にな じむものでなければな ら
ない。既存 の社会的分業体制にな じむ とは一っには当該分業化 、一体化 を受 け入れること
のできる企業が存在す ること、二っには技術的、時間的、空間的 に前後 の作業、位置関係
に整合的であることを指す。
(2)制約条件
工事分割の制約条件は二っある。一つは前述 のとお り既存 の分業体制 になじむことであ
り、二っは1人 の管理者の業務遂行能力には限界 があ り、管理業務の手間 がそれ を超えな
いことであ る。現実 には これ らは経験的に処理 され、さほど意識 されることはない。
業者選定での制約 は二っ。一っは下請業者の系列、工事能力と当該プ ロジェク ト実施時
の余力で予定 の工期、工程 をこなせること、二っは建築主、設計事務所 からの推薦、要望
である。
(3)入力
プ ロジェク トの種類、地域、規模等 が施工体制決定の前提 となることはい うまでもない。
加えて資源の状態が把握 されねばならない。資源には①下請企業、系列、②元請、下請の
管理能力、③生産手段、技術、④発注量、⑤支払い原資な どが含 まれる。 これ らの把握の
ための情報は決定者の個人的経験、知 識の範囲に限定 され る場合、同一企業の本、支店情
報が利用可能な場合、一般情報 が利用で きる場合で異な る決定 が行 われ る。
(4)処理




現実の出力は図4・40,4・41に あるよ うに人により、企業 によ りその最適 と考え
るところが異な り、区々な結果 を生ず る。芦屋浜 プロジェク トでは内装 プレハブ工事の工
区を発注者 によって二つに大別 し、次 に部 品によって細分割 している。それ らを製造 、パ
ック納入、施工の三つのプロセスに分 け、それぞれに担当業者 を割 りっけたものである。
向島プロジェ クト(7、8号 棟)は まず材 と工 に工事を分割 し、材にっいては部品によっ
てさらに細 く分割 し、それぞれ に担 当業者を割 りっけて いる。
(6)目標
施工体制決定問題の 目標は図4.43に 示す とお り多岐に亘る。これ らはコス ト最小化
を除きいずれも定量化 しにくいものであ り、2.3節 で定義 した問題 を形成 しない。っま






図4.43目 標 の 広 が り
(7)評価要因
評価 には当該プロジェク トでの評価 と複数のプロジェク トも しくは当該企業の本 、支店
全体 としての評価 の二っ がある。前者の場合具体的な場ではコス ト最小化を目標 とすれば
見積 り合せ、ネゴシエーションによって評価、選択 される。残余の 目標は決定者の主観に
よ り、ある場合考慮され、他 の場合無視される。ある場合 とは特 に印象 に残 っていた り、
知識として情報 を持ち合わせている場合である。
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後者の評価は他のプロジェク トとの資源配分間題と して考慮 されるが・現実は当該プ ロ
ジェク トで資源 が使えるか否 かにのみ関心 があ り、使 える場合何 ら問題 とな らず・使えな
い場合即座に大問題 となる。プロジェク ト相互の資源配分 を論理的に決定 し、実行 される
ことはまずない。
(8)対策
以上みたように施工体制決定問題は目標 を明確 にす ることが困難で且つ決定過程 は明快
ではない。従って当面は施工体制の決定過程 を明確 にし、可能な限 り論理的 にする ことが
重要である。そのためにはソフトシステムズアプローチ(*18)が 検討 されてよい。以





















表4.15一 次,二 次 下 請 業 者 数
「 1業 者 数
一 次 下 請 二 次 下請
基 1.地 盤 調査等 4 0
礎 2.土 工 事,地 業,基 礎 8 21
躯 3.鉄 筋 コ ン ク リ ー ト工 事 13 17
体 4.建 方工事 23 34
小 計 48 72
5.タ イル工 事等 6 10
仕 6.防 水工事 9 12
7.左 官工事 5 4
8.建 具工事 13 16




「 小 計 42 61
11.設 備工事 5 7












等 合 計県 公社公団
○ ○ ○ 5 14 32 6 1 58 58
○ ○ 0 1 6 2 O 9
18
○ ○ 0 4 O O 0 4
○ ○ 0 4 1 O O 5
○ 0 1 4 0 0 5
26
○ 0 3 2 O O 5
○ O 5 9 2 0 16
合 計 5 32 54 10 1 102
図4.44工 事 分 割 と一 次 下 請 業 者 数
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ル下にない。資料(*20)に よれば住棟建設工事の一次下請業者数は124 、このうち
工事区分(施 工範 囲が明 らかなもの)が 明 らかなもの102業 者について整理す ると図4 .
44の ようになる・さ らに契約額によるパ レー ト図 を図4.45に 示す。これ らより次の
ことがいえる。
①一っの職別工事 を1社 です るのは102業 者中58業 者、2社 以上に分割が44業 者
で半数 に満たない。 しか し基礎、躯体等労務提供 を主 とする業種の多 い部分では2社 以上
に分割 される割合が高い。いわゆる現場三職に限っていえば、鳶 ・土工は工区毎に異な り、
鉄筋工は二業者 が県、公社分 を撞 当し、公団部分は当該二業者 で分割 している。大工は一
業者ですべての工区をカバ ーし、公社、公団の一部 を他 の一つ の業者が担当 している。
②工区毎 に業者 を替えることは少ない。
③下請契約の総契約高の80%を 上位14社 で占め、残余の2096弱を110社 で分け
ている。






















(注1)こ の数字は工事事務所での担当者への ヒヤ リングによるため及び工事のくくり方
の相異 から後の数字(124)と くい違う。 しかし元請資料では一次下請業者数のみおさ










齋 灘 響ll人 人1人人人人人ll人
次請負 は工 区 によ ってF装 備
図4.46下 請 関 係(芦 屋浜プ ロジェク ト,
とO製 作 の二 つ に分割 す るが 、
1111
人 人 人 人
廓11)
両者共材工共 の下請である。うちO製 作は一部のパ ネルの製造 をU企 業 に出す 。二次はエ
の再下請で、O製 作はA木 工に、F装 備はF・1の 両人 にこれ を渡す。その下はいわゆる
世話役である。 このようにして再下請関係はバ ラエティに富む。す なわち同一現場、同一
工事の編成 もそれぞれ固有の資源状況に応 じて単一ではないのである。
なお元請資料によれば業者選定に当って特 に考慮 した点 は次の とお り。
①大数量、一括集中購買のスケ ール メリットを生 かす。
②従来 の流通経路 の短縮省略 を図 り、価格 の低減 を目指す。
③出来得る限 り全工期 を通 じて、不変の単価契約 を行 う。
④企画、提案段階 における各分野での協力企業の実績 を十分 に尊重 し、実施段階及び価格
面の協力が得 られ るな らば優先的に取扱 う。
⑤構成員及び各発注者(事 業主体)の 推薦す る業者 にっいては下記基準によ り取扱 う。
・共同企業体 に対す る構成員の窓 口を整理 し、一体化す ることを指導す る。
・共 同企業体の期待す る規格、品貿、性能、納期、価格、支払条件等にっ いて十分対応
し得るものであることを原則 とす る。
⑥設備工事(含 機器類)の 発注 にっいては竣工後の維持管理、運営 に当る管理会社への移
行 を考え、出来 るだけ単純 な体制で施工 し 「メンテナ ンス」 が容易な形態 を求めることに
留意す る。




号棟 プ ロジ ェ ク トの下
1






をH社 、O社 、F社 に
出す。工事下請はW社
であるが、更に断熱板 チ チ チ チ チ チ チ チ チ チ チ 劇
ll}[lIlllIlll;
貼 りは専門のS社 がそ ム ム ム ム ム ム ム ム ム ム ム;ムi
の下請で、その他 の部 図
4.47下 請 関 係(向 島プロジェクト)
分は、N,M(7号),
F,W,H(8号)が 下請で ある。この各 々が図4.47に み られるような職人チ 一ームを
率いている。このうちFは 工事に直接は携わ らず、常用でW社 の社員1名 と共 に段取 り、
調整等 を行 っている。
(4)一般的な業者選定手順
施工体制 の決定手順 には工事分割 と業者選定の二っがあることは前に述べた。 しか し芦
屋浜プ ロジェク トのような大規模 なもの、向島プ ロジェク トのような通常の規模のもの、
いずれの工事分割 にも合理的な方法は開発されていない。合理的な方法とは図4.50に
示す最適施工体制の要 因を論理的に検討 し、評価基準 が明確で主観 が入 らない方法である。
現状では工種別分割 を中心 とした既存 の社会的分業体制 の中で当該工事 が実施できる下請
業者の選定 を行っているにす ぎない。この社会的分業体制は元請企業の系列、地域 によっ
て異なる。たとえば型枠工事での材料 は元請、下請 いずれの負担か。コンクリー ト圧送は、
生コン供給者、土工事業者も しくは圧送専門業者のいずれ がや るか、などである。従って
一般的な業者選定の手順 が存在す るのではなく、各元請企業内の社会的分業体制にな じん
だ選定の手順 が存在す るにすぎない。
いまF社 の手順 を図4.48に 示す。業者選定の基本的条件は7っ あ り、①発注者、監




































































図4.48業 者 選 定 フ ロ ー
ころが施工体制決定問題は体系の 目的、構成要素 などを明確 に定式化す るす ることができ
ず、あいまいで多価値であ る。この種 の問題 の解決にはP.Checklandが提案 して いるソフ
トシステム方法論 が考 えられる。P。Checklandのソフ トシステム方法論は簡単 にいうと
次の とおり。(図4.49)
方法論は二種類 の活動 を含む。一つは現実世界の活動、他 の一っはシステム思考の活動
である。図4.49の ステージ1,2は 問題が存在す ると認め られた状況 を表現 し、知覚
する段階である。ステージ3で 推測された問題 に関連 がある と思われるシステムをい くつ
か同定する こととそのシステムが何であるかの簡明な定義 をす る。(こ れ を根底定義 とい
う。)ス テージ4で 根底定義によって記述 された人間活動システムの概念モデル をっ くる。
ステージ5で システムモデル を現実の世界 におけるものと比較す る。ステージ6、 実行可
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能で望 ま しい改 革案 を決 定 し、
ステ ージ7で 問 題状 況 の 改善
のた めに決定 に基づ い た行 動
をとる。 この行 動 は新 たな問
題 を生 む可 能性 があ り、 その
場合 ステ ー ジ1か らの繰 り返
しとな る。
この ソ フ トシ ステ ム方法 論
と一般 のハ ー ドシ ステ ム方 法
論(注1)を 比 較 し、 ま とめ
てP.Checklandは表4.16














図4.49ソ フ トシ ステ ム方 法論 の 概念(寧18)
ソ フ トシス テ ム方法論 とハ ー ドシステム方法論 の比 較(ゆ23)
ソ フ ト シ ス テ ム 方 法 諭 Jenki・s(注 ・)lRAND社
(a)出発 点:明 確 に定義 されて い
ない問題状況が存在すると感 出発点=依頼主が問題をもち込んだ時点で分析者がかなりの部分
じられ る社 会 シス テム に対す
を"所 与"と 考え得 る よ うな、相 対的 に明確 に定義 され た問題 を
る、 改善 のた めの衝 動 。
解 くとい う衝 動。
(b)表 現:"構 造"と"過 程"の 分析=意思決定者の目的を調べ
構成要素とそれらの間の関係 分析:シ ステ ム を命名 し、 その る こ と に よ っ て 、 分 析 す る 。 目
シ ステム の 目的 、 ・… シ ステム
を調 べて表 現す る。 問題状 況 的 は所定 の こ とを実行 す るシス
間階層 に おけ る位 置 によ り分 析
の改善 に関 連す るシ ステ ム を テム に対 す るニ ーズと して 表現
す る 。
試 験的 に定 義す る。 さ れ て い る 。
(c)定式化 とモ デル構 築:関 連 シ 同定 と比 較:定 め られ た ニーズ
設計:定 量 的モ デル の構築や システムの根底定義を定式化す を満たす よ うな代替 システ ムを
ミュ レ ー シ ョ ン に よ りシ ス テ ム
る。次 に それ らシス テム の概 同定 し、モデル 構簗 し、 それ ら
を設計 す る。
念 モデ ル を構 築す る 。 を成 果尺 度に よって比較 す る。
(d)改 良:形 式 シス テムモ デル と 最 適化:定 まった(経 済 的)成 選択:ニ ーズ に最 も よ く合致 し、
既存 の シス テム思 考 によ って 果 尺度 を使 って、 その設 計 を最 かっ実行可能な代替案を遇び
概念 モ デル を改 良す る。 適化 す る。 出 す 。
(e)比較:現 実 の状況 での"実態"
と概 念 モデル を比較 す る。次
対応 す る比較 ステ ージは存在 しない:両 ア プロ ーチ では、 その 当
に その比 較結 果 を用 いて現実
初 か らどんな 改革 が必 要 かは明 らかで ある 。
世界 に おけ る望 ま しくかっ実
行 可能な 改革案 を定 義す る。
(f)実施:同 意 の得 られ た改 革案
を実行 す る。
実現=設 計 したシ ステム を実 現す る。
(注1)G.M.Jenkinsは『」。urnalofSyste田sEngineering,ll(1>』の 中 で シ ス テ ム ア プ ロ ー チ と題 す る
論 文 を発 表 し た 。 問 題 の 認 識 の 定 式 化 、 シ ス テ ム プ ロ ジ ェ ク トの 組 織 化 、 シ ス テ ム の 定 義 を 中心
に 目標 指 向 の 方 法 論 を展 開 して お り、P.Checklandの研 究 の 出 発 点 と な っ た 。
(注1)2.1節 定義参照。簡単 にはハ ー ドシステム方法論はシスチム工学 と考 えてよい。
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さてソフ トシステム方法論の施工体制決定問題への適用可能性 と現実性 について若干の
考察 をす る。
①建築施工 の機械化、ロポ ット化あるいは部品化は少 なからず施工体制 に影響 を及ぼ し
ている。た とえばALC板 は在来の施工体制の中で左官 、ブロック、タイルなどの工事 と
代替的な工怯で、その離陸期 には各在来専門工の寄 り合 いチームで施工 していたが・各種
の必要以上 に高 い技能工を少 しずつ使 うことが不経済でもあ り、次第 にALC工 事に関 し
て何 でも こなせるいわゆる多能エ が成立 した。(*25,26)し かし工事規模にかかわ
らず、寄 り合いチームがいいのか、それ とも多能工 か、材工共か別 か。これ らの合理的な
決定方法はない。また建築施工の機械化、ロポ ット化 、部品化 の中で在来型施工 との整合
的な施工体制が組織 されねばな らず、その決定の論理的手順 が必要であ る。
②個別企業の社会的分業体制はそれぞれ最適 と信ずる方法が定着 したものであ り、各企
業で違った体制である。他企業 との違 いを意識す ることはまず まれで あった。 しかし技術
変化、品質の安定 の要請等 から好むと好まざるとにかかわ らず競争者の下請育成、施工体
制、管理体制 に目をむ けざるを得な くなった。
これ ら①、②はP.Checklandのいう問題の知覚で あ り、それ を表現す ることは さほど困
難なものではない。
③人間活動 システムっま りここでは施工体制決定システムを特定 の観点(た とえば工程
計画 どお りに施工できる体制、信頼性 の高い体制)で とらえた表現はい くっも用意で き、
それ を機能論的 に展開することは可能 である。ここで機能論的 とは現実の世界ですで に認
知されている活動、行為 を用いるのではなく、必要 とされる機能、観念上のシステムを論
理によって構成す ることをいう。
④このように してシステムが行なわなければならない活動が明確 にされ ると、図4.4
9の ステージ5の 現実 と当該システムの概念 モデルが比較可能 となる。
⑤ハ ードシステム方法論はソフトシステム方法論の特殊ケースである とみなせ る。問題
が十分明確 に定義され、 目的 が定式化 され るな らば ソフトシステム方法論 における概念化
はシステム設計にな り、定量的モデル を最適化す る問題 になる。従って概念モデルの一部
にはハー ドシステム方法論 が内包 されていることが予想 される。っま り概念モデルはソフ
トシステム方法論 とその特殊ケースとしてのハー ドシステム方法論 が協力 して構築 される。
このように施工体制決定問題はソフ トシステム方法論 の適用 が可能 と目される。ただし
施工体制決定問題は多価値 一多 目的であ り、 ソフト、ハ ー ド両システム方法論が協力 して
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問題解決 に当る点 で、多 目的システ ム、分析 と総合など方法論上 の吟味 を必要とする。 こ
れらの点に関 しては本論文第7章 の最適化 の方法論上の問題の中で一般化 して論述す る。
4.4.4ま とめ
集合住宅プ ロジェク トの施工体制決定問題 を内装 プ レハ ブエ事 を中心にみた。まとめる
と次のとお り。
(1)施工体制決定 に影響す る要 因は複雑多岐にわたるが、本研究によって明らかになっ
た点は下記の とお り。
①工事条件、工事の性格 一 建物種別、規模、地域、あるいはプロジェク トの新規性、
開発的要素、工期優先 かコス ト優先 かな ど。②分割の種類 一 材工共、別。機械化施工、
人力施工等工法上。工種、職種上 。③分割の時期 一 設計段階か施工計画段階か。早期に
検討す る程その選択範 囲は広 い。④利用可能な情報 の程度 一 個人的情報、一企業内情報、
一般に公表 されている情報 。情報 の質(信 頼性)、 詳細の程度、量。⑤現場管理業務、能
力、手間 一 たとえば工程管理上作業順序の都合によ り編成 をかえるな ど。⑥保有資源の
状態 一 下請の管理能力、生産手段、発注量、施工余力。⑦既存の分業単位 一 基本的に
は精細分業 をしてもそれ を担 当す る業者 が存在すること。名儀入、協力会、アウ トサイダ
ー。材工、機械、技術、部 品の単位。⑧工期工程上 一 工期の圧縮あ るいは揚重負荷の軽
減のため、現場外加工、パ ック化等 を高めること。⑨業者選定 一 設計図書上の指定 。施
主、設計者の要望.施 工能力、余裕。過去の実績 。⑩最適性 の尺度 一 個別プロジェクト
の最適性。複数プ ロジェ クト、一企業内最適性。省資源、省エネルギー等社会的最適性。
(図4.50)
(2)施工計画プロセスで現実 に工事編成が検討 される場合、 これ らの要因について意思
決定者 自らが経験的に妥当と考える点 だけを検討 しているにす ぎず、残余は無視 されてい
る。いずれにせ よ上記の要因は相互依存的であ り、また不確実な状況 のものが多い。
(3)基本設計プロセスで施工体制は考慮されていない可能性 が強い。 しか し部材、部品
を設計す ることは後のプロセスでの工事分割の裁量の範囲 を制約することにな り、揚重計
画では揚重負荷 が確定す ることと同 じである。また仕様 を決定すれば、施工業者の選択範
囲が規定され、極端な場合施工業者 が決定 される。たとえば特許 を有する仕様 を採用 した
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(4)施工体制の評価はコス ト、安全、工期、品質な ど多 目的で、また仕事の円滑 な進捗
等 目標が明確 にできないものがある。この分野 にはソフ トシステム方法論が適用可能 と目
されるが、施工体制決定過程の詳細な記述 と決定要 因の相互関係の把握 がまず必要である。
4.5複 数発注者 の関与す るプ ロジェク トでの設計変更処理問題
施エ段階で設計変更の形で設計 が問題 となるのは、物的設計、施工計画、価格が整合的
でなく、また設計段階で施工段階の情報が利用されてお らず、問題 に直面 した場合である。
このような観点 から設計変更処理 問題の実態 を考察す る。
設計変更について益 田重華は建築学便覧(章30)で 次のように述べている。r設 計変





「(1)甲は必要によって、工事 を追加 しまたは変更す ることがで きる。
(2)甲は必要 によって、乙に工期の変更 を求めることができる。
(3)第2項 によ り、乙に損害 を及ぼ したときは、乙は、甲に対 してその補償 を求める
ことができる。
(4)乙は、工事の追加 ・変更、第28条(1)に よる工事の中止、不可抗力その他正
当な理由があるときは、甲に対 してその理 由を明示 して工期の延長 を求めることができ
る。延長 日数は、甲、乙、丙が協議 して定める。」
とある。 このように設計変更は発注者 イニシァティブの強いものであるが、その協議過程
が明 らかになることは稀であ る。ここでは複数発注者であるが故 に一方で複雑、他方でよ
り論理性が要求 されるプロジェク トの設計変更処理問題 を扱う。
4.5.1対 象プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象プ ロジェク トは4.1節 と同 じである。公共住棟に限っていえば県、住宅供給
公社、住宅 ・都市整備公団という制度、成立基盤の異なる複数発注者、全体で2782戸 、
契約額310億 円、追加 ・変更389百 万 円、原工期35ヶ 月のプロジェク トである。
(2)問題の概要
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設計変更の処理 に関する協議機関、手緯 きは工事着工後 かな りの期 間を要 してル ール化
された。にもかかわ らず工事 の進行 に伴ない相当数の変更 が発生 し・契約更改 には何段階
もの協議、決定 を要 し、 日時 がかかることから、運用上は更改 を待たず、発注者 、受注者
の実務担当者の協議後変更工事を実施した。それでもなお各主体の成立基盤や意思決定様
式の違いが反映 して、二つの意味で、スケジュール どお りに決定 されたとはいえない・一
つは変更項 目の承認が工事施エ後 であること、二っは契約代金 の変更 がプロジェク ト全体
の完 了時に一括 して実施 され たことである。
また設計変更の内容は受注者事由が大半で、そのうち く施工上〉、 〈検討不足〉 を理由
とす る内容 が多い。
4.5.2問 題 の構 造
ここではプロジェク トマネジャーの観点で問題の分析 を行った。問題の構造 を図4.5
1に示す。以下各要素 にっいて論述する。
(1)環境












共 通の変 更事項 は発注者 間
で協議 ・調整 ・合 意
変 更の発 生原 因 ・コ ス トと
性 能の 比較 によ り取扱 い が
規 定 されて いる
⑥ 目 標
プ ロジェ ク トの円満 な推進
工事 工程 の予定 どお りの進 行
タ イム リーな変 更
;1難萎1)整合性
⑦ 評 価 要 因
設計 変更ル ール上 の評価
・タイ ミング ,論理,手 続 き
設計 変更 の内容
・民 間技術 の導入 ,施 工 の フ
ィー ドバ ック
④ 処 理
変更 項 目の確定 作業
一ル ール の確定 ,修 正
変更 の具 体的処 理
・契約 代 金額 の増減 ,
設 計 図書の変 更
⑤ 出 力
設計 変更 処理 のル ール どお りには
い かず,変 更 の承 認,工 事施工,
変更 額 の決定 がパ ラパ ラであ った
変更 項 目は全体 で408件 受注者






図4.51問 題 の 構 造
一126一
ここでは契約書上の特徴 をやや詳 しくみ る。当該プロジェク トの契約方式は受注者作成の
実施設計図書 に基づ き、その工事監理 も受注者 自主監理 という公共工事では新 しいタイプ
である。工事並びに保安管理契約書上 の設計変更に関わる規定と住宅 ・都市整備公団の通
常の発注契約書 とを比較す るとその特徴 は次のとお り。
第一、契約図面が通常の発注者 図面と異な り、受注者作成図面であること。
第二、当該プロジェク トの大規模性、新規性、長期性 から設計 図書に明示 されている施
工条件 の特別の状態の場合 にも変更等の対象 とされていること。
第三、変更等の処理 について特殊基礎工事 に関 るもの又は関係法規の改正、行政指導、
電気 ・ガス事業者 との調整等に起因 して発生 したものの処理 が特記 されている。
前者は、工事場所が埋立地であること、後者 は、長期にわたるプ ロジェク トであ
り、関連法規等の改正 が予想されることによる。
第四、受注者の提案 に係る設計、施工方法 に起因す るものは、その変更により建設費の
増額 を要 しないで性能 が向上するもの、性能 が低下 しないで建設費 が減額す るも
のに限 り、発注者 ・受注者協議の上で変更 が可能である。これは工事施工側 から
の改善提案 を認めていると受け とれるが、性能向上、建築費 の減額による利益の
帰属が明確でな く、受注者の積極的な変更提案 を促すものとはなっていない。
第五、発注者か らの工事の変更、中止にっいては、基本的 には通常 の場合 と変 りがない。
(2)制約
制約は大別 して二っある。一っは発注者 が複数であるため、共通の変更事項 について協
議、調整、合意が必要であること、二っは契約約款 に定め られているように、変更の発生
原因、コス トや性能の比較によって、その取扱いに異 なる規定が必要で、変更項 目の分類
を明確にす る必要があること。従って現実の処理過程では設計変更のル ール が確立された。
(3)入力
図面調整、細部検討、行政等の指導、仕様の変更、発注者等の設計条件の変更、理 由は
ともかくとして多 くの設計変更案 が入力 となる。また発注者固有 の制度、成立基盤、事情
も設計変更処理の重要な入力である。
(4)処理
設計変更の処理 は二つの段階にわけることができる。第1段 階は、変更項 目の確定の作
業である。提起 された変更 を契約上 どう扱 うかを発注者 と受注者の間で、あるいは発注者
間で協議決定するものである。第2段 階は、第1段 階の手続 きで分類、確定 したもの を個
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々の発注者 と受注者 との間で具体的な処理 を行 う作業である。 これは.当 然契約代金額 の
増減や、費用負担、あるいは設計図書の変更、差替 え等の措置 を行 うこととなる・ ここで
は第1段 階の手続きを中心 に記述す る。
当該プロジェク トは複数 の発注者であるため、変更項 目の処理 についての協議機関、手
続 きについて一定のル ール が確定 されて いる。手順 フローは図4.52の とお り。同図に
よれば、変更内容 を軽微で価格変化 を伴なわないもの(A,Bラ ンク)と 価格変更 を伴 な
うもの(C,D,Eラ ンク)に 大別 し、協議 のレベル を区分 している。A～Eラ ンクと性
能、価格の判定 との関係 は次のとお り。
A:図 面調整(く い違い整理)→ 性能、価格 に関連 しないもの







→ 性能、価格 に変更 を生 じないもの
→ 性能 について は判定外、価格 につ いては変更が伴
なうもの
→ 性能、価格 にっいて判定 を要す るもの
→ 価格 について別途調整 を要す るもの
ル ール上 は受注者側(設 計室)か ら提起 された変更事項は現場連絡会、工事部会で分類
され、軽微な変更 とされているA,B項 目については工事部会で協議、確認す る。
一方、性能やコス ト上の判断 を必要 とす るC,D,E項 目にっ いては、計画部会で協議、
発 注 者
協 議 機 関
図4.52設 計 変 更 処 理 フ ロ ー
一128一
確認され・現場連紹会での事務処理 を経て・図面修正、発注者協議機関で承認後、変更契
約、変更工事 とな る。設計変更の内容、理 由、問題点等は次項で詳述す る。
(5)出力
設計変更のル ール は確立 したが、工事 の進行 に伴 ない相 当数の変更 が発生 し、契約更改
には日時 を要す るため、中間検査部分払 いの対処方法 として、運用上は変更図書 を契約図
書 とみなして中間検査 を行 うという臨時的措置 がとられた。また契約更改は発注者協議機
関承認の都度行 うとされたが、結果的には一括 して行 うことになった。っまり設計変更の
承認、工事施工、契約更改 が独立的 に進行 した。
当該プロジェク トの設計変更の内容の概要 についてふれ る。公共住棟に限って設計変更
リス トより各ランク別の件数 をまとめると表4.17の とお りである。同表によれば、設
計変更件数は全体で408件 である。また契約額の比 にして1.3%程 度である。A,B
ランクの性能、価格 に関係のないもの、変更 を生 じないものの割合 が建築工事で56%、
設備工事で82%と 大 きい。さらにDラ ンクまで含 めた受注者事由による変更は建築で9
4%、 設備で99%、 全体で95%と きわめて高い。
(6)目標
プロジェク トマネジメン トにとって円滑な推進 が目標であることはいうまでもない。設
表4.17設 計変更項 目の ランク別内訳(件数)
分 類 第1回 第2回 第3回 計
建
築
A 14件11.1% 3件9.796 5件5。4% 22件8.8%
B 5039.7 2167.7 4649.5 11746.8
C 54.0 26.5 77.5 145.6
D 5442.9 516.1 3537.6 9437.6
E 32.3 00 00 31.2
計 126100 31100 93100 250100
設
備
A 59.4 00 4655.4 5132.3
B 2547.2 1986.4 3441.0 7849.3
C 00 00 00 00
D 2139.6 313.6 33.6 2717.1
E 23.8 00 00 21.3
計 53100 22100 83100 158100
全
体
A 1910.6 35.7 5129.0 7317.9
B
-一 一 一 一
C
7541.9 4075.4 8045.4 19547.8
52.8 23.8 74.0 143.4
D 7541.9 815.1 3821.6 12129.7
E 52.8 00 00 51.2
計 179董00 53100 176100 408100
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計変更問題 に限 っていえば工事工程 が予定 どお りに実施





評価要因は大別 して二っ 。一っは設計変更ル ール上の
こと、他 の一っ は変更内容 。
プ ロ ソ ェ ク トの 円 満 な 推 進
タ イ ム リ ー な 変 更(設 計 変 更
の 決 定,実 施,精 算 の 整 合 性)
図4.53目 標 の 階 層 性
前者には決定 のタイ ミング、ランク分 けの論理構成、契約更改 の手続きがある。後者に
は提案競技の主 旨の一っであった民間の技術開発意欲の刺激、導入がはかれたか、設計 と
施工の統合の利益であ る施工のフィー ドバ ックが設計変更 を通 して実行 されたか、がある。
(8)対策
講ずるべ き対策は三っ。一っは設計変更ル ール をタイム リーに運用で きるよう実際的に
すること。二っ はVE提 案等 を制度的に認知 し、技術開発意欲 の換起 をは かること。三っ
は複数発注者 の意思決定 のルール、推進組織 のあ り方の研究。
4.5.3処 理過程
設計変更処理のル ールは既に述べた。ここでは設計変更 内容 と変更理 由、分類確定上の
問題点、精算段階での問題点 にっ いて考察する。
(1)設計変更の内容、理 由、要因
全体で408件 、受注者事 由が大半であることは前述の とお り。設計 と施工 を一体化 し
たことで受注者の設計変更要求 が容易であったことによる。
設計変更の要 因を大別 し、その特徴 を挙げると以下のとお り。①図面 のくい違 い、記入
ミスによるもの 一 これは図面の修正の範囲に納 り、工事に影響 を及ぼ さないもので、A
ランクの多 くはこれに該当す る。②細部検討、設計の不充分さに起因す るもの 一 標準 タ
イプの設計のみで個 々のケースが細部まで検討されていないもので、Bラ ンクの多 くはこ
れに該当す る。③納 り、施工上の要 因 一 施工段階で施 工図上の検討、施工方法 の検討に
よって不具合が発見されたもので、B,Dラ ンクの変更 の主要 な要因である。④意匠上の
要因 一 形態、納 り上 の変更で、開口部、パ ラペ ット等の形態、仕上げなどの変更 を意匠
上の観点 から行 なうものである。Bラ ンクに多 く、Dラ ンクにも多少ある。⑤機能、性能
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上の要因によるもの 一 安全性・耐久性、保守性、使い勝手等の機能、性能上の検討の結
果 によるもので・B・Dラ ンクに若干見 られる。設備工事 の設計変更 には比較的多 い。⑥
関連工事 との調整 によるもの 一 地区計画、屋外付帯工事 による調整 に起因す るもので、
内容的には②に含 まれるもの。⑦技術(製 品)開 発 の成功、失敗 によるもの 一 新技術開
発の成功 によるPCa板 のオムニア筋、オムニア板、継手金物の使用等と、新技術の不適
合による共用階耐火被覆材である石綿サン ドイッチパネル の使用中止 などである。B,D
ランクにみ られる。⑧行政等の指導 によるもの 一Cラ ンクの設計変更の要因で、ガス、
電気等エネルギー供給サイ ドか らのものと、市水道局によるもの が多 い。⑨発注者都合 に
よるもの 一 発注者 からの追加工事の要求、設計条件の変更 によるものでEラ ンクの要因
である。⑩周辺、環境条件への適合 によるもの 一 例えば、鋼管杭から場所打杭ベ ノトエ
法への変更等である。⑪現場の工事進行 が設計図と異なっていた ことによるもの 一 工事
の初期段階において当該プロジェク トの発注方式を 「性能発注」 と混同されていたことか









分 に先取 りされていた とは考 え られない。
(2)分類確定上の問題点
当該プロジェク トの設計変更処理 のルール 図4.54設 計 変更 の発生 原 因
は初めての経験であ り、試行錯誤的であった。分類確定 に至 る過程 に必要とされた人的、
時間的資源 は膨大なものである。問題点を以下 に列記する。
①契約書及び設計変更処理 のルール上規定されている分類は一応の 目安である。運用上
は多少困難な点 を含んで いる。たとえばB,Dラ ンクの分類について。いずれも変更の要
因は受注者事 由によるが、果 た してそれが、性能、価格に変更 を生 じるのか否かの判定を
要する。価格にっいて いえば、設計変更 によって何等 かの価格 の変化 が生ず るのは通常で
ある。それ をB,Dに 分類す るには何 らかの基準 が必要である。さらにプロジェク トの規
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模 が大きい場合 には、一箇所の変更価格 はさほどでないにせよ全体 としては相当程度 の額
になることが予想 される。項 目としてはBで あ りながら全体 としてDラ ンクに分類せ ざる
を得ないケ ースがあ りうる。事実第一次設計変更ではこのケースが多 く発生 している・
一方性能 に関 しても原契約 においてた とえば各部位の耐用年数、保証期間等 が明示 され
ているのではなく、全体 として建築、設備工事 について、カシ保証期間を3年 と定めてい
るにすぎない。原契約で規定 された性能がどの程度 かは個別には明 らかではない。また設
計変更 によって性能 がどう変化す るか数量的に把握で きるものは少ない。現実 には変更 し
ようとす る材料、製品等 のメーカー側 の試験 、実験データに基づいて判断せざるを得ない。
性能、価格いずれ にせ よ設計変更によってそれ らに変化 が生 じるか否 かの判断基準 が明
確でない限 り、B,D二 っに分類す ることは相当程度の困難を伴 う。
②分類に際 し、発注者 と受注者相互 の間で意見の差異 が生 じやす い。特 に①で述べたよ
うに分類の基準 が明確でないB,Dラ ン
クの分類に この傾 向が強 い。全般的な傾
向としては図4.55の 二つのケ ースが
図4.55変 更 項 目分 類 の相 違点あ
った。
・ケース1一 受注者側 にとって コス トア ップになる変更 は極力契約更改で増額対象 にな
るよう努力す るのは当然 のことといえる。従 って設計変更が行政、供給事業体 の指導 とい
う形で何 らかの説明がっ く限 り、Cラ ンクを主張す るのは自然である。又、受注者事 由に
よる場合でも、価格の増減な しのBラ ンクよ りは、受注者にとってコス トア ップになる設
計変更に関して はDラ ンクに して、増額されないまでも受注者負担で発注者 にサ ービスを
しているのだと印象づける方が後の精算段階で有利であ ると判断す ることも理解できる。
一方発注者 にとっては設計変更 が減額 とな らない限 り、C,Dラ ンクに分類す ることは支
出負担 に直接っながる。またC,Dラ ンクに分類するには、その変更理 由が明確 にされ、
且っ回避す ることが不可能で妥当性 のあるものでなければな らず、この点での判断基準が
ないことか ら価格 に関係 しないA,Bラ ンクに分類 しようとす る。
いずれにせよ、 このケ ースは設計変更によってコス トア ップひいては契約更改で増額 と
なる項 目にっいてお こる問題である。
・ケ ース2一 このケ ースは建築費 が減少す る場合であ る。当然のことなが ら発注者 は滅
額対象に、受注者はそれ を避 ける行動 に出る。この背景 にはコス トダ ウンの成果はすべて
発注者側 に帰属するとの考 えがある。
受 注 者 の主 張←一一》発 注 者 の 主 張
ケ ー ス1 CorD項 目 ←一一→AorB項 目
ケ ー ス2 AorB項 目 ← 一 →D項 目
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③分類確定上の問題 は発注者 と受注者相互の間において のみならず、発注者三者間 にお
いても生 じている・これはプ ロジェク トの把え方(性 能発注 かどうか)、 契約図書の範囲
(SD=StandurdDetail,SF=StandardFinishまで を契約図書 とす るか否か)等 にも関係す
る。通常単独発注では細部の変更 は現場処理できたが当該 プロジェク トの場合、一つの発
注者が設計図書 との くい違 いを指摘すれば全発注者 が設計変更 として処理する必要 が生ず
る。さらに変更 がA～Eの どのランクに該 当す るか協議 を必要 とす る。このこと自体はむ
しろ好 ましい ことともいえるが、例えばSD,SFに のみ記載のある項 目について指摘が
あれば、SD,SFを 契約図書 としていない発注者 はその取扱いに苦慮せねばならず、問
題がある。'
④分類の基準 が不明確で、発注者間で設計変更の分類に意見の くい違いが多数発生 し、
分類確定作業 を困難なもの とした。最終的には くい違 いのある項 目は発注者個別に対応 し
た。
⑤また各発注者はその供給対象で ある入居者層 を異 にしてお り、住宅の内容 にも差 があ
る。従って設計変更項 目として統一一的 に処理できる範 囲にはおのず と限界がある。この点




図4.56設 計変 更 のル ール,承 認,契 約 の タ イ ミング
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ここでい う契約更改は公団契約 における第4回 契約更改、つ ま り精算段階の ことであ り、
第1回 及び第2回 の基礎工事に関するもの、並びに第3回 工期変更に関す るものは含んで
いない。(図4.56)契 約更改に至 る過程 の概略 を図4.57に 示す。
a.契約更改に入れる変更項 目の整理
この段階での前提は次の二っで ある。
・計画部会等で決定された分類は考慮す るが、一応 そのランクをはず して考 える。
・変更項 目個 々に精算処理す ること。
具体的 にいえば建築工事では変更項
目個 々の増減 を算出 し、減額 となる
項 目だけ を集計 し、契約更改 の減分
額Dラ ンクとす る。C,E項 目につ
いてはその増減 を算 出 し、総計 を契
約更改の増分額C,Eラ ンクとす る。
一方設備工事では増減対象であるD
ランクの項 目を一括 して処理 し、全
体 として増額 となるので個々の増減
図4.57設 計 変更 の変更価格 決定 過程
は問わないとされた。
a.契 約変 更 に入 れ る変
更 項 目の整 理
b.発 注 者 ・受注 者 独 自
に数量,単 価 の積 算
単価にっいては
発注者単価優先
u.総 額 につ いて の合意
事務処理 数 量 の再チ ェ ック
1
表4.18設 計 変 更 分 類 比 較 表
く設計変更ルールによる分類〉
分 類 1次 2次 3次 計
建
築
c。E 8 2 7 17
D 54 5 35 94
設
備
C。E 2 O 0 2





〈精 算 段 階 で の 分 類 〉
1次 2次 3次 計 備 考




51 7 38 96
]L O O 1
3 5 3 11
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この前提 に立って設計変更処理ル ールか ら決定 された分類(表4.17)と 精算段階の
分類 を比較 したものが表4・18で ある・同表よ り次のことがいえる。ル ールによる分類
で建築C,Eで は第一次の8件 の うち3件 は第1回 及び第2回 の鋼管杭の精算の契約更改
で処理されたが、残5件 はD項 目に変更 されている。さ らに第二次の2件 、第三次の6件
についてもD項 目に変更され、第三次の残1件 は工事費 内訳に記載 がない。一方設備C,
Eでは第一次の一件がD項 目に変更 されている。建築、設備共 にD項 目の数字 がくい違っ
ているが、これはB項 目よりD項 目にあるいはその逆のケース があるためである。
いずれにせ よ設計変更ル ール によって確定 されたランクづけが精算段階 において大幅に
変更 された。




総額での協議は実務 ベースで行われている。っ ま り発注者、受注者双方から実務担当者
が出席 して行われた。総額で合意点に達するまで独 自に行われた数量積算の再チェ ックが
行われ、最終 にはそれぞれの組織内の合意 を待って契約更改 に至っている。
②精算段階での問題点
a.設計変更処理ルール に従って確定 した分類が精算段階で変更 されている。背景には、
発注者の内部組織の問題 として
(i)現業部門 と計画部門が分離 されてお り、その間の意思 の疎通 にかけたこと
(皿)設備担 当者の計画部門への参加が少な く、建築担 当者主体で分類 したこと
など部門の権限問題




いずれに してもこう した精算段階での変更 は分類作業に費やされた膨大 なエネルギーの
価値 を減少 させ 、計画部会、発注者協議機関での協議決定のあ り方 に問題を提起 している。
b.精 算のや り方 が建築 と設備で異なる。建築では、D項 目に関 して増額は認めないまで
も、各項 目にっいてその増減 を明 らかに し、減額対象項 目は契約金額の減額 を行なってい
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る。一方設備では工事費内訳は2件 について記載 されて お り、残 りのD項 目は全体 として
増額 となるので各項 目の増減 は問わない としている。 このように同 じ設計変更ル ールに従
ったものであ りなが ら精算段階においてその扱いが異なる点で一貫性 に欠ける・
c.ま た各発注者 の事情 によ り、同一の変更項 目を原契約 の更改 とす る主体 と、追加工事
として別契約す る主体 が存在する。同一 の場で同じルール に従 って処理す ることに無理が
あ り、その限界 を明 らかに してお く必要 がある。
d.契 約更改は変更 の都度行 うのが原則であ り、ルール上もそう規定 している。少 なくと
も第一次～第三次の分類 が確定 された段 階で行なわれて しかるべきであ る。当該プ ロジェ
クトの最終段階で一括 して処理された ことの背景、理 由は必ず しも明 らかで はない。
4.5.4ま とめ
(1)設計変更ルールの確定 には契約以降相当な時間を要 している。新 しい契約方式下で
のルール作 りの試みであったこともさることながら複数発注者 であること、大規模工事で
あることが問題 をよ り一層複雑に している。例 えば、何段階もの意思決定 を必要 とするこ
と、変更件数の多 さなどである。
(2)細部の設計のっめ、手直 しなどの変更項 目が多 い。理 由は二っ。一っは発注者、受
注者双方に受注者作成 の完成設計図書に基づ く契約 という点での意志統一 が不充分であい
まいさ を残 していたこと、従って設計図面、仕様書、施工要領書、SD,SFの 検図、検
討が充分で はない。二っは工事 自主監理 とはいえ、設計図書 に基づ く施工という点での徹
底を欠いたことによる。そのため受注者 は民間発注 における設計施工プ ロジェクトと混同
した可能性 が強 い。前者の理 由の例 には住戸内装 の変更 、後者のそれ には現場 と設計図の
くい違い(プ ロジェク ト期間 を通 して工事 が変更処理よ りも先行 し、発注者側監督員に現
場 と図面のくい違 いを指摘されたケース)が ある。
(3)施工上の問題解決のための設計変更 が多い。これはある意味では、施工条件 を設計
ヘ フィードバ ックさせ る機能 を設計変更 が果た して いるといえるが、変更のなかには設計
段階で施工情報 を先取 りして おけば、設計変更 を必要 としなかった内容 が含 まれている。
(4)設計変更 の内容 には工事の追加の面 と節約の面の両方 が含 まれている。PCa板 な
どではある程度技術開発、コス トダウンの努力がなされている。 この場合性能 が低下 しな
いという制約条件はあるが、技術開発、 コス トダ ウンを促す利益の分配等インセンティブ
に関 してのルール がなく、設計変更 を要 しない範 囲内での一種の企業 内VE努 力である。
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このルールが明確であれば、さ らに企業努力を引出せたものと思われ る。特に当該 プロジ
エク トのように大規模、長期 なものにその可能性 が強 い。ちなみに精算段階で減額 となっ
たものが仮にすべてVE努 力 によるものと考えても公団の場合契約額198.8億 円に対
して減額54百 万 円、率 にして0.27%で ある。
(5)行政指導等 によるものが相 当多い。これ らは工事開始後 の具体的折衝で初めて確定
す るものが多 い。特 に当該プロジェク トのような新規性 によるもの、大規模性の影響 によ
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住宅のス トックは38百 万戸 を超 え、 また鉄筋コンクリー ト造、鉄骨鉄筋 コンクリー ト
造による中高層集合住宅に限っても1984年 現在450万 戸を超えると推定 される。









しかし現在 のところ、設計段階で維持保全 を考慮 した信頼性設計、保全性設計 が実施さ
れることは少ない。維持保全段階において初めて検討 される。こうした中で増改築、修繕
の顕在、潜在需要 は莫大 な額にのぼる。しかるに現在 の維持保全計画及び工事実施 の意思
決定は論理的手順に欠 け、きわめてあいまいなものとなっている。一方維持保全、修繕に
関する調査研究は多 くの成果 をあげっっあるが、いずれも過去の修繕行為の費用支出あデ
ータ収集の域 を出ず、必ず しも修繕行為の合理的な意思決定 に有効な結果が得 られている
とはいいがたい。そこで本章で中高層集合住宅 の維持保全 を主 として修繕問題に限定 して





対象プロジェクトは前節 までのよ うな単一のプロジェク トではな く、中高層集合住宅プ
ロジェク トー般である。中高層集合住宅 は供給主体、供給方式、供給対象 を異に してお り、
それぞれに応 じた修繕計画 を用意す る。 これ ら全体 を対象とし、また必ず しも中高層集合
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住宅 を主 として供給 しているわけではないが、やや体 系化 された例 として、建設省・ 日本
電信電話(株)(以 下NTTと 略す)も 対象の範 囲とす る。
(2)問題 の概要
建築 の維持保全 に関 して一般的な定義 はない。維持管理 、建築保全 、保全管理、 メイン
テナンスなどが同義語である。その一部である修繕に関 しても事情は同 じである。ここで
とりあげる修繕 は各経営主体 が計画修繕 とした修繕で(詳 細は後述)、 その計画修繕 を立
案、決定す る問題 を扱 う。
計画修繕の範囲、予 め修繕計画表 として用意 してお くかどうかは経営主体 によって異な
る。主体には二っある。一っは集合住宅の供給主体で賃貸住宅 に多 い。二つは集合住宅の
居住者で分譲集合住宅 の管理組合 がその典型である。修繕計画表 が作 成され る場合も主体
によ り項 目、周期、工事量の点で異な り、区々である。端的 には経験 と達観 に依存 し、論
理的な根拠に欠 ける。従って この修繕計画表 に基づ く修繕計画 の概算工事費もその根拠に
欠ける。過去のデ ータを積み上げた結果 だけが残 る。過去の経験 が常 に最適であった場合、
このように して立案 された修繕計画は最適で ある可能性はあるが、過去の経験 がそうでな
い場合最適性の保証 はない。さらにどうすれば最適なもの に近 づ くことが可能かを検討す
① 環 境
維持 保全,計 画修 繕 の概念,
区分 が混 乱 して い る
修繕 デ ー タが少 ない(と くに
物畳 デ ー タ)
住宅 ス トック膨大


































図5。1問 題 の 構 造
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ることはできない。
経験 と達観に基づ く従来 のや り方 には四つの問題がある。第一、住宅の使用期間の考慮
がなく、たとえば30年 使用す る場合も60年 使用する場合も修繕計画は変化 しない。第
二、主として過去の修繕費デ ータに依存 しているため修繕 の物理量が把握できておらず、
修繕戦略の違 いも考慮されていない。第三、居住者のがまんの限度、管理水準の差が反映
しない。第四、他の修繕戦略 と比較することができず、最適な方法を合理的に求める こと
ができない。従って修繕計画表 が作成 され、概算工事費 が明確にされたとしてもその とお
りに実行されないのが実態である。
5.1.2問 題 の構造































アイテ ム の使用 中 での故 障 を未然 に防止 し、 アイ
予 防 保 全 テムを使用可能状態に維持するために計画的に行
う保 全 。
故障が起こった後でアイテムを運行可能状態に回
事 後 保 全
復す るた めに行 う保全 。
予定 の 時間計 画(ス ケ ジュ ール)に 基 づ く予防保
時間 計画保全
全 の総称 。
定 期 保 全 予定の時間間隔で行う予防保全。
ア イテ ムが予 定 の累積 動作 時間 に達 した時 、行 う




状 態 監 視 に至 る経過 の 記録 及び追 跡 な どの 目的で 、 ある時
点 に おけ る動作 及 びそ の傾 向 を監視 す る こと。監
視 は、 連続 的 、間接 的又 は定 期 的 に点検 ・試験 ・計
測 ・警 報 な どの手段 若 しくは装 置 によ って行 う。
状態監視保全 状態監視に基づく予防保全。












である。建築の場合 この 『規定 の










・ 比 較的 安 いユ ニ ッ トを定 期 的 に一 斉 に保 全 、 交換 を行 う。
鱒 個 別 にあ る 一定 の時 間(年 令)ま で動 作 した ら取 替 える。
鱒 ・い くっ か のユ ニ ッ トをま とめて 一緒 に取替 え る。




図5.4建 築 保 全 の 分 類(■4)
修理 をいう。」とある。また海野英晴(廓4)は 「建築保全 とは、建物等 の性能や機能を
維持 し、あるいは向上させ るために行 う修繕 ・整備 ・改良 ・模様替等の工事、保守 ・清掃 ・
保安等の作業、並びにそれ らに関連 して行 うすべての作業及び事務 をいう。」と定義 し、
図5.4の ように分類 して いる。実務上 の定義 は保全業務要領 、営繕工事実施規準にあり、
住宅 ・都市整備公団、東京都、神奈川県住宅供給公社等での維持保全業務の分類 と計画修
繕の定義 を表5.1に 整理 してお く。 ここに計画修繕 とは建築特有の用語 と解され、定義
上 はJIS信頼性用語にいう予防保全のうちの定期保全 に同義 と解され る。但 しNTTの そ
れは塩見弘のいう日常保全である。いずれにせよ定説はない。
(2)制約
計画修繕の基準 を作成す る際の制約には三っある。一っは当該主体の過去 の実態、たと


































































計 画 修 繕
一定 の修繕周期 に基づいて計画的 に実施する修繕工事









計 画 修 繕
[B常の普通修繕
一計 画 修 繕
一計 画 外修 繕
一災害復 旧工 事
一点検 保守 の業 務
一保 守 ・点検 ,診 断 調 査
一日 常 修 繕














































表5.2計 画 修 繕 標 準 比 較 表(s11)
修卿Jll期〔1・1〕(修 妥茜率 〔%〕 ω:物 巴比,{B}:聾用比)
区 分 工 種 別 修繕 力法 注1 d2 屯 屯 公 神奈川県. 東 京 都 東 京 都 公団規準
高 住 協





部分修哩 7(M) 置0(10) 10(10)10(10) 且0(一) 10(一) 且0(一)
全面取替 20(旦00) 25(!00)25(】00)25(100)


































壁 タ イ ル 貼 部分修理 15(15) 10(5) 且0(5) 10(10)
全面貼替 50(100)30(100)60(】00)30(100)
(B)








築 ま シ 建具修理 20.10(10)





建 鉄 部 塗 装
(サ ッシ





具 ・ ドア ・手 4(!00)4(,00)5(一) 5(一) 3(一) 2(一)
摺等) 防 鋳 6(100)!2(100)その他 その他 その他
5(100) 6(一) 5(一)
(B) (B) (IP
内 金具取唇 6(18) 6(20) 6(20)




睡員修即 10(20) 10(20)10r20) 入口戸 を
アル ミ製
り
枠 修 理 30(120) } 30(100)取替 に取替
建具取替 28(重00) 28(100)30(100)30(100)
建 (B) (B) (B)















休 全面取替 30(120)30(100) 一 を設置
(A) (B) (B)
鉄製避難階
段 部分冷皆 一 5(25)
段塗装
全而塗唇 3(!00)10(100)4(100)4(100)5(一) 3(一) 3(一) 2(一)
(A) (B)
雑 樋 部分修即 5(20) 5(10) 5(10) 補修及び取替
取 替 40(100)30(100) 25(100) 15(一)
tEl)日 木建 築学 会廼 築経済 委 員会:耐 火建簡 物の 縦持 保全 に関 す る研 究,日 本 建築 学会,!955,
注2)小 林 情周:ビ ル の管 琿,森 北 出版,!975分 譲 マ ンシ ョンのすぺ て,鹿 島 出版 会,1980,
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ること。三つは論理的な計画修繕の基準 の作成 が困難 とすれば既存の基準、標準(表5.
2)と かけはなれないこと。
(3)入力
各経営主体で運用されている計画修繕 の基準 、用語 は詳細の程度、数値 にバラツキがあ
るとはいえ重要な情報の一つである。これ らはいわば計画修繕の基準の雛形であ り、一方
でその雛形 に投入すべき当該主体の修繕データが必要である。修繕データは過去の修理伝
票に依存する場合と実態調査によ り新 たに収集す る場合 がある。修繕費のデータは前者に
ょり、劣化の程度、修繕の物理量は後者による場合が多い。いずれの場合 も過去の修繕経
歴、内容は必ず しも充分 に把握す ることがで きないのが通常である。
(4)処置
計画修繕の基準 の作成は大 き く二っの段階に分 けられる。一っは修繕の基準た とえば修
繕周期、工事単位、修繕方法、修繕率 を決定する段階、他の一っはその基準 に基づき修繕




一方経営主体によ り基準 が異 なる とはいえ、類似のものが多いことは管理水準、要求水
準の違いが反映されていないことを意味 している。
(6)目標
計画修繕の 目標 は建築物の適正な維持保全 にある。適正 さは経営主体により力点 が異な
り、公共では耐久性、民間では経済性 を第一にとる可能性 が強い。適正な維持保全を達成
するためには計画修繕の合理的な執行 が必要であ
る。よ り下位の 目標は合理的な執行 を前提 とした
修繕費用の最小化 、わず らわ しさの回避、満足度




準 に管理水準 、要求水準等 が考慮 されていること













過去の修繕費デ ータに依存 した計画修繕基準は同種、同程度の修繕、管理水準 を維持す
る場合妥当性 がある。管理水準 を変え、あるいは多少 とも最適化 をめざす場合異 なる方法
論が必要 となる。っま り計画修繕の基準の論理的な構築 の方法論で ある。
また混乱 した用語は整理 されねばな らない。特 に信頼性、保全性等周辺工学 との整合的
な用語の定義が必要である。
5.1.3処 理過程
ここでは計画修繕基準の決定過程 として、①計画修繕 の定義 ・区分、②修繕周期決定過
程、③修繕費の予測 をとりあげる。
(1)計画修繕 の定義 ・区分
表5.1に も とづ き各経営 主体の計画修繕 を比較 し、相違、特徴 をみ る。
①各主体 に、計画修繕 が設け られて いる。但 し神奈川 県公社は 「経年修繕」 がこれ に該
当す る。計画的 に実施す る修繕工事 という点では各主体共通 しているが、その内容 ・範囲
は異 なっている。た とえば都 ・都公社は、修繕のみな らず、改善、新設及び増設工事 まで
を含んでいる。NTTの 場合は、定期点検の結果か ら、年度計画 をたて実施す るものとし
ている。 「計画的」に実施するには二つの意味 がある。一っは一定 の周期で実施する、二
っは定期点検 を経て実施す ることである。
② この計画修繕 はJIS信頼性用語の予防保金 と事後保全に区分 した場合の予防保全 に該
当す る。さらに計画修繕の定義及び表5.2に 示すような修繕周期、修繕実施標準年数 を
定めている点で定期保全で ある。ただ し計画修繕によって全体 として修繕費用 を最小化す
る効果があるかどうか、修繕周期 が妥当であ るか否 かは別の問題であ る。
③修繕周期、修繕率は同一工種であっても必ず しも一致 していない。また経営主体 によ
って修繕率あ定め方 が物量比、費用比 と異なる。修繕周期、修繕標準年数 について、修繕
の重要 な工種(建 築工事)で ある防水、鉄部塗装、外壁塗装だけをと りあげても、アスフ
ァル ト防水20～25年 、鉄部塗替2～6年 、 リシン吹付10～15年 とそれぞれ大幅に
異なって いる。っま り修繕周期、修繕率が異なる論理構成でもって決定された と目される。
④修繕項 目は多岐に亘 るが、実際の修繕工事 とっき合わせて見て、工事費の大 きいもの、
故瞳発生頻度 の高いもの、まとめて工事 をした方 が有利 なもの、放置すると故障が拡大す
るものなどの区分 けによって、重点思考の標準 を整備する ことが必要である。
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(2)修繕周期の決定過程
先に計画修繕の周期の決定は経験 と達観に依る とした・全体 としてはそうであるにせ よ
実態調査から修繕周期 を決定す る方法がいくつか提案 されて いる・主たる内容はa。 劣化
の実態の数量化方法、b。 経年 と劣化の関係の推定方法、c.修 繕時期の決定方法である。
①石塚提案(*13)
a.劣化の実態の数量化方怯
部位別の修繕周期 と取替周期 を求めるにあたり、建設省の実施 している官庁建物実態調
査の現存率調査結果の分析 を行 っている。 この調査 における損耗実態の把握 のための各部
位の現存率(K値)を 、当初性能 を1.0と し性能を失い取替・更新の必要な段階を0.5
とし、O.1き ざみに損耗状態 を判定 した指標 として用意 している。
b.経 年と劣化の関係の推定方法
横軸に経年、縦軸 にK値 の累積分布率 をとり、実態調査 から得たデータをプロッ トす る。
その結果図5.6の 実線で示す グラフを描 くことができる。石塚鋒高によればこの図は次
のようにみる。


























































































図5.7K値 の 累積 分 布率 に よる
取 替時 期 の推定(串13)
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a、:t.n・tzに お け るY、.。の時 間 あ た りの減 少 率
b:t、 ～t、 にお け るY、.。のt。 時 の初 期値
c:t、 ～t,に お けるK値O.9以 下 の も の の補修 率
とす る と、t。 ～t、 にお いて は
Y、.。=100-a。t(1)
t■～tzに お いて は
Y■.o=100十b-a■t(2)
tz～t3に お いて は
Y■.o=100十b(1-c)-a■(1-c)t(3)
t。以 前 に お いて は 部材 を復 旧 させ る臨 時的 修繕 は行 われ て いな い が、t。 以 降 にお いて は
部 材 を復 旧させ る臨 時 的修 繕 が行 わ れ る こ とに よ り、Y、.。式 は、Y、.。以 外 のYか らの く
りこみ に よっ て変化 し、2式 か ら3式 に移 行す る。 同様 に してY。.。,Y。.。,Y。.7に っ
いて も1式 、2式 、3式 の形 で表 す こと がで き る。
Y。.。の累積 分 布率 の線 はK値0.8とK値0.7の 境 界 線 を示 す 。K値O.8で は補修 を
要 しな い段 階で あ り、K値0.7で は補 修 を必 要 とす る場 合 が多 くな る段 階 で あ る。同一
部材 のす べ て のK値 が0.7以 下 にな る とい う こ とは、 す べ て の部 分 が要 修 繕 の状 態 にな
る こ とを意 味 し、 その部 材 の取 替 時期 を示す も の と把 え る こと がで き る 。」
こ こにa。,a、,t、,t,の 求 め方 は示 され て お らず 、 従 って(1)～(3)式 を実態
調査 か ら推 定 す る方法 は判然 と しな い。
c.修 繕 時期 の決 定 方法
同 じ く石 塚義 高 によれ ばrY、e、 の累 積分 布 率 の線 は 、修 繕 が行 わ れ る段 階 で3式 へ変
形 す る が、修 繕 に よ る部材 の取 替 時 期 の変 化 を な くす ため 、変 形 以 前 の状 態 、っ ま り2式
の延長 線 を求 め、 それ が累積 分 布 率0と 交わ る時点 で は 、 同一 部材 のす べ て の部 分 が要 修
繕 の状 態 に な る こと か ら、 そ の部 材 の取 替 時期 を表 して い る と考 え られ る。 図5.7でA
点 が取替 時 期 を示す 」 と して お り、 図5.6の ア ス フ ァル ト防 水 の例 で はA1点 っ ま り経
年25年 が取替 時 期 で あ る。
この よ う に取 替 時期 はb.の 推 定 式 の 問題 は 別 と して求 め る こ とがで きる が、 部分修 繕
の量 と時期 は明 らかに はな っ て いな い 。
この石 塚提 案 の 問題 点 は三 っ あ る 。一 っ はb.で 述 べ た推 定式 の求 め方 。二 っ は過去 の
修繕 経歴(内 容 、 頻度 、量)は 問題 と しな い 一方 で、 取替 時 期 を推 定 す る際 は現 状 をベ ー
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実態調査の結果 を、劣化度=(低 下機能)/(初 期機能)×100(%)と 定義 して
数量化する。数量化 には二っの方法 がある。一っは当該部位全体 に対 して劣化 した部分
を面積比、長 さ比などで表す方法。二つは①と同様で間隔尺度 を用意 して調査者 が尺度
のあてはめを行 なう方法。
b.経年 と劣化の関係の推定方法
横軸 に経年、縦軸 に劣化度 をとりグラフ上にプ ロットす る。次 にこの分布 を最 もよく




ここにF:劣 化度、T:経 年、a,b:回 帰 曲線の係数
(i)、(li)、(ma)の関数はそれぞれ通常の グラフ、片対数 グラフ、両対数 グラフ
上で直線 となるため調査 データ をグラ フ上にプ ロッ トす る際、 この点 を考慮すればすべ
て直線回帰で検討す ることが可能である。ちなみに飯塚裕(*14)の 減耗曲線は 価)
式をあてはめたものである。
c.修繕時期の決定方法
b.の 回帰 曲線によ り劣化度100と なる経年 が理論的には取替時期である。しかし
修繕取替時期に経営主体の管理水準、居住者 の要求水準 を考慮す る場合 には別の基準 を
用意 しなければな らない。劣化度 がどの程度 になった ら修繕するか。方法は二つ。一つ
は外的 に一定値 を与 える方法。二っは主観的要素の強いものは調査によ りその時期を統
計的に処理 して求 める方法。統計的に処理す るとは修繕 した方 がいいと考える劣化度を
平均値で求める、多数意見 を採用する、等々である。
回帰分析による方法の問題点は先 の石塚提案 と同様 に物理的な取替時期、修繕時期は
算出できるが経済的であるかどうかの検討はできない点 にある。
(3)修繕費 の予測
計画修繕費の予測 には表5.2に 示 された計画修繕周期、修繕率、取替周期の他、数量、
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単価のデータが必要 となる。計画修繕費計算の一例 を図5.8に 示す。同図では計画修繕
周期 を耐用年数 とし、取替 をも含めて簡略化 している。あ くまでもガイ ドライン的性格の
も ので あ る。
(1)この表 は下記建物 の計画修繕 費の54年3月現在の 予定額です。
(2)この計 算の基礎 とな る姪物 の概 要 は次 の とお りで す。
総戸 数74戸 敷地面積2、228㎡
建物延 面積5.301.40m'(專有部分合 計面積4,823.23m'共用 部分合計面積478.08m') 〔単位 二円}
挿 別 数1止 耐用年数 工 那 内 容 概算費則 備 考
非 常 階 段 一 式 約2年 塗装(錆落 し、低上げ2回》 808,000
屋 ヒ 手 摺 他 約200m 〃 躍 16LOOO門扉 も含む
階 段 手 摺 約50m 〃 〃 43,000
塔 屋 タ ラ ノ ブ 一 式 〃 π 32,000
ベ ラ ン ダ 手 摺 他 約855m 厚 " 430,000自転車置場鉄骨及び外灯 も含む
排 水 管 〃 清帰ゆンツー 吸 び藁品洗δ紛 ぐ30,000 藁品洗浄等1戸 当り4,000円
屋.ヒ 物 干 場 躍 80,000
'1、 置十(1)1,984,000




防 火 扉 約75耐 約5年 塗装(錆落 し、仕上げ2回》 108,000
玄 関 ・メー タ ー ボ ソ ク ス扉 各75枚 " 〃 398,000
「
ピ ロ テ ィ 天 井 約80m' 〃 吹 付 塗 装 ll8,000
テ レ ビ 噌 幅 善 〃 400,000
小 計(3)LO24,000
外 壁 約2,700m' 約8-10年 リ シ ン 吹 付 塗 装 8,730,000足場 、下地処理、シー ト張り含む
床 及 び カ ラ ー ク リー ト 約186m' 〃 取 誓 補 修 280,000 カラーエポキ シ床恥材使用
外 廊 下ll3木VP 約373m圃 雌 塗 装 183,000
エ レベ ー ター ホー ルPタ イル 約152m' 躍 張 替 補 修 2581000
ノ!ス リ ノ ブ 真 絵 約194m' 毎 交 換 323,000
楊 水 ポ ン プ 2台 〃 交 換(2台 分》 970,000 定期的整備が必要
外 灯 ケ ー ブ ル(地 中) 〃 500,000
フ 占 ン 尺 〃 L710,000
1争 化 槽 ポ ン プ 2台 〃 300,000
消 火 栓 ポ ン プ 〃 700,000
電 気 器 具 〃 440,000
'」、 口十(4)14,394,000
自 転 車 置 場 一 式 約15年 改 築 215,000
占 レ ベ ー タ ー 内 部 躍 貼 替 215,000ダイ ノックフィルム材使恥
高 架 水 槽 〃 1,000,000
'卜 計 く5)ll430,000
避 雷 針 一 式 約20年 交 換1323,000
'」、 置十(6)323,000
{レ ベ ー タ ー 1台 約30年 交 換112,936働
'1、 計(7)12,936,000










計画的に修繕費を積立 てるにあた っては畏期の見通 しを立 て物価 の変動を
勘案 して必要金額をプール しておくことが大切で†。
積立額で不足す る場合 は、各共有者か らあ らためて徴収することになりま
す。
71,274,000
≒4、013円/1戸 当 り ・月額
20×12×74
(高層J}:・1"1住宅 管理問題 研究全報 告書 一昭 和5く平8月 一 参サ 資鱒 より}







(2)既存の建築物の維持保全、修繕研究は過去の修繕費支出に着 目し、将来 を予測 しよ
うとした。過去の修繕が最適であった場合、このようにして予測 した将来は最適である可
能性はあるが、その保証はまった くない。
(3)計画修繕の基準は経験 と達観 によることが多 く、またそうでない場合も耐久性 の基
準であって最適性 の基準ではない。
(4)その基準 によって計画修繕費の概算 が算出され る。二っの点で問題である。一っは
根拠の乏 しさ、他 の一つは経済的かどうか。従 って実態上資金的な問題、主観的な問題 か
ら計画どお りに修繕が実施 されないことが予想 される。
(5)基準は一般 に一定周期で修繕 が くり返されることを有利(主 として経済的に有利)
とする。果たして そうであろうか。
(6)計画修繕の方法は単 に耐久性 のみな らず 、経営主体の管理水準、居住者の要求水準
によって異なる。この点 が検討できる方法論 を持ち合わせていない。
(7)さらに使用期間が異なった り、代替的な修繕の方法 がい くっかある場合 にどうすれ
ば最適化できるかを決定する方法も存在 しない。
(8)いずれにせ よ本節 のこれまでの議論は建築物が既 に存在 し、いかに維持保全するか
に力点があった。またその限 りでの経済性の議論であった。しかし合理的な維持保全 のた
めには、企画 ・設計段階の設計仕様 の検討時点 から、概略であるにせ よ修膳計画、方法 を
考慮 した保全性、信頼性設計 が実施 されるべきである。また経済性の点でも当初の建設費





れた中高層共同住宅技術研究委員会(古 川修委員長)が 実施 し(象11)、 著者 らが取 り
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まとめを担当 した部分 を扱って いる。担当部分の調査の 目的 は次の二点である。(*16)
①住戸や住棟の維持保全状況、保全行為の内容、費用、修繕周期の実態 を把握 し、中高層
住宅維持保全の標準 を得 る。 これによって、信頼性、保全性、耐久性に関す る設計、施
工 に有効なチェック リス トな どの用具開発の一つのステ ップ とす る。
②維持保全 にかかわ る諸概念の対照、整合化、再定義な ど用語の整理 を行い、社会的、経
済的あるいは物理的耐用年限 と修繕費用 との対応関係 を明確 にして、耐用年 限の設定、
ライ プサイクルコステ ィングな ど、耐久設計に資す る論理の構築 を行 う。
ここでは前節を受けて計画修繕の実態がどうなっているかに限定 して論述す る。
5.2.1対 象 プロジェク ト及び問題の概要
(1)対象プロジェク トの概要
修繕実態 を観察するには技術的、財政的に統一性、継続性 が確保 されてお り、一定の管
理水準 にあると目される経営主体 が望 ましい。









表5.3対 象 公 営 住 宅 の概要
建設年度 区 分 団地数 棟 数 戸 数1
27 中 層 1 1 40
29 中 層 1 1 44
38 中 層 2 i7 517
39 高 層 1 1 170
43 高 層 1 1 126
44 高 層 1 3 ,}90
46 中 層 [ 4 190
46 高 層 1 1 99
47 中 層 1 3 lu5
合 計 io 32 16811
建設年度 区 分 団地数 棟 数 戸 数
26 中 層 2 10 272
31 中 層 4 11 262
31 高 層 1 1 81
36 中 層 1 10 400
37 中 層 1 1 72
37 高 層 1 1 28
38 中 層 2 5 120
38 高 層 1 1 30
40 中 層 2 25 667
40 高 層 1 1 36
41 中 層 1 24 1042
41 高 層 1 1 49
42 中 層 1 1 20
42 高 層 1 1 90
46 中 層 3 23 778
46 高 層 2 2 164
47 中 層 1 20 830
47 高 層 1 3 360
48 中 層 1 43 848
48 高 層 1 1 184
50 中 層 2 12 400
51 高 層 1 8 862
合 計 32 205 7595
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実態 から収集されるデータは費用の支 出年度・住宅 の経年 が異なる。従 ってこれらの差
異 を統一的に処理す る方法 が必要である・前者の処理 をクロスタイムセクションによる集
計で行った。簡単に説明 を加えてお く。
①.修 繕費の補正係数
継続的 に支出された費用 を一律の手続 きで集計、評価するため修繕費補正係数 を定め
る。この係数 は以下 のようにして作成す る。
a.住 宅公団賃貸住宅修繕実績 から、修繕工事 の 〔労務費:材 料費=68:32〕
(46年度)を 導 いた。
b.労 務費 を 「屋外労働者職種別賃金調査」で指数化 し、材料費 には日銀卸売物価建
設材料統合指数 をそれぞれ用 い、前項の比で合成す る。
この指数は、新設の工事指数 より速 く上昇す る傾 向を示 して いる。
②.ク ロスタイムセクションによる集計
住宅の持っ様々な個別性 が、大量観察によって平均化でき、修繕の要、不要は、主に
住宅の年令に依存 して定 まると仮定す る。そして得 られた修繕記録 を全て住宅年令順に
配列 し、 この年令別 に集計す る。この方法 をクロスタイムセ クションによる集計 と呼ぶ。
なお修繕データは昭和54年 度 までが回収された。
(2)問題の概要
公営住宅の場合維持保全費用 に占める計画修繕費の割合は昭和54年 度で50%、 公社
住宅では昭和52年 度～54年 度の平均で59%で ある。いずれも計画修繕の占める割合
は高い。且っこの割合は一般修繕(経 常修繕)に 比べ経年 と共に増加す る傾向にある。
しかし計画修繕に周期性はみ られず、区々である。且っ修繕時期の計画値から実際の修
繕時期は遅れている。 この間の事情 を住宅 ・都市整備公団の今仲昭喜(*18)は 「この
実施計画の策定に当っては経常修繕費用 が過去の実績な どをも とに先取 り経費 として予算
化され、残る予算の範 囲内で計画修繕や改良の実施数量、額が定まる。従って計画修繕に
ついては、劣化の程度 などの純技術的判断のみで、その計画数量が定 まるのでな く、予算
面の制約か ら場合 によって一部は次年度以降に計画 を延伸せ ざるを得ないときがある。」
と説明 している。ましてや計画修繕の基準 どお り一定周期で修繕が実施 されることはまず
ないとみて よい。
計画修繕は周期性 をみせ ないが、修繕費支 出の多 い項 目、修繕頻度の高い項 目などの重
点が存在す る。維持保全段階ではこれ らの支出、頻度 をふ まえた重点的、計画的な対応が
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要求 される。さらに企画 ・設計段階での体系的な検討 が必要である・
5.2.2問 題 の構 造
ここでは計画修繕 の実施決定者 の観点で問題 の分析 を行った。問題の構造 を図5.9に
示す 。以下各要素 にっ いて論述す る。
(1)環 境




現実の計画修繕の意思決定 には集合住宅の経営主体 を拘束す る法律 、例規、通達、基準
に制約 される。これ らは不可制御要因である。また経営主体 の維持保全の予算 、財政状況






















意 思 決定過 程
・計画 修繕 の範 囲
・予算 制約

















図5。9問 題 の 構 造
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ること及び予算枠 の中で計画修繕 に投下で きる予算 の割合 は限界はあるにせよ意思決定者
の裁量範囲であ り、制御要 因といえる。
(3)入力
修繕 を決定 しなければな らない状況には四つ ある。第一、既に故障が起 っていた り、修
繕の要求が出ている場合、第二に現状の点検、診断か ら判断する場合、第三は計画修繕基
準の修繕周期、取替周期に該当 して いる場合、第四には改良 を主 とした場合。
(4)処理
意思決定の過程は経営主体 によって若 干の差異 をみせる。差異の第 一点 は前節において
計画修繕の定義(表5.1)で みたように計画修繕の範囲が異なること。但 し定義ではN
表5.5修 繕 工種 別 の 戸 当 り支 出金 額(公 営 住 宅)
経 年
工 数
1～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～28
総 計 6,807 13,848 38,72466,450 125,158101,883
建 築 715 3,299 24,992 36,851 44,207 81,847
屋 上 防 水
鉄 部 塗 装
外 壁 塗 装
流 し 取 替
二 重 窓設 置
BF釜給排気筒改善




















共 用 設 備 5,260 8,357 6,485 28,820 77,666 14,350



































構 内 整 備 834 1,843 7,247 779 3,285 2,686
注)計 画修繕 工事 は建築37種 、共用設備31種 、構内整備18種 、その他2種 、計88種
に分 けられ るが、 ここには28年 間の平均支 出金額 が1,000/年・戸 を超 えるもの
のみ を示 した。金額は昭和54年価格評価、単位 円/年 ・戸
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TTを 除 き計画修繕 を信頼性用語 にい う定期保全 とみな し得るが、実態上 は後 に例示する
すべての経営主体で点検、診断か ら修繕 の意思決定過程 が始まっている。これは同用語に
いう状態監視保全である。差異の第二点は予算制約 と計画修繕の選択 の関係。予算制約 が
まず存在 してお り、その枠内で計画修繕 を検討するかあるいは計画修繕 メニューがあって
その実施 にむけて資金調達 を考えるか。前者は公共建築物、賃貸集合住宅 に多 く、後者は
民間分譲集合住宅 に多 いと目される。差異の第三点は計画修繕 の定義 にもよるが改良、建
替 をも検討 の範囲にいれるか否 か、部分修繕 と全体修繕 を区別 して検討す るか否 か。第四
点は経済性 の検討の有無である。 これ らにっいて次項でさ らに詳述す る。
(5)出力
公営、公社住宅の修繕実態 から主 として次の三点 が明 らかとなった。
①修繕費は経年 とともに増加す る。(表5.5.5.6)し か し個 々の修繕工種、団地
表5.6修 繕工 種 別 の戸 当 り支 出金 額(公 社 住 宅)
経 年
1～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～29
工 数
総 計 1,937 16,146 30,386 50,547 26,300 139,875
建 築 1,005 7,559 21,954 31,068 6,383 130,486
屋 上 防 水 8 8 1,638 10,531 544 2,950
外壁等 クラック補修 21 389 808 523 20,546
鉄 部 塗 装 699 4,652 7,711 7,204 1,718 1,784
外 壁 塗 装 942 9,829 10,765
窓 枠 改 修 605 63,973
手 摺 改 修 17,703
内 装 改 修 216 22,861
そ の 他 建 築 61 1,568 1,968 1,963 3,598 669
共 用 設 備 812 4,941 7,449 18,884 19,917 9,389
給 水 管 改 修 27 45 1,547 8,655 5,212
受 水 槽 53 269 3,369 6,263 3,860
屋内電気設備改修 11 272 147 2,881 4,745 2,643
その他共用設備 721 4,624 5,486 3,979 3,697 2,886
構 内 整 備 120 3,646 983 595 0 0
注)計 画修繕工事 は建築22種 、共用設備32種 、構 内整備13種 、その他1種 、計68種
に分 けられ るが、 ここには29年 間 の平均 支出金額 が1,000/年・戸 を超 えるもの
のみ を示 した。金額は昭和54年 価格評価、単位 円/年 ・戸 。
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でみれば個別性が強 く、数値はばらっ く。
②計画修繕費は54年 度公営住宅で総額53億 円、維持保全費107億 円の49.5%
を占める。一方公社住宅 の計画修繕費 は52年 度～54年 度平均の戸当 り換算で24.6
万円、維持保全費全体41・8万 円の58・9%で ある。この割合は住宅年令 によって異














































図5.10経 年 に よ る計画 修繕 の動 向(公 社住 宅)
③修繕周期 どお りに工事 を実施 した形跡はな く、 かな り遅れて実施 されていることが観
測され、事後保全的性格が強 い。 しかし前節でみたとお り修繕周期は予防的性格よ りも実
態上の修繕限界 に近 い値で決定 されてお り、この周期が遅れることの影響 は少なくない。
(6)目標
計画修繕の究極の 目標は建築物の適正な維持保全 にある。そのためには修繕計画 が合理
的に実施されねばな らない。合理的 とは一っには計画修繕 が合理的 に作成されているとす
れば、その基準 どお りに実施す ることであ り、二つ には修繕項 目間、団地 間の優先度 を一
定の論理構成でもって決定す ることである。このため劣化の程度、団地の住宅年令、立地
条件など種々の用件 を勘案 し、また団地居住者の修繕要望の程度をも考慮 した妥当性のあ













図5.11目 標 の 階 層 性
先 し計画修繕 が修繕周期 よ り遅れ、その結果
修繕工事量 の平準化、予防保全 という機能 を十分 には発揮 していない。修繕周期は修繕予
算の計上の根拠であり、修繕の一っの目安 にすぎな くなってい る。そうだ とすれば対策は
二つ。一っ は修繕周期 を物理的、技術的側面 から見直 し、実態 に合致 したもの にす ること。
















ここでは計画修繕 の意思決定過程の実態 と、公社住宅 の修繕実態の分析結果 にっいて詳
述す る。
(1)計画修繕 の意思決定過程
本節の対象プロジェク トである公営住宅、公社住宅 にっいてその意思決定過程 を明確に
したものは存在 しない。従って ここでは類似の例 と して住宅 ・都市整備公団(*18)、
建設省(*19)、NTT(*20)を とりあげ、一方民間分譲集合住宅用 としては建設
省総 プロ(建 築物の耐久性向上技術 の開発、昭和59年 度)で 提案 されたもの(*21)
を採用する。それぞれのフローチャー トを図5.12～5.15に 示す。集合住宅用であ
る公 団及び総プロ開発 の二っにっいて資料から要約す る。
①住宅 ・都市整備公団






























図5.12修 繕 計 画 の策定 手順(公 団住 宅)(窄18)
計画 を策定 している。 ここでは単一年度の修繕計画の策定手順 にっいて記す。
策定手順は図5.12に 示す ように大 きく三段階 に分 かれ る。第一段階は巡回点検な
どによる劣化状況 およびこれに基づ く必要修繕量の把握。第二段階は修繕基準 に基づ く
修繕方法な どの仕分 け(経 常修繕 か、計画修繕か)。 第三段階では予算 と整合 された実
施計画 の策定。















































剣 国 麗鰍 .
匪 夏卜
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図5.14修 繕 の技 術 的 判 断 手 順(NTT,*20)
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外壁塗装、屋根防水層取替、手摺等塗
装、給 ・排水管取替 を申心 に20数 項
目ある。但 し修繕周期 はあ くまでも 目
安であ り、必ず しも このとお り実施 さ
れるとは限 らない。 しかしこの ことは
前節表5.1の 公団の計画修繕の定義









遅延 され る可能性 が強い。修繕時期、
周期の経済性が検討される ことはない。
②総プロ開発(図5.15)
まず計画修繕 を次 のように説明 して
いる(必 ず しも定義 とは していない)。
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図5.15大 規 模 修 繕 計 画 の 進 め 方
(総プロ,申21)
一164一
繕のための計画 を作成 してお くことが必要 になる。これ を長期修繕計画と呼び 、
先 に示 した体系の計画修繕部分 をその対象 とす る。
G.計画修繕 は、大 き く分 けて、大規模計画修繕 と小規模計画修繕がある。前者は長





資金計画のための積立金 の検討 。第二段階は実施 のための具体化 、施工業者選定方法の
検討、居住者の安全対策の検討、資金計画の具体化、施工業者の選定 と契約、工事施エ
のための体制の確立。第三段階では工事の実施(外 壁塗装 ・屋根防水 ・給排水管の改修)
、工事の監理、検査項 目と実施。第四段階では資料の整理 ・保管、保証内容 と期間の明
確化、定期点検の実施とアフターケア。
計画の出発は周期表よ り修繕時期 を知って検討を開始する場合 と劣化、故障によ り検
討に入る場合の二 とお りがある。前者の場合でも周期表はあくまでも目安であり、集合
住宅の固有の条件 、た とえば立地条件、管理形態、要求水準 によ り異なるとす る。
個別の分譲集合住宅の場合、修繕費用の資金の調達計画は重要である。前述の公団住







保全業務実施要領 から予め設定 した22項 目中13項 目である。 この うち流 し取替、窓
枠改修、結露防止等改良的性格の強 いものを除 くと7項 目になる。特 に窓枠改修、手 摺
改修は20年 以降 に行われてお り、取替工事と推察 される。その費用も大きな ウエイ ト
を占めている。これ ら改良的性格 のものを除 くと建築関係修繕工種 は塗装、防水、内装
関係 に限定できる。屋上防水は10年 まではほとんど修繕費が発生 してお らず、外壁防
水は相対的 に初期 から発生 している。塗装工事はかなりの頻度で実施 されており、建築
一165一





















































































































































































































































































































































































































表5.8計 画修繕費支 出の始 まる年 一覧表("11)
20年 までは50%を 超 え
ている。内装改修関係 は対
象32団 地29年 間で(延






合が高い。申でも給水管改修は11年 目以 降その修繕費が急増す る。
②工種修繕頻度 と修繕周期
次に修繕頻度 にっいて検討す る。主要な工種の年令別修繕工事発生 団地数を表5.7
に示す.さ らに保全業務実施要領の修糟周期表 よ り当該工種 の修繕周期 を抜き出しハ ッ
団地番号 経 年 修繕出始めの年 部 位 等
1 30 19年 目 給排水管改修,外 装改修
17 30 10 鉄部塗装
2 25 12 揚水ポンプ改修
18 24 5 汚水ポンプ改修
3 20 8 揚汚水ポンプ改修
19 19 6 消火栓設備改修
20 16 5 鉄部塗装,防水
4 14 11 揚水ポンプ改修
21 10 4 汚水処理場改修,防 水
6 9 6 汚水処理場改修
7 5 2 道路(歩 道)舗装
22 5 2 揚水ポンプ改修
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チングで示す・同表よ り次のことがわ かる・a・ 計画修繕費が初めて支出される年は計
画修繕の周期 と一致す る筈であるが実態はそうはなっていない。 この点は表5.8が よ
り詳しい・b・ 修繕実施時期は全体 としてかな り平準化 してお り、修繕周期経過年数毎








上の根拠であ り、修繕の一つの 目安程度 の意味 しかない。計画修繕 を初期性能を保ち、他
の部位、部分の劣化 を防 ぐためのものとするな らば、修繕周期 を厳守す るか、あるいはそ
の見直 しをはかるかにっいて技術面からの早急な検討 を要す る。
(3)修繕費支出の水準 には供給主体間の格差がある。今回の分析対象で52～54年 平
均戸当 り年間修繕費支出は公営で4.1万 円、公社賃貸で3.7万 円となっている。これ
らは管理主体の性格の差、っ ま りそれぞれの修繕費支出可能性 、支出範囲、カテゴリーの
差の反映である。
(4)修繕費支出の経年的な推移 は一応28、29年 位 までは増加傾向を示す。但 し単調
に増加はせず、また明確な周期性 を示す ものでもない。
(5)修繕 には修繕費支出が大 きいもの、発生頻度 が高 いものという意味での重点が存在
する。本調査の場合支出の大 きいものは外壁塗装、鉄部塗装、窓枠改修、給水設備改修で
ある。また故障発生頻度の高いものは、給排水設備の中の給水ポ ンプ、排水管、外壁防水、
鉄部塗装、浄化槽、屋内電気で設備関係に多 い。これ らの支出、頻度 に応 じた重点的、計
画的な対応 が必要である。
(6)実態資料は本調査で も修繕工種別 に分析 したとはいえ、そのペ ースは団地単位の修
繕費であり、工事場所、数量は不明である。従 ってこれ以上の分析ができない。一方理論
的にも諸概念の整理 がまだ不十分で、実態資料の分析 を理論的枠組み を通 して行える段階
に至っていない。維持保全 のデータ収集、整理などの資料管理体制の整備 と周辺工学の利
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用で諸概念 を整理 し、理論的、少な くとも整合的な枠組み を築 くことが必要である。
(7)修繕計画の意思決定は技術的な検討 と予算枠 あるいは資金調達能力によって行われ
て いる。いま修繕す るのが有利なのか、先送 りした方 がかえって有利 なのか、 どの程度修
繕すれば経済的 か。これ ら経済的な修繕周期、修繕率 はまった く考慮 されてお らず、その
方法論 に欠ける。
(8)集合住宅竣工後 、あるいは居住開始後修繕計画 を初 めて作成 した場合 、仮 にその後
の修繕 が最善であったと しても、初期 の建設費も含 めた ライフサイクル コス トの観点で最
善であるとは限 らない。従って基本設計プロセスで設計、仕様 を決定す る際に、各種の代
替案をライフサイクルコス トの観点で評価 し、最適 なもの を選択 しなければな らない。
(9)そのためには設計、仕様の決定時に概略にせ よ維持保全計画、端的には修繕計画が
論理的 に立案でき、その経済性評価がで きるシステ ム、計量化手法 の確立が必要である。
(10)そのシステム、計量化手法 には本節の分析で明 らかなように、次の要因が含まれ
ていなければな らない。
① ライフサイクルコス トで評価で きる こと。




これ らの理論的展開は第11章 にて行 うこととす る。
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基本設計プロセスで の物的設計、価格 、生産 システムの整合性 が典型的に表われ る例と
して設計施工競技方式 をとりあげたが、現実には物的設計 と価格、物的設計と生産システ
ムが個 々独立に決定されている。 この背景 として物的設計と工事費を勘案 しながら各種の
代替案の検討 を行 う工事費概算システムが欠如 していた こと、施工計画 内部の矛盾 をチェ
ックし、論理的に施工計画が立案できる方法が不足 していたことが指摘できる。このプロ
ジェク トの実施設計プロセスでは二っの整合性の確保 が必要である。その一っは物的設計、






計と併行 して施工計画が実施された。反面設計のコス トバ ランスは通常 の設計 と施工 が分
離 したプロジェク トと比較 して、仕上、設備面 にウェイ トが高 く、必ず しも適正なコス ト
バランスとはいえない。基本設計プロセスからコス トバ ランスを考慮 した工事費計面の支
援システムが必要である。
以上のように設計 と施工が組織的 に同一のプロジェク トにおいても物的設計、価格、生




めには基本設計プロセスで検討、決定され るべき問題 が多 い。
建設工期 の決定は設計施工競技 、且つ一貫方式においても発注者 イニシアティブが強 く・
施工段階以降の施工計画情報、経済ペースを加味 した最適工期 が設定 されることは少ない・
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また発注者 ・受注者双方の合意で設定 した契約工期内での工程計画は満足解であって、必
ず しも最適解ではない。 このように して決定された工程計画の枠組の中で建築部品の生産、
供給問題が検討 される。工場生産 をもコン トロール下 においたプロジェク トにおいてそう
である。工場生産側に与え られた生産期間 を前提に生産計画 を立案す る。端的にいって基
本設計 プロセスで部 品の生産、供給が考慮され ることはまず ない。 しか しプ ロジェ クト全
体 の整合的最適化 のためには全体工程計画 を技術的 に支え、経済性 を獲得す るための主要
部 品の生産、供給問題が工期 の検討 と併行 して立案 される必要がある。PCa板 サイ トェ
場を例 に全体工程 との同調性、在庫量 の多寡 と工場撤去時期 による経済性の検討 をいくっ
かのパ ラメータの下で行った。
次に個別、具体的な施工計画の例と して内装プ レハブ工事の工数計画問題 をとりあげ、
新規性 の強 い工事では工期、工事費 の決定 に影響 を及ぼす こと、墓本設計 プロセスでの設
計、仕様決定時に概略にせよ工数計画が必要であることを明 らかにしている。 しかし現在
のところ施工計画プ ロセスにおいても工数計画 は論理的でな く、新規性 の強い工事では甘
い計画数量 を採用 し、実際の工数 は相当程度低減 している。 この実態 は表面上問題 を形成
していないが、目標 を設定 しなおし設定型問題 としなければならない ことを指摘 した。次
の施工体制決定問題 は原則 として基本設計プロセスでの決定 が困難な問題であるが、 目標
が明確に設定で きない問題の例 としてと りあげ、ソ フトシステムズアプローチの適用の可
能性 を指摘 した。
さらに施工段階で設計が問題 となるのは設計変更 の形 で表われると し、設計変更処理問
題の実態 にっいて設計施工一貫方式 を例 に明らかに している。設計変更の内容は受注者事
由が大半で一面では設計施工一貫の有利 さが表われているが、反面施工上、検討不足を理
由にした内容が多 い点で基本設計プ ロセスでの後工程情報の先取 りが必ず しも十分でなか
った ことを明らかにして いる。
以上施工段階の決定問題は考慮すべ き要 因が多 く、必要 な情 報と代替案 を網羅す ること
が困難で、経験 と達観 に依存 した決定 が多 い。従って決定過程 の論理化 が必要で あること、
施工段階の決定問題には本来基本設計プ ロセスか ら概略を計画すべ きことが多 く、決定過
程の論理化 によって基本設計プ ロセスでの計画システムを構築す ることが必要である。
(3)維持保全段階の決定問題
現在のところ維持保全計画 を基本設計 プロセスで検討 しているところは まれである。そ
のためプロジェク トが竣工 し、維持保全 が現実的に問題 となる段階での決定問題 を扱って
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いる。
維持保全段階で計画 される修繕計画の基準 は経験 と達観 に依存 してお り、計画修繕の実
態は計画どお りに実施されていないことを明 らかに している。計画修繕 の方法は建築物の







③建築生産プロセスの中での位置づけ(階 層性 と独 自性)
(1)問題 の性格
実際の集合住宅プ ロジェク トではいわゆる発生型問題 が問題 として とりあげ られること
が多い。本編でと りあげた問題はプロジェクトの実施上発生型問題 として表面化 したもの
ではな く、プロジェク トの整合的最適化 の観点で現状 を改良す る必要がある問題である。
それ らにはもちろん顕在型の問題 もあるが、潜在型 の問題、 目標が定まらないもしくは代
用指標が見出せ ない問題 が多 い。これ らの甘い目標 は問題 を潜在化 させ、決定過程が論理
的でない㊥合、満足化 された段階で最適化の検討は打ち切 られ る。設定型問題 として再度
とりあげられ ることはまず ない。一方厳 しい 目標は問題を顕在化させる。
従って決定過程の論理 を明確に し、合理











施 工 計 画 維持保全計画
図6.1プ ロ ジ ェ ク ト最適 化 の 相 互連 関 性
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化のためには工事費計画、施工計画、維持保全計画 の相互関係 が把 え られ、統合 されて物
的設計 を支援 しなければな らない。(図6.1)
(3)決定問題の階層性と独 自性
決定問題は企画、基本設計プ ロセスか ら維持保全プロセスに至 る各 プロセスに存在する。
このうちには基本設計プ ロセスから前後 のプロセス と強い関連性 があ り、順次詳細化 され
る問題 と独 自性の強 い問題 がある。端的には基本設計プロセスか ら計画す る必要 がある問
題 と計画す る必要 がない問題の二 つがある。
決定問題 の実態は計画の必要 があったにもかかわ らず計画せず、後続プロセスで問題 と





がある。さらに論理的な部分はル ール化 、プ ログラム
化される部分 とそ うでない部分が存在す る。(図6.3)
ここで決定過程の三っの階層、論理化 、ル ール化、
プログラム化を通観 してお く必要 がある。一般には決 図6.3決 定 過 程 の 分 類
(注1)こ こで いう 「問題 となった」は発生型問題 と して障害、支障 となったことを意味
するのではな く、設定型問題 として と りあげた ことを意味す る。
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定過程は経験に依存 している面 が多 い・ しかしそこには何 らかの思考過程 が存在 してお り、
その思考の法則的なつな がりを明 らかにす ることが論理化である。法則 とはr我 々と我 々
のぞとにある物 とを支配 し … 認識の対銀 としての法鋼は物 と物、物 と人、人 と人 との
相互関係および物 と物 の作用との相互関係 を規定する」(ゆ1,注1)と ころのもので端
的には一定の条件 のもとに成立す る普遍的、必然 的関係(廓3)を いう。論理化の中で普
遍的、必然的関係のつなが りに一定の判断基準.評 価基準 を採用 して手順化することをル
ール化といい、ル ール化の申で可能な部分 を計量化、数量化 し、その関係 を数式モデル と
して表現することをプログラム化とい う。プ ログラム化は性格上部分的、限定的にならざ
るを得ず、ル ール化はプログラム化 を包摂 している。論理化はル ール化 を包摂 してお り相
対的に広範な部分を対象 にすることができる。っ
まリプログラム化された部分 とプログラム化 され
た部分を論理的 に結びつけるとル ール化 された部
分とな り、その部分同志、もしくはプログラム化
された部分 とル ール化 された部分 を論理的に結合
すると論理化 された部分 となる。 ところで1.3
節で最適化の方法 に三つの レベル があるとした。
それは経験主義的決定 か ら論理的決定 に移行させ




図6。4論 理 的 方 法 の 階 層 性
(図6.4)
プロセス全体の フィードバ ック機能 は必要である。ただ し現在の フィードバ ック機能は
結果のフィードバ ックであ り、建築生産プ ロセスが相当程度進んだ段階で機能 が発揮され
ることが多 く、タイ ミングの点で問題なしとしない。また当該プロジェク トに入るフィー
ドバ ックは他のプロジェク ト、一般化された情報が多 く、内容の点でもいささか疑問 が残
る。
従って当該プロジェク トの先取 り体験、っま り基本設計プ ロセスで工事費計画、施工計
画、維持保全計画 の概 略をたて、先行的分析 を行なってその情報 を当該プロジェク トの物
的設計に利用することがで きる機能 が必要である。 しかも建築生産プロセスの初期 になれ
(注1)下 線部 は筆者 がっけ加えた。
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ばなるほど情報(フ ィードバ ック情報 も含まれ る)は 概略で不確実性が介在す る。従って
このような段階から徐 々に工事費計画、施工計画、維持保全計画 を具体化するシステムづ
くりが必要である。こうす ることによってプ ロジェク トの職術 ばかりでなく、戦略 をかえ
ることの検討も可能 となる。ただ し戦術、戦略は 目標のおき方 によって かわる。クラウゼ
ヴィッツはr戦 争論』(串4)の 中でr… 即ち第一は、個 々の戦闘 を按排 し指導する
活動であ り、また第二 は戦争 の 目的 を達成す るためにこれ らの戦闘を互 いに結びっける
(組み合せる)活 動である。そ して前者は戦術 と呼ばれ、後者は戦 略と名づけられるので
ある。」そして 「現実の世界 においては、物 と物 との区別は常 に多 くの中間的段階によっ
て次第に推移す るものだからである。それだから強 いて観点 を変更 しなくても、同一の軍
事的行動が戦術 とも戦略 とも見なされ得 るような場合 が生 じるのである。」 としている。
た とえばあるプロジェク トの計画 目標 が5000戸の住宅供給であ るとすれば、それ を超高層
でやるか、高層でやるかは戦略で あ リ、その資源配分 を考えることは戦術 である。また賃
貸でや るか、分譲でや るかが戦略で超高層か高層かは戦術であ るとも考え ることがで きる。
必要な機能の第2は 工事費計画、施工計画、維持保全計画 を中心 とす る主要な部分計画
システムを整合的に統合す る機能である。各部分計画 が第1の 機能で順次最適化され ると
しても、それはあ くまでも部分最適化 であって、必ず しも全体 としての最適化ではない。
従って建築生産プ ロセスの初期段階か ら各計画 が詳細化 されることと併行 して、それ らを
統合 して全体の最適化 を検討 し得 る機能 が必要である。
(3)満足化原理か ら最適化原理へ
実際のプロジェク トでは発生型 の問題 が多 く、設定型は少ないこと、発生型問題とはあ
らか じめ設定された 目標と現状 のギャ ップであることは既に述べた。発生型の揚合現状が
目標 に達 しないか、 目標か ら現状 が逸脱 しない限 り問題 とはな らない。 目標は往往にして
基準 であった り、 目安で しかないことがある。基準 とは法律、規則の規制、工期など。 目
安 とは配分 された工種別工事費など。 しかしそれ ら規制、制約 を満た しておればそれでよ
く、それ以上のことは特に しない。端的には満足化はす るが、最適化は しない。仮に最適
化 しようにも検討すべ き諸要素 と諸関係が多す ぎ、最適化の方法 を持ち合わせて いない。
たとえば4.1節 の揚重用ク レーンの配置決定問題の実施計画 に至る過程は比較的論理的
ではあるが、最適化への指 向はな く、実行可能解 が求まった段階で(満 足化)そ の検討を
打切 っている。
これ ら部分の満足化問題 を最適化問題 として検討するためのル ール化、プ ログラム化が
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ェクトの初期、っま りは基本設計 プロセ スで後続プロセスの先行的分析を行うことによっ
て戦略 と概略の戦術 を多段階的に計画す ることが必要である。そのための必要条件は二っ。
一っは先行的分析 を可能 とし、情報 をつ くり出す ことのできる計画システムの構築、具体
的には工事費計画、施工計画、維持保全計画の概略計画システム。二っは一般情報、組織
内情報、概略計画 システムによって算出 した情報等 を整合的 に利用す るシステムの構築で
ある。
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第 皿編 基本設計 プロセ スでの集合住宅プ ロジェク トの最適化
第1編 では集合住宅プロジェク トにおける決定問題の実態について論述 し、基本設計プ
ロセスにおいて概略 にせ よ検討す るべき計画、問題は多 いが、実態は十分には検討 してい
ないこと・また決定 の多 くは勘、経験依存型で、決定 に至 る過程は論理性に欠け、満足化
に止まってお り、結果的に必ず しも最適化になっていないことを明らかにした。そ してプ
ロジェク トの最適化 には決定過程の論理化、ル ール化、プログラム化 が必要であること、
物的設計 を支える工事費計画、施工計画、維持保全計画 の検討が基本設計プロセスで必要
なこと、全体 と部分の位置づけを明確 にしなければな らないこと、フィードバックの情報
と共に当該プ ロジェク トの先取 り的分析情報 が利用できる情報システムが必要な ことを指
摘した。
第皿編ではそれ らをふ まえて基本設計プ ロセスでの集合住宅プロジェクトの最適化方法
にっいて論述す る。墓本設計プロセスに限定する理由はすでに明 らかにしたが、簡単にま
とめると次のとお り。①プロジェク トの後続プ ロセスにおける不整合は基本設計プロセス
に起因することが多 い。②全体 の最適化に与える影響はこのプロセスが大 きく、端的には
大略はここで決す るといえる。③ にもかかわ らず基本設計 プロセスで工事農計画、施工計
画、維持保全計画の技術的検討が実施 されることはまれで、また情報 システムな ど物的設
計を支援する しくみ に欠ける。
まず第7章 では集合住宅プロジェク トの最適化方法 にっ いて総諭的に論述する。
第8章 では工事費計画の最適化のための工事費概算システムを開発 し、基本設計プロセ
スで設計者が各種 の建物形状、規模 の設計案 を作成す るのに対 して、 タイム リーに概算数
量が算出できるように し、経済性の面での設計支援 をはかる方法 を示 し、実証的に検討 し
ている。
第9章 、第10章 では基本設計プ ロセスでの概略施工計画 の最適化の問題 として工事、
工程計画の主要部分であ る揚重計画 をとりあげる。第9章 では超高層プロジェク トに代表
されるような建築物 としては1棟 であ りなが ら、その建築面積、高 さ等規模の大 きいもの
をとりあげる。第10章 では団地建設にみ られ るような、集合住宅 を多数同時に施工する





第7章 基本設計プ ロセスでの集合住宅プ ロジェク トの最適化方法
7.1は じめに
本章では集合住宅 プロジェク トの最適化方法について総論的に論述す る。
まず7.2節 では最適化 の方法論上のい くつかの間題 について論述す る。具体的には、
最適化方法の開発、多 目的な計画 問題の処理、分析 と総合化、内容論と方法論 、物的設計
支援の重要性 につ いて議論す る。7.3節 では本論文で いう基本設計プロセスの最適化方
法の具体的内容を明 らかにす る。まず初めに建築生産プロセスの各プ ロセスの具体的な作
業内容 を提示 し、それ ら各プ ロセスの整合的最適化 には情報を利用するシステムと情報を
っくり出すシステムが必要であることを指摘 し、その内容にっいて詳述する。次にこれ ら
二っのシステムに支 えられた基本設計プロセスの最適化方法 を明確 にし、第8章 以降で論




第1章 、第6章 で論述 したことの くり返 しになるので簡単 にまとめておく。最適化方法
の開発の程度 には三っの レベル がある。(図7.1)最 も低 いレベル(レ ベル1)は 現在
部分的な事象 にっいて主 として経験 と達観によって意思決定 されている過程 をとり出 しそ
の過程 を論理的 にし、望 む らくは合理的 に部分最適化 を達成する方法(現 状改良型)。 次
のレベル(レ ベル2)は レベル1よ り包括的な部分的事象にっいて現状改良型 の方法 をい
くつか統合 し、も しくは現状改良型の方法 と未だ論理的になっていない過程 とを統合 し、
最適化 を達成す る方法(改 善型)。 レベル3は 現状改良型、改善型の方法 を統合 し、も し
くは未だ論理的になっていない過程 をも包括 した全体 を最適化する方法(開 発型)・
論理的過程 にも三つの階層、論理化、ル ール化、プ ログラム化があ る・プログラム化は
性格上部分的、限定的 にな らざるを得ず、ルール化 はプ ログラム化を包摂 している・論理
化はルール化 を包摂 してお り、相対的に広範な部分 を対象 にす ることができる・簡単にい
えばプログラム化 された部分 とプ ログラム化された部分 を論理的 に結びっけるとルール化
















図7.1最 適 化 方法 の三 レベ ル
を諭理的に緒合す ると論理化 された部分 となる。








集合住宅プロジェク トは多 目的システムである。多 目的 とは複数個 の目的から構成され、
それ らの目的が異質な ことである。多 目的システムを多 目的計画問題 と して定式化すると
次のようになる。
いま代替案の集合 をX、 その 目的空間 の写像 をf:X→Zで 表す と、多 目的計画問題
(P1)はP個 の 目的関数f、(X),…,fp(X)と 許容解X∈R"の 制約集合X={
XIg(X)≦0}が 与え られ たとき、ベク トル 目的関数f(X)=(f、(X),…,fp
(X))Tを最小にす る問題である。("1)こ の種の問題は一気 に全体 を扱 うことができ
ないのが一般的である。多 目的システムには複数 の目的関敬、評価基準が存在す る嚇合 と
システム を構成す る部分 がそれぞれ個別の 目的関数 を有す る掲合 がある。前者 を多 目的性、
後者 を多階層性 とい う。
(1)多日的性
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一般の多 目的問題では複数の 目的 を同時に包括的 に満たす最適解は存在 しな
い場合が多
い。(ゆ2)従 って多 目的問題 に何 らかの評価法を持ち込み、最適化に近づける工夫が必
要である・この評価法は三つ・①評価関数 を加重和でスカラー化、②一番重要な 目的関数
をとりあげ・残余 を制約条件化・⑧非劣解(注1)の 概念を使ったベ ク トル評価関数の最
小化。通常は②の掲合・且つ経済性 を目的関数 とすることが多 い。付録1に 各評価法の定
式化 をしておく。
(2)多階層性
全体問題がい くつかの部分問題 から成 る、あるいは部分問題 に分割 して考えることがで

































図7.2副 次 的 問題 の解 決 の両立 の程 度(■9)
(注1)多 目的 計画 問題(P1)の 解ftは、f(X)≦f(ft)と な るよ うな他 の実行 可能解
k∈R"が 存在 しない とき、ftをパ レー ト最 適解 も し くは非 劣解 とい う。
ここにf(X)≦f(R)と は、fの あ る成 分f1に 関 してfi{X)≦fi(ft)が成 り立っ が、
すべて の成 分i(i=1,……,P)につ いてfi(x)=fi(ft)の成 立 を必 要 としない ことを示 す 。
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資源および資機材 のも とで、部分 目的の最適化 をめざす。全体 は各部分の成果物・資源、
費用 を要素 とす る全体の 目的関数 を最適化 し、各部分への資源配分 を決定す る。部分問題
相互は①相互補完的、②独立無関係、③ コン フリク ト、 トレー ドオ フ、の三つの性貿のい
ずれか を有する。ただし②の嚇合、全体問題 は単に通常の問題 にす ぎず、多階層 というほ
どの意味はない。この部分問題 の関係 を古賀唯夫はL.B.ア ーチャーの論 として次のよ
うに述べている。rL.B.ア ーチャーは2っ の副次的問題 の解決について両立の程度は
5つ あると述べて いる(図7.2)。 図 において相互に両立する解決 の範囲は影で示 され
てお り、おのおのの場合の最適な解 は円の中心の+記 号で表 される。最もよい状態は最適
な解決の合致す る5で あ り、 この状態が達せ られない場合 は解決 はAま たはBよ りも重要
と考えられる最適値に近い影 の範 囲で選 ばれなければな らない。」(*9)こ のような多
階層多 目的 システムの決定問題は大 きく二っに分 けられる。一つは部分の相互干渉のため
に下位 レベルの問題が多 目的計画 問題 となる場合、他の一っは上位 からのパ ラメータが付
与され、下位 レベルの問題 が部分 ごとに分離 し、部分最適化 をめざす鴇合で ある。集合住
宅プロジェク トの問題 に即 していえば、たとえば生産 プロセスの三段階つま り企画 ・設計
段階、施工段階、維持保全段階への予算配分問題 を考 えると、過去の経験等 から各段階へ
の予算配分割合 が付与 され、各段階はその枠内で相互 に独立的に最適化 をす るのが後者の
例であ り、通常行われている方法である。これを分権的資源配分問題 という。一方同じ例
でいえぱ、各段階への予算配分割合は付与 されるが、各段階相互 にも干渉 があ り、それ ら
が互いに協力 して全体の最適化 をめざす嚇合、これ を多 目的資源配分 といい、前者の例で
ある。
さて多 目的資源配分問題 を一般的 に定式化す ることは可能 であるが(付 録2)、 集合住
宅プロジェク トの工事喪計画、施工計画、維持保全計画の三っを部分システム とした現実
の多 目的決定問題が定式化 されるにはまだ相 当程度の距離 がある。相当程度の鹿離 とは次
の ことをいう。
イ.部 分システム自体がさらに多 目的で複雑 なシステム を構成 している。たとえば施工
計画だけをとり出 しても目的にはコス ト最小化、Manp。wer最小化、工期最小化 などがあ
る。施工計画の一っは輸送 ・揚重システムの検討があ り、それは さらにクレーン,リ フ
ト.エ レベータ等揚重手段への分割 とそれ らの最適化問題へと詳細化 される。二つは工
法検討 があ り、掘削か ら仕上 に至 る各種工事への分割 とそれ らの最適化問題へ と部分化
される。
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ロ・このような部分システム にせ よ・全体システムにせよその相互干渉は十分 には把握
されていない。 この多 くの事例は第1編 でみたとお りである。
ハ・従って相互干渉 をシスチム方程式の形で表現 した り、制約条件式 によって記述す こ
とが困難な状況がある・っま り数理計画法等 の手法 を使って全体の最適化 を一気 に達成
することは当面不可能である。
二・現実の集合住宅プ ロジェ ク トの決定問題で定式化できることは、局部的な決定の手
順であ り、そこに内在す る論理である。これ らと経験、達観とをうまく使った最適化方
法を考えざるを得ない。
このように考えて くる と多 目的資源配分問題 として集合住宅プ ロジェク トを定式化 し、
数理計画的に解 くことはいまの ところ不可能 に近 く、有利 とはな らない。この場合の有利
とはプロジェク トの最適解 に効率的 に近づけること、全体の枠組 をうまく把握で きること
である。従って現実的な最適化方法は主要な部分システムのモデル を構築 し、部分システ
ム間はインタラクティブ(対 話的)な 手段で決定者の経験、達観などをとり入れながら最
適解に接近す る方法であると考 えられる。 この点は次節で詳述する。
7.2.3分 析 と総合
最適化 には分析的過程 と総合化の過程がある。分析的過程 には二つの局面がある。一つ
は客観的、解析的 な局面、っま り定量的な性質 を有 し、限定的に数量化、定式化が比較的
容易な局面である。他の一っ は主観的、判断的 な局面、っ まり定性的で数量化が困難であ
った り、限定的なモデル化 によ り捨象された部分 を扱 う局面である。たとえば施エチーム
がA、B2っ ある。作業効率はAが いい(前 者の例)。 しかし他職 との円満 さ、協調関係
はBが いい(後 者の例)。 一般にエ学分野では前者 が強調 され ることが多 く、数学的な性
格の解明、解析手法の開発 に力点 がおかれている。しかし先 にみたように集合住宅プロジ
ェク トの最適化はいまの ところ数学的な性格の解明、解析手法の開発が十分でなく、また
多 目的な資源配分問題 を一気 に扱 うこともで きないため、後者の立場 が重要である。
いずれにせ よ分析結果 は総合化されねばならない。総合化の過程は調整機能 に特徴づけ
られる。多 目的性、多 階層性 をもつシステム を部分に分割 ・限定 し、それによって具体的、
個別的な問題 を扱 い得 るようにした場合 、各部分間の整合性 を保 ち、内部矛盾を解消させ
るべき調整機能 が必要である。これはまた全体 が部分の集合 としてだけでは表せない、部




集合住宅 プロジェク トの最適化方法は内容論的に合理 的で あることよ りむ しろ過程の合
理性 が求められる。簡単 にいえばr何 が決定された か』ではな く、rい かに決定されたか』
決定 に至 る過程 が重要である。その理由は二っ。一っは集合住宅 プロジェク トの各種の意
思決定の過程 は第1編 でみたように諭理化 が十分ではない。r何 が決定された か』は意思
決定者 の経験 と達観 に依存 してお り、決定者が異なれば異なったr何 』が決定 されること
になる。従ってr何 が決定 されたか』をいたず らに追求 しても経験主義 の枠組 を超えるこ
とはない。二つは対象 の複雑性、不確実性、定量化 の困難性 などによ り集合住宅プ ロジェ
ク トの最適化方法 には判断的局面 が多分 に存在することによる。
こうしたr過 程 の合理性』の追求は全体問題の判断的局面 において満足化原理 が働 くこ
とを予想 させ る。この滴足化原理 を瀬尾芙巳子は 「従来の解析的な意志決定は、限界分析
による極値化の手法 にもとついてお り、その結果 として選択 される意志決定 はそれ以外の
すべて の代替的な選択 よ りも優越 しているとい う最適性(。ptim岨)の基準に従ったもので
あった。このような最適性基準は、完全な知識による合理性(omniscientrationality)、
すなわち完全合理性(perfectrati。nality)を予想するものであって、意志決定 の内容
の絶対的な優越性 を要求す るもので ある。これに対 して、多 目的システムのように複雑な




による選択はできない。 また集合住宅プ ロジェク トの部分問題 では、その限 りにおいて最
適化原理で追求す べきことが多い。なぜ ならば部分問題 の全体 が仮 に完全情報下であって
も、個人的、あるいは局所的意思決定では経験、情報収集能力などに依存 して不完全情報
(注1)創 発(emergence)、創発的性賀(emergentproperties)("7)全実在には、
全体に対 してのみ意味があ りそれの部分 に対 しては意味 をもたないよ うな性質があ るとす
る原則(た とえばアンモニアの臭いのように)。 人 間活動システ ムの どのモデルも全体 と
して取 り扱 うときに初めて出現する性質 がある。この性貿は個 々の要素 の活動およびそれ
の構造か ら生ず るのではあるが、個々の活動 と構造 には還元で きない。
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になる可能性 が強 いか らで ある。諸基準 が明確で ない嚇合、経験だけに依存 した、似非
r満足化原理』によ り選択す ることが予想 され、 この危険を回避す るためには部分問題に
おいて最適性基準 による解 の探究 を意図しなければならない。
7.2.5物 的殴計支援
以上の考察から明 らかなように、 ここにいう集合住宅プロジェク トの最適化方法は一定
の入力があれば自己完結的に何 らかの定言、結論 を絶対的なものとして出力するものでは
ない。あくまでもプロジェク トの最適化 に向けて必要な情報 を提供 し、一方でその情報の
論理的根拠 が確保されてお り、意思決定者の判断 を支援す るものである。端的には物的設
計支援の計画システムの構築である。
いま施工計画 を例 に物的設計支援の重要性 をモデル的に考察する。(*10,11)
(1)施工計画 に代表される生産設計は1.2節 でみたように設計追随型である。しかし
物的設計が経済性、実行可能性の点で早期に検討されるならば設計解に至るステップは相
当程度減少 されるものと考 えられる。ここでは設計過程 をマル コフモデルとして とらえ、
生産設計の多寡 によって設計解に至 る推移 をモデル的に検討す る。
(2)前提(吸 収マルコ フ連鎖 図7.3)
'努獄 灘 裏 ○












図7.3設 計 過 程 の マ ル コ フモ デ ル
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と表 せ る。 た だ し
Q:r×r行 列r:一 時 的状 態 の数(r=3)
■:N-r次 元 の単位 行 列(一 次 元)
R=r×(N-r)行 列(3×1)
0:(N-r)×rの 零行 列(1×3)
いまM=(■-Q)`ユ(甚 本 行列)と すれ ば
pn-〔OMR
O■ 〕(・ 一 ・・)
吸収マル コフ連鎖の吸収 に至るうごき(図7.4)を 吸収確率MR、 平均訪問回数M、












なおM、R,M,Rは すべての要素1の 列ベ クトル・
(4)以上 をまとめると、①A:機 能設計で開始された設計行為は不充分な生産設計の暢
合で平均12.93ス テ ップ、充分な場合で8・75ス テップで設計解に至 る。②A,B,
Cへの訪問回数はP、,P3いずれの場合もA,Bは ほぼ等 しく、CはA,Bの 半数程度。
従ってAで 始まる設計行為はA,B・Cへ のバランスを変化させ ることに作用す るよ りも、
全体の回数 を低減させ る方向に働 く。③いずれにせ よ生産設計(物 的設計支援)の 重要性
は高い。
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7.3基 本設計プ ロセスでの集合住宅プロジェク トの最適化方法
前節で考察 したように集合住宅プロジェク トの最適化方法 をここでは基本設計プロセス
に限定 して論述する。またすでに明 らかではあるがプ ロジェク トの最適化 をコス ト最小化
に限定することを明確 にしておく。
7.3.1集 合住宅プ ロジェク トのプロセスフロー
一般的 な建築 プロジェク トのプロセスをやや細か くみたのが図7.5、 表7.1で ある。
ただし各プ ロセスの入、出力の情報の種類 と詳細の程度 において必要で且つ充分な条件の
社会的合意は成立 していない。提案的性格の強い図表である。("6,12,13,14)
このような多種多様の業務、 目的、プロセスを整合的に最適化す るには端的にいって、
情報 を利用す るシステムの整備 と情報 をつ くり出す システムの構築 の二つ を欠 くことがで
きない。
7.3.2情 報を利用す るシステム
建築生産プロセスの分断 と組織の分立は情報の円滑な交流 を阻害す る。従 って情報に流
通 のシステムを付与することが必要である。(図7.6)情 報 を利 用す るシステムは4っ
のサブシステム より構成 される。第一 は一般情報でいわゆるオ ープンデ ータの活用 システ
ム。第二は組織内、企業内情報の活用 システム。この二つは一般に フィードバ ック情報 と
いわれ、従来 よりその必要性が指摘されている。情報 を利用す るシステムの第三はプ ロジ
ェク トの川上側、たとえば企画 ・設計段階で後続プロセスであ る工事費計画、施工計画、
維持保全計画な どの概略を立案 し、その分析情報を利用す るシステムであ る。つま り当該
プロジェク トの先取 り情報 といえる。こうす ることによって部分問題 を総合化 し、全体 を
最適化す るために利用可能なものとなる。また企画 ・設計段階の計画 は概 略もしくは主要
な部分から順次詳細化され、いわゆる階層性 が存在す る。従 って前プロセスの計画 内容 を
プロセスの進行に伴って後続プロセスに伝達す るシステムが必要で、これが第四のシステ
ムである。
7.3.3情 報 をつ くり出すシステ ム
情報 をつ くり出すシステム とは前項 の情報 システムの第三、第四において分析情報 をつ
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表7.1 各 プ ロ セ ス の 作 業 内 容
プ σセ ス 部分ブoセ ス 作策の目的及び決定耶項 業 務 の 内 容 施工計 画 工事施工の概要
。主要工事の施工方針の立案 ・全体の概略施工計画の検討




・鰹築主のニーズの具体化を支授 ・与条件を具体的な設計条件に変換 工事実施計画 ・現翼の工耶施工のための工耶計画を作成 ・詳細喉工程叶画の作成
可能性の検討 ・プ0ジ ニク トの機能的,技術的,経 済的 ・使用者の要求耶項,敷地茶件,計 画, の作成
・その裏付けとぼるスケンユー1,ング
砿実行可能性を検討 設計,コ ス トなどについて調査研究 ・資源調漣計画の作成
・それらの評価及び提案のまとめ ・与条件を具体的な設計条件に転換
施 工 工事岡報の ・明確猷実施施工計画,工 事叶画を作成 し, ・避問工程畏の作成
・建築主がプロジェク ト実施の璽様を決定
収集 ・分析 菅理資料とする ・資源配分計画
基本 設計 基 本 叶 画 ・征本計画及び関迎祀告に関する建築主の ・企画内容を具体化 ・青理資料の作成
公式の承惚を得るため,配 置計画,綬 計, ・投計条件を具体的砿投計作業に結びっ 施 工 ・的脚 こ工事を異施 ・明確q実 施指示
構法の概賂を決定 ける 実 績 値 築 計 ・出来形,出来高,品 質等作業実組の婁計 ・作業桔果の実繍値梁計,把握
・決定に必要な使用者の要求事項,技 術 ・ 施工菅理 計画 ・実績の ・確実な施工のために品質,工 程,安 全, ・進捗慶,工程暫理
問題,計 画,設 計,維 持保全,コ ス ト 比校 ・分折 原価等の緒側面の計画と実緬のずれ,原 ・品質管理
などにっいて引続き澗査研究 因等を分折 ・安全管理
基 本 世 計 ・企画を完成 し,平面計画,構 法,工 法賦 ・企画の最終的 な詰め ・原価百理
どを内容とする計画案を決定 ・大筋の意匠的な設計を完成 計画の見直 し ・分折結果をふまえて計画の再検討,更新 ・計画内容の再検討,更新
・技術的,時間的な実現の可能性を確紐 ・技術的には予備的設計 . 喉どによ り,工事施工の瞳冥性と状況へ ・憐報のフィー ドバ ックと更新
・概略の維持保全計画を策定 ・設計内容実現のための生産設計 の対応に努力
・これらすべての承詔を得る ・維持保全計画の検討
竣工 ・ 竣 工 検 査 ・工事結果の判定 ・社内険査




引 波 し ・建築主,使 用者に対 して姪築物の引渡し, ・処築物引渡 し吝頑の歴備
実施 設計 辞 細 設 計 。設叶,仕 様,一 般構造,コ ス トに関する ・迎築物の各部分,構成材の設計の完成 取扱いの説明 ・取振い脱明密題の竪傭
すべての問題の最終決足 ・当咳設計のコストチェ7ク 。維持保全の考え方,や り方説明 ・維持保全計画(案)の 検討
・概略の施工計画の確立 ・工期,コ ス トの轟付 けと塗る概暗の施 維持保 全 維持保全恨組 ・各種の惰報源より利用可能電憐組を入手,・企画,設 計段階での維時保全計画の憐
・維持保全計画の確立 工計画の検討 の収粟 壁理 穣収集
・各部分,構成材の維持保全戦略の検討 ・施工段階ての維持保全嫡報の収渠
・その他一般の情轍収築
施 工 文 晋 ・施工用文書を作成 ・設計図,工 耶工程表,仕 様宙などの最 実施維持保全 ・維持保全計画を策定し,使用期間中に生 ・予防保全,事後保全等の維持保全戦略
・作業実施のための最終的且っ詳細献意思 終的な施工用文書の検討 計画の立案 ずる故障,劣化等に対して漕宜修繕,取 を検討
決定 ・それ らの裏付けと心った施工計画,維 替等の意思決定を行う資料とする ・全体の碓持保全計画を策定
持保全計画電どの楕理 保 全 の 実 施 ・推持保全計画に基 ついた修繕 ,取替等の ・惟待保全計画の実施と菅理
数 量 密 ・入札に付すためのすべ ての切報を驚理, ・数皿書及び入札書類の作成 実施と計画の見直し ・維持保全計画の見直し検討
準備を完了 ・緊急性のある修繕,例外耶項等の臨機
入 札 ・入札に関する建渠主の承認 ・入札募無文書発行 応変の処置
・入札書領を発行 し,質疑を処理 ・開札,落 札者の決定 廃 棄 ・維持保全計画,耐 用計画に従って,建 築 ・計画に基づく取螢,廃 梁の検討,【輿備,
・落札者の決定
物の邪分,構成材の廃棄計画と実施 実施
施工 計画 施工憐組の ・施工計画作成のための必要な惰報の収築 ・契約欝頬の チェフク ・建築物全体の使用計画の再検討 ・例外的取替,廃 棄の処置
収築 ・分折 ・分折 。工事内容の調査 ・検討 ・維持保全計画の再検討





っくり方の最適化(施 工計画)・ 保全の最適化(維 持保全計画)の 三 システムを指す。従
来設計図書の確定後、あるいは工事の完 了後、主 として経験 と達観によって立案されてい
た施工計画、維持保全計画 を墓本設計プロセスで論理的に(第1章 でいう現状改良型 をめ












↓ 基 本 設 計
OUTPUT2
INPUT3↑









↓ 施 工 管 理
↑
↓ 竣 工 ・引 渡 し
←
→
当該 プ ロジ ェク トの情 報
」




















図7.6集 合 住 宅 プ ロジ ェ ク トの プ ロセ ス と情報 システ ム
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(1)基本設計プロセスでの検討内容 ・出力
企画、基本設計、実施設計の各 プロセスにおいて 利用できる情報 → 決定 される内容
→[亜]に 姻 ・たのが表 ・・3である・同表腱 設省建築設計工事監蝶 務報醐
査委員会 によってまとめられた内容(815)に プ ロジェ ク トの最適化のためには欠 くこ
とができない内容 を付加 したものである。
(2)工事費計画 、施工計画、維持保全計画の内容 と出力













つは各 プロセスでは三つの部分システムが相互 に関連 し合 ってい ることである。長期的に
みれば この部分システム間の関係式(シ ステム方程式)が 定式化 されることが必要であ り、
そのことによってプロジェク トの最適化 を多 目的計画問題 として扱 うことが可能 となる。
(3)解析的局面、合理性の追求
各部分システムは7.2.3項 で いう解析的局面であ り、過程の合理性 を追求すべき局
面である。合理性 とは過程 が論理的であること、そ して評価基準 が明確で主観 が入 らない
ことである。さらにプ ロジェ ク トの最適化 をコス ト最小化 に限定 した場合、各部分システ
ムは全体 システム から一定 の制約 を受けながら、部分システム内のコス ト最小化 をはかる
問題 と考 えることがで きる。従って一定 の制約(シ ステム方程式)が 定式化できない現状
ではこの機能 を意思決定者 が対話的 にはたす ことにな る。いずれ にせよ部分 システム内で
は与え られた条件下で コス ト最小化 をはかればよい。
プ ロ セス 工事費計画P目 施 工 計 画Pi2 維持保全計画Pi3
類似物件 データなど 構 造,構 法 、 工 法, 使用年数等耐用計画
統計データによる延 施工程度等の構想 構想
企 画 面積当り単価の算出 構想に基づ く概略の 維持保全水準,戦 略
Pり 工事別に算出 工期設定 の構想
概算数量算出による 概略の施工計画 主要部位,部 分の物
工事費概算(幅体構 主要工事の工法,実現 理的耐用年数の設定
造断面は内生,外 部 可能性の検討 信頼性/保全性の配
入力いずれ も可能) 主要部位,部 分の施 分計画
基 本 設 計
部位,部 分別数量算
出
工 程 度 の検 討




持 った概算 より工期 ・工程計画 主要部分の保全,修
維持保全計画を加味 の概略を設定 繕戦略の決定




実 施 設 計 実施設計完了後本見 き実施施工計画 保全性設計の確認





表7.3企 画 ・設 計段 階で の検 討 内 容 ・入出力



















〔二覇隔究盈 亟亘=コ[一 、 目 的ll業 務 内 客1 1成 果 ・ 図 書 等1
敷地遇定のための■査研究 設計対象となる建築物に適応 敷地適応条件に関わる調査研究 観査研究報告書・企画 する敷地を遇定するために必 法的条件に閤わる調査研究 概略計画書画 要な爾査研究あるいは対象敷(地 域 ・地区指定)
地の立地可能性を撮るための 自然的顔境条件に関わる劇査研








建築計画諸源確定のための 設計対象となる建築物の用途、 法的条件に関わる隅査研究 溺査研究報告書














工事費予算確定のための調 設計対象となる建築物が要す 概略設計による工事費概算 経営的条件の検討)




そ の 他 環境アセスメン ト 概略計画図書
そ の 他
◇OUTPUT1 ◇OUTPUT2
◇INPUT2 1条 件設定 目 比 較 検 討11繕 合1 仕搬概要義基 仕上表
依頼主与条件 股計条件の設定 性能面からの機能的検討 機能配匿計i 面積表、求積図
本 滉地劇査資科 要求性能の確定 設計理念上あるいは意匠 空間構成計画 敷地案内図
類似事例,査資料 法的、その他制 上の検討 工事費配分計画 配匿図
設 関連法規,査資料 約条件の整理 計画実現のための工事費 動線計西 平面図(各阿)
関係官庁打合せ資料 工事予算の設定 検討、配分計西 防災計画 断面図
喬十 各種打合せ資料 設計方針の設定 計画実現のための施工性 施般配璽計画 立面図(各阿)
重要資機材の使用可能性 設計理念の確立 の検討、施工計西の検討 平面計面 矩計図(主藝部詳細》
維持保全データ 仕搬程度の設定 仕様、使用材料、構造方 噺面計百 計酉脱明書
式、設儒方式等の総合的 立面計画 工事費縦算書
検討 各担当総合贋整 施工計画(工 期、概賂工程)
維持保全計面の策定 維持保全酎画(絡繕戦略)
◇OUTPUT2 ◇OUTPUT3





































以上論述 した ことをまとめると次のとお り。
基本設計プロセスでの最適化方法 とはプロジェク トの最適化 をコス ト最小化 とし、物的
INPUT1
工事費計画


















企 画 ・設 計 段 階 の ト ー タ ル シ ス テ ム フ ロ ー
基 本 設 計 プ ロ セ ス の 最 適 化








図7.7企 画 ・設 計 段 階 の最 適 化
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設計 を支援する工事費概算(工 事費計画)・ つ くり方の最適化(施 工計画)、 保全の最適
化(維 持保全計画)の 三つをと り出 し・残余の 目的は制約条件化す る。こうして設計者も
しくは設計チーム が物的設計 を確定 してい く過程で実行可能性 と経済性の点で支援できる
システムのことをい う。図7.7は この概念 を示 したものである。
(1)工事蟄計画の最適化
基本設計プ ロセスで設計者 は各種 の建物形状、規模、構造形式の設計案を作成 し、比較
検討 しなければならない。代替案の比較検討は意 匠的、機能的な評価もさることながら、
経済性の点での評価 を欠 くことができない。設計者が行 う経済性評価 を支援す るために、




的な施工方法、工期 を検討 し、概略の施工計画 を立案す るシステムである。本論文では施
工計画の主要な計画の一つである揚重工事計画 をとりあげる。基本設計プロセスで建物形
状、階数、棟数、揚重負荷の概略が明 らかになった段階で、実現可能 な概略の工事計画 を
論理的、網羅的に立案 し、その中で経済的に最適な工期、揚重工事計画 を算出するシステ
ムを開発、提案す る。以下第9、10章 で論述す る。
(3)維持保全計画の最適化
本システムの 目的は基本設計プ ロセスで建物 の主要な部分の設計、仕様 について、 ライ
フサイクルコス トの観点で最適なものが選択できることで ある。そのため設計、仕様 を決
定する際に、建物 の管理水準 、使用期間、耐用年数、修繕方法と時期等の違いによって概




程度 に明確 にはなっていない。またプロジェク トの最適化 の目的は本来コス トの最小化に
限定できない。従 って三計画 システムは設計者 が個別にインタラクティブに利用 し、残余
の計画要素、 目的 の考慮は統合の過程で経験 と達観によって行うこととす る・
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7.4ま とめ
本章では集合住宅 プロジェク トの最適化方法 の方法論上 の問題 と最適化の枠組 について
論述 した。以下 に知見 をあげる。
(1)最適化方法の開発には現状改良型、改善型、開発型の三つがあるが、当面は現状改
良型の方法に取 り組む ことの妥当性 が明 らかとなった。
(2)集舎住宅プロジェク トは多 目的システムであ り、 そこには多 目的性 と多階層性の二
つの特徴 がある。その一般的な定式化 は可能 であるが、現実のプロジェ ク トの定式化には
未だに無理がある。なぜ ならば部分システム相互、全体システムと部分システム間の相互
連関性が十分 には把握 されてお らず、システム方程式、制約条件式 を書 くことができない
ためである。
(3)一般的には多 目的な問題の複数 の 目的 を同時に包括的に満 たす最適解は存在 しない。
多 目的な問題 は最も重要なものを単一 目的 とし、残余 は制約条件化 して最適化す るのが通
常であ り、本論文もこの立揚 をとる。
(4)集合住宅プ ロジェク トの最適化方法は内容論的に合理的であることよ りもむしろ過
程の合理性 が求め られ る。r何 が決定 されたか」 が重要ではな くrい かに決定されたか」
が重要であ る。
(5)具体的に最適化方法 を検討す る場合、建築生産 プロセスの全体 にっいてその業務内
容 を明確にすることが前提 となる。ところが一般的に業務内容 に関す る合意は存在 してい
ない。そ こに留意 して業務 内容につ いて新 しく整理 しなおした。
(6)最適化はプロジェク トの枠組 が固ま りつっあ る段階 から追求 されるべ きで、またそ




(8)情報 を利用す るシステムには①オープ ンデータの活用システム、②組織内、企業内
情報 の活用システム、③先取 り ・分析情報の利用システム、④階層的情報伝達システムの
四つ がある。
(9)情報 をつ くり出すシステム として本論文では工事費計画、施工計画 、維持保全計画
の三つ をと り出し、その内容 を詳細 に検討 した。その結果 それ らの相互関係 と、企画から
基本設計、実施設計へ とプロセスが進行す るにっれ、内容 が詳細化 され る階層的構造 を有
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することを明 らかにした。
(10)プロジェク トの最適化 をコス ト最小化 に限定 した場合、全体の最適化 は一定の制
約条件下での部分システムの コス ト最小化問題 におきかえることができる。
(11)各部分システムで最小化 されたものの総合化はインタラクティブな手段で意思決
定者の経験 と達観を利 用 して行 う。
以上の知見 をもとに基本設計プ ロセスでの最適化方法 を概念図で示 したのが図7.7で
ある・これで集合住宅プロジェク トの最適化 のための全体の枠組は論述されたもの として、
第8章 以降では各部分 システム、す なわち工事費計画、施工計画、維持保全計画 をコス ト
最小化問題 として定式化 し、その解法について論述す ることにす る。
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ここでw={w,1Wi≧O}⊆RPは 重 み係数ベ クトルである。
この重み係数は各fi間の相対的な重要度 を表 してお り、ア ・プリオリに一意的 に付与
されるものとするのがこの手法の特徴である。従って最適解は重み係数の決め方に依存 し、
その点に問題点は集約 され る。
②単一 目的関数 にし、残余の 目的関敵は制約条件化(ε 一制約法)
この方法は 目的関数に優先す るものがある嚇合 に有効なものである。っまり目的関数f
tt…,fpの 中から、ある任意 のfk(優 先される 目的関数)の みを目的関数 として
残 し、ほかのものを制約式 に置き換えるものである。多 目的計画問題(P1)を ε一制約











なる。従って最適解はεの決め方に依存 し、 その点に問題点は集約され る・
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③ベク トル評価関数の最小化
多 目的計画問題(P1)は 最終的には単一 目的 の最適化問題に変形 して最適化 しなけれ
ばな らないが、その過程は二つに分割できる。一っはパ レー ト最適解 俳 劣解)の 集合を
導 出する過程、二っはその うちから最適解を求める過程 。通常前者 を多 目的計画問題、後
者 を多 目的決定問題 という。
パ レ_ト 最適解の集合 を導出す る過程には二つの段階がある・まず最初は多 目的計画問

















次に問題(P4)に 対 してスカラー最適化問題 を解 き、パ レー ト最適解の集合 を求める
段階である。 これはたとえば上記イ.の 加重和最小化手法の嚇合、重みづけ係数 剛を変化
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させることによってパ レー ト最適解の集合 を求めることができる。
このようにして求め られたパ レー ト最適解 の集合から特定の解(選 好解)を 導 き出す過
程が多 目的決定 問題である・ このためにはf(X)以外の評価基準 を設定 しなければならな
い。rパレー ト域 の中か ら選好解 を探索す るということは、目的関数空間 においてパ レー
ト最適である点 のなかか ら・もっともよ く意思決定者(DM)の 選好に応ず る点 を見出す







ここにftは下位問題(P5`)の 非劣解、Gは 上位 の制約式、Φは超 目的関数。
さて選好解へ の接近 は二 とお りあ り、一っは加重和最小化手法のようなΦの中の重み係
数を固定す る方法、二っはΦの局所的情報 を基 に、対話的に遺好解へ収束させる方法であ
る。
前者 にはパ レー ト最適解 を導出す る際にあげた4っ の手法 がある。これらはいずれも重
み係数 馴もしくは制約条件式の値εを外的 に与え るもので、つまりは選好解 を求めること
はある特定の値 卿、εを選択す ることに帰着す る。さらに①.② で述べた手法はパ レート
域の導出を経ず.一 気 に特定の値卿、 εを付与す ることにより、 目的関敬 をスカラー化 し
たものであり、③ベク トル評価関数の最小化問題の特殊なケースと解される。





(注1)一 般 に Φはf∈RPの 関 数 とは限 らな いが、 こ こで は Φはfの 関 数 と して い る。
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付 録2
「下位 レベル はN個 の部 分 シ ステ ム か らな り、 部分 シス テ ムnは そ れぞ れ 決定 変 数X",
目的関 数f",制 約 条件9n≦0を も ち、 中央 か らパ ラ メー タa"が 与 え られ た も とでfnを
最小 にす る よ うなX"を 求 め たい 。 とこ ろが部 分 シ ステ ム間 には相 互 干渉 があ り、fnもg
nもx"の み の関数 で は な く、x≡(x、T,…,XNT)Tの 関数 に なっ て い る。 した が
って 下 位 レベ ル は、異 な る 目的 と相 互 干渉 をもつ 部 分 シ ステ ム の集 合 で あ り、 与 え られ た
パ ラ メ ータ のも とで部 分 シ ステ ム が互 い に協 力 してx≡(x、 τ,…,XNT)Tに 関 す る
ベ ク トル 目的 関数f=(f、,…,fN)Tの 最 小化 を行 う。 そ の結 果 、{a"}に 依 存 し
たXの 最良 ペ ク トルす なわ ち非 劣解(Pareto最適 解)の 集 合 を生 成 す る。 こ の とき、 中央
シ ステ ム は超 目的 関数(選 好 目的関 数)Φ に基 づ き、下 位 問題 の最 適 なパ ラ メー タaO=(
a、OT,…,aNOT)Tの 値 と、 同時 に このaOに 対応 す る下位 問 題 の非 劣 解 集合 の中 か








ここでX=(X■ τ,…,XNT)T,a=(a■T,・ 。 ・,aNT)T,
ft(a):パ ラ メ トリ ック非劣 解
問題(P6)に お いて Φ がf(x}とaの 関数 、Gを 利 用 可 能 な総 資 源量bの 制約 式 と して











XIi:部分 シス テ ムnの 生 産 レベ ル































で精度の高い概算工事費 が算出 されねばな らない。J.S。derberg(*1)によれば基本設計




こで本章では誤差論 を援用 しっっ、基本設計 プロセスでの概算法 を開発、提案す る。まず
以下の各節の概要 にふれ た後、本節では誤差、精度の用語 を整理 してお く。8.2節 では
設計プロセスと概算の関係 をフロー図で示 し、既存の概算法を整理す る。次に本諭文 にお
ける躯体数量概算 の方法 を略述するが、本概算法を躯体数量概算に限定 した理由、型枠 ・
鉄筋 ・鉄骨量 をコンクリー ト量 を介 して概算することの妥当性にふれる。8.3節 で躯体
数量概算モデル の開発 を行なう。まず躯体数量概算における誤差 の問題 を扱 う。部分分割
と誤差率の関係 を誤差伝播の法則か ら論述 し、全体誤差率 と部分誤差率の相互関係を重率
が異なる観測値の組合せ問題 と して考察す る。次に重 回帰分析による概算モデル を構築す
る。分析 には段階的手法 を使 う。ここで概算モデルの算出結果の誤差率の判定(重 回帰式
の妥当性の検討)基 準 を明確 にし、分析結果 を示す。8.4節 でモデルの適用範囲と適用
例 を示す。全体 としては単 回帰モデルよ りも精度はよ くなるが、必ず しも 目標誤差率(本
論文では7%)を すべてが満足す るには至っていない。従 って改善の余地があ り、二つの
方法 を提案す る。一つは誤差の大 きい部分 を細分化 し、重 回帰モデル を詳細化す る方法で
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8.5節 で扱 う。二つは建築物のグル ーピングをクラスター分析 を利用 して行 うことにょ
り、類似 の建築物 を論理的に分類す る方法で8.6節 で扱 う。各節で改善 され た概算モデ
ルの適用例 を示 し、 その考察 を行 う。8.7節 は本章のまとめである。
ここで誤差、誤差率、精度の用語 を整理 しておくことで以後 の議論の混乱 を避けたい。
JISZ8101品貿管理用語、ならびにJエSZ8103計測用語(*2)に よる定義 を採用す る。
誤 差:測 定値 から真 の値 を引いた値。
誤差 の真の値 に対す る比 を誤差率 とい う。
残 差:測 定値 からその期待値の推定値 を引いた差。
精 度:計 測器の表す値又 は測定結果の正確さと精密さを含めた総合的な良さ。
正確さ:か たよりの小 さい程度 。
精密 さ:ば らっきの小さい程度 。
但 し、真 の値は求めることがで きないので観測誤差 を論ず るときは観測値 の平均 を、概算
法を論ず るときは実際の数量積算値 を真 の値 とみなす 。
8.2企 画 ・設計段階での概算法
8.2.1概 算法の各種
概算法は大別 して次の4つ の要素の組合せ による。①概算時期、②数量、工事費、いず
れ か。③工事の範 囲、さらに直接工事 の中では概算 区分、対象の とりあげ方(*3) 、④
適用す る手法(図8.2)。





翻 ・騰 ・鷺 碗
注)③'概 算 区 分 で は 対 象 の と りあ げ方 に よ っ て
下 請 別,部 分 別,空 間 別,装 置 別,工 事 別 の方 法
にわ け られ る。(■3)
ア ンダ ーライ ンは本概 算法 の中心 を示す 。
図8.2概 算 法 の 種 類
ところで多変量解析手法 を使 った概算法はい くっか開発 されてお り、西沢(*4)、 小
泉(*5)ら の研究 がある。いずれも重 回帰分析 を使 ったものである。小泉のそれは数量
概算で一般的な手順であるF検 定 によ り有意性の検討 は実施 されているが、 目標 とす る誤
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差率は明碓でなく重 回帰モデル を作成 した段階に止 まっている。西沢の概算法は工事費を
直接算出す るものである・ 「概案設計段階」(一 般 にいう企画 と解 される)で 全体工事費




とする。但 しn:サ ンプル数 、y=従 属変数の値の平均値
残差は回帰推定値 と実績値 との差 であるから、(1)式 のバ ラツキ度は個別プロジェク
トの誤差を問題 とす るのではな く、事業体の全プ ロジェク トでの誤差 を問題とす る。端的















の躯体数量 に限定 して概算法の方法論 を
展開す る。躯体数量に限定す る理 由は後
述する。当該事業主体 における設計プ ロ




























図8。3設 計 プ ロセ ス と概 算
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8.2.2本 研究での概算法
本概算法の目的は端的にはr躯 体 コンク リー ト量でもって他 の躯体数量 を推定する」こ
とにある。 この目的 には二つの限定 がある。一っは概算 の範囲 を躯体数量 に限定・他の一
っは型枠、鉄筋、鉄骨の諸量 を直接概算す るのではな く、躯体 コンク リー ト量 を算出 した
後 にそれ を使って推定するという手法の限定。
躯体数量に限定 した理由は下記 のとお り。
(1)基本設計 プロセスでの概算工事費は次のプロセスでの 目標工事費になる可能性が強
く、 その場合誤差率は0に 近づ くようにみえる。誤差率 の定義 と操作性の問題である。
(2)仕上、設備工事 にはいくつかのグ レードがある。グ レー ドを一体化す るにせ よ分割
するにせ よその推計 には相 当程度 の誤差 が生ず る。また仕上工事 は数量 を概算 し、単価を
掛けて工事費を算出す るっみあげ方式よ りもむ しろ当該工事費 を全体工事費 から割 り付け
る方式 がなじむ 。経験豊富な工事程そ うである。端的にいえば躯体 を除けば残余 は工事費
割 りっけ方式で決定で きる。
(3)物価変動、技術変化 に影響 されることが工事費 に比べ少 ない。躯体工事に限っても
た とえばコンク リー ト打設がコンク リー トタワー}ヒよるか、ポ ンプ車か。あるいは鉄笛は
先組み、現場組みいずれ か。な ど工事費では大 きく異なるが躯体数量ではその差は少ない。
(4)データの入手性 がよい。統計的処理 を行 う場合一定程度 の量のデータが必要である
が、工事費の場合地域、年度の差 があるために入手できるデータは極端 に少ない。地域、
年度 の補正 を行 なったとす ればそ こに誤差 が入る可能性 が強い。躯体数量 の場合 これ らの
問題はな く、新耐震等構造計算基準 が改正 された場合のみ注意 を要する。
一方、躯体コンクリー ト量 を算 出した後 に型枠、鉄筋 、鉄骨量 を推計す る理由は次のと
お り。
(1)躯体 コンク リー ト量は型枠、鉄筋、鉄骨量 に比べ推計が容易である。
(2)躯体 コンク リー ト量 と型枠、鉄筋、鉄骨量 には高 い相関関係 があるため、躯体 コン
クリー ト量 から型枠、鉄筋量等 を推計することが可能である。(*7)
本概算法(概 算1)の 概要 を以下 に摘記する。
〈手順1>
(注1)図8.3に よれば、本研究 の概算1モ デル は企画 プランニングのプロセスに位置
づけ られて いるが、情報の量と質において一般的には基本設計プ ロセス とした方 がな じむ
ため、 ここでは基本設計プ ロセス とした。
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建物規模、建物形状 を表すデ ータ(V、～Vm)を 入力す る。入力は対話型、主 としてコ
ード番号による。
〈手順2>
コンク リー ト量 を概算す る。概算1で は断面決定が未だな されておらず、入力ができな
い腸合 が多 い。そのため フレームの応力を概算 し、柱、梁断面 を内生 させる。コンク リ




鉄筋、鉄骨量を概算す る。 この場合 に
あらかじめコンクリー ト量 と型枠、鉄
筋、鉄骨の各量 の重回帰分析 を行なっ
て、最良回帰式 を求めてお く。(最 良
回帰式は段階的手法によ り求めた。本
研究は主 として この部分 を中心課題 と






算出する。但 し本論文でばこの部分は 図8.4躯 体 数 量 概 算 法
含まれていない。







デ ー タ入 力 デ ー タ入 力
〈 概算1 (概 算2>
　
1




使 って型 枠 、鉄 脇 、
鉄 骨 量 を擬 算 d
型枠、鉄筋、
鉄骨量算出












構 造 種 別 、 戸 数 、 ス パ ン数 、 階 数 、
ス パ ン 長 、 延 床 面 積
建物形状データ
柱 、 梁 、 床 、 壁 、 廊 下 、 バ ル コ ニ ー 、









以上の手順 をフローチャー トで示す。(図8.4)な お同図には概算2の フローも参考の
ため同時に記入 した。概算2は 基本設計プロセスの最終段階で一定程度断面寸法、壁開口
等 が決定 された時点で行なうもので ある。その手順は概算1に 準 じたもので ある。入力情
報は表8.1の とお り。
8.3多 変 量解 析 によ る概 算 モデ ル の開 発
8.3.1躯 体 数 量概 算 と誤差
(1)部 分 分 割 と誤差
躯 体 数量 を概 算 す る場 合 、 どの 程度 細 か く分割 す れ ば よ い かは 当該 部 分 に許 され る誤差
と全体 誤差 との関 係如 何 で あ る。
観測 値 の函数 に対す る誤差 伝 播 関係 に よれ ば(*8)、
Z、,Z。,・ ・ ・…ZM:直 接 観測
F=f(Z、,Z。,…ZM)=求 める量
とすれ ば 、Ziの 観 測 に δZiな る誤 差 があ る とき、Fに 波 及す る誤 差 δFは
bf～)flうf
δF=δZ■ 十一 δZz十 … … 十 ・δZ潤
うZ■ ～)ZzbZn









さて 、躯 体数 量概 算 の場 合 には各 部分 の数量 をZ、,Z、,…Zttと す れ ば 、求 め る数量
Fは 、
F=a■Z■ 十azZ2十 ・・… 十anZn



















(6)式 を(5)式 に代 入 して 整理 す ると
TZ=C■2t■2十Czzt22十・・… 十CnZt"2(7)
を得 る。
























図8.5部 分 分 割 と誤 差 率 の 関 係
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仮 に 各 部 分 に 同 じ 誤 差 率t。 が 許 さ れ る と す る と
T・=C、 ・t。・+C。 ・t。2+…+C,2t。2=(C、2+C・2+…+C・2)t・2
∴to=T/C■2十C22十 … 十CMZ
っま り全体誤差率Tが 一定で各部分 の誤差率 が等 しい場合には、細分化すればす るほど
各部分 に許される誤差率は大き くな る。逆 に同 じ誤差率な らば細分化 した方 が全体の誤差
率はよ くなる。(図8.5)
(2)全体誤差 と部分誤差
各部分で算 出される躯体数量は個別にはさほど重要ではな く、 それ らが累積され、全体
数量 として どの程度 の誤差 になるかが問題 となる。つま り全体で の誤差率 を一定程度許容
した場合 に各部分で許 される誤差率 がどの程度 かを決定 しなけれ ばな らない。
一瀬(*8)は 重率(ueight)が異なる観測値の組合せ を次のように考え る。
「すなわちある観測 が基準 とする他のある観測 のp回 分の平均値 に相当す る価値 があると
みるとき、そのpを その観測 または観測値の重率 と呼ぶ 。基準 と した観測は重率 が1で あ
るわけである。
重率 がそれぞれp、,p、,… ・・.Pnなる各観測値 をZ、,Z2,・… ・.ZMとするとき、
重率1な る基準観測に引 き直して考えれば全観測回数はΣPiに当た り、各PiZlはそれ
ぞれ重率1な る観測値のPユ回分の和 に当たるか ら、全部の算術平均値









従 って 重率 がPiで あ る観測 の 二乗 平 均 誤差Siは
N
ΣPk(δZk)2
Si=k=1 =s/〉 犠 一(8)
P孟N
と な る 。
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同様 に して 基 準観 測 の誤 差 率 をtと す れ ば・重 率Piの あ る観測 の 誤差率tiは 、
・・=・/>r・(9)
で表 され る。躯 体数 量 概算 の嚇合 、構 成比Ciの 大 きい部 分 が全体 に及 ぼす 影響 が大 きい。
っ ま り価 値 が高 い と考 え ・ その重 率 は 構成 比 の割 合 で表 され る とす る。 た とえば構 成比
CiのCkに 対 す る重 率 はCi/Ck。
ここにCk=min{Ci}=1/β とす る と
i
P三=C五/Ck=βC五(10)






















しかしa.の 目的変数の変動 をよ く説明で きるものが概算の分野 ではそれほど明 らか
にされているとはいえず、今後 の検討のためも含めて今 回は24の 説明変敷 をとりあ
げた。



































部分 下部躯体 上 部 躯 体
基礎 地中梁 柱 梁 壁 床 片持床ス リーブその他 計
補強
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 一 ○ ○
コ ン ク リート
(10。6)(7;2)(10.2)( 2.9)(14.3)(23.4)(10.1) (1.3)(100)
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 一 ○ ○
型 枠
(2.0)(5.5)(7.0)(19.0)(32.0)(23.8)(9.2) (1.5)(100)
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
鉄 筋
(2.8)(7.2)(9.9)(27.1)( 5.9)(20.3)(11.3)(2.5)(3.0)(100)




部分 分割(SRC標 準型 の例)
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表8.2説 明 変 数 リ ス ト
X■ 本体面積 建物本体 の延床面積(外部階段も含む)よ り
バルコニー面積を減 らした面積。
X2 階数 その棟の最高階数。
X3 1Fス パ ン数 スパ ン数 と は 、 住 戸 の 数+エ ン トラ ン スホ ー ル
+管 理 人 室+電 気 室 、 集 会 室 、 ポ ン プ室(別 棟
は 除 く)で あ る 。
X4 総スパン数
X5 EXP.数 エ ク スパ ン シ ョ ン の 数 。
X6 基準階柱本数 EVシ ャ フ ト廻 り等 の ポ ス ト柱 は 除 く。










上 記 係 数 の 合 計 で 表 す 。









Xzz ト ー タ ル 〃
X2ヨ 柱+梁 〃
X24 梁+地中梁"
表8.3サ ン プ ル の 分 類 と適 用 範 囲一
















(件) 12 10 42 25
(標準型 とは2本 柱開放廊下型で且つ平面形状に














鉄 骨量Y、 と全 説明
変数 との単相関マ トリ
ックス(表8.4)を















表8.4単 相 関 マ ト リ ッ ク ス
Ys・・テ ッコ ツ リョ ウ
XI…ホ ンタイ メ ンセ キX5…Exp.ス ウ
X2・・カ イス ウ 為 … ヘ イキ ンカ イス ウ
XE5… コン クリー トリ3ウ(ハ シラ)
X23… コンク リー トリ3ウ(ハ シラ+バ リ)
1 2 5 8 15 23 Ys
1 1,000
2 0,579 1,000
5 0806 0,238 1,000
8 0,588 0,980 0,245 1,000
15 0988 0,612 0,798 0,620 1,000
23 0,997 0,585 O,816 0,593 0,996 1,000
Y3 0,990 O,627 O,82弓 0,630 0,992 0,995 1,000
表8.5段 階 的 手 法 の 手 順
説明変数 偏回帰係数 標準偏回帰係数 t値 F値 検定 R
重川頁1 X四 0.1993 0.9949 62,062 O
bo 一 〇.0913 3851.7 α995
茎順2 Xお 02551 1.2735 6,642 ⇔
X1 一α0090 一 〇2795 1,458
bo 一 〇 〇376 1981.4 α995
X23 0.1912 0.9548 5695 o
X2 4.4490 00684 4,076 ○
bo 一379531 2685.9 α996
X23 01935 09662 35,086 o
X5 7.9216 0.0351 1,276 一
bo 3.3471 1957.0 O,995
X幻 01919 α9583 54,542 (、
IX8 3.9495 0.0617 3,513 o
bo 一32.3359 2477.8 0,996
Xお O.1620 0.8087 4,782 o
Xl～ 01203 0.1872 1,107
bo 0.4756 1938.3 0,995
r川貞3 X23 02394 1.1953 7,307 o
X2 4.3541 00669 4,042 o
XI 一 〇,0077 一 〇.2402 L476 一
bo 一37,0906 1846.4 0,997
旨
V'L23 0.1677 08374 33,809 o









Xお 0.1917 0.9572 56,988 o
iX2 95078 01461 2,168 「)




Xお 0.2002 α9994 64,943 ()
X～ 45842 0.0704 3,828 く)





乎川頁召Xお1 0.1867 0.9319 6,851 o
lXz7.0405 0.1082 7,19玉 `)X5 249688 01108 5,186 ()
XI 0.0290 一α0905 0,703
bu 一49.1401 1748.7 0,996
X2雪 01685 084H 33,734 `)
X2 10.6406 0.1635 3,199 (}
「x・
252813 0.1121 5,417 o
旨Xロ
1
3.6094 一 〇 〇564 1,094 一
b[炉ト 一502053 2336.3 0,998
Xピ」 O.1653 0.8252 6,841 o
Xz 7.1255 0.1095 6,995 o
X5 25.7737 0.1143 5,435 ()
Xl5 00081 0.Ol25 0,105
[b。 一49.4883 23。、.,1 0,998
一218一
をそれ ぞれ求 め・最 もF値 の大 きい組 を選定 す る・選 定 した変 数 の組(X。。,X、)よ り求
め た重 回帰式 のt値 は共 に有 意 で あ るの で変 数X。 を取 り入 れ る。
〈手順3>
変数X…X・ にさ らにX・ ・X・ ・Xe・Xt5を1つ ず つ追加 した重 回帰 式 を求 め、最 も
F値 の大 きい組 を選定 す る・選 定 した変 数 の組(X23,X、,X。)の 各t値 は有 意 であ る
ので変 数X5を 取 り入 れ る。
〈手順4>
X、3,X、,X、 の重 回 帰式 に同様 に してX、,X、,X、,を 追 加 して考 え る 。 この段 階で
は追加 した変数 のt検 定 で有 意 とな る変 数 は無 い ので、 この段 階で 計算 を打 ち切 る。従 っ
て求 め る最 良 回帰式 は、
Yn=O.1677Xz3十7。1562Xz十25.7253X,-49。8176
となる 。Y,に 対 す る各 変数 の寄 与 の程度 は、標 準 偏 回帰 係数 の大 小 で決定 され る。 この
例 の場 合 、X。。,X。,X。 の順 序 とな る。
以上 の手 順 を表8.5に 示 す 。
8.3.3重 回帰式の妥当性の検討
重回帰分析において求め られる最良回帰式は説明変量 をできる限 り少なくし、観測値 と
予測値の差の平方和(残 差平方和)を 小 さ くす るため、一定の手続 きを経て得 られる。し
かし求めた最良回帰式は一定の危険率 を許容で きるならば有意であることが表明されるに

















ここで重回帰分析の仮定 より残差の平均は0で ある。さらにejが正規分布 に従 うとす
れぱ、
〔-26,26〕




が各部分 にっいて成立 しなければな らない。
成立 しない場合は当該部分 の最良回帰式 を説明変数、部分分割の再検討などによってさ
らに改良 しなければな らない。
8.3.4分 析結果 とその考察




(1)説明変数 ・… ・最良回帰式に取 り込まれた各変数 を寄与の程度の大 きい変数 から順
に番号表示。
(2)観測誤差率(26)… ・・求 め られた最良回帰式 による誤差率の標準偏差(6)の
2倍。




表8・7はmwas差 率 の比倣 で、その算出方法は次のとお り.
型枠・鰍 鯖 略 全閥 を三つの勲 る分割方法 により勅 る
。三つの方法 、は
(1)全体量 の回帰式による・((・)・ ・よる擬 値 を以下 ・トー・ル推定値・ 、略す
.)
表8.6-1鉄 骨 量 要 因 分 析 表
部 分 分 類 説 明
R2 2σ ti12 34 56178910111121131415 61178119120121一22!23124
鉄 骨 SRCRG 3 2 il 1 Il ll0,99613.407.00IRG 31 [ 1 121 11 0,97024.627.00
表8.6-2型 枠 量 要 因 分 析 表
部分 分 類 説 明 変 数 R2 2σ ti1 2 3 4 5 6 7 8 9 101121314151617i811920212223124
基 礎
SRCRG 3 4 1 2 0,97633.8249.ooIRG 2 1 3 0,80384.850.51
RCRG 2 1 0,99615.2C
一




SRCRG 2 1 O,997.44
一
29.89
IRG 1 2 0,90031.0428.75
RCRG 1 2 0,99911.2825.01
IRG 2 1 09967.442249
柱
SRC旙 2 3 1 0,9989.2026.37
IRG 3 2 1 4 0,9968.0425.53RC㏄ 3 1 2 LOOO4.922721IRG 3 2 1 4 10003.202555
梁
SRCRG 1 2 10003.1016.04
IRG2 3 4 1 1,0002.801625
RC1セ3 3 1 2 1,0003.8616.91
IRG 2 1 0,9994.9216.66
壁
SRCRG 1 2 0,9985.56正2.37
IRG 4 1 3 2 0,9986.6012.40
RCRG 】 2 o,9996.1212.96
IRG 1 2 1,0006.5613.56
床
SRCRG 3 】 2 0,9995.021433
IRG 3 1 2 o,9993.D414.71
RCRG 2 4 3 1 】.0006.52M.】6
IR3 1 0,9992.6014.37
SRCRG 1 】,000ユ.9623.12
IRG2 3 1 0,981257222.97片持床
RCRG 1 0,9998.022.97
IRG 2 3 1 1,0003.302297
上 部
輻 体
SRCRG 4 5 2 3 1 1,0002.427.26
IRG 3 2 4 1 0,9994.627.28
RCRG 2 3 4 1 1,OOO2.667.37
IRG 4 2 3 1 1,0007.247.46
下 部
睨 体
SRC賄 3 4 2 1 0,994 25.52
H笛 2 3 1 0,902
9661
24.1424.99
RCRG 1 3 2 0.99917,7012L95
IRG 2 1 0,996i7,3412016
トータル
SRCRG 15 1 2 4 1 13 1.oool2.341700
正RG 1 2 3 1 700
lRCRG 3 2 1 ll謙:ll},。。









表8.6-3鉄 筋 量 要 因 分 析 表
部 分 分 類
説 明 変 数 R2 ti









SRCRG 2 1 3 0986ほ5,06r2616
1RG 】 086625.3024.09
RCRG 1 0993181822.48
IRG 2 1 0.972116,66122.75
柱
SRCRG 2 3 1 0.98912122122.23
IRG 4 1 2 3 0977117.2212140
RCRG 1 2 3 099915.66h9.61
IRG 1 0.981」35、04118.35
梁
SRCRG 1 2 0997ill46h3.44
1RG 3 1 2 0993112.72]366
RCRG 3 2 1 0,99920、48113.70
IRG 2 1 0,989】54611356
壁
SRCRG 2 1 099719321】7.57
IRG 2 」 0.985118.02h7,40
RC罵 2 3 】 ogggl'008119・26
IRG 2 1 0995】470119B2
床
SRCRG 3 2 1 。.999183611552




IRG 2 1 09891086116.45
片持床
SRCRG 2 1 097α}99612086
1RG 4 2 ] 3 0985i21.2012179
RCRG 1 2 0・9884016121B4
IRG 1 i 3 2 。99.177812175
ヒ 部
魎 体
SRCRG 1 3 1
1
2 0・99915601737
IRG2 1 i 09976,567.42
RCRG 1 9・】817・46
IRG 3 2 [ 畿1256.,、6
下 部
躯 体
SRCRG 3 2 工 0,983[6M122i3
IRG 1 07751370020.91
RCRG 2 ユ 0997!186219.93
IRG 2, 1 i 0952.274012GO7
トー タル
SRCRG 3 2 1 0.gggI5」41700
IRG2 4 3 1 0,99670617.00
RCRG 3 2 1 10004.927.00


















重 13.40 2.34 5.14 2.42 5.1ユ 2.69 4.80
単 26.19 6.26 6.32 4.27 6.25 5.14 7.09
SRC
非標準型
重 24.62 5.00 7.06 4.99 7.34 4.98 8.75
単 3L92 1α43 10.05 6.65 9.76 7.07 9.28
RC
標準型
重 4.48 4.92 2.97 9.61 4.07 ユ0.93
単 10.13 10.27 6.56 8.69 4.26 1α99
RC
非慷準型
重 2.72 7.52 0.76 5.39 2.75 11.47
単 14.90 7.54 12.88 9.00 4.98 15.64
一222一
(2)上部躯体数量 と下部艇体数量 の回帰推定値の合計による。(下 部躯体 とは基礎 と地
中梁の合計を指 し・ それ以外は上部躯体 とする・(2)に よる推定値 を以下tt(上+下)
推定値,'と略す。)
(3)部分別の回帰推定値 の合計による・((3)に よる推定値 を以下"部 分別合計推定
値"と 略す 。)
である・これ らに単回帰分析 ・重 回帰分析 を適用 し、それぞれ観測誤差率 を求めた。
図8・8は 観測誤差率の度数分布表でSRC造 標準型 ・鉄骨量,型 枠全体量の2例 にっ
図8.8-1SRC造 標準 型 鉄 骨量(重 回帰 分析 結 果)























D 國 厄 2 1 6 5回

























































8-4SRC造 標 準 型 型 枠 全 体 量
(単 回 帰 分 析 結 果)




①部分別回帰式では、当該部分のコンク リー ト量 が有意 な説明変数 として挙げ られてお
り、且つ、その寄与 の程度 も高い。従 って、コンクリー ト量 を媒介 として型枠,鉄 筋,
鉄骨量 を推定する事の妥 当性 が伺 える。一部、当該コンクリー ト量 が有意 となっていな
い部分 もあるが、それは説明変数の選定手法による。例 として、RC造 非標準型 ・下部
躯体型枠(Yf)を考え る。
表8.8単 相 関 マ ト リ ッ ク ス
Yf… カタワ クリ ∋ウ(カ ブ クタイ)
X14・ コンク リー トリョウ(チチ ュウバ リ)XIT… コ ノクリー ト
XJ5・・ 〃(ハ ソ ラ)X20… 〃
ヨウ(カ ベ)X2]tttコ ンクり一 トリョウ(カプクタイ)













22i・ ・2。1・ ・978 0,965 0,99710,924
1
LOOO
Yf・9媚 ・・891i・913 ・.88・1・916 0,905 1,000
Y+と各説明変数 との単相関マ トリックスは表8.8と なる。(但 し、表8.8で は
全説明変数X、～X、。の内Yfとの単相関が高い6変 数 を取 り挙げて いる。)X。、とYf
との相関も高いが、X、4とY+との相関がよ り高 い。従 って、最初 にX、4が選定 され、
次に相関が高いXz、はX、。との相関も高 い為、これ に吸収 されて最良回帰式には採用さ
れない。段階的手法 による重回帰分析では、最初 にY干と最も単相関の高 い説明変数X
を選定す るので、Yfとの単相関が高 くてもXと も高い変数は、見掛 け上、潜在 し、有
意 な限度で検定す ることによ り消滅 して しまう。
②コンク リー ト量以外で有効な説明変数 は、水平部材 の梁、地 中梁部分 の型枠量では、
〈1Fス パン数〉,鉄 筋量では 〈周長〉,床 と片持床部分の型枠量では 〈本体面積〉 と
いった水平方向の説明変数である。一方、垂直部材の柱、壁部分では、型枠、鉄筋量共、
垂直方向の説明変数は有効 となっていない。従 って、垂直方 向のよ り有効な説明変敬の
一224一
検討 が必要 で あ る。
③説 明変数X…X・ ・は・ いず れ の部 分 別 回帰 式 に も取 り込 まれ て いな い。 これ ら2変
数は、他 の説 明変 数 の組 み 合 わせ で求 め られ る・他 にはX。,X、 、があ る。X,,X、 、が
採用 され て いる部 分 は 、SRC造 非標 準 型 ・片持 床 鉄 筋量,RC造 非標 準型 ・梁 型枠 量
などで ある が、 そ の例 は少 な く、 寄与 の程度 も最 良 回帰 式 中 の説明 変数 の 中で は最 も低
い。 ちなみ に、 変数X。 とX。,X4が 、X、、とX7,X,が それぞ れ 同時 に使わ れて い る
例 はない。今 仮 に、あ ま り採 用 され て お らず 、変数X。,X。 で構成 されて い る変 数X。
を除外 した嚇 合 を、SRC造 非標 準 型 ・キャ ンチ ス ラブ鉄 筋量 を例 に とって考 え る。
Xsを取 り入 れた 覇合 はti≧2σ とな る が、X、 を除 いて重 回帰分 析 を行 うとti<2σ
となる。(表8.9)つ ま り、変 数X3,X。 では不 充分 で あ る が、 その商 を使 えば、有
効 な説明変 数 とな る。




































①重回帰分析の``トー タル推定値"に よる観測誤差率は、鉄骨量 を除いて、ほぼ許容誤
差率(7%)以 下 となっている。中でも標準型は非標準型 に比べ精度が良い。非標準型
の精度を上 げる為 には、そのサンプルのグルー ピングを検討す る必要がある。
②型枠量の重回帰分析 の"部 分別合計推定値"に よる観測誤差率は、"ト ータル測定値"
のそれと比べて同程度 か小さ くなっている。 しかし、鉄筋量では必ず しもそうはなって
いない。表8.6に よれば、各部分 の型枠量は殆 どがti≧2σ であるが、鉄筋量につ
いては、ti<2σ となっている部分 がSRC造 の基礎RC造 の梁などい くつか見 られ
る。鉄筋量 の"部 分別合計推定値"の 観測誤差率 が悪いのは、 この影響である・例えば・
SRC造 、RC造 非標準型にっいて言えば、双方共、観測誤差率がそれぞれtF42.12
に対 し2σ ・180.66,t五=42。67に対 し2σ=108.04となっている基礎部分の影響であ
る。
一225一
③表8.7,図8.8に よ り、単回帰分析 と比較 した揚合の重 回帰分析 の効果がわ かる。
特に型枠量では、 トータル,(上+下),部 分別,ど れ をとっても観測誤差率 が極端に
小 さくなっている。鉄骨量、鉄筋量についても標準型、非標準型 を問わず観測誤差率は
減少 している。
④精度が良い部分は、型枠量では、梁、壁、床であ り、鉄筋量 では、床である。逆 に、
精度 が悪い部分は、先述 した様に鉄骨量 と基礎部分の鉄筋量 である。鉄骨量 の精度が悪
いのは、a.平 面計画の違 いによる構造上の扱 いが異 なること、b.施 工条件により1
節建方の層数 が異なること、(同 節内では同断面の鉄骨使用)c.鉄 筋 との応力負担割







こと、が原因である。 図8・9杭 の種類,状 態 によるベース筋の多寡
杭 の 種 類 杭 の 状 態














本モデル(モ デル1)の 場合表8.3に 示す範囲が一般に許 される。
8.4.2適 用例
新たなサンプル に適用 してその有効性 を検討 した。(表8 .10)こ の結果、鉄骨量に
は問題があるにせ よ、型枠量、鉄筋量では全体量でほぼ許容誤差率(7%)内 の誤差率 と
なっている事が確認出来る・っま り前項では観測誤差率 が必ず しも満足 のいくものではな





















(f)一45.25 一3.24 一4.94 3.75 2.98 一9.64 21.73 1.16 3.07 3.27
鉄筋量
(t)
(1)1.10 14.50 29.90 63.10 36.70 49.70 34.30 235.80 35.80 235.80
(2)1.90 16.65 25.52 66.97 37.44 57.06 31.49 251.02237.19224.34




















(f 24.55 12.14 5.22 一2.81 一9.00 一10.20 11.61 3.18 2.80 4.54
鉄筋量
(t)
(1 15.30 29.30 57.50143.0066.20 74.30 72.90 491.10491.10491.ユ0
(2) 14.37 32.65 47.60137.7775.25 82.02 52.95 455.46511.56501.96








本研究では次節以下で許容誤差率 を満足 させ るための精度向上の方策について検討する。
8.5精 度向上のための改善策1
観測誤差率 が許容誤差率 を上 回る場合の改善策は大別 して二っある。一つは観測誤差率
が大きいグループ、部分 についての細分化、 もしくはサンプル を増やす こと。他の一つは




表8.7に よればRC造 標準型 は他のタイプに比べ鉄筋量の観測誤差率 が相対的に高い。
且っ分析 に用い られたサンプルは12件 と少ない。従ってサ ンプル数 を追加す る例 として
RC標 準型の例 をとりあげる。
一方表8 .6を 部分別 にみれば基礎部分 の型枠 、鉄筋量 の観測誤差率 が大き く、SRC
造非標準型で特 にその傾向が強 く許容誤差率 をはるかに上回っている。従って細分化 の例
としてSRC造 基礎部分 をとりあげる。.
(1)RC造 標準型 鉄筋量の検討
12サ ンプルか ら新たに入手 したサンプル を加え20サ ンプルで重回帰分析 を行った。
その結果、26>tiで あった梁、片持床部分で精度 が向上 し、部分別合計の精度 も高 く
なった。(表8.11)し かし、 その誤差率は依然 として許容誤差率(7%)を 超えてお
り、 さらに今後の検討 を要する。















(2)SRC造 基礎 部 分 の検 討
SRC造 サ ンプル よ り独 立基 礎 のみ 取 り出 し、基 礎 部分 鉄 筋 量 の重 回 帰分 析 をす れ ば、
各 サ ン プル の観測 誤差 率 の 偏 りに特徴 があ る 。(図8.10)即 ち 、PC杭 で は+側 に偏
り現 場打 ち杭 で は 一側 に偏 る 。 そ こで、PC杭 と現 場 打 ち杭 の2っ に グル ー ピン グを し、
双 方 につ い て 同様 の重 回帰 分析 を行 な っ た。 そ の結 果 、 大 幅 に精 度 が 向上 す る事 が確 認 出
来 た。(表8.12)











































例に適用 し、その有効性 を確 かめた。その結果、
型枠量、鉄筋量共部分別合計で2、3の 例外 を除
いて ρt≦7%となった。更 に βt≦5%と なった







型枠 15 2 2
鉄筋 13 3 3
表8.14適 用 例
サンプル名 構 造 タイプ 階 数
,
延べ床面積(㎡)









(f) 0.20 一〇.32 一7。35 一3.23 一2。87 一12.06 13.29 74.89 2.27
鉄筋量
(t)
(1) 5.60 12.8021.4047.80 28.9029.5031.80 11.80189.60
(2) 7.57 13.13 19.0049.43 30.4533.6230.42 10.60194.23
























(f) 一6.88 一7.24 6.43 一1.82 0.88 一〇.48 一19.50 8.92 一1.67
鉄筋量
(t)
(1) 7.60 17.50 23.20 52.204ユ.50 34.20 26.00 6.00 208.20
(2) 5.41 17.36 23.6155.3437.4338.17 19.82 8.35 205.49
























(f)一30.12 一12.87 一2。77 2.65 一3。22 0.82 16.42 34.41 1.40
鉄筋 量
(t)
(1) 4.47 19.56 21.9556.34 22.9933.9227.08 6.58 206.54
(2) 5.57 21.89 19.7959.71 24.8838.74 24.25 9.65 5.97 213.95











に分類 した。 ここでは建物形状 を
計量的 に分類する手法と してクラ



























して、類縁関係 を示す階層構造 を 図8.11改 良 モ デ ル1
求 めながら結合あるいは分割 を進
める階層的手法 を用 いた。その中にはクラスター間の類似度 の定義の仕方 によっていくつ
かの手法 がある。 ここでは、①最長距離法、②メジアン法、③ウォ ード法、④重心法、⑤
最短距離法、⑥群平均法の6手 法の比較を下記の条件で実施 した。(図8.12)
(1)分析対象サンプルはSRC造67件









この結果ウォー ド法 を採用す る。河 口至高(*10)は 「クラスター分析 を行 う際、デー
タに対 してどの手法 が有効であるかは、データに内在す るクラスターの特性(形 状)に 依
存す る。したがって、各手法 を適用 して、得 られた結果を多方面から、十分に検討するこ
とが要求 される。」とい う。本論文ではサ ンプルが各 クラスターに比較的平均 して分類さ


















群 平 均 法
③
図8.12ク ラ ス タ ー分 析 手 法 比 較
一231一
8.6.2ウ ォ ー ド法 によ る ク ラス タ ー分 析
(1)各 ク ラス タ ーの性 格
ウォ ー ド法 に よる ク ラス タ ー分 析 の 結果 、67個 のサ ン プル をC、=15個,C、:10
個,C。:27個,C。:9個,C5:3個,C、:3個 に分類 で きた 。 この 内 、サ ンプル数
の少 な いC、 お よびC、 は 除外 し、C、 ～C。 につ いて そ れ ぞれ の 特徴 を調 べ た 。そ の結 果 を
図8.13に 示 す 。 この 図 は各 ク ラス タ ー毎 に本 体 面積 、階 数 、細 長 比(1)お よび(2)
の値 の各 平 均値 、標 準 偏差 を示 したも ので あ る 。C、 お よびC。 は本 体 面積 に よ り他 の クラ
ス タ ーと明確 に分類 され る 。C、 とC。 は本 体面 積 で は明 確 に分 類 で きな い が、 階数 によ り
それ が可 能 とな る。細 長比(1)を 見 る と建物 形 状 が さ らに は っ き りとす る。す なわ ち、
C、は細長 くC、は扁 平 な建 物 で あ る。建 物 の平 面 形状 を示 す細 長 比(2)で は各 クラス タ
ー間 にさ した る差 異 は見 られ な い 。













図8.13各 ク ラ ス タ ー の 性 格
(2)新 しいサ ン プル の分 類方 法
新 た なサ ンプル(q)を 加 えた 場合 、
C3C2CIqを求 め
、 この値 を(13)式 で 使 用 した
Xi,6iを 用 いて標 準 化 す る 。(Xriω)図8・14建 物 形 状 イ メ ー ジ 図









p=変 数 の 数
r:ク ラス ターCh内 のサ ンプル 数
③Eの 増加 分 が最 小 で あ る クラ ス ター を求 め、 これ にqを 融合 させ る。
























鉄 骨 量 要 因分 祈 表
部分1分類1 説 明 変 敵 ・'レ ・1・・
112345d訓 理 創1dlll1ゴ1311引161劉181d2。211勿2d24
鉄骨
C1 2 1 ).92115.3ε7.OO
C2 1 2 ⊃.9513.0竃7.㏄
C3 3 5
1 6 1 2 ).9810.027.OO
C4 2 1 1 ),967,557.OO
15-2型 枠 量 要 因 分 析 表
部分 分姐 説 明 変 数 R2 2σ ti
2 3 4 5 6 7 9101 121"」141りに1617181 2C2 222324
基礎
C1 3 2 1 ),92315.3852.25
C2 3 4 1 2 .ggo7.5747.16
C3 4 1 3 2 .94425.6150.15
C4 1 2 ,.91629?247.93
地中
梁
Cl 2 1 ),99!6.4128.18
C2 3 2 1 .96610.2225.63
C3 4 1 3 2 ,鎖}3133032.31
C4 2 1 ,9755.3630.68
柱
C1 3 4 1 2 .9943.3327.54
C2 2 1 ,992?.1427.04
C3 3 1 4 2 ,9963.8125.98
C4 2 1 ,9943.5626.34
梁
C1 2 1 .9992.1616.21
C2 2 1 .9982.6C16.62
C3 4 2 1 3 .9954.53旦5.91
C4 2 1 .9981.9516.09
壁
C1 1 .9895.1312.?C
C2 1 2 .99?3.4812.19
C3 2 1 .9955」ε 12.35
C4 2 1 .9913.7ε 12.48
床
C1 2 1 .999L9414.12
C2 2 1 .oooO.814.82
C3 1 2 ,9973.9⊆1441
C4 1 3 2 9991.2414.23
片持
床
C1 1 2 .9992.0922.68
C2 3 2 1 ,9974.925.71
C3 2 1 a,96824.552229
C4 1 II



























表8.15-3鉄 筋 量 要 因 分 析 表
部分 分類 説 明 変 数 R2 2σ しi
1 2 倒4 5 6 補8 9 10111213玉41516
1718192021222324
基礎
C1 13 1 1 2 ),go∈38.447.58
C2 1 6 2 1 ),98494.2ε
一
32.22
C3 3 1 2 1 ),85∈43.9C40.85





C1 1 1 2 ,.go15.2325.29




5 1 3 ,,98(7.5727.86
C4 2 ! ),9Q411.7926.15
柱
C1 i ),70E19.623.02
C2 2 5 6 4 3 1 ,oo(2.3622.71
C3 2 1 ,.93{14.1§21.69
C4 聰 2 ,.97〔 6.1022.39
梁
C1 1 O.97(8.7713.45
C2 3 2 1 ,.9829.014.36
C3 2 1 ⊃.98ξ7.63且3.33
C4 1 ),9556.7713.54
壁
C1 3 1 2 ),9815.4718.OO
C2 1 ,.93917.3417.85
C3 3 1 2 ⊃,989 5.917.31
C4 2 1 ),9814.8817.83
床
C1 2 1 ,.9924.781527
C2 2 1 3 ),9984.316.tε『
C3
一





C2 2 1 〕.981'9.7024.71
C3 2 1 ,.9哨131.3620.4









表8.16C,ク ラス タ ーの部 分 別 重 回帰 式
型
枠
基 礎 Yf=0.9053X■3-6.3577×6十 〇.6321×■7-0.5837× ■5十84.6770




ス ラ ブ Yf=6.3279X■8十 〇.7405X■g-55.3984
ロー カ ・バ ル コニ ー Yf=8.1133X■g-0.1296× ■十163.5352
鉄
筋
基 礎 Yr=0。0169×2■-0.9510Xz十 〇.0075X■6十7.8488
地 中 梁 Yr=0.0112×22十 〇。0327×■傷一 〇。0077×■g-0.0019× ■-0。0069×23十2.0676
柱 Yr冨0.1169X■5-0。3357×6十4。1992
梁 Yr==0。0354×2。十13。1012×5十6.7583
壁 Yr=0.0986× ■7十 〇。0054×22-1.3591× ■z十10.6873
ス ラ ブ Yr・=0.0687X■8十〇.0121Xz3十LO879×■2十 〇.0265×u-5.3251
ロー カ ・バ ル コ ニ ー Yr=0.1204X、g十 〇。0154X■3-L1508
鉄 骨 Ys冨0●0770×23十51.9949×5十 〇●0859×20-O.8734× 弔一 〇.0947×■g十16.0659
(注1)表8.7は 標準、非標準で分割 したものであ り、 クラスター分析 による分割 と同




表8・14で 適用 した新 規 サ ン プルAお よ 新 規 サ ンプル 追 加 に よ るEの 増加量
1欄1驚難捲禦島聾 劃
サンプル共 クラスターC、に融合 されることがわかる。C、の最良回帰式 を用いて概算値を
求め、その精度 を確認 した。 この結果全体 として精度は向上 した。サンプルBで は鉄骨量
も含め全体の誤差率 が4%以 内に、サンプルAで は鉄骨量 を除き2%内 におさまっている。
いずれのクラスターに融合 されるかは別 として型枠、鉄筋、鉄骨の各全体量の誤差率を
モデル1と 改良モデル1と の間でサンプル毎に比較 したのが図8.15で ある。端的には
鉄骨量の精度 が向上 していることがよみ とれ る。
表8.18適 用 例
サンプル名 構 造 ク ラ ス ター 階 数 延べ床面積(㎡) (1)…精算値
(2)…概算値
(f)…誤差率(%)
A SRC C3 11 2894.15
基 礎 地 中 梁 柱 梁 壁 床 片 持 床 その他 合 計
型 枠 量
(㎡)
(ユ) 208.4057L76 694.361872.913430」1 2158.782289.58581.0211806.91
(2) 225.04627.70754.261992.853411.932172.402344.89145.8911674.96
(f) 一7.98 一9.78 一8.62 一6.40 0.53 一〇。63 一2.42 74.89 1」2
鉄 筋 量
(t)
(1) 5.60 12.80 21.40 47.80 28.90 29.50 31.80 11.80189.60
(2) 4.88 14.03 19.50 45.59 33.63 33.94 31.24 10.60193.39









サンプル名 構 造 ク ラス ター 階 数 延べ床面積(㎡) (ユ)…精算値
(2)…概算値
(f)…誤差率(%)
B SRC C3 10 3037.3










。12 一8.04 0.32 0.60 1.36 一13。89 8.92 一1.90
鉄 筋 量1(・)
7.60 17.50 23.20 52.20 41.50 34.20 26.00 6.00 208.20
(t)
(2) 7.40 15.98 2L62 56.78 37.93 38.67 21.61 8.35 208.32



























改 良 モデ ル1,一 一一一一一 モ デル1
図8.15SRC造 サ ン プ ル 別 誤 差 率
8.7ま とめ
基本設計 プロセスという情報量 が比較的少ない段階においても建物規模 ・形状変数 とコ
ンクリー ト量によって躯体数量が一定程度 の誤差範 囲で概算できる方法 を提案 した。さら
に許容誤差率の判定基準 を設 けることによって精度 向上のために改善すべき部分を明確に
す ることがで きることを示 した。同時 に現実 のプロジェク トに適用 し、 その有効性、妥当
性 を検討 した。
次に建物の分類 をその規模 ・形状変数 を使 った数量化手法(こ こではクラスター分析)
によって行 う方法を提案 し、躯体数量概算の精度 がどのように変化す るかを検討 した。そ
の結果一定程度の精度の向上がみ られ、特 に鉄骨量においてその傾向が強い。この改良モ
デル1は モデル1と 比較 して概算手間に差はな く実用化 が可能 な方法 と目される。
しか し本概算法 には次の三点で課題が残 る。
(1)本概算法は設計者の設計思想 が異なれば使用す ることができない。 これは統計的概
算法一般 にいえる。従って事業主体 が異なれば本概算法の回帰式 は原則的には利用するこ
とがで きない。本概算法開発 の方法論 を使って別個 に回帰式 を求 める必要がある。また同
じ事業主体でも設計思想に一貫性、論理性がない場合概算 の精度 は低下することが予想 さ
一236一
れる・たとえばSRC造 の場合の鉄骨 と鉄筋への応力の負担割合、設計者が部材量、断面
決定す る際の余裕の与 え方な ど。これ らの考察は今後の課題である。
(2)前述の とお り本概算法はコンクリー ト量 を介 して躯体数量 を概算 している。 このこ
とによって基本設計プ ロセスながら比較的精度のよい躯体数量概算を実現 している。 しか
しコンクリー ト量 を介 さないで躯体数量 を概算する方法、あるいはコンク リー ト量 をも建
物規模 ・形状変数から推計する方法 が開発 されてよ く、その場合の精度を含め今後の課題
である。
(3)エ事費概算の 目標はよ り正確なコス トの予測 にある。されば建物の部分、工種 によ
って適切な概算法は異 なるもの と考え られ る。選択範 囲が広 く、豊富な仕上工事の場合数
量概算 を介 して コス トの予測 をす る必要 はな く、む しろ仕上工事に配分される予算に応 じ
て仕様 を決定すればよい。一方躯体の グレードは豊 富でな く、む しろ一意的である。従っ
て予算 を割 り付 けたとしてもそれを満足す るか否かは躯体数量概算 に依存せざるを得ない。
このように部分、工種 によって適切な概算法を検討す ることも今後必要となろう。
いずれにせよ工事費概算 は今後 ますます迅速 さと精度 が要求 されよう。
以上本章では基本設計プロセスでの概算法 を中心 に論述 した。統計的手法に依存する限
りでは前工程であ る企画、後工程である実施設計プロセスに至 ってもその方法論は同じで
ある。ただし基本設計完了時点においては主要断面 が決定 され、情報が詳細化されている
点でよ り精緻な概算モデルの構築 が可能である。その位置づけは図8.3に おいて概算2
として行っている。
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1979.5
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第9章 基本設計プ ロセスでの超高層集合住宅プロジェク トの施工計画の最適化
9.1は じめに
建築工事は一一方では大規模化 ・複維化 してお り、そ こに利用、応用される技術も多岐に
亘っている。施工方法、施工機械の選定 に限っても検討 を要す る代替案は数多 く存在す る。
さらに大規模化、複雑化 は新技術、組合せ技術の開発 を必要 とす る場合もある。こういっ
た建築工事では施工計画、 さらにその一部である工事計画 を論理的に設定す るためには相
当な人的 ・物的エネル ギーの投入 を必要 とする。
他方通常の建築工事では基本設計プ ロセ スでの施工計画情報は量的に少な く、不確実性
が高い。従って概略 にせよ施工計画 が作成 されることは稀で、施工計画 プロセスで初めて
検討されることが一般的である。その場合でも現場担当者 が短期間に施工計画 を作成せね
ばならないことが多 く、数少ない代替案の検討 と経験 に基づいた決定 を行っている。従っ











ている。概略にせよ施工計画 の裏付 けはない。揚重用 クレーンに限れば延床面積 と機種が
一意的に決定され る。一方で物的設計 は部材、ユ ニット等の設計、決定にまで及び、その
重量、数量は意識 されることな く確定す る。
施工計画プ ロセスでも本論文4.1節 でみたように当初の計画 と実際 とは往 々にして異
なる。工事の現実化 に伴 い、思考錯誤 をくりかえ しながら滴足化 をはかった結果と解され
る。
本章の 目的は基本設計プ ロセスでの物的設計支援の施工計画システムを構築することに




1.建 築 面積 2,000㎡以 下 ユ ニ パ サ ール リ フ ト
2.階 数 7階 以 上 ロ ン グ エ レ ベ ー タ





1.延 床 面積 1,500㎡以 下 ユ ニ ク レ ー ン 0.5t
2.延 床 面積 1,500～2,500㎡ユ ニ ク レ ー ン 1.Ot
3.延 床 面積 2,500～3,500㎡ハ イ ユ ニ ク レ ー ン 1.Ot 10m
4.延 床 面積 3,500～5,000㎡ハ ニ ー ク レー ン 1.Ot 15恥
-
5.延 床 面積 5,000～6,000㎡タ ワ ー ク レ ー ン 1.5t 20m
6.延 床 面積 6,000～7,000㎡タ ワ ー ク レー ン 1。2t 25m
7.廷 床面積 7,000～8,000㎡タ ワ ー ク レ ー ン 2.Ot 20m
8.延 床 面積 8,000～9,000㎡タ ワー ク レ ー ン 2,0t 30m
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め、施工計画プ ロセスでの計画過程 を中心 に論述する。すなわち本章の 目的 を施工計画の
主要な部分であるク レーンの配置計画 に検討を加え、その最適配置決定モデル を構築する
こととする。モデル を構築す ることによ り、施工計画 プロセスでの思考過程 を論理的にし、
第7章 でいう情報 をつ くり出す システムの一部 を作成す る。 このシステム を基本設計プロ
セ スに適用すれば概略にせ よ施工計画 一 ここではその一部である揚重計画 一 に裏付け
られたプロジェク トプランニングが可能 となる。以下9.2節 でク レーン配置計画の考え
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図9.1揚 重 設備 の仮 設 工 事費概 算 で の扱 い(A社 の例)
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④クレーン性能(作 業半径,定 格荷重,作 業高 さ等)
⑤クレーン設置場所(定 置式),移 動範囲(移 動式)
⑥組立 ・解体方法
またク レーンの種類は能力、機構違いだけでも表9.2の とお り70種 を超え、 これ に
型式を加えると1現 場担 当者が検討 しうる範囲 をはるかにこえて いる。(*3)
ましてや これ らの組合せ による配置計画 の検討 となると不可能である。従って通常は数
種類のク レーンを比較検討するにとどまってお り、 しかも最下階 から最上階まで同一機種
のクレーンを設定す ることが多 い。 しかしながら下階と上 階では揚重負荷、高さ等の点で
施工条件が異な り、必ず しも同一機種 クレーンによる施工 が有利でない場合も多 い。ここ
で提案するモデルは多 くのクレーン種類の中か ら施工条件 を満足 しつっ、機械経費を最小
にするクレーンの選択、組合せ を決定するためのものである。
表9.2揚 重 用 ク レ ー ン の 分 類
大 分 類 中 分 類 小分類
種顯数
諸 兀
つ り上能力(t,t皿)揚程(タ ワー高)皿 ブ ー ム長 さ(m














ホ イル ク レ ー ン 油圧式 2 48～!5
タ ワー ク レ ー ン
機械式 ・クロー ラ型
油圧式 ・クロー ラ型
油圧 クライ ミン グ式 ・定 置型
ワイヤ クライ ミング式 ・定 置型
油圧 クライミン グ式 ・水 ・F型














































クレーンの配置計画モデルの構築 にあた り検討 した項 目、前提 とした条件及び制約条件
は次の とお り。
(1)最適性 とはクレーンの機械経費(機 械損料 と組立 ・解体費の和)を 最小 にすること。
(注1)
(2)機械損料の算定は供 用 日数 が基準。
(3)エ レベーター一 リフ トなどク レーン以外の揚重方法との分担 関係は事前 に決定済。
従 って クレーンへの負荷は既に決定 されてお り、変更せず 。(注2)
(4)ク レーンの能力のうちっ り上げ、起伏、旋回など速度 に関す る能力差によってエ事
工程 は変化せず 。
(5)検討 の対象 とす るクレーンの範囲は表9.2の クローラ ・クレーンータワークレー
ンとし、 タワーク レーンには定置式 と走行式 を考慮 。
(6)定置式 タワーク レーンは適宜支持、補強、クライミングによ り高 さに関する施工能
力制限を排除。
(7)移動式、走行式 ク レーンの場合は同一階は一台のク レーンで施工する。っま りある
階の施工途中で使用 クレーンを交替す ることはない。
(8)定置式 タワークレーンに限って2台 以上の使用 が可能 。
(9)揚重すべ き地域は設置 クレーンの作業半径内に入 る。
(10)各 地域 に必要 とされ る最大揚重 トン数 を設置 クレーンは滴足す る。
(11)各 地域 に必要 とされ る揚重高さを設置 クレーンは満足す る。
9.2.3モ デ ル の構築
(注1)い うまでもなく機械経費 は単に機械損料お よび組立 ・解体費 で構成され るもので
はな く、それ以外に運転経費、輸送費、修理施設費 が含 まれる。(*4)ま た機械損料だ
けに限ってもその原価配賦基準は運転時間、運転 日数、供用 日数 または供用月数若 しくは
これらの併用となってお り(*3)、 一律 には扱 いがたい。従 って ここでは便宜上機械経
費として機械損料、組立 ・解体費 に限定 した。なおこれ ら機械経費の内容 と算定方法 に関
しては大規模土工 を例 にした研究 があ る。(零5)
(注2)エ レベーター ・リフト、ク レーンなど複数揚重システムへの配分計画問題は非線
型計画モデルとしての屏法 が提案 されている。(◎6)
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各階 を施工す るクレ}ン の機械経費 の総和 をZと す ると、 目的関数は(1)式 の ごとく
0-1整数計画問題 として定式化で きる。
〔目的関数〕






〔変 数 および 係数 の 定義 〕
Ci:i種 ク レー ンの1供 用 日当 り機械 損料
dij=i種ク レー ンでj階 を施 工 した 時 の供 用 日数








決 定 にあ る。す な わ ちj階 をi種 ク レーンで施 工 す る こと が可 能 か ど うかの検討 と施 工可
能 な場合 に実 際 にi種 ク レー ンで施 工す る か否 かの決定 問 題 であ る。
以 下 に示 す 最適 配 置 を求 め る手 順 は端 的 には このfi」の決 定 の ため の手続 きで あ る。
手順1は 各 種 の移 動式 、 走行 式 ク レーン にっ いて 、今 問題 と して い る建物 の うち施 工す
ること が可 能 な階 数 を求 め る もの で あ る。
手順2で は定 置 タ ワー ク レーン を使 用 した場 合 に 、施工 が可 能 か ど うか。可 能 な場 合 、
何台 の定 置式 タ ワー ク レー ン が必 要 で 、 その最 適組 合 せ と配置 は どうか にっ いて、0-1整
数計画 モデル と して定 式化 し、implicitenumerationmethodによ って解 いて い る。 この
点 に関 して は高層 建 築 を対 象 と した建物 内 ク レーン配置 計 画問 題 の研究 もあ るが(*7)、
本論文 で は さ らに拡 張 して 建物 外 配 置 を も含 む も の と して い る。
手 順1,2で は要す る に今 問題 と して い る建物 を施工 す る こ とが可能 な ク レー ン(実 際
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に使用するか否 かは別 として)を 各階毎 に検討 して いる。
次 に手順3で は手順1,2で 確 かめられた施工可能 なクレーンを使 って(1)式 を満足
す る解を離散型ダイナ ミックプ ログラミング問題 と して定式化 して求 めてい る。
また手順2の 定置式 タワークレーンの0-1整数計画問題 としての解浩であ るimplicit
enumerati。nmeth。dは、 タワークレーンの設置可能な地域 が多 くなれ ば飛躍的 に演算時間
が長 くなる。そのため特定条件下での問題 の縮小 と 「対話型」 と称 した決定者の判断 を有
効 に使った決定方法 を導入 してその演算時間の短縮 をはかる方法につ いて提案 している。
9.3最 適化 の手順
9.3.1移 動 式,走 行 式 ク レ ーンの施 工 可能 性 の検 討(手 順1)
(1)目 的
移 動 式,走 行 式 ク レー ンの施工 可 能 性 を作 業半 径 、揚 重 能 力 、高 さ、作 業 域 の点 で検討
し、 次式 の値 を定 め る 。
1=j階 をi種 ク レー ンが施 工 可能((2)～(5)
式 を滴足 す る)
const(i,j)=
o:j階 をi種 ク レー ンが施 工 不 可能((2)～(5)



































図9.2移 動 式,走 行式 ク レー ンの工事 現 場 モデ ル
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(2)工 事 現場 のモ デ ル化(図9.2)
移動 式,走 行式 ク レーン の検討 のた め 、工 事現 場 を次 の よ うに考 え る。建物 を縦 、横 方
向はスパ ン長 で 、高 さ方 向 は階 高で 分 割 し、 当該 部 分 の揚重 物 はす べて 各 コ ーナ ーにて揚
重す るも の とす る。 ク レーン の設 置地 域 は 図9.2のy軸 方 向に1m単 位 で可能 とす る。
(x軸方 向 につ いて は 当初 の前 提 条件 及 び後 述 のW.,jの定義 よ り検 討す る必要 はな い。)
(3)変 数 お よび係 数 の定 義
L.:y軸 方 向の 敷地 の 広 さ
Yi=i種 ク レー ンのy軸 方 向の位 置
Ha=j階 ま で の高 さ
H=建 物 の 高 さ
h,:i種 ク レー ンの タ ワ ー部 分 の高 さ
Lei=i種 ク レー ンの ブ ーム長 さ
Ri:i種 ク レーン の最 大 作 業半径
Wc...⊃.」:(x,y)位 置,j階 の揚 重物 の最大 重量
w▼i=i種 ク レーン のYi位 置 で の揚重 能 力
D:y軸 方 向建 物 の寸 法















9.3.2定 置式 タワーク レーンの施工可能性 と配置計画(手 順2)
(1)目的
定置式 タワーク レーンの施工可能性 を作業半径、揚重能力の点で検討 し、工事現嚇全体
の施工 を可能 とする定置式 タワーク レーンの最適組合せ を求める。
(2)工事現場のモデル化(図9.3)
建物の分割方法および揚重物の位置は移動式、走行式 ク レーン と同様。建物外で定置式
タワークレーンの設置可能地域は建物か ら1ス パ ン以内とす る。且つ建物 の内外いずれに
ク レーンを設置する場合も各 グリッ ドの中央に設置するもの とす る。
図9.3定 置 式 タ ワー ク レー ンの工事 現 場 モ デル
(3)変 数 および 係数 の定義
A:x軸 方 向 のス パ ン数
B:y軸 方 向 のス パ ン数
(X,Y):タ ワ ーク レーン の設 置可 能地 域
(X=1,2,…,A;Y=1,2,…,B)
(x,y)=揚 重 物 の(x,y)平 面上 の位 置
(x=1,2,…,A;y=1,2,…,B--1)
i:定 置 式 タ ワー ク レー ンの種 類,1～N




Ri:i種 タ ワ ー ク レ ー ン の 最 大 作 業 半 径
W(..γ 〉.j:(x,y)地 域,」 階 で の 最 大 揚 重 ト ン 数
S(x,γ),(x.y,:(X,Y)地 域 に 設 置 し た ク レ ー ン か ら(x ,y)地 域 ま で の 水 平 距 離




O:Ri<S(x,v) ,(x,y},あ る い は
Wi,s(・.v),Cx.y}<W(x .γ》.」(」=1,2,…,m)
これ を カバ リング ・マ ト リック ス と呼ぶ 。(注1)
(4)目 的 関数
NAB
F=寄 君 蕎C・x・ ・《… ・ → 最小 化(6)
(5)制約条件
揚重地域 は少な くとも1台 のク レーンの作業範 囲内でなければならないから
NAB
吾 吾 吾a・… ・・…x…x… … ・≧1
(x=1,2,・・。A,y=1,2,…B-1)(7)






(注1)カ バ リ ン グ ・マ ト リ ッ ク ス{a(x.y).、.c...)}とは(X,Y)地 域 を 行 に 、iと
(x,y)の 組 合 せ を 列 に と っ た も の で 、 こ の マ ト リ ッ ク ス の 第1行 、 第J列 は そ れ ぞ れ
1=(X-1)xB十Y,J=A×B×(i-1)十1
と な る 。 図9.7参 照 。
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例1:特 定地域にはタワーク レーン設置不可能
差Xi,Cx..)≦O(X,Y):設 置 不 可能 地 域
i=1
例2:特 定地域 はT台 のタワークレーンでカバ ー





制 約条 件(7),(8)式 、 場合 に よって は特殊 な設 置条 件 で あ る(9)も しくは(1
0)式 を満 た し、(6)式 を最 小 にす る解 が求 め られ る こ とは、 定置 式 タ ワ ーク レー ンに
よ る施 工 が可能 で あ る と同時 に最 適組 合 せ が求 め られ た こ とを意 味 して い る。逆 に(6)
式 を最 小 にす る解 が存 在 しな い場 合 は定 置式 タ ワー ク レー ンで は施工 で きな い こ とにな る。
従 っ て移 動式 、走 行 式 ク レーンで求 め たc。nst(i,j)∈{0,1}と同 様 に して 、定 置式 タ
ワー ク レー ンで 施工 可 能 な場 合const(n+1,」)=1(注1),
不可 能 な場 合const(n+1,j)=0(j=1,2,…,m)
とす る。
(7)解 法
(6)式 は0-1整 数 計画 問 題 の解 法 で あ るimplicitenumerati。nmethod(体系的総 数
え法)に よ って解 く こと がで き る。(*8)し か し前 述 の とお りこの解 法 で は タワ ーク レ
ー ンの設置 可能 地 域 の増 加 と とも に実 行 可能 解 の数 と それ を求 め る計 算 時 間 が飛躍 的 に増
大 す る 。そ の対策 と して こ こでは 二 っ の方法 を検討 す る。一 っ は特 定 条 件下 での 問題 の縮
小 、他 の一 っは実 行不 可 能 な解 の事前 チ ェ ックで あ る 。
① 問題 の縮 小(集 合被 覆 問題 の縮小 方 法 の援 用)集 合 被 覆 問題(次 頁 注1)に お ける係
数 行列{aij}は 次 の探 査 によ り縮小 す る こ とがで き る場 合 が あ る。(*9)
'今{
aij}の第i行 をri,第j列 をajで 表 す 。
i)ri={0}な らば問 題 は実 行 不可 能
→ あ る地域 をカバ ーで き る タワ ー ク レー ンの組 合 せ が な い こ とを意 味す る。
(注1)c。nst(n+1,j)==1の(n+1)は移動 式 、走 行 式 ク レーン の種 類 の数 をnと した と
きの定 置式 タ ワー ク レー ンの最 適組 合 せ を示 す 。 っ ま り定 置 式 タ ワー ク レー ンで は その最
適組 合 せ1組 で定 置式 タ ワー ク レーン を代表 させ る 。従 っ て手順3の 最 小 コ ス トル ー ト探
索 で の ク レーン の種類 の 数 は(n+1)と な る。
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li)a」={0}な らばXj=Oと して 第j列 を削除 す る 。
→ ある地 域 に設 置 され た タ ワ ー ク レー ンが いず れ の地 域 をも カバ ーで き ない 。っ ま り
設置 して も意 味 が ない 。
皿)ri=ekな らばXk=1と す る。次 いでaPk=1で あ るす べて のpに 対 して第p行
を削除 し、第k列 も削 除す る。
→ ある地 域 をカバ ーで きる タ ワ ーク レーン とその設 置 位置 が唯 一 っで あ る。従 って 当
該位 置 にタ ワ ーク レーン を設 置す る。 そ うす る と当 該設 置位置 で カバ ー され る地域
はai.Xj≧1と な るので 除 外で き、設 置位 置 にっ いて も 削除す る。(ク レーンの
機種 ご とに削 除す べ き地 域 が一 ケ 所ず っ存 在す る)
iv)ri≧rp,i≠pな らば、 第i行 を削除す る。
→ ある地域 を カバ ーす るた めに は少 な くとも1ケ 所 に タ ワー ク レーン が設 置 され なけ
れ ば な らな い設置 地域 の集合 があ り、 ま た他 の地域 で は 同 じ設 置地 域で あ りな が ら
その数 が少 ない場 合 、前 者 よ り後者 の方 が条件 が厳 しく、 前者 は後 者 にお きか える
こ とがで き る。
v) Σa」 ≧ak,ΣCj≦Ckと な るkを 含 まな し、Nの 部分 集合Jが 存在 す れば、Xk
j∈Jj∈J
(注1)集 合 被覆 問 題 と は次 のも の を いう。(*9)
「集 合M・={1,…,m}とMの 部分 集 合 の族{P、,…,Pn}が 与 え られ た とき、添 字 の
集合N={1,2,一 ・・,n}の 部分 集 合Kが
UPj=M
j∈K
をみたす な ら、集 合 族{Pjlj∈K}はMの 被 覆 で ある とい う。
各Pjに 非 負 の費 用C」 が対 応 して し、ると き、集合Kの 費 用 を ΣCjと す る。費用 が最j∈K
小 の被 覆 を求 め る問 題 を集合 被 覆問 題 とい う。 こ こで
aLj={1:i∈Pj,0:ieP」}
Xj={13」 ∈K,03」 《…K}






=0と して第k列 を削除す る。
→い くっかの タワークレーンの機種 とその設置位置を足 しあわせ ることにより、足 し
あわせた地域 を除 く他の地域 よりもカバ ーされる地域 が広 くな り、一方そのための
機械損料 が他 の地域 よ り安 い場合には当該他地域 は削除す ることがで きる。(足 し
あわせた方 が安あ がり)
なおこの問題の縮小醐 合、制約条件 は Σa"xj≧1で あ り、特定地域 が2台 以上j∈N
のクレーンでカバ ーされる条件、(10)式 などが付加 された場合は別の工夫 を要する。
②実行不可能な解の事前検討
ここで扱っている0-1整数計画問題は端的には検討 中の工事現場 に何台の定置式タワー
ク レーンをどの地域 に配置すれば制約条件 を満足 し、(6)式 が最小 になるかを決定する
ことである。従って先に求め られ るカバ リング ・マ トリックスを参照 しっつ、タワークレ
ーン1台 で施工不可能な場合 とか、複数台でも意味のない配置 といった情報 を入力す るこ
とによ り一定程度時間短縮 がはかれ る。
9.3.3最 小 コス トル ー ト探 索(手 順3)
(1)変 数 お よび係 数 の定 義
目的 は(1)式 の最小 化 で あ る が、 こ こで ダイ ナ ミッ クプ ロ グ ラ ミン グ問題 と して定式
化 す る ため 、変数 及 び係 数 を次 の とお り定義 す る。
Ci:i種 ク レーン の1供 用 日当 り機 械損 料
di,j=i種ク レーン でj階 を施 工 した時 の供 用 日数
ti,j:i種ク レーン でj階 を施 工 した 時 の機 械損 料(ti ,j=Ci×di.i)
Di:i種 ク レーン の解 体費
Ek:k種 ク レーン の組 立費
Zk.J=j階 をk種 ク レー ンで施 工 した場 合 の1階 か らの最 小 コス ト(た だ しk
種 ク レー ンの解 体 費 は含 まず)
…k-[1::1こ)た だ し(」-1)階 をi種 ク レーン、
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図9.4最 小 コス トル ー ト探索 図
検討中のクレーンの種類 と階数を図9.4の ごとくおく。
いま」階をk種 クレーンで施工すると仮定すると、(」-1)階 を同じk種 クレーンで施
工しておれば、 クレーンの組立、解体費は必要 としない。異なるi種 クレーンで施工して
いたとすれば、i種 クレーンの解体費に加えてk種 クレーンの組立費 が必要 となる。これ
らに機械損料 を加 えれば(」-1)階 をi種 クレーンで施工 し、j階 をk種 クレーンで施
工した時の機械経費 が求 め られる。これは一般 に多段選択過程の最適進路問題 として定式
化でき(*10)、 次の関数方定式 を得 る。







9.3.4モ デ ル の フロー チ ャー トお よび 出 力例
前項 の手 順 をフ ローチ ャ ー トで示 す 。(図9.6)入 力情 報 と出 力例 を図9.5,9.
7に 示す 。 出力 例 は後 述 の適 用 事例 の1っ で あ る。簡 単 に説 明 して お く。
図9.7-1は 検 討 対 象 の ク レー ン リス ト。 図9.7-3は 手 順2の 最 適解 。っ ま り定
置式 タ ワ ーク レー ン(以 下T.Cと 略す)に よ る施 工 の場 合 に は ク レーン リス トのNo.
17のT.C2台 を地 域 〔1,3〕,〔7,3〕 に設 置す る組合 せ が機 械経 費 を最小 にす る。
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ゐ ク レー ン デ ー タ ・揚 重能 力,作 業半 径,タ ワ ーの 高 さ,ブ ー ム 長 さ,機 械 損 料,
組 立 ・解 体 費
2洛階供用日数
3建 物 概 要 ・X軸 方 向 一 ス パ ン数,!ス パ ン 長
●V軸 方 向 一 スパ ン数,!ス バ ン長
・階 数,!階 当 り階 高,揚 重 地 域 ・階 数 別最 大揚 重 トン数(若 し くは全
揚 噴物 の地 域.躇 数 別 重 最 リ ス ト)
名 敷地 条件 ・Y軸 方向 で の 敷 地 の広 さ
5ク レー ン設 置 上の 制約 ・建 物 内 設 置 の 可否,定 置式 タ ワー ク レー ンの 使 用 台 数 制 限
●設 置 不 可 能 な 地域 ,そ の 他 の特 殊 条 件
6定 置式 タ ワー ク レー ンの 配 置 決 定 方 法 ・対 話 型?
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ク レー ン慣 糾 加 算.J一 噸 は
」積 ク レ ー ン=1;1+1
},kは1司し 、1種 ケ レ ー ン の 溺 体 費 と



































タ ワ ー ク レ ー ン の 検 討
健鈎 内 に.
タ ワー ク レー ン獺 ト
可麗 か り 到 ・レー
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一 一 一墜 竺」1タ ワ ーク レ ー ン観 蟹 制 的 条 桝
1馳 域1臼 の み 設 ● 可能





























タ ワ ー ク レ ー ン の 最 適 配 璽 を求 め る
切 期 惚 紐 定
タ ワー クレー ン僧 敢=1=層 十】
タ 「J一クレ ーンの 嘘種 と恕曜 位置
その時 の コス ト=∠


































































































































































































































































































































図9.7-1 検 討 対 象 ク レ ー ン リス ト
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タ ワ ー ク レ ー ン の 機 種 と設 置 地 域 制約条件(7)
,(8)






















































































































































































































































































































































































































































































































































図9.7-2カ バ リ ン グ マ ト リ ッ ク ス
図9.7-2は その組合せ を求め るための検討資料で、手順2に いうカバ リング ・マ トリ
ックス とT.Cの 設置地域、制約条件式(7)～(10)が 表現 されている。同図の下段
が設置地域で数値1は 当該地域 にT.Cを 設置、空欄は設置 していないことを表す。ある
T.C設 置地域Pが1で ある列の上 の揚重地域には当該地域Pに 設置 したT .Cが 揚重負
荷、作業半径等 の条件 をすべて満足 した場合1、 そうでない場合空欄で表現。不等号の右
辺は制約条件式(7)～(10)式 の右辺 の値が入 る。図9.7--3の 最適解 の設置地域
を実線で示す・この場合たとえば揚重地域 〔5,1〕 は 〔1,3〕 に設置 したNo.17の
T.Cで カバーされて いる。また揚重地域 〔5,2〕 は 〔1,3〕,〔7,3〕 の両地域
のT・Cで カバ ーされている。図9.7--5は 最小コス トルー トつま り1階 から最上階ま
で施工す るクレーンの組合せ を求 めるステップで、結果 が図9.7-4に ある(手 順3)。
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図9.7-5の 廓印は 当該 階 を当該No.の
ク レー ンでは 施工 で きな い こ とを示 し、手 順
1で検 討 した結果 で あ る 。 図9.7-5のNo.
17クレー ンは図9.7-1に い うク レーンNo.
とは異 な り、 手順2で 求 め た定置 式T.Cの
最 適組合 せ の意 味 で ある 。つ ま りこの例 の場
合 はNo.17T.C2台 を総 称 してN。.17
クレーン と して い る 。 こ うす る こと に よって
N。.1～No.16ま で の移 動 式 、走 行式 ク レ






図9.7-3手 順2の 最 適 癬
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図9.7-4手 順3の 最 適 解
図9.7に 示す20種 類のク レーンが使用可能であ り、工事現場 を階数 と揚重物の最大
重量 が異なるように表9.3の ごとく与えたとき、ク レーンの最適配置 とその時のコス ト
は同表のとお り。













供用 日数 履 適 ク レ ー ン配 置 その時の費用
最上階建設 クレ
ーンで全体を施
ノ0 6m 2 6皿 !5 5t !0 1F～ ノ3F姦/2ク レー ン 工した時の嚢用
3t !0 /4F～!5Fノ 駈!4ク レーン /276 1520
ノF～2F駈3





!七 ノ0 4F～6F廠8 !/04 !520
7F～/3F茄/2
/4F～/5F属 ノ4




3t /0 ノ4F～/6F茄!4 3244 3948
!7F～30F茄20
!F～2F堀3
2t /0 3F～/3F姦/2 2626 2780
/4F～30Fκ/7,茄/8
/F堀/




工事現場の平面形は一辺 が6mの 正方形 グリッド、長さ60m、 奥行12mで ある。た

















































































































































































































































































































































































































































るのに伴 って最適なク レーン配置は大幅に異 なって くる。
15階建では揚重物 の最大重量が5tと3tで 同 じク レーン配置 となっている。つまり
この場合機械経費の点では揚重物の最大重量 が5tで あろうと、3tで あろうと同じ費用





②平面形、階数 が同じ場合でも、揚重負荷の違いは クレーン配置の組合せ を大幅にかえ
る。
③通常行われている最上階 まで建設可能なクレーンを当初よ り配置す ることと本モデル
での配置計画 とには機械経費の点で相当程度 のひ らきがある。
④各階供用 日数の変化 はクレーン配置 にも影響す る。これはク レーンの組立 ・解体費 と
機械損料 との関係 による。
⑤端的 には機械損料が安 いク レーンはその施工能力限界まで使用 し、次のクレーンに交
替するといった手段 が有利である。




に最適計画案 を求めることは困難で、担当者が変われば異なる計画案が作成 され る可能性
が強い。情報が一定程度詳細化 した施工計画プロセス においてそ うである。従って情報量
が少なく、不確実性が高い基本設計プ ロセスでは配置計画案は乏 しい経験 か、まった く経
験がない状況で決定 される。あるいは計画 しないこともある。本モデルはその決定過程に
論理的手順 を導入す ることを意図 したもので、適用事例でみたように実用化への可能性 と
有効性は確認で きた。もっとも ここで提案 したモデルは問題 を二つの点で単純化 してとら
えている。一っはモデルに含 まれる変数の種類、内容の単純化であり、二っは超高層を申
心 にしたため適用対象 を単一の建物に限定 していることである。前者 については今後は一
層現実的な、妥当性の高 いモデル に拡張 していくことにし、後者 についてつま り団地建設
一257 一
等複数棟を対象 とした揚重計画問題 を次章で論述する。
いずれにせ よ基本設計プ ロセスでの概略施工計画の計画 システムの重要性 が確認でき、
揚重計画 を例にそのシステム構築が達成 できた。
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第10章 基本設計プロセスでの大規模団地建設プ ロジェク トの施工計画の最適化
10.1は じめに
本章の 目的は前章 と同じく基本設計 プロセスでの物的設計支援の施工計画システムを構
築することにあるが・現状の基本設計 プロセスで施工計画 が作成されることは少ないため、
施工計画 プロセスでの計画過程 を中心 に論述する。
企画幽・設計段階か ら施工に至 る過程での施工計画立案の現状 と問題は集合住宅プロジェ
ク トの各種の決定問題 として第1編 で詳述 した。また第9章 では基本設計プ ロセスで概略
にせよ施工計画が作成されることは稀で、施工計画プロセスで初めて検討 されることが一
般的であ り、 その場合で も現場担 当者が短期間 に施工計画 を作成せねばならないことが多
く、数少ない代替案の検討 と経験 に基づいた決定 を行っていることを指摘 した。次に施工
計画の主要な部分であるクレーンの配置計画 に検討 を加え、その最適配置決定モデルを構
築 した。 このモデルは主 として単独棟でのク レーン機種、台数の選択問題 を扱ったもので
ある。しかし大規模団地建設プ ロジェク トに代表 される多数棟建設現場に揚重用ク レーン
を配置する場合は これ とは異なった論理構成、手順でもってその決定 が行われる。
本論文4.1節 でみた躯体建方計画の策定過程では多数棟への割 当てを4種 類のクレー
ンについて、それぞれ1棟 を1台 の クレーンで施工する場合、2棟 を1台 のクレーンで施
工す る場合、3棟 を1台 のクレーンで施工す る場合、の三 とおりの基本SNを 作成す るこ
とから始めて全体工期におさまるか否か検討 している。これ以外のクレーン種類、基本S
Nが作成されることはなかった。 この基本SNと クレーン種類 をいかなる方法論で組合せ 、
全体の建方計画 を作成 したかは判然 とせず、手作業による思考錯誤的な方法であったと目
される。その決定過程 には三っの点で問題 がある。一っは1台 のクレーンでの施工棟数 を
三棟 までに限定 している点 。二っはクレーンの機種 を4種 類に限定 している点。この二つ
は代替案の範囲 を極度に狭めている。三っは思考錯誤的で最適性の保証 がない点である。
そこで本章では基本設計プ ロセスで大規模団地建設等面的な広 がりを持 った多数棟建設
現場に揚重用ク レーンを配置す る場合の決定モデル を構築す る。
以下10.2節 では既存の研究 との関連および本章での配置計画モデル の概要について
ふれ、10.3,4,5節 でモデル の開発 を行う。まず10.3節 でn/mジ ョブ問題(
注1)の シ ミュレーションモデルの作成手順 を述べる。次に10.4節 でシ ミュレーショ
ンの結果の考察 を行 い、10.5節 で最適配置計画 の決定モデル を定式化 し、 その解法 に
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ここでと りあげようとしている問題 は、具体的には 「n棟建設現場で、契約工期 を厳守
し、ク レーンの機械経費 の最小化 を達成するためには、 どの機種の クレーンを何台投入 し、
どのように施工すればよいか」という問題 と考えてよい。この種の問題 を定量的 に扱 う手
法 にはスケジュ ーリング、PERTな どがある。しか しスケジューリングのn/mジ ョブ
ーシ ョップ問題(注2)の 一般的解法 は未だ開発されて おらず、 またn/mジ ョブーショ
ップ問題 をそのまま利用す ることには無理 がある。(*4)
一方PERT手 法は一定 の技術的順序関係 を設定 し、それにもとついて 日程計画 を作成
するためのものであ り、時間的に当該工事の施工 が完了できるか否 かに関心 が払われてい
る。必ず しも経済的に有利 な案 を選定する方法ではない。
従 って ここでと りあげる問題 を解決するための配置計画モ
デル は新たに開発せざるを得 ない。
10.2.2配 置計画モデル の概要
配置計画 モデルは主 として二っの部分 から構成され る。第
一は、設計条件、施工条件な どを考慮 して、システム ・シ ミ
ュ レーションによって利用可能 なクレーンとその施工方法の




シ ステ ム ・シ ミー レーシ ョン








1結 果 の 評 価1
図10.1
配 置 計 画 モ デ ル の概 要
(注1)n/mジ ョブ問題 とはn棟 建設 時にm台 の クレーンを投入 した場合の最適施工法
を求める問題をい う。
(注2)n/mジ ョブーショップ問題 とは、 日程計画問題 のなかでn個 の仕事 をm台 の機
械にかけるかけ方 をどうした ら妥当な評価尺度のもとで最 もよいかを問題 にす るものであ
る。ジョブーショップとは仕事 によって かけるべき機械の順序が異 なる場合 をいい、同じ
場合 はフローショップとい う。(*7)
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械経費 が最小 となる代替案群 を分枝限定法(注1)を 使って選定 し、概略工事計画とク レ
ーン山積みを作成す る・以上の手順 を図10.1に 示す。
10.3シ ミュ レーシ ョ ン ・モデ ル の作成
10.3.1シ ミュレーション ・モデルの前提
シミュレーションの 目的はn棟 建設時 にm台 ク レーンを投入 した場合(n/mジ ョブ問
題)の 最適施工法 とその場合の所要工期、ク レーンの機械経費 を求めること。
シミュレーション ・モデルは以下の条件 を前提 として作成 した。
(1)最適施工法 とはク レーンの機械経費 を最小 とす る施工法である。(機 械経費には機
械損料、運転経費等 が含 まれるが(ゆ1)、 ここでは便宜上機械損料に限定する。)
(2)クレーンの機械経費は供用 日を単位 とす る。
(3)施工法はシステム側で用意 したものである。現嚇経験者の経験の加味は別途考慮す
る。
(4)複数棟の施工 に複数台の クレーンを投入すると施工法によって工事完了 日が異なる
翁合がある。その場合工期算定上は最も遅い 日を工事完 了日とみなす 。
(5)ここでいう契約工期 とは請負契約上の予定工期 よ りクレーン作業に割当て られた期
間をいう。
(注1)分枝限定法 とは、与え られた問題 を直接解 くことが困難な場合、その問題 をいく
つかの小規模 な問題 に分解 し、そのすべて を解 くことで等価的にもとの問題を解 こうとす
るもので、 この考 えを分解 によって生成 された問題にもつぎっぎと適用 し分解を進めて行
く、これ を分枝操作 といい、分枝限定法の第1の 構成要素である。次 に、全ての部分問題
を解 くのは無駄であるので、全部分 問題の一部分のみ を実際に処理す るように工夫する。
これ を限定操作 といい次 の2っ の性質 を使 う。
(1)ある部分問題P且の最適鰐が何 らかの方法で求 まれば、Piをさらに分解する必要は
ない。
(2)ある部分問題Pi(お よびそれ から生成 される部分問題)が も との問題P。の最適解
を与えないことが何 らかの理 由によって結論で きれば、Piをさらに分解す る必要はない。
なお分枝限定法は最適化問題 を解 くためのス トラテジ(strategy)であって、問題ごと
にその特殊性 を生か して、専用アル ゴリズムを作成せねばな らない。(*5)
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(6)投入 されるクレーンは当該工事の施工がすべて可能なものであ る。
(7)ある階が完成 した場合でも、1日 の途中ではク レーンの移動は行わない。
(8)1棟 も しくは複数棟 を共同で施工す る場合は同一機種のク レーンとす る。
(9)ク レーンを他棟に移動す る場合 、クレーン作業終 了後 、1日 の作業終了時刻 までに
移動に要す る時間の1/2以 上の時間的余裕がない と翌 日移動 させ るもの とす る。
(10)ク レーン揚重時の巻上げ速度 は巻下 げ速度 の1/2と す る。
(11)ク レーンの作業時間は8時 間/日 、8時 間 の内作業可能な時間(稼働率)は8割 と
す る。
10.3.2シ ミュ レーション ・モデル の作成
建築物の施工にクレーン を投入す る場合、その施工方法は大別す ると次の三 とお りであ
る。
①1棟 を1台 のクレーンで施工(1/1ジ ョブ問題)
②複数棟 を1台 のク レーンで施工(n/1ジ ョブ問題)
③ ユ棟 を複数のクレーンで施工(1/mジ ョブ問題)
さ らにこれ らの組合せ を考えると、標準的な施工法 は図10.2に 示す4と お りである。
すなわち1棟 を1台 で施工、複数棟 を1台 で施工、1棟 を複数台で同時 に施工、1棟 を複
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図10.2標 準 的 施 工 法
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いま10棟 に3台 のクレーンを投入 した場合の施工法 タイプの例を図10 .3に 示す。
施工法タイプを追加作成す る際 には現場経験者の知識、新たな技術情報を加味すればよい。













巳 階 の 施 工 検 討 圏;■十1
resしhr=O,piece1=0





(du駈 最終 日除 く)




巳階施 工サ イ クル工期 と




前 の棟の最終 日の残 リ時間
regthr
resthr内
クレー ンの移 動可能 か?
翌日移動による
揚重時間減少の計算




図10.4n/1ジ ョ ブ の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン モ デ ル
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10.3.3シ ミュ レーシ ョン ・モ デル の入 出 力情 報
入 出力情 報 とそ の例 を図10.5～10.7に 示 す 。
10.4シ ミュ レーシ ョンの結果







図10.5入 力 情 報 リ ス ト
ある場合 はこの方法 が採






設 計 条 件 ク レ ー ン デ ー タ
・建物階数(15階) ・利 用 可能 なク レー ンの種 類
。各階揚重量(500個) ・各 ク レー ンに つ いて
・階高(3m) 〈揚重巻上げ速度〉
・ク レー ン作 業 完 了後 当該 階 〈作業位置移動所要時間〉
での作業所要日数(2日) 〈揚重場所での停止所要時間〉
注()内 は シ ミュ レー シ ョ ン 〈機械経費〉
事例への適用数値 〈利用可能台数〉
ク レー ン種 類
項 目
No.1 No.2 No.3 閥o。4 No.5
巻 き上げ速 度(mんin) O.2 0.4 O.6 O.8 1.0
作業位置移動所要時間(h) O.5 1.O 3.O 6.0 8.O
揚 重場所 で の停 止所 要時 間(sec) 600 500 450 400 300
機械 経費(万 円/日) 2 3 4 5 6
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.11の代 替 案No.は こ


















































ク レ ー ン 台 数






















べき方法ではない。採用す る場合でも、サブグル ープのとり方によって、同じ短縮効果 を
より低 い機械経費で達成す ることができる。たとえばここで例示 したモデルの場合、1棟
を2台 の クレーンで施工す ると、工期164日であるが、2棟 を4台 で施工 した場合 は工期
143日で、工期 が短縮 される。1棟 当 りの機械経費は前者の場合で656万円、後者で572万
円となっている。ここに機械経費 と所要工期 の両者 を考慮 した配置計画モデル開発の重要
性 がある。次項で この最適組合せ を求 める方法論について記す。
10.5配 置計画モデル
10.5.1問 題 設 定
い くつ かの代替 的 な施工 法及 び ク レー ンの 申 か ら最 も経済 的 な施 工法 を選 択す る問題 は、
O-1整 数 計 画 問題 と して(1)式 の ご と く定 式化 で き る。
(1)変 数 の定 義
i:代 替 案番 号,i=1,2…n,n:代 替 案 の数
j:ク レーン の種類,j=1,2…m,m:ク レーン種 類 の数
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Ni:i代替案 の施工棟数























b.契 約 工 期 内 に 施 工 が 完 了 し な け れ ば な ら な い 。
0≦ti≦Lo-Ti(i=1,2,…,n)




但 しXiO=0の と きXit■=o
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(1)式 はO--1整 数 計画 問 題 の うち、 多 次元 ナ ップ ザ ック問題 で あ り、 分枝 限定法 によ
って解 くこ とがで き る。(*5)
10.5.2解 法
分枝限 定法 に沿 っ た最 適解 を求 め るアル ゴ リズ ム を図10.9,図10.10に 示す 。
この解法 の利点 は解 の限 定可 能 性 を利 用 して検 討す べ き解 の数 を減少 させ 得 る と ころにあ
る。
サブル ーチン




実 行 可 能 解 の 整 理
そ の時 の コス ト(cost1)を計算
いままでの最 良か
cost1<costO















可能 な期間 を求め る(tLo)
tL。<1,
当 該 案 を割 り当て る









図10.10実 行 可 能 解 探 索 の フ ロ ー チ ャ ー ト
実 行 可 能 解 深 粥
はじめ






新 し い ク レ ー ン 山 積 み 作 成
no=T)b-n■,し1,0二 しIJo-1













「限定可能性:任 意の解の集合 に含まれ る最良の解 の値の推定値は以下のように して得 ら
れる。
a)そ の集合 のなかの最良の解の実際の値は、その推定値よ りも劣っているか、等 しい。
っま り、推定値 は実際の値の上界 となっている。
b)推 定値は容易に計算できる。
c)推定値は実際の値 に適度 に近い値である。」(*6)
要するに最小値 を求める場合の任意の解の集合の下界(最 大値の場合は上界)を いかに容
易に、実際 の解 に近いものとす るかが問題 となる。
10.6配 置 計 画 モデ ル の適 用 と結 果 の考 察
10.3の シ ミュ レー シ ョン ・モデ ル に よって 得 られ た代替 案 リス ト(図10.7-2)
を表10.2に 示 す工 事 規模 、 ク レー ン制 約 、契 約工 期 のプ ロジェ ク トに適用 した 。結果
を表10.2右 欄 及 び 図10.11に 示 す 。
表10.2適 用 プ ロジ ェ ク トの制 約条 件 と計算 結果
建物棟数 契約工期
利 用 可能 ク レーン台数 計 算 結 果
No.1No.2No.3No.4No.5所要工期 機械経費(万円)
事例1 10 無 無 無 無 無 無 1062 5308
事例2 10 250 無 無 無 無 無 186 5580
事例3 10 150 6 5 3 3 3 145 7213
事例4 10 200 6 5 3 3 3 186 6412
事例5 10 250 6 5 3 3 3 243 6198
事例6 10 300 6 5 3 3 3 273 5724
事例7 10 350 6 5 3 3 3 337 5618
事例8 10 400 6 5 3 3 3 358 5550
事例9 10 450 6 5 3 3 3 444 5328
事例10 10 無 6 5 3 3 3 1062 5308
いま契約工期300日の例 にっいて説明する。
この工期 の場合代替案 リス ト(図10.7-2の()内 の代替案No.を 使用する)
のi=1,12の 案 をそれぞれ3,1案 づっ採用するとクレーンの機械経費の合計は5724
万円とな り、それ が最小 コス トとなっている。その時の施工計画は、2/2ジ ョブ.施 工
法タイプ2の ブロックを3、 及び4/3ジ ョブ、施工法 タイプ6の ブロックを1つ 同時に
着工する方法で ある。(図10.12)
通常 の決定方法では工期300日が与え られ ると、1/1ジ ョブで施工 が可能ならばそれ












代 鯵察No。 棟数 クレー ン種顛 クレ ーン台 敗 所 要 工期 コ ス ト/棟 採用 致 施 工法 タィブ
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注)代 替 案No.は 図11.7-2の()の数 値 で あ る
図10.11配 置 計 画 モ デ ル の計 算 結 果






































[==ト α 瞠江==コトc⊆==1・ 幽 ●
1】Fl2Fl3F;
、F臨,融,吟感 ≒ 。嘩 仁=
1F2Fl:3Flll
[===王潮==コ 。ー白 っ亡==
図10.12最 適 配 置 計 画
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意することが多 い。この場合機械経費はN。.1クレーンが586万円 ×6棟 、N。。2クレーンが6
87万円X4棟 で合計6264万円となる。
いず れにせ よこういった概略の工事計画 を作成 し、 これにもとついてより詳細な検討に
入るべきであ ろう。
また、各種の工期 に対 して、 この配置計画モデル を使って概略工事計画のクレーンの機
械経費を計算 してお くと、他の関連要素た とえば現場経費等の支出が工期の変動 によって
変化する場合 の最適工期 を求め ることがで きる。仮に、工期300日までは現場経費は変化





























図10.13工 期 の 違 い に よ る 機 械 経 費 の 変 動





(1)投入 クレーンの機種、数量 が同 じ場合でも、その施工法 、組合せ によ りク レーンの
機械経費は大幅 に変化する。
(2)通常行われてい る施工法 と本モデルでの配置計画 とにはク レーンの機械経費の点で
相当程度のひ らきがある。
(3)ク レーンの資源制約は工期への影響もさることながら機械経費へも大き く影響する。
(4)機械経費の点 からいえば、工期 に余裕 があれば、複数棟 を1台 のクレーンで施工 し
た方 が有利 となる場合が多 い。
(5)作業所長等個人的経験によ り決定 されていたク レーン配置計画問題 に計量的手法の
適用が達成で きたが、経験、あるいは新 しい技術情報等はシ ミュレーション ・モデルの更
新 によって考慮できる。
(6)いずれ にせ よ、本モデル の有効性 が確認できた。
10.7ま とめ
前章でも述べたように基本殻計プ ロセスで担当者 が経験 に基づいて主観的に決定する方
法では、合理的、客観的に最適計画案 を求めることが困難で、担当者 が変われば異なる計
画案が作成される。また計画されず 、工事費算出のため には係数処理 される可能性 が強い。
本モデルはその決定過程 に論理的手順 を導入す ることを意図 したものである。
本章の議論、考察で得た知見は次のとお りである。
(1)大規模団地建設プロジェク トに代表され る多数棟建設現場での揚重用 クレーンの配
置計画 が一定の手続き を経て、論理的に決定で きる ことが明 らかとなった。
(2)その場合最適配置 をクレーン損料 を最小化す る配置 とすれば、その点で経済性 を考
慮 した最適配置が決定で きる。
(3)さらに所定 の工期 を短縮 も しくは延長す ることによる経済性 の検討 が可能である。
(4)配置決定 モデルは二っの部分か ら構成されている。一っ はn/mジ ョブ問題 を解 く
ためのシミュレーシ ョン ・モデル。他 の一つはn/mジ ョブ問題の組合せ によって揚重用
クレーンの配置 をいくっかの条件の下に決定す るモデル。従 ってn/mジ ョブ問題とその




報に基づいてお り・第7章 でいう施工計画情報 をつくり出す計画システムと して機能する
ことができる。
(6)その結果、基本設計プロセスでの仮設工事費(こ こでは揚重用ク レーン経費)が 単
なる係数処理ではな く・概略にせよ実行可能な施工計画に裏付け られた形 で概算すること
が可能である。さらに契約工期の設定 も経済性 を考慮 して行 うことができる。
(7)ここでもモデルは問題を単純化 して とらえてお り、今後一層現実的、妥当性の高 い
モデル に拡張せねばな らない。
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維持保全の計画及び実施の実態 は第5章 でみた。簡単にふ りかえると次の とお り。
既存 の建築物の維持保全、修繕研究は過去の修楢費支出に着 目し、将来 を予測 しようと
した。計画 の実態では計画修繕の基準が経験 と達観 によることが多 く、またそうでない掲
合も耐久性 の基準 であって最適性 の基準ではない。つ まりできる限 り長 く使うことを良 と
する基準であるとし、その根拠の乏 しさ、経済性の問題 を指摘 した。修繕実施の実態では
計画修繕は修繕実態上ほぼ崩壊 し、事後修繕中心になって おり、修繕周期は予算計上 の根
拠であ り、修繕の一つの 目安程度 の意味 しかないことを明 らかに した。
さらに修繕費支出の水準 には供給主体間の格差があ る。修繕には修繕費支出が大きいも
の、発生頻度 が高 いもの という意味での重点 が存在する。これ らの支出、頻度に応 じた重
点的、計画的 な対応 が必要である。いま修繕す るのが有利なのか、先送 りした方 がかえっ
て有利 なのか、 どの程度修繕すれば経済的 か。これ ら経済的な修繕周期、修繕率 はまった
く考慮 されて おらず、その方法論に欠ける。計画修繕の方法は単に酎久性のみな らず、経
営圭体 の管理水準 、居住者 の要求水準によって異なる。この点 を整合的 に検討すべき方法
論 を持 ち合わせていない。さらに使用期間 が異なった り、代替的な修繕の方法がいくつか
ある場合 にどうす れば最適化できるかを決定す る方法も存在 しない。
いずれ にせ よ第5章 の議論は建築物が既に存在 し、いかに維持保全す るかに力点があっ
た。またその限 りでの経済性の議論であった。しかし集合住宅竣工後 、あるいは居住開始
後に修繕計画 を初 めて作成 して得 ることのできる利益は基本設計プロセスから信頼性、保





ところで建築保全 を考 えるうえでの問題の広 が りは図11.1に 示すように多岐にわた
る。現在 のところどの問題 をとっても十分 に論理的な方法 を持ち合わせていない。部分的
に若干の新 しい考え方、提案 がされっっあるにとどまる。従って次節ではそれ ら最近の動
向にっいて論述 し、11.3節 以降で本論文でいう維持保全の最適化 にっいて論述す る。
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6制 約 条 件7保 全 手 法8.検 討 モ デ ル
建 簗 保 全




9,関 連 手 法lu.評 価
図11.1建 築 保 全 の 関 連 問 題
まず11.3節 では維持保全問題 を記述す る。維持保全 での用語の定義 を検討 し、それを
ふ まえて劣化関数 と修繕区分の考 え方 を明確 にす る。11.4節 では維持保全の うち修繕
に限定 してその過程の敬理 モデル を構築す る。モデルは修繕の方法 か ら計画修繕 、非修繕
取替、事後修繕の三っ を考 える。次にこれ らのモデル を使 ってい くっ かの試算 を実施 した。
さ らに当該モデルの改良 を実際の修繕意思決定の状況 を加味 して行 い、その感度分析を行
って いる。11.5節 で改良型モデル を含 め、五つの修繕方法のモデルのシ ミュ レーショ
ンを実施 し、その結果の考察 をしている。11.6節 は具体的な建築部分 への適用例を扱
って いる。適用例 として鉄部塗装 をと りあげ、その最適修繕方法 とその時の喪用を算出し
ている。さらに当該モデル が適用され る基本設計 プロセスにおいては建物 の使用期間、物





①NTTの 提案す る建物 のライ フサイクル設計の一提案、いわゆる2n方式
②初期建設費 と耐用年数 の関係 、つ ま り耐用年数 を延伸す るために初期 建設費がどの程
度増加 しても経済的 には同等 か。
③企画 ・設計段階で金額比な がら修繕率、修糟周期、取替周期 が与え られた湯合の概略






「従来建物の保全では各部位 ・材料の減耗 からそれぞれの修繕周期を定める手法 がとられ
ている。いわば静 的な手法 の保全 ということがで きる。 しかしながら修繕 ・改修を硬直的
に部位 ごとの修繕周期で実施すれば、それ らの時期 はバラバ ラのものとなってしまう。




るように、材質 ・仕様 を設計 し、
1,2,4,8,16,32,64(補







2艮方 式 による建物各 部位の ライ フサ イクル案("7)
この考え方は建物の各部位の耐用年数 が確定的で且つ耐用年数の長短 を技術的 に操作可
能とした場合 に成 り立っ。 しかし現実は各部位の耐用年数は確率的であ り、その長短 は必
ず しも技術的 に操作可能 とはなっていない。耐用年数が確率的な場合に上記の考 え方 をと
ると取替周期及びその経済性が どうなるかを次のモデルでシ ミュレーションを実施 した。
(2)シミュレーションモデルによる検討
建物の部材 を図11.3に 示す ようなA,B,Cの 三つ に階層的に分ける。耐用月数 を
それぞれ24,48,96ケ月とする。その耐用月数は前後12
ケ月の中で確率的 に変化す る。確率分布は正規分布。A,
B,Cの 初期建設費(簡 単のため取替費も同 じとす る)
は10・30・100ユニッ トとする・(これを21t方式 と呼ぶ)図11 .3





して 集 計 したも の の二 っ を考 え る 。検討 期 間 は
16年(192ケ月)、 シ ミュ レーシ ョン回数 は1000表11・1モ デ ル の 諸 量
回 と して お く。(表11.1)
た とえ ば あ る回数 の シ ミュ レーシ ョンで は検
討期 間16年の間 にA,B,Cの 部 材 をそ れぞ れ7,




で あ り、 そ の時 の コス トCsは 単 純 集計 で
Cs=10×7十30×3→-100×1=260








部 材 耐 用 月 数 耐用月数の分布の範囲
初 期建 設費
unit
A 24 12～36 10









で あ る。 そ の時 の コス トは単 純 集 計 で490、現 在 価値 換 算 で193.06とな る。 ち なみ に耐用
年数 が確定 的 にA,B,Cそ れぞ れ24,48,96の値 を と る とす る と、Aは7回 、Bは3回 、
Cは1回 取 替 え る こ ととな り、 その 時 の コス トは単純 集 計 で260、現在 価 値 換算 で124.82
とな る。 これ らシ ミュ レーシ ョ ンの結 果 を図11.4～11.6に 示 す 。取替 コス トの期
待値 は 単純 集計 で349.18、現 在 価 値換 算 で151.47であ る。 同 図 よ り耐 用年 数 が稚 定 的 と考
え た場合 の コス トは単 純 集計 、現 在価 値 換算 いず れ の計 算 で もほ ぼ最 小 とな る 。つ ま り確












経 過 月 数





多少 の余裕 を付与することが考え られ
る。具体的には図11.3の 例でいえ
ばAの 酎用月数 をBの それ の1/2よ
りも多少長 く設定す る。同様にBの 耐
用月数 をCの それの1/2よ りも多少























取 替 費 用(単位=ユニット)
図11.5取 替 費 用 の 分 布(単 純 集 計)
いま仮 に先 のモ デル の耐 用 月数 をA,B,Cそ れぞ れ26,50,98とし、検討 期間 は192
ケ 月 の ままで 同様 のシ ミュ レー シ ョン を実施 した 。(2"方 式改 良型 と呼ぶ)結 果 を図11.












2.n方式 改 良 型
μ 、獄麺
80120160200
取 替 費 用(単 位:ユ ニ ッ ト)












経 過 月 数
図11.72n方 式 改 良 型 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
_L
160200
ある。当然の ことなが ら2n方 式に比べ取替 の発生 はいず れの部材 とも延長 されているこ
とが図11.7よ り確認できる。これを取替費用の分布でみると2n方 式では分布の山が




向 に片寄 って い る。 つ ま り改 良型 の 掲合 取 替農 用 が相 対的 に小 さい と ころ に集 中 して 分布
してい る こ と がわ か る。
耐 用 月数 をそ れ ぞれ 特定 の値 で あ る2ケ 月延 長 す る こ とが可 能 な設 計 ・仕様 、製 作 の技
術 は現 在 の と ころ一 般 には存 在 しな い。 しか し仮 に存 在 した とす れ ば、耐 用 月数 を延 長す
るた め に付加 コス トが必要 と な る。過 度 に付加 コス トが必 要 な場 合経 済性 の点 で耐 用 月数
を延長 す る ことの 意味 は な く、 その限 度 が問 題 とな る 。 この種 の問題 は寿命 の違 う投資 案
の比較 問 題 の うち 類似 反 復型(*8)と 考 え る ことがで きる。
い ま耐用 月数T、 の部 材M、 の初期 建 設 費(簡 単 の ため 取替 費 も同 じとす る)をC、 、耐
用 月数T2の 部材Mzの それ をCzと し、 取替 回 数n、 月間利 子 率 をiと す る と、M、 の全体
費 用の 現在 価 値(以 下現 価 とい う)P、 は
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同様 に してM、 の全 体 賛 用 の現 価P、 は
111













こ こで 全 体費 用P、.Pzが 等 しくな る ときのC、,C。 の比K(増 加 率)が 耐 用 月敬 を延
一283一


















と求 め られ る。 っ ま り当該 部材 をT、 か らT。に延長 した 掲合 、 初 期 建設 農 はK倍 まで増加
して も いい こ と を示 して い る。(取 替 に至 る まで に行 う修 繕 、有 限 の計 画期 間 を考慮 した
検 討 は次項 で行 う。)
上記 の モデ ル にK、 ～K、 を加 味 して初 期 建築 農 と取 替 喪 の和TCの 期 待値 計 算 す る と
TC=K。X100+K、X30×K、X10+(シ ミュ レーシ ョ ンに よ る取 替 費 の 累計)
==143●20十138・93=282●13
一方 部 材A ,B,Cの 耐 用 月数 を24,48,96として シ ミュ レー シ ョン した 結果 は
TC=100+30+10+(シ ミュ レーシ ョ ンに よ る取 替費 の累計)
=140十151.47=291●47
で あ る 。従 って増 加率Kが(6)～(8)式 の値 を とる局 合 は部 材 の耐 用 月数 を延 長 させ









はよ り現実的な検討 を加 える




③取替 には初期建設費 に除却費等割増 を考慮する。




















o口 ・ 口,_ 噸. ,
σ88e.の ■
:取替 に至 るまでの修繕 回数(こ こでは毎年修繕つま りn=To-1と する)
h:一 般 物 価 上 昇
・新 設 か ら 第1回 取 替 ま で の 費 用 の 現 価P、 は
M■rnM2r。2MnrnM
P、=Co十 十 十 … … 十
1十i(1十i)z(1十i)n
・第1回 取 替 か ら 第2回 取 替 ま で の 費 用 の 現 価P,は
(1十 α)Cor.n'■M■ro"'zMnr.2nn
P2=十 十 … … 十
(1+i)n+■(1+i)n+2(1+i)att'■





十{十 … … 十}
(1十i)⊂n■ 雪■》〔n+■》1十i(1十i)tt
こ こ で 、
ro(n'■)M■r。Mnr。n
v=,MP=十 … … 十
(1十i)(n+■}1十i(1十i)u







い ま まで の議 論 にあ る現価Pは 名 目的 な現 価 で あ る。 とこ ろが実 質 的 な現 価 は名 目的 な
現 価 に一 致 す るた め(*9)、 実質 的 な正 味 年金 換 算値(以 下年 価 とい う)翫 の算 定式 の





ここにk=(1十i)/(1+h)-1,T=n、T。 で あ る。
(2)ラ イ フサ イ クル コス トの計算
検 討期 間Tを 固定 して 、 そ の間で 可 能 な取替 回数nt(こ こで はT=n、T。 と して い る
た め、T。=T/n、 が整数 と なる場 合 の み考 え る。)に っ いて ライ フサ イ クル コス トを
(9)式 よ り求 め る こと がで き る。 図11.9は α=O.1,μ=o.02,i=o。08,h=o,
r。=1.0と した とき の ライ フサ イ クル コ ス トを示 して い る 。但 し初期 建設 費C。 に対す る
比 率で 表現 さ れて いる 。た とえばT=50で 考 え る と この間 での可 能 な取替 回数 は取 替 しな
い、1回 、4回 、9回 とな る 。 それ ぞれ に該 当す るライ フサ サ イ クル コス トが図11.9
の下線 部分 で あ る 。取替 な しで は初期 建 設費 の1.244倍、取 替4回 で は初期 建設 費 の2.133
倍 の費 用 が かか る こ とがわ かる 。
LIFEトリカ1ナシ トリカ11 トリカ12 トリカエ3 トリカ14 トリカ15 トリカ16 トリカ17 トリカエ8 トリカエ9
10 1,124 1,859 4,108 7,871
20 1,192 1,692 2,767 3,313 6,058
30 1,223 1,563 1,955 2,773 3,188 4,86匪
40 1,237 1,469 2,076 2,398 3,383 4,045
50 L244 1,401 2,133 3,473
60 1,247 1,354 L528 1,728 1,941 2,159 3,058
70 1,248 L321 1,798 2,171 2,749
80 1,249 1,299 1,541 1,691 2,177 2,513
90 L249 1,283 L367 1,608 1,745 2,179 2,328
100 1,249 1,272 L433 1,544 2,180
(徹去費劃合 α=IO%,繕tlel"全費割合 μ=296,名目剰子N=8%,一 般物 価上昇串h=O%,維持保 全物価上昇率r■=O%)
図11.9ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト指 標(耐 用 年 数 と 初 期 投 資 の 関 係)
(3)初 期建 設 費 と耐 用年 数 の関 係
(2)に お いて各 検 討期 間Tに お ける可能 な取 替 回数 毎 の ライ フサ イ クル コス トが計算
され て い る。今 比 較 しよ うと して い る代 替 案 をA、,A。 とす る。 その耐 用年 数 は取替 回数
で表 され るか らA、,A。 の取 替 回敬 をそれ ぞれN、,N。,初 期 建設 費 をC。、,C。、,ラ イ
フサ イ クル コ ス トの初 期 建設 費 に対 す る比 率 をa、,azと す る。(図11.10)












初期建設費 に投入 しても 経済
性の点では 同等であることを
意味す る。 上記のライ フサイ















図11.10初 期 建設 費 と耐 用 年数 の 検討 代 替案 モ デル
ト
トリカ12 トリカェ3 トリカ14 トリカ15一 トり力16- トリカ17-〒一 一 一 一一 一 トリカ18一 トリカ19-一 一 一LIF日 トリカェナシ トリカェ1-← 一一 一 一一一
101,000




20卜 1,000 1,419 2,321 2,779 5,082
30 1,000 1,278 1,598 2,267 2,606 3,974
40, 1,000 1,187 1,678 1,938 2,733 3,269
50 1,000 1,126 1,714 2,791
60 1,000 1,086 1,225 1,386 1,556 1,731 2,452
70 1,000 1,058 1,440 1,738 2,202
80 1,000 1,039 1,233 1,353 1,742 2,011
901 1,000 1,027 1,094 1,287 1,396 1,744 1,863
1・・i 1,000 1,018 1,147 1,235 1,744
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図11.12
23456フ8910
耐 用 年 数 の 倍 数
耐 用 年 数 と初 期 建 設 費 の 可能 割 増率
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案 を基準 にa・/a・ を計 算 した の が図11・11で あ る。端 的 に は経済 性 の点 で耐 用年 数
を25年 か ら50年 に延 長 で き る部 材 に投 入 で き る費 用 は初 期 建設 費 で前者 の1 .126倍ま
で とわ か る。 図11.11を 検 討 期 間T別 に取 替 回数 とaz/a、 の 関係 をプ ロ ッ トす る と
(図11・12)・ 耐 用年 数 を仮 に延長 す る こと が可 能 と して もそ こに投 入 で き る費 用 は
それほ ど増 加 しな い こ とがわ か る。
ち なみ に図11.13に は 一般 物 価上 昇 、建 築 部門 の物 価 上昇 を考 慮 して α=0.1,
μ=o.02,i=o.08,h=o.05,rn=1.04とした ときの計 算例 を示 す 。
管☆曇斬誉LIFECYCLECOS丁RATE






































































































(撤去 費割合 α=10%,維持保全費 割合 μ=2%,名目利 子率i=8%,一般物価 上昇率h=5%,維持保全 物価上昇率r■34%)
図11.13試 算 例
11.2.3ラ イフサイクル コス ト算定モデル
建物部分のライフサイクル コス トを算定す る状況は二つある。一っは代替的方法が既に
あって、ライ フサ イクル コス トを算定 してその優劣 を決するもので、二っは代替的方法は
見つかっていないがライフサイクル コス トの点でより有利 な方法を見 出そうとす るもので
ある。(図11.14)基 本設計プロセスにおいて前者ではライフサイクルコス トを算定
す ることに意味 があるかどうかが主要な関心事で、後者では建物全体 の費用 に占める当該
部分のウエイ トがどの程度かが問題 となる。いずれにせよライ フサイクルコス トの算定評

































図11.14ラ イ フサ イ クル コス ト算 定対 象 部分 の選 定手順
維持保全費 が小さい場合は従来 どお りのや り方で建設農のみの高低によって代替案の優劣
を決すべきである。その判断の基準 として維持保全費/初 期建築費の割合 を規定 しておく
ことが一案である。本来維持保全裂の正確な把握はライフサイクルコス ト算定 の結果求め
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られ る もの で あ るが ・概 略 の チ ェ ック は・ 企画 ・設 計段 階 で実施 す るこ とがで き る。一 般
に周 期 的 に修 繕 と取 替 を実 施す る部 分 に関 して は維 持保 全 費 と初期 建 設費 の関係 を次の よ
うに して求 め る こ とがで き る。(前 項 にお いて も ライ フサ イ クル コス ト等算 出モ デル を示
してい る が・ それ は 初期 建 設費 と耐 用年 数 の関 係 をみ るた め に検 討期 間Tを 耐用 年数 の整
数倍 に限定 して い る。 こ こで はTを 連 続 的 に変化 す る としてい る。 図11.15)





利 子 率:i図11・15ラ イ フサ イ ク ル モ デ ル












で表 され る 。(こ こ に初期 建 設費 、 修繕 費 を基 準化 して それぞ れ1、 μとす る)






























で表 され 、維 持保 全 費/初 期 建設 費 の
パ ーセ ン ト表 と して 表11.3に 示す 。
同表 に よれば 初期 建 設費 に関係 な く、
修繕 率 とその周 期 、取 替 周期 が与 え ら
れ れば 、 直ち に維 持保 全 費/初 期 建設
農 の割合 を読 み と る こと がで き る。 た
とえばT=65,t、=5,tz=15,Pt=15$だと
そ の割合 はi=0の とき5.2、i=0.08
の とき0.7と な る。逆 に ライ フサ イ ク
ル コス ト算 定 に付 す基 準 をR。 と して
与 えて やれ ば 、修 繕率 とそ の周 期 が ど
の程 度 で あ るか が容 易 にわ か る。今R。
=2と 定 め る と、 先 の例 と同 じ くT=65、
t■=5の 揚 合、i=0で は μ=5%、
t、=35、40の 時 に限 っ て ライ フサ
イ クル コス トが不適 と判 断 され 、i=
0.08では逆 に ほ とん どの ケ ー スで ラ イ
フサ イ クル コ ス ト算 定 が不 適 とな る 。
表11.2は 建 設省 の 庁舎3,000m2モ
デ ル に お ける維持 保 全 費/初 期 建設 費
の割合 の高 い部分 の一 覧表 で あ る 。
表11.2 維 持 保 全 費/初 期 建 設 費
部分別順位表 ・・…3,000rrfモデル































表11.3維 持 保 全 費/初 期 建般 費 のパ ーセ ン ト表
〔修榊 … 修鯛 期 ・t・,取替周期 ・t、,翻 期間 、T,利子率,i〕
〔t■=5,T=65,i=0%〕
t2























































40.0 840.00 720.00 660.00 600.〔101600.00 540.00 54D.00
45.o 87〔〕.⑪o 760』o 705.〔10 首50.O〔1 65[1.`1〔1595』o 595.OO
50.O 900.00 800.oo 750.oo 700.oo 7σ0.00 650.00 650.00
55.〔1 93⑪.oo 84〔1.〔10 7ラ5.00 750。 〔10 750.0〔1 705.〔10 705』0
60.o 9ごo.oo 880,010 840』0 800.〔〕0 800.〔〕o 760.00 760.〔〕O
65.o 99〔1.o⊂1 920.ロ 〔1 臼85.〔10 850.00 85⑪.OO 815.o口 巳15.o⑪
70』 102⑪.oo 960.00 930.00 goo.oo goo.oo 870.00 870.OO
75』 1050.0〔1 1〔lo〔1.〔1〔1975.00 95〔1.00 ラ5〔1』 ⊂1 925.〔1〔1 ヲ'25.〔〕o
80.0 10巳0』 ⑪ 1040.00 1020.001000.001000.〔〕〔1 9BO.00 980.oo
85.⊂1 1110.〔1⑪ 1〔180.O⑪ 1065.⑪ 〔〕 1050』O 1Cl5⑪。〔10 1035』0 1〔135.00
90.0 1140.00 112D.00 1110.00 1100.00 1100』O 1〔〕90.00 10ラ0.OO
95.〔1 1170』 〔1 11ど,〔㌧ 〔10 1155』0 1i50.〔10 1150.0〔1 1145.[101145.0⑪
100.0 1200』o 1200.OO 12〔〕0。OD 12〔〕0.00 1200.〔〕O 12t〕〔〕.00 1200.00
〔t■=5,T=65,i=8%〕
t2
μ 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年
5.0 9i.71 53.85 3(≦.24 26.44 20.92 16.97 14.92
10.0 97.98 62.12 45.43 36.15 30.92 27.18 25.23
15』 104.26 70.38 54.63 45.86 40.93 37.39 35.5S
20.o i1⑪.54 7巳.65 63.82 55.58 50.ウ3 47.60 45.87
25.0 116.81 86.92 73.02 65.29 60.93 57.81 56.19
30.0 123.09 95.19 82.22 75。 〔10 70.93 68.⑪2 66.51
35.0 129.37 103.46 91.41 84.71 80.93 78.23 76.83
40』 135.64 111.73 100.首1 94.42 go.ラ4 臼8.44 87.14
45.0 141.92 120.00 109.80 104.13 100.94 98.65 97.46
5〔1.o 148.20 128.27 119.00 113.85 110.94 1〔18.86 107.78
55.0 154.47 136.54 128.20 123.56 120.ヲ4 119.07 118.10
60.0 160.75 144.ε11 137.39 133.27 130.94 129828 126.42
65.0 167.03 153.08 146.59 142.98 140.シ5 139.49 138.73
7口.⊂1 173.30 161.35 155.79 152。(≦9 150.ラ5 149.70 149.⑪5
75.0 179.58 169.62 164.98 162.40 160.95 159.91 159.37
80.O 1巳5.85 177.88 174.18 172.11 170.95 170.12 169。(≦9
85.0 192.13 186.15 183.37 18i.83 i80.96 180.33 180.01
9〔1。o 198.41 194.42 192.57 19L54 ユ9〔〕.9(≦ 190.54 igo.32
95.0 204.68 202.69 201.7ア 201.25 200.96 200.75 200.64
1〔1〔1.0 21⑪.96 2105'6 21〔1.96 210,9`o210.96 210.96 21〔1.9首
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11.2.4建 物部分 のライ フサイクル コス ト算定 モデルの比較
(1)投資案比較 の方法
建物部分の設計、仕様の代替案 を経済性の点で比較す る問題 は一般に投資計画問題 と考
えることがで きる。
投資案 は通常、寿命、報収、費用パ ターンを異に してお り、また単発、類似反復 の点で
も異なる。いま金利、寿命(期 間)、 報収パターン、反復型の4つ の要素で投資案 を比較
す る場合 、現価法、年価法、終価法のいずれが有利 かをみたのが図11.16で ある。た
とえば金利iが 一定で寿命 が同 じ投資案は報収パ ターンによらず現価法、年価法、終価法
いずれの方怯でもよい。 ところがi、 報収パターンは一定で、反復型の投資案では寿命が







(注1)1=一 定 で 期 間,報 収パ タ ー ン が異 な る
場合 で あ り,こ の ま まで は最 適 案 の 選 択
はで きな い 。従 って,他 の 選 択 基 準 を設
け る必 要 が あ る 。(i:金 利)
① 回 収期 間
② 図化 して リス ク,資 本 の比 率 と の関
係 によ る
③ 期 間 のず れ る闇 は投 資 機 会 な し
→ 現 価 法
④ 同等 の投 資 機 会 あ り 一う 年 価 法







機会なし→ 現 価 法
② 同等の投資機会あり
→ 年 価 法
図11.16投 資 案 評 価
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ま り投資機会がない場合 は現価法であ り、同
等の投資機会 がある掲合は年価法で ある。
さて建物部分のライ フサイクルコス トを算
定す る場合 の状況はいずれの場合か。多 くの
場合iは 一定 と仮定 してお り、寿命は異 な り、
報収パ ターンも一定で ないケ ースであ る。っ
ま り図11.16で は◎印の部分 に該当す る。
従って投資案の比較 は単に現価法 あるいは年
価法 によって利益最大(コ ス ト最小)を み る
だけでは不 十分である。なぜな ら図11。17
のごとくプ ロジェク トの前半部分ではさほど
利益 を生まず、末期 に大幅な利益 を生ず る投
損
← 利益と損失の和
図11.17プ ロ ジ ェ ク ト ラ イ フ と 損 益
資案の場合 プロジェク トが何 らかの理由で中断 した時の損失が大きい。端的には リスク負
担の点での検討に欠ける。ライフサイクル コス ト算定にっいていえば維持保全費/初 期建
設費 の値が0に 近 い部分は初期建設時に多 くの費用 をかける、いわばr丈 夫で長持ち」タ
イプ。耐用年数まで建物が存在すればよいが、途中で用途変更、取壊 しにでもなれば、先
のプロジェク トの中断 と同 じことになる。
いずれにせ よ投資案比較 に適用す る現価法、年価法、終価法は金利の変動、寿命のちが
い、報収パ ターン等 によってその適切さが異 なる。
(2)建物部分のライ フサイ クル コス ト算定 モデル
モデル に含まれる要素、特徴 はモデル作成 の意図、適用対象によって異なることは当然
であるが、基本 的な違 いは時間的価値 の換算方法にある。本項ではこの点 について詳述す
る。そのためモデル を①金利 を考慮 しない単純集計比較(モ デル1)、 ②年価法 による比
較(モ デル2)、 ③年経費 を現価 に換算する年経費現価比較(モ デル3)の 三っを考 える。
建物部分の修繕モデル を図11.18の ように仮定 して各比較法 を検討する。なお金利 を
iと してお く。
a.モ デル1・… ・単純集計


















。、*。 、*。 、*町*。 、*。 、 ・T喝。r<＼ T(建物耐用年数)1
図11.18建 物 部 分 の 修 繕 モ デ ル
b.モ デル2・ ・… 年価 法
まず各 コ ス トを現 価 に割 引 し、 そ れ に資 本 回収 係数 を乗 じて年 価 を出す 。
全 体 コ ス トの現 価PTcは 、
13R■2R2R3
PTc==Co十 Σ 十 Σ 十
=Co十
(1十i)T■k=1(1十i)2(k-■}TIk=1(1十i)2kT■
(1十i)4T■ 十(1十i)2T■ →-1(1十i)2丁 ■十1
(1十i)ST■











まず、各 コス トにそれぞれの耐用年数内の資本 回収係数 を乗 じて年価に し、それ
に年金現価係数 を掛けて年金現価 を出す 。ほ とんどの掲合 コス トに直接、現価係
数を乗 じたものと一致す る。たとえば
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1回 目修繕 の年 経費 現 価MPp、 は、
i(1+i)T'(1+i)2'z-1(1+i)・ ・-1
MPR1=R'
(・+・)・ 一 、{、(、+、)… 一 、(、+、),、}
R■
(1+i)T■






とな る。 一致 しな いの は 次の二 っの嚇 合 で あ る。
1)建 物 の耐 用年 数Tに な っ た時点 で も部 分 の耐 用年数 が残 って い る場 合 。
図11.18で は大 修理 が これ に該 当す る。但 し7T、>T>6T、
す なわ ち





2)建 物 の耐 用 年数Tに なっ た時 点 で部 分 の耐 用年 数 も丁度 寿命 に達 した場合 で 、 当該
部 位 の修 繕 も し くは取 替 が類 似 反復 型 と して計 算 され た翁 合 。
図11.18で は 、 た とえ ばT=7T、 と し、T、毎 にR。の コス トで 取替 、修繕 と無 関係
に施工 され る保 全工 事 を仮 定 す る と、(耐 用年 数T、)









(1十i)5T■ 十(1→-i)4T■ 十(1十i)3τ ■十(1十i)2Tユ 十(1十i)了 ■十1
=R4
(1十i)6T■
とな り、 これ は保全 コス トR。のT、～6T、での支出すべて を現価 に換算す るものである。
1)の ケースは建物が耐用年数 に近 い時点で修繕、取替等 が行われ、当該部位 が耐用年数
に達 していない揚合、建物の耐用年数 までの年価分 だけを年経養現価 に加算す るものであ
る。ちなみにモデル②の年価法では建物耐用年数 に近い時点での修繕、取替等のコス トも
すべて年価に反映され る。見方 をかえれば耐用年数 に達 していない部位にはその残存価値
を認めることと経済計算上 は同 じで ある。つま り年経費現価怯 においてはr各 年度への費
表11.4ラ イ フサ イ クル コ ス ト算 定 モ デル の特 徴




















建 設 コ ス ト O o O
コ ス ト o o ×
保 全 ・運 用 パ ター ン 一 定 額 一 定 額 一 定 額
コ ス ト o ○ O
修 繕 ・パ




パ タ ー ン 初期建設費の一定割合 初期建設費の一定割合 初期建設費の一定割合
廃 棄 処 分 コ ス ト O O o
利 子 率 × 一 定 一 定
イ ン フ レ 率 × × X
技 術 革 新 の 考 慮 X X ×
効 用 × × ×
税 制 × X X
劣化量,劣化関数との関連 × × X









支 出 の 形 態,リ ス クの 考慮 X X ×
誤 差 の 検 討 ・ 程 度 X × ×
部 位,部 分 の わ け 方 × × ×
部位 相 互 の関 係 の考慮lI × × ×
注1:表 中 のO印 は 当該 要 素 が 含 まれ て い る,× 印 は 含 まれ て い な い こ と を示 す 。
注2:上 記 以 外 にも た とえ ばoidMAPIの よ う な操 業 劣 性 を考 慮 した モ ヂル も あ る 。 これ は劣 性 費 用 を毎
年.'定額 ず つ 増 加 さ せ る こと に よ り設 備 更 新 の 時 期 を求 め る も ので あ る が,上 記 モ デ ル ② の 保 全 ・
運 用,修 繕 コス トを操業 劣 性 とみ なせ ば,ま った く同 じ計算 結 果 に な る。
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用などの割 当(年 価)が 設備 などの寿命 に基づいて行 うの を原則 としており、比較期間は
費用等の割当には直接関係はない」("12)と している。





本節に論述 したモデルはいずれも直接維持保全費 を問題 としてお り適用 した部分の物理
的な劣化量 とその許容水準な どの考慮 に欠ける。端的にいって問題は二っ。一っは経済的
な修繕周期、修繕率 を論理的に求めることができないこと。二っは修繕の方法、 タイミン
グは単に耐久性 のみな らず経営主体 の管理水準、居住者の要求水準によって異 なる。 この
点を修繕周期、修繕率等 と整合的に検討す る方法 とはなっていないこと。
従って次節以降で これ らを考慮 した維持保全の最適化の方法論 にっいて論述す る。
11.3維 持保全問題の記述
建築物は経年 とともに減耗、破損、汚損等によって劣化する。この劣化 を最小限 に止め、
あるいは予 防 し、初期の状態 に回復するため修繕が実施 される。その修繕は一般にr一 定
周期で予防的に実施す るのが経済的」 とされている。しか し図11.1に 示 した とお り維
持保全 に関 して考慮すべき点は多 い。これ らを整合的に取 り扱った例は未だ存在 しない。
ここでは建築物の部位、部分に限定 して修繕計画 の最適化を論理的に行 う方法について
論述す る。
11.3.1用 語の定義
建築保全 に関す る用語、定義 は未だ定着 していない。本節では次のように用語 を限定 し
て使用す る。
劣化:構 成材 が経年 とともに自然的、人為的、偶発的 に減耗、破損、汚損す
ること。
修繕:構 成材が劣化 した場合に、 この劣化 を回復するために構成材 を修復又
は取替る こと。改良、模様替、保守点検、清掃は含 まない。








劣化量の規定値:構 成材 は通常f(t)==100、っま り完全 に劣化 しっ くす まで使用 され
ることは少ない。そ こに至 るまでの間で当該構成材 に求 め られている
最低限の機能 、これ以上 がまんで きないとい う限界な どによって修繕
が実施され る。その時の劣化量である。これは個人、企業 など修繕決








定義 より劣化関数は図11.19に 示す曲線 となる。 劣






一方構成材の修繕は劣化量 が規定値 に達 した部分の
100






















11.4.1各 種 の モデ ル の構築100






劣 化 関数 と確 率分 布
T
っが考 えられる。
(ここに修繕 を狭義 の修繕 と取替 にわけ、修繕は狭義 の意で使用する。)
ケース1… … 一定周期で修繕 を行う(計 画修繕)
ケース2… … 修繕 を行わず、取替 のみ を行う(非 修繕取替)
ケース3… … 劣化量 がある規定値 に達 した傷合に修繕 を行 う(事 後修繕)




















表11.5修 繕 計 画 モ デ ル の 仮 定,変 数 の 定義





で表 され るものとする。このf(t)の値を劣化量 と し、f(t)=k、 ×t
(k、k,=係数,t:年)で 表す。
2.修 繕費は、劣化量 に比例す る。
3.取 替費用 は、初期投資に一定の割合で増加する。
4.劣 化量の規定値 を定め、劣化量がその値 に達する場合、修繕 または取替 を行わ なけれ
ばな らないものとする。この修繕、取替 のや り方 として次の三つを考え る。
CASE1:一 定周期で修繕 を行 う。ただ し、n回 目と(n+1)回目の修繕 との間で
(計画修繕)劣 化量 が規定値 を越 した場合、n回 目は修繕 を行わないで取替 を行う。
CASE2:t年 目と(t+1)年目の間で劣化量 が規定値 を越 した場合、t年 目に
(非修繕取替)取 替を行 う。(修 繕 は行わない。)
CASE3:t年 目と(t+1)年目の間で劣化量 が規 定値 を越 した場合、(t+1)
(事後修繕)年 目に修繕 を行 う。ただ し、修繕 を行 っても1年 未満で劣化量が規定
値 を越す場合は、取替 を行 う。




























































































t1 t2 tktn2 tnz+1






































f・(t)=(1-h・)f・ 一・(t・一、)・f(t),0≦t≦t、,k・1,2 ,_,。 、+1
(fo(t)=0,f■(t)=f(t))
11.4.2モ デル の試算例
(1)3っ のモデル を使って、以下4点 について全般的検討 を行った。









a.ケ ース1は 全体に修繕農最小 となる場合が多い。修復率 が低い嚇合もしくはh、=
h2のとき、凹型劣化関数(指 数部 が1以 下)で は不利 となる。っ まり計画修繕は
一般 に有利で、修繕 をしてもさほ ど修復 しないか、す ぐ劣化す る場合不利 となる。
b.劣 化量の規定値 が30ときび しい場合 はいずれの劣化関数でもケース2が 修繕費最小
とな ることはない。規定値が70と大 きくなると修復率 が低 い揚合に修繕費最小 とな
る。っま り非修繕取替 はよほどの ことがない限 り有利ではない。
c.凸 型劣化関数(指 数部 が1を 超える)で は一部の例外はあるにせ よケース1が 有利。
d.ケ ース3が 有利 になるのはh、=hz、もしくはT。に比べT、が短 い場合 に多 い。つ
まり事後修繕は計画的に修繕 しても、事後的に修繕 しても修復の程度が同じ場合か、
も しくは物理的耐用年数よ りも検討期間 が短 く、その間に事後修繕 が不要であるか、
わず かな場合であ り、現実 にはおこりにくい。
e.全 体 として検討期間 が長 くなるにっれ、有利であるものと不利であるものの差が拡
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図 の 見方:図 は各 劣 化 関 数 の修 繕 方法 別 に修 復 率h、,h、 を(10,50,80,100)とした管 合 の状 況 が 図化 され て い る
横 軸 の数 値 は{C(i)/Cmin-1}qOO,i=1,2,3の値 で あ る。 但 し、C(i):CASEiの修 繕 費 、
Cmin:修繕 費 最 小 を表す 。従 って 棒 グ ラ フ表 示 のな い も の が 当該 条 件 で 修 繕 費 が最 小 とな るCASEで、
そ の値 よ り多 い割 合 を%で 棒 グ ラ フ表 示 して い る 。例 え ばh、=.8,h、=.5の場 合f(t)=5.01。ti'a
の下 で はCASE1が修 繕 費 最 小 で 、CASE2は10%、CASE3は40%増加 とな る。(図11.24-6の例)
劣化圃 敵=【{ζ〕篭 、・ビk畠L巳=」oo!30r"L,,』獅=o.70,5。oo.1.30.L.50
`・1」媒 〆は閣鳳 門はべ 趣乗砦段 す。} 。樋綴 臓
劣化国諏=t(し〕a・ eta駁,2置eat30rk,k、欺70.LOO.1.se.L60
〔・は 粟算,tは陰 鳳'ゆ 《● 乗駈段 す.)






図11.24-1劣 化 関 数 の 違 い に よ る
修 繕 費 比 較(To=30,T■=20,d=30)
検肘矧閲10-P
劣化量の風定蟹50瓢



























































〔・は乗鳳!は 瞭 算♂ はべ 僧衆セ澱 す.〕
憤瞠編 ●碑
劣化量の眞定蟹50橘





図11・24-3劣 化 関 数 の 違 い に よ る
修 繕 費 比 較(To=30,T、=40,d==30)






図11.24-4劣 化 関 数 の 違 い に よ る
修 繕 費 比 較(T。=30,T、=40,d=50)
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劣化 閤数=f(し)=k,"ビkzk,=100!To"kt,k,;i.30,To;10,ZO,30,40,50









































24-5劣 化 関 数 の 違 い に よ る 修 繕 費 比 較(T。=10～50,T、=40,d=30)
劣イヒゴ嘆1数;f(吐)=k,tt^k,k,=100〆1'o飼k,,kz=L30,To=IO,20,30,40.50
















































図11.24-6劣 化 関 数 の 違 い に よ る 修 繕 費 比 較(T。=10～50,T、=40,d=70)
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大 し、逆に規定値 が大 き くなるとその差は縮小する。
②劣化関数の指数部 を一定 に してT。を変化(図11.24-5～11.24-6)
a.劣 化量 の規定値が30程度 ならばケース1が ほぼ有利であ る。規定値が大 きくなると、
修復率 が低い部分 で不利になる。
b.逆 にケース2は 規定値 が大きい時に有利 となる。っ ま り相 当程度がまんできるよう
な構成材では修繕 をくり返す よ りも、取替えた方 が有利 。
c.ケ ース3は 全体 にあま り有利でない。
③ケース1の 計画修繕費用 を最小 にす る周期t。(表11.6)
劣化関数f(t)=5.01×ts'3を例にT、を1～30年変化させ、その結果 を示す。
(h■=0.8,h2=0.5,d=70)
a.1≦T、 ≦30のほ とんどの場合ケース1が 最 も有利 となっている。その場合、12
年 までは修繕周期 の違いが反映されているがその後 は毎年修繕するケ ースが有利 と
なっている。
b.ケ ース2はf(t)が 規定値に達する年数の整数倍 の年に有利 となっている。それ
以外ではケース2は 有利 とな らない。
c.全体 としてT、をいくらにとるかは計画修繕の最適周期 のみな らずケ ース2 、ケ ー
表11.6劣 化 関 数f(t):5。01×t■'3の 修 繕 費 比 較
検討期間 ケ ース1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 検尉期間 ケー ス1 ケ ース2 ケ ース3
1 ○-1 ○ O 16 ○-1 X ×
2 ○-2 ○ ○ 17 ○-1 X X
3 ○-3 ○ ○ 18 ○ ～1 X X
4 ○-4 ○ 0 19 ○-1 X X
5 ○-5 ○ ○ 20 O-1 X ×
6 ○-6 ○ ○ 21 X-1 ○ X
7 ×-4 ○ ○ 22 ○-1 X X
8 ×-4 × ○ 23 O-1 X X
9 ○-5 × X 24 ○-1 X X
10 ○-5 × X 25 ○-1 X X
11 ○-6 × X 26 ○-1 X X
12 ○-6 X X 27 ○-1 X ×
13 ×-1 ○ X 28 ○-1 × ×
14 X-1 ○ X 29 ○-1 X X
15 ○-5 X X 30 O-1 X X
○=ケ ース1～ ケ ース3の 中で修繕 費 が最小 のケ ース 。
X:そ うでな いも の。
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修 繕費の発生状 況(現 価)
集
ス3と の比 較 、 っ ま り修 繕 費 用 を最 小 にす る修 繕 計画 を決 定す る ことに多大 な影 響
を与 え る。
④維持 保 全費 の傾 向(図11.25)
劣 化 関数f(t)=5.01xt■'3(h、=h2=0.5,d=70)を 例 にケ ース1～3の 維
持保 全費 、 さ らにケ ー ス1の 計 画修 繕 妻用 の発生 状況 は修 繕 周期 別 に示す 。累 積現価 図よ
りこの例 の場合 はケ ース2の 累 積 曲線 が全 体 に最 も低 い位 置 にあ るこ とがわ かる 。同 図は
た とえ ば 当該構 成 材 が何 らかの 理 由でT、 に至 る前 に廃棄 され る傷合 の リス クの検 討 に役
立 っ 。








以 下 、検 討期 間 、物理 的耐
用 年数 、劣化 関 数 の形 状 、規
定値 、 修復 率 につ い て検 討 を
加 え る。
①検 討 期 間(T、,図11,26)
当初 に修繕 計画 の経済 性 評
価 を行 う場合 、そ の検 討期 間
(T、)の と り方 は採 用 す べ き
修 繕 方法 に大 き く影 響す る。
図11.26に よればT、>15
の場 合 は ケ ース1で 修 繕周 期
(t。)1年 の方 法 が最 も有 利
とな る 。T、≦14で は修 楢 周



































































図11.26維 持 保 全 費 の変 化(検 討 期 間)
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=30の近辺 で は 振幅 が小 さ く、 ほ ぼ
定常 化 して い る。 この 時点 で の最 善
策 と次善 の方策 と の差 の割 合 は6.2%
で あ る。ケ ース2が 最 善 とな る こと
は な く、ケ ース3はT■=8で 一 度 最
善 とな る。
②物 理 的耐 用 年数
(T。,図11.27)
建築 構成 材 の 物理 的 耐用 年 数 に よ
って も修繕 方 法 は異 な る。 図11.
27は 劣 化 関数 の指 数部 を固定 して
T。を4～30年(k、=100/T。k2)変
化 させ たも ので あ る 。T。 ≦21の 範
囲で ケ ース1,t。=1の 方 法 が最 も
有 利 とな って お り、 その後 ケ ース1、
t。=15にかわ る。T。 ≧24では ケ ー
ス3が 最 も有利 とな る 。ケ ース2は
いず れ の場 合 も最 も不 利 な方 法 で あ
る。
③劣 化 関数 の形 状
(k、,図11.28)
前 述 の とお り構 成材 は建 設 直後(
t=0,f(O)=O)か ら劣化 が始 ま
り、物 理 的耐 用 年 数(t=0,f(T。)
=100)で使 用 に耐 え られ な くな る。
そ の間 の推 移 は 図11.19の いず
れ かの 曲線 で近 似 で き る 。 い まk,












































図11.28維 持 保全 費 の変化(劣 化 関数 の形状)
で有 利 な修 繕 方 法 をみ る 。k。 ≧1.2っ ま り凸 型 曲線 にな る にっれ 、ケ ース1、t。=1の
方法 が最 も経 済 的 でk、 ≦1.1ではケ ース1の うち修 繕 周期 が長 いも の が経 済的 となって い
一311一




数 が確定 した場合 にも、修繕の意思
決定者 の態度 により修繕 時期は異 な
る。がまん強 い意思決定者は相当程
度の劣化 を許容するであ ろうし、逆






























































図11.30維 持 保 全 費 の 変 化(修 復 率)
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計画修繕はr一 定周期で修繕 を行う。ただ し、n回 目と(n+1)回 目の修繕 との間で
劣化量 が規定値 を越 した翁合、n回 目は修繕を行わないで取替 を行 う。」となっているが、
必ず しも規定値 に達す るまで修繕 をくり返すことが最適な方法とは限らない。規定値に達






図11.31-1計 画 修 繕 モ デ ル と改 良型 計画 修繕 モ デル
T
(2)事後修繕モデルの改良
同様 に事後修繕はrt年 目と(t+1)年 目の間で劣化量 が規定値 を越 した場合、(t
+1)年 目に修繕 を行 う。ただ し、修繕 を行っても1年 未満で劣化量 が規定値 を越す場合
は、取替 を行 う。」 となっている。 しかし事後修繕が くり返 し実施 された揚合、取替 が行
われる直前では事後修繕の効果 がそれほど大き くない。従って修繕 をす るよりも取替えた
方 が経済的に有利 となる揚合 が存在する。ここでは当該事後修繕までの累積費用を次の事
後修繕 が必要 となるまでの期間(プ ロジェクト当初 からの累積年数)を 使って正味年金換
算値 になお し、その値が最小 となる事後修繕 をくり返す方法 を考える(図11.31-2)。





図11.31-2事 後修 繕モデル と改良型事後修繕モデル
(3)劣化量 と修繕費の関係のモデル化
修繕費は劣化量 に比例す るとす るが、修繕費 を劣化量 に関係 しない部分(固 定費的部分
という)と 比例す る部分(変 動費的部分 という)に 分 けて考 えられるように した。っま り
修繕費(こ こでは純工事費 に限定する)に は共通仮設や仮設工事のうち修繕工事量 の多少
に関係 しない部分 などの固定費的部分 と変動費的部分 があ り、図11.32に 示す例で劣
化量 との関係 を示す と次のようである。
〔変 数 の 定 義 〕
ぜ.






:全 体 面 積,A。
:修 繕 面 積,a。
=S■ 十Sz→-Sコ,a■
=修 繕 長,a、
=充 填 材 量,a3
修繕 費(純 工事 費),
共通 仮 設等 固定 費 的部分,
1、補 修 の単価,
充填 材 単価,
,仕 上 単価(下 地処 理含).
新 設 工 事 費Co≡a3・Se
修 繕 費A。 ≡a。+a、1、+a、v、+a、S、
図11.32修 繕 工 事 モ デ ル
今、 修繕 喪 の変 動費 的 部分 をVC、 固定 費 的部 分 をFCと し、新 設 工事 単 価 に対す る修







こ こにC。:修 繕 費 係数
S■
f(t)=t時 点 で の劣 化量(f(t)=一 ×100)
So
一314一
固定費 的 部 分FCは 固定 喪 係数fixを 用 いて
FC=fix・Co
と表 わ せ る 。
一 方 、 図11.32よ り新 設 工事 費C。 、 修繕 費A。 は
Co≡…a3・So
Ao≡ao十a■1、 十a2v■ 十a3Si




MaCD=(a■1■ 十azv、 十a3S ■)100




















修 繕 単価 割 増 係 数及 び 固 定 費係 数
A社 B社 C社
外 壁補修
Ma 一 2,394 1,516
fix 一 L304 0,485
鉄部 塗装
Ma 1,457 1,549 1,417
fix 0.0 0.0 0.0
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11.4.4変 数 の感度
数式モデル にとりこまれた変数 が各々単独に変動 したとき、 目的関数 の値 がどの程度変
化す るかをみたの が表11.8で ある。 ここでは各変数 の設定値が1割 変化 した ときの正








右欄で、全体 としては変数 の値が1割 も変化すれば最適な修繕方法は異なって くる。技術
変化率 が13割と大 きいのは設定値 を1%と 低 くしたことに起因す る。なお改良型計画修繕
は計画修繕 よりも有利 となることが表11.8の 設定値 の範囲ではな かったので除外 して
いる。
表11.8変 数 の 感 度 分 析
変 数 名 設 定 値 新設定値
目的関数(正味年金換算値)の変化 最 適 修 繕
方法の変化計画修繕 非修繕取替 事後修繕 改良型事後
劣化関数の指数
一 ヒ




13.5 4.14 1L58 10.24 8.28 2割
検 討 期 間一一 一一
規 定 値












0 4.50 4.63 3割
一 胃一 皿}一 一 一 一 皿.一 一 一 『T-　 隔酌 一
7.2 一2 .95 一2 .52 一1 .74 一2 .92 3割
0.9 0.35 0.58 0.60 0.35 13割
一 一 　 　 一
修繕単価割増係数 一2 .82 0




一3 .67 一1 。57 1割
固定費係 数
一『}7-一 『 }一 一』 一
L5





一 一 一 一 一
1.8











一 一 一 〒 一
修 復率(計画修 繕)
一 一 幽 一一 幽一 山 一一 一 『-一 一
修復率(事後修繕)











』 『 一「一『 一 一 一 一一
〇 0 1割
0.63 0 0 7.90 0 変化せず
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11.5シ ミュ レーションの結果 と考察
変数の感度、実際上の問題 から構成材特定の三要素である劣化関数の形状、修繕単価割







①各規定値 の計画修繕は修繕周期の最長のものが有利な方法 となることが多 く、fix,
Maい ずれも小 さい場合 に限って修繕周期 が多少短いものが有利 となる。
②Ma,fix共に小さい時、計画修繕が有利であ り、逆 にMa,fix共に大 きい時、非修
繕取替が有利。
③計画修繕 が改良型修繕 より不利 となるのはfixが一定程度大きくなった局合であ り、
一般には改良型が有利 とはな らない。
④改良型事後修繕はほとんどの場合、事後修繕 に比べ有利である。
⑤規定値の増加は修繕方法の変化 を伴 うことが多い。規定値が小さい時計画修繕、大 き
くなると非修繕取替 が有利 となる。
⑥規定値、Ma,fixの 三変数を考慮 した場合、すべてが小さい時計画修繕、逆 に大 き
い時非修繕取替 が有利 とな り、改良型事後修繕はその過渡的な状況 といえる。
⑦外壁補修にっ いて表11.7、C社 の値 を使って具体的に検討す ると、ホテル等外観
を重視す るため規定値 を小さ く設定す るところでは改良型事後修繕 がよ く、外観 にあま り
こだわ らない、あるいはがまん強 く規定値 を大 きく設定す るところでは非修繕取替、っま
り部分的に小きざみ に修繕するのではな く、全面修繕 を一定期間でやればよい。
次に凹、凸両劣化関数、Ma=1.5の揚合 の各修繕方法の正味年金換算値 を求め、それ
がfi,の変化 によって どう変化す るかをみたのが図11.33～11.36で ある。さら
に凸型の劣化関数にっいて技術変化 を加味 したものが図11.37で ある。同図よ り次の
ことがいえる。
①凸型劣化関数で は事後修繕が最適 な修繕方法 となることはなかったが、改良型事後修
繕では規定値50の時.0.9≧fix≧o.04,規定値30では一部例外 を除いてfix≧0。4の嚇合に
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表11.9修 繕 戦 略 優 劣 表
劣化関数の指数部1.3
検討期間30年,物 理的酎用年数15年
修 繕 単 価 の 割 増 係 数
規定値30 規定値50 規定値70
固定費係数 STRAIEGYMa=1Ma=1.5Ma=2Ma=2.51Ma=1。5Ma耳2Ma=2.5Ma=1瓢a=1。5Ha=2Ma=2・5
計画修繕 4、44,、5、駄"1し,'、 6688,㍉ ノ 、'
禰 ρ
ユOuO略1111'L噂
f上κ=0.00 取替 「 、,ノ 「,獺 「'2 '「 2
計画修繕 喋、_タ,4,蚤 6、e88、 、壌 湛 怠,t1、}1
fix=0.02取替




















ユ0、 ユ01111'し, ! L5」L」 噛 ・,ρ
fh=0.08 取替






辮 '「 亀 1『"ボ'ミ'亀L、
罵と
豊88し 」P
計画修繕 5、55=5亀,`♂ 8888 エQ111111'
f■x=0.20 取替




















㈱ ド"`ミ 「で"'、 、 、 、'r,、',鴇'.9' ト,〆 ㌔ 邑r,









計画修繕 5555 88■88 11111111
fユx=0.60 取替
マ 「 鞠 、 卍 ρ 亀
顯 …P'こ 鴨r隔 て"馳 、 、 、rρ りr顧"り'鞠 岬 邑 「';,. ,/'♂ へ8,も





…,・ ・ ∫ ・ ・'"・
'て 卿 ギ ミ}隔
..＼_、 溌、,_}_'顯 ,{, ミ 曜





腎 」 『 ミ… 『で'




」,、 〆 ノLr,へ 邑μ 昌








































































』 。 。一・ 讐 一d'S[::1
〆 ヴ


































































































































































!肇 β よ ぴ一』㈹
一 」.t-1(70)
・●一 一 乎 一e-{ト 愈ー 一 ◎一 一e(70}
　
0,0.5「}.δ10
固 定 費 係 数fi翼
図11.33図11.34

























































































年金換算値の差を縮小す る効果 があ り、従っ
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このような検討 をふ まえて、現実の修繕計画は立案され る。 しかしながら物理的な耐用
年数(T。)、検討期間(T)は 不確実な要 因に左右 され、当初の計画 とは異なる嚇合が少
なくない。そこで当初に設定 した修繕計画 に基づ いて修繕 をした嚇合、T。,Tが変更 され
ることによって どの程度の影響 をうけるかをみる。
いま仮 に劣化関数f(t)=2.95t」'd,規定値50.Ma=1.5,fix=0.02としT=30
と設定 した場合の最適な修繕方法は表11.9よ り計画修繕 、修繕周期6年 とわかる。こ
の方法で修繕 を行うとして、T。が10≦T。≦20,Tが20≦T≦40の 間 を変動す ると図
11.38の ようになる。但 しT。=10の場合、6年 毎の計画修繕は成立 しないので この
場合のみ修繕周期 を5年 とした。図中太 い実線 はT。=15年と し、検討期間を20～40年の
間を変動 させ、各期間の最適修繕方法 をとった時 の値で ある。この現実的な状況は建築物
の構成材 の物理的耐用年数 は15年とわ かっているが、建物全体 としては20年で こわされる
のか、30年か、 それとも40年かわか らないといった嚇合である。この最適修繕方法 と6年





































































茨「←ラケ+噛 → 一売 一←`ガ ーガ す 一畜一+一畜 →一諮』+施
検酎期間T
38凸 型 劣化関 数 におけ る計画 修槽(PC)と最適修繕方法による維持保全費用(LC)
討期間が仮 に大幅 にずれたものとしてもその局合の修繕方法間の優劣はさほど気にな らな
いと考え られ る。一方検討期 間はT=30年 として変化 させず、T。を10～20年と変動させ、
各耐用年数での最適な修繕方法 を考 える。これは建物全体 としては30年で解体することが
決定 しているが、構成材 の物理的耐用年数 はほぼ15年で掲合によっては10年や20年もあ り
うるといった場合である。 この時の劣性度はやは り6%程 度以下 と小さい。ただし、T。
=11年の場合のみ大きな値になっているが、 これは6年 毎 の計画修繕 がモデル上で取替 と
なっているがためである。
11.6適 用 例
本 モ デル を鉄 部 塗装 に適用 した 。 こ こにMa=1.5,fix=O(表11.7)、 鉄 部塗 装
の劣 化 関数f(t)=3.37ts'3■(禦13)と した。 この最 適 修繕 方法 は 図11.39の と
お り。 この図 よ り以下 の結論 を得 る 。
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図11.39鉄 部塗 装 の戦 略表 と劣 性度
70)では19年毎(そ の間 を11年で修繕)に 取替るのがよい。
②T,T。 の変動 に対 し劣性度は変化す るがその割合は数%と 低 い。
③当初に修繕計画 をたてず成行きまかせ で取替.も しくは事後修繕 をす る場合 と最適修
繕方法 との差は規定値30で前者 が67.4%、後者 が21.7%。一方規定値70では前者 が0.2




(1)建物のライフサイクル設計 における2n方式は建築物各部位 の耐用年数の組合せ を
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11.2.1で みた21t方式改良型 のシ ミュレーション ・モデルのようにとれば理念上合
理的といえる。実態上二つの点で疑問 が残 る。一つは耐用年数がそれほど操作的に短縮も
しくは延長で きるかどうか、二つは仮 に技術的に可能 とした場合経済的に達成で きるか否
か。
(2)11.2.2の モデル試算例でいえば耐用年数 を25年から50年に延長す るにせ よ、
初期建設費を増加 させ ることが可能 な範 囲は1.1倍 までである。同様に10年か ら50年に
延長 した場合で2.1倍程度 であ る。
(3)いず れにせよ11.2節 のモデル は定期的に一定量の修繕がくり返され、それ が物
理的な量ではな く金額 として表現 されることを前提 としている。端的にいえば修繕方法の
概略は所与 と している。 しかし経済性の点で最適な修繕方法は必ず しも一定周期で実施さ
れる修繕 とは限 らず、修繕周期、修繕率な どを理論的に求める方法論の確立が必要である。
さらに修繕方法、タイミング、建築物各部位のは耐久性のみな らず、経営主体 の管理水準、
居住者の要求水準 によって異なる。 この点 の考慮も必要である。
(4)修繕過程の数理モデルは11.4節 の表11.5に 示す変数、物理的耐用年数、検
討期間、劣化量の規定値 などを使って作成す ることができた。また修繕工事の数理モデル
はMa(新 設工事単価 に対する修繕工事単価の割増係数)、fix(固定費係数)、 劣化関
数 を用いて作成す ることができた。
(5)このモデル によれば経済性の点で各種の修繕方法の優劣 が物理的耐用年数、検討期
間、規定値、劣化関数 の形状 によって どの程度異なるかがわかる。




状 になってお り、修復率の影響が小 さくなっている。いずれの傷合でも物理的耐用年数の
感度 が最大 である。最適 な修繕方法は変数の値が1割 も変化すれば異なって くる。
(7)シミュ レーション結果によれば次の ことが判明 している。
①一般 に計画修繕が有利 とされてい るが修繕単価割増係数、固定費係数のあり様によ
っては改良型事後修繕が有利 となる。
②技術変化 を加味すれば主 として各修繕方法の正味年金換算値の差 を縮小する効果 が
あるが、その比率 が低 い限 り修繕方法 を変えるほ どの影響は及ぼさない。
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③本モデル によ り当初設定 した最適修繕方法での正味年金換算値は途申何 らかの理由
で検討期間、物理的耐用年数 がずれた場合の最適修繕方法のそれに比 べ、その差 の
最大は6%程 度である。
(8)ここに必要 とす る情報 は基本設計プ ロセスにおいて十分に入手可能なものである。
従 って本モデル を基本設計 プロセスで利用することによって建築物構成材 の代替案 のうち
ライ フサイ クル コス トを最小化する構成材 を選択する ことができ、同時にその場合 の最適
修繕方法 をも決定す ることができる。
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建築生産は設計 と施工 が異 なる主体で行 われることが通常で、集合住宅プロジェク トも
その例外で はない。しかも情報流通は設計か ら施工への一方交通型 に近 い。すなわち設計
は施工段階以降の技術的、経済的情報 が十分 には入手できず 、施エ段階以降の考慮が不十
分な状憩で物的設計 を行い、施工はそのようにして決定された設計図、仕様書、工期 を制
約条件 として最適化 をはかる。設計、施工それぞれの部分での最適化である。一方、建築
物の諸機能 を満足 させ る物的設計はいくとお りかの代替的方法がある。また物的設計を実




・施工側では設計側か ら最適化 にとって必要以上の制約 をうける。
・論理的な代替案の発掘になっていないため、代替案は網羅的でな く、限定的 となる。
・限定的な代替案 の中での選択 も、問題の 目的、制約 が明確に記述で きないため、合理
的な方法 とはなっていない。
・従って意思決定は部分的にせよ合理的に最適解に至ることになっておらず、経験 と達
観 に依存 した滴足化 に止まる。ま してや設計 と施工 を統合 した全体の整合的な最適化
とはなっていない。
そこで本研究では集合住宅プロジェク トの最適化に整合的に至 る諭理的手段 を提供す る
ことを目的 として、部分最適化の方法 を確立 し、それ らを利用 しっっ意思決定者 が経験と
達観 を加味 して全体 の最適化 に接近す る方法 を提案す ることとす る。
まず設計 を生産物 そのものの設計(物 的設計)と 生産行為の設計(計 画)に 分 け、後者
つ まり物的設計の実現可能性 を技術、経済性 の点で保証 し、最適化 に近づける計画 を扱 う
こととした。具体的には、①検討申のプ ロジェク トがどの程度 の工事費で建設可能 か(工
事費計画)、 ②その場合 どんな施工方法で工事をす るのがよいか(施 工計画)、 ③それは
生涯費用(ラ イ フサイクル コス ト)の 観点でも妥当 か(維 持保全計画)、 の三っ をとりあ
げ、各計画 自体 の最適化 とプ ロジェク ト全体の最適化 を基本設計プロセスで整合的に、論
理的に達成す る方法 を提案す る。
基本設計 プロセスでの最適化 をとりあげるのは、企画プ ロセスではプロジェク トが検討
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に十分な程度 に物的な形 をとってお らず、工事費計画、施工計画、維持保全計画 の概略の
検討 が一定程度困難であること、実施設計プ ロセスではプロジェク トの細部 が確定 される
ため、個別 にはよ り詳細な検討、最適化 がはか られるが、全体 と しての検討 が困難 になる
ことによる。
基本設計 プロセスで のプ ロジェク ト最適化方法 を確立す るために二つのアプローチ を考
えた。一っは集合住宅プロジェク トの計画、意思決定 の実態か ら検討内容、決定過程、結
果を明 らかにす ること。二っはそれ らの うち可能 な部分 を論理的に し、その範囲で合理的
に最適解に達する方犠 を開発す ること、残余 の部分 は意思決定者の経験 と達観 を利用 して
全体の最適化に近づ くことが可能な計画システムを構築す ること。具体的には、
①基本設計プロセスではプ ロジェク トの概略 が決定 される。 しか し基本設計 プロセスで
現在概略計画されている工事費計画、施工計画、維持保全計画策定の論理構成は明確では
なく、満足化に止 まっている。そ こで建築生産プロセスのそれぞれのプ ロセスでの実際の
計画、決定問題 を分析することによってその内部 に含まれ る施工方法 、維持保全方法等の
選択、決定過程 を明 らかにす る。
②各プロセスで明 らかにされた計画、決定過程 を論理的に組みたて、その部分での最適
化に合理的 に達す る計画システムと、 この計画システムを基本設計プ ロセスで入手可能な
情報に合わせて概略計画用 に利用 し、プロジェク トの最適化 のために初期の段階 から物的
設計 を支援するシステム を構築す る。
本論文第1編 が① に、第 皿編 が②に相 当す る。
以下各章の内容 と結論 をまとめる。
まず第1編 第2章 では集合住宅 プロジェクトの最適化の方法 を議論す る場合の関連する
事項の定義 をし、具体的な決定問題の実態 をいかな る観点、方法でもって分析す るかの方
針 を明 らかにし、問題 の構造化 の概念 を示 した。
第3章 以降にとりあげたプロジェク トは一例 を除 き、設計施エー貫方式で実施 されたも
のである。設計施工一貫方式 をと りあげた理 由は同方式が分離方式 に比べ、設計 と施工が
よ り緊密に結びついてお り、工事費計画、施工計画などの支援 が得 られやすいと目され、
一般 にもそう評価 されていることによる。
第3章 は企画 ・設計段階での決定問題 の実態 を扱 った。
まず3.1節 では集合住宅 プロジェク トが設計施工競技方式で実施 された事例 における
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応募案作成段階での物的設計 、価格 、生産システムの決定問題、3.2節 ではその応募案
が現実の実施案 として確定 されていく過程の決定問題 を扱った。同方式 は物的設計、価格、
生産システムの整合性が典型的に表われる例 と目されたが、現実には基本設計プロセスに
おいて物的設計 と価格、物的設計 と生産システムが個 々独立に決定 された。実施設計プロ
セスでは物的設計 、価格 、生産システムがより現実化、詳細化 され.相 互の整合性の確保
が必要 であるが、実態 は基本設計プロセスの不整合 をそのまま引きっいだものとなってい
ることを明 らかにした。この背景 を工事費 が短期間に合理的に算出で きるシステム、概略
の施工計画 を論理的 に立案できるシステムの欠如であると指摘 した。
3.3節 では設計施工一貫方式 において設計 図、仕様書、施工計画 が確定されていく問
題 をとりあげた。プロジェク トの特徴 を継続性要因と一貫性要因に分類 し検討 した結果、
基本設計プロセスで の施工計画情報の先取 りの現実は、継続的プロジェク トに一定程度み
ることがで き、本来設計施工一貫方式に有すると目されていた設計 と施工の統合の可能性
は継続的 プロジェク トにおいてそうであることを明 らかにした。反面、設計のコス トバラ
ンスは通常 の設計 と施工 が分離 したプロジェクトと比較 して、仕上、設備面 にウェイ トが
高 く、必ず しも適正なコス トバ ランスといえない。基本設計プロセスからコス トバランス
を考慮 した工事費計画の支援システムが必要であることを指摘 した。
以上の ように設計 と施工 が組織的に同一 のプロジェク トにおいても物的設計、価格、生
産システ ムの整合性 は十分ではな く、物的設計 を支援す るこれ ら計画 システムの構築が必
要であることを指摘 した。
第4章 は施工段階での決定問題の実態 を扱った。
4.1節 では大規模集合住宅プ ロジェク トの工期決定問題 を契約工期決定の問題、技術
的、経済的工期決定の問題 に分解 し、 さらに後者の問題では揚重用 クレーンを中心とした
工程計画問題 をとりあげ、その間 に存在 して しかるべき論理的手順の解明を試みた。契約
工期は技術的、経済的根拠 が欠如 した状態で決定 され、実際の施工段階で技術的、経済的
な工期 を契約工期 内で 自由に決定する必要性、あるいは 自由に決定する可能性がある。そ
の過程 は契約 と施工計画の関係において契約工期追随型で、一種の満足化で終っているこ
とを明 らかに した。 しかし施工計画立案の過程は比較的明確 になってお り、その計画 シス
テムの構築 が可能である。
4.2節 ではPCa板 製造 の現場サイ ト工場の生産計画 と施工計画 との関係 にっ いて メ
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一カー型生産計画 と比較 しなが ら、その違いについて論 じた。いずれの場合でも基本設計
プロセスで部品の生産、供給が考慮され ることはまずない。 しかしプロジェク ト全体 の整
合的最適化 のためには全体工程計画 を技術的 に支え、経済性 を獲得す るための主要部品の
生産 、供給 問題が工期の検討 と併行 して立案 される必要 があ り、PCa板 サイ ト工場 を例
に全体工程 との同調性、在庫量の多寡 と工場撤去時期 による経済性の検討 をい くっ かのパ
ラメータの下で試みた。その結果 、当該プロジェク トの場合、在庫量 が増加 しても工場撤
去時期 を早めた方が経済的に有利であったことを明 らかにした。
4.3節 では個別、具体的な施工計画の例 として内装 プ レハ ブ工事の工数計画問題 をと
りあげ、新規性の強 い工事では工期、工事費の決定に影響 を及ぼす こと、 その場合基本設
計プロセスでの設計、仕様決定時に概略にせ よ工数計画 が必要で あることを明 らかにして
いる。
4.4節 では内装 プ レハ ブ工事 の施工体制決定問題 を分析 し、その特徴 を具体的な目標
が明確 に設定できない問題 と し、ソフ トシステムズアプローチの適用の可能性 を指摘 した。
4.5節 では設計変更問題 をとりあげ、施工段階で設計が問題 となるのは設計変更 の形
で表 われるとの立場か ら分析 している。設計変更の内容 は受注者事由が大半で一面では設
計施工一貫の有利さが表われているが、反面 く施工上〉、 〈検討不足〉 を理 由にした内容
が多 い点で基本設計プロセスでの後工程情報の先取 りが必ず しも十分でな かった ことを明
らかにした。
以上施工段階の決定問題は考慮すべき要因が多 く、必要 な情報 と代替案 を網羅す ること
が困難で、経験 と達観に依存 した決定 が多い。しか し、部分的であるにせ よ、施工段階の
決定問題 には本来基本設計プ ロセスから概略は計画すべきことが多 く、決定過程 の論理化
によって基本設計プロセスでの計画システムを構築す ることが必要 であることを指摘 した。
第5章 は維持保全段階の決定問題を扱った。集合住宅の維持保全 が問題 にな りだしたの
はごく最近のことである。従って現在 のところ基本設計プ ロセスで維持保全計画 を検討 し
ているところはまれである。そのためプロジェク トが竣工 し、維持保全が現実的に問題 と
なる段階の決定問題 を分析 した。
維持保全段階で計画 される修繕計画の基準は経験 と達観 に依存 してお り、計画修繕 の実
態は計画 どお りに実施されていない ことを明 らかに している。計画修繕 の方法 は建築物 の




第6章 は第1編 のま とめで、建築生産プ ロセスの決定問題の分析 から
・部分的にせよ、論理的 に最適解に達する決定は少な く、満足化 に止 まっている。
・工事費計画、施工計画、維持保全計画 の相互連関性は十分には把握 されておらず、整
合性に欠 ける。
・企画、基本設計プロセスか ら維持保全 プロセスへとプロセスが進行す る中で各計画 が
概略か ら詳細化 され る階層性 を有することが明確 になっていない。
ことを明 らかに した。同時に決定過程の詳細な分析 から決定過程の論理構成 の一部 とそれ
に必要な情報 が明確 となった。
以上の分析 か ら最適化 に必要な条件 として①論理化、②主要な機能 、③最適化原理 につ
いて論 じて いる。
①意思決定過程は論理的な部分 と論理的でない部分が存在する。さ らに論理的な部分は
ルール化 、プログラム化 される部分 とそうでない部分が存在する。論理的でない部分
を論理化 し、さ らにルール化、プ ログラム化 を指向しなければな らない。
②最適化 に必要な機能は二っある。第1は 当該プロジェク トの情報の先取 り、つまり基
本設計プ ロセスで工事費計画、施工計画、維持保全計画の概略をたて、先行的分析 を
行ってその情報 を当該プロジェク トの物的設計に利用す ることができる機能。第2は
工事費計画、施工計画、維持保全計画 を中心 とす る主要な部分計画システムを整合的
に統合す る機能。
③実際のプロジェク トでは発生型の問題が多 く、設定型 は少 ない。発生型の場合、現状
が 目標に達 しないか、目標から現状 が逸脱 しない限 り問題とはな らない。端的には滴
足化はす るが、最適化は しない。仮に最適化 しようにも検討すべき諸要素 と諸関係 が
多すぎ、最適化の方法 を持 ち合わせていない。これ ら部分 の滴足化問題 を最適化問題
として検討す るためのルール化、プログラム化 が必要である。
以上第1編 では集合住宅プロジェク トにおける決定問題の実態について論述 した。基本
設計プ ロセスにおいて概略にせ よ検討す るべき計画、問題は多 いが、 目的が多 目的で、情
報が網羅的でないこと、従って代替案 を網羅す ることができないこと、限定的な代替案に
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せ よ合理的 に最適解に近づ く方法論を持っていないことか ら、多 くは経験 と達観 に依存 し
ている。結果的 に必ず しも最適化になっておらず 、満足化 に止 まっていることを明 らかに
した。従って、プ ロジェ ク トの整合的最適化のためには基本設計プロセスで物的設計が行
われ ることに併行 して物的設計の技術的、経済的実現可能性 を裏づける計画 が検討でき、
合理 的に最適化可能な方法論が開発 されねばな らない。 しかしプロジェク トの有す る多 目
的性、相互連関性、階層性 から一気 に全体の最適化 をめざす ことには相当程度困難で、当
面は現在部分的な満足化問題 と観念 して いるもの を最適化問題 と して検討す るための現状
改良型 のル ール化、プ ログラム化 が必要であると指摘 した。
第 皿編で はそれ らをふ まえて、物的設計 を支援す る工事費概算(工 事費計画システム)、
っ くり方の最適化(施 工計画システム)、 保全の最適化(維 持保全 システム)の 三っの計
画システム を開発、提案 した。
まず第7章 では集合住宅プ ロジェク トの最適化方法にっいて総論的 に論述 した。
7.2節 では最適化 の方法論上の問題 を、多 目的な計画問題 の処理、過程の合理性、物
的設計支援 の重要性の点で考察 した。具体的 には、
・集合住宅プロジェク トは多 目的システムであ り、そこには多 目的性 と多階層性の二っ
の特徴 がある。 しかし、部分 システム相互、全体 システム と部分システム間 の相互干
渉が十分には把握されてお らず、システム方程式、制約条件式 を書 くことができない
ため、現実のプロジェク トの定式化 には未だに無理 がある。従って本論文ではプロジ
ェク トの最適化 をコス ト最小化 に限定 し、全体 の最適化 を一定 の制約条件下での部分
システムの コス ト最小化問題 におきかえることを提案 し、各部分 システムで最小化さ
れたものの総合化 は各部分システ ムと意思決定者が対話的に行 うこととした。
・集合住宅プ ロジェク トの最適化方法は使用 した原理、手段、情報等が論理的である過
程の合理性 が求め られる。 「何 が決定 されたか」 が重要ではな く 「いかに決定 された
か」が重要であることを指摘 した。
・最適化はプロジェク トの初期 の段階か ら追求 されるべ きで、またその筍合によ り大 き
な成果 をあげることが可能である。 ここに基本設計 プロセスで最適化 を追求す ること
を可能とする物的設計支援 の計画システムの必要性 がある。この点 について設計過程
を吸収マルコフ過程 と してと らえ、計画システム支援の多寡によって設計鯉 に至 る推
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移 をモデル的に検討 し、適切 な計画 システムの支援があれば設計解に早 く到達す るこ
とを明 らかにした。
7.3節 では本論文 にい う基本設計プ ロセスでの最適化方法 の具体的内容を明 らかに し
ている。
・具体的に最適化方法 を検討する場合、建築生産プロセスの全体 にっいてその業務内容
を明確 にす ることが前提 となる。ところが一般的に業務内容 に関 して合意 されたもの
はない。そこに留意 して業務内容 にっいて新 しく整理 した。
・工事費計画、施工計画、維持保全計画それぞれの内容 を詳細 に検討 し、それ らの相互
連関 を明 らかに し、 しかも企画 、基本設計、実施設計へ とプロセスが進行するにつれ、
計画内容 は概略から詳細化す る階層的構造 を有することを明 らかにしている。さらに
各 プロセ スの整合的最適化には情報 を利用す るシステムと情報 をっ くり出すシステム
が必要であることを指摘 し、その内容にっいて詳述 した。次にこれ ら二つのシステム
に支え られた基本設計プロセスの最適化方法 を設計者も しくは設計チームが物的設計
を確定 していく過程で実行可能性 と経済性の点で支援できるシステムとしてシステム
フローを示 した。
・最後 にプ ロジェ ク トの最適化 をコス ト最小化に限定 し、全体の最適化を一定の制約条
件下での部分 システムのコス ト最小化問題 におきかえ、各部分 システムで最小化され
たものの総合化はインタラクティブな手段で意思決定者の判断的局面、経験 と達観 を
利用 して行 うことを明確に した。その上で第8章 ～第11章 の部分最適化問題の位置
づ けを行 った。
第8章 では工事農計画の最適化 のための工事嚢概算 システムを開発 し、基本設計プロセ
スで設計者 が各種の建物形状、規模の設計案を作成するのに対 して、タイム リーに概算数
量 が算 出できるように し、経済性 の面での設計支援 をはかる方法 を示 し、実証的に検討 し
た。具体的内容 を以下に摘記す る。
・設計 プロセスと概算の関係 を考察 し、既存の概算法 を整理 した。
・本概算法の特徴は躯体数量概算 に限定 していること、型枠 ・鉄筋 ・鉄骨量をコンクリ
ー ト量 を介 して概算す ることにあ り、 その妥当性 を明 らかに した。
・既存研究 における概算誤差 の扱 いは非論理的であ り、本研究で新たに検討 した。っ ま
り部分分割 と誤差率の関係 を誤差伝播 の法則 から論述 し、誤差 の問題が正確 に扱 える
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ように した。
・重回帰分析 による概算モデル を構築、提案 した。分析 には段階的手法 を使った。
・概算モデルの算 出結果 の誤差率の判定基準 を明確 に し、 目標誤差率に論理的に達す る
方法 を提案 した。
・モデル の適用範囲 と適用例 を示 し、全体 と しては単回帰 モデル よりも精度はよ くなる
が、必ず しもすべてが目標誤差率(本 論文では7%)を 満足す るには至 っていない こ
とを明確 にした。
・従 って改善の余地 があ り、二つの方法 を提案 した。一つは誤差の大 きい部分 を細分化
し、重回帰モデル を詳細化す る方法、二つは建築物の グル ーピングをクラスター分析
を利用 して論理的 に行 う方法。
・いずれの改善方法も精度の向上 に有効であるが、クラスター分析 を使 った方法では、
特に鉄骨量 に精度の向上 がみ られることを明 らかにした。
・現実のプロジェク トに適用 し、その有効性、妥当性 を検証 した。
第9章 、第10章 では基本設計 プロセスでの概略施工計画の最適化 の問題 として工事、
工程計画の主要部分である揚重計画 をとりあげた。
第9章 では超高層プ ロジェクトに代表 されるような建築物 としては1棟 であ りながら、
その建築面積、高さ等規模の大きいものをとりあげ、揚重用 クレーンの最適配置決定モデ
ルを提案 した。具体的内容 を摘記す る。
・ク レーンの配置計画 を論理的に行 うために検討すべき点 を明 らかにした。
・それを使って配置計画モデル の前提 、制約条件 を明確 に定義 した。
・揚重用 クレーンの施工能力は機種 によ り異な り、又、移動式 と定置式で はその判定基
準 が異なる。そこで施工能力の判定 を論理的に実行で きるアル ゴリズム を提案 した。
・配置計画にはい くっ かの制約条件、たとえばク レーンが韻置できない地域、複数のク
レーンでカバーされていなければな らない地域等 があ り、それ らを定式化 した。
・モデルの 目的関数 を機械経費の最小化 とし、0-1整 数計画問題 として定式化 した。
・多 くの制約条件式 を伴 ったO-1整 数計画問題 は一般的 にはimplicitenumerati。n
meth。dによって解 くことができるが、効率的に解 を求 めるために二っの方法 を提案
した。一っは特定条件下で集合被覆問題 の縮小方法 を援用 した問題の縮小、二っは実
行不可能な解の事前チェ ックである。
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・このようにして各階で揚重用ク レーンの最適組合せ を求 めた後、最下階から最上階ま
で建設可能で、機械経要 を最小化す る揚重用ク レーンの配置計画 を立案するモデル を
離散型DP問 題 として定式化 した。
・モデル現場 に適用 し、従来 の経験 と達観 による配置計画に比べ、機械経費の点で相当
程度有利な配置計画案 が合理的に作成できることを明 らかに し、 このモデル の妥 当性
と有効性 を実証 した。
第10章 では団地建設 にみ られ るような、集合住宅 を多数同時に施工するといった面的
広 がりを持 ったプロジェク トへの資源配分 をクレーン配置計画問題 を例 に論述 し、その最
適配置決定モデル を提案 した。具体的内容 を摘記す る。
・rn棟 建設現場で、契約工期 を厳守 し、クレーンの機械経費の最小化を達成するため
には、どの機種の クレーン を何台投入 し、 どのよ うに施工すればよいか。」
この種の問題を定量 的に扱 う手法にはスケジューリング、PERTが あるが、本問題
には適用できないことを指摘 し、その解法(配 置計画モデル)は 新たに開発せざるを
得 ない ことを明確 にした。
・配置計画モデル は二 つの部分 から構成されている。第一は設計条件、施工条件 を考慮
して、システム ・シ ミュレーションによって利用可能なクレーンとその施工方法の組
合せか ら実行可能な代替案 を作成す る。これはrn棟 建設時にm台 のクレーンを投入
した嚇合 の最適施工法を求める問題(n/mジ ョブ問題)」 である。この問題 を解 く
ためにn(1～n)、m(1～m)の 組合せ、及び施工法の種類 によって代替案 を作
成 し、システム ・シ ミュ レーションによって各ジョブ問題別に最適施工法 を決定す る
方法 を提案 した。第二は、各 ジョブ問題、 クレーン種類別に用意 された代替案の中か
ら契約工期内に納 まり、且つクレーンの機械経費が最小 となる代替案群の組合せ を求
め、概略工事計画 とクレーン山積みを作成す る。
・この揚重用 クレーンの配置 を決定す る問題 を0-1整 数計画問題 として定式化 し、分
枝限定法 を使った最適解 を求 めるアルゴ リズムを提案 した。
・モデル現場 に適用 し、本モデルの妥当性 と有効性を確認 した。
・本モデル は工期 を短縮 もしくは延長 した場合、経済性がどのように変化するか検証す
ることがで き、契約工期 を技術的、経済的 に最適化するための施工計画システムとし
て位置づけられる。
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第11章 では基本設計プ ロセスでの維持保全計画の最適化 にっいて建築物 の部位、部分
の最適化 を例に論述 した。具体的内容 を摘記す る。
・維持保全問題の記述 を、劣化関数 と修繕 区分、劣化量 と修繕費 の関係などの点で行 い、
既存のモデルでは対応できない ことを指摘 した。
・維持保全計画立案 のための修繕過程の数理モデル を開発 した。モデルは修繕の方法 か
ら計画修繕、非修繕取替、事後修繕の三つ。さ らに当該モデルの改良 を実際の修繕意
思決定 の状況 を加味 して行 い、その感度分析を行った。
・改良型 モデルを含め、五っの修繕方法のモデル のシミュ レーションを実施 し、その結
果 の考察 をした。全体 としては計画修繕 が経済的であるが、規定値(許 容の限度)、
物理的耐用年数 の値によって は改良型事後修繕 、非修繕取替 が経済的 となることを明
らかにした。
・具体的な建築部分への適用例 として鉄部塗装 をとりあげ、 その最適修糟方法 とその時
の費用 を算 出 した。
・さらに当該モデル が適用 される基本設計プロセスにおいては建物 の使用期間、物理的
な耐用年数が不確実な ことから、それ らの変化 が最適修繕方怯 にどのような影響 を与
えるか考察 した。その結果 この適用例 の傷合、当初 に設定 した最適修繕方法 と建物の




①第1編 で論述 した建築生産プロセスの各種決定 問題の多様性、複雑性に比べ、第 皿編
で開発、提案 した計画システムは局部的、単純化 したモデルである。 しかし局部的に
せよ現実の経験 と達観 による満足化 を論理的 に、さらにル ール化 、プログラム化 し、
最適化 しなければな らない。モデル の精緻化は実態の詳細な記述 が前提 となる。
②本論文では物的設計 を支援す る工事費計画 、施工計画、維持保全計画の三計画システ
ムは基本設計プロセスで意思決定者 が対話 的に利用 して、プロジェク トの最適化 をは
かることとしている。 しかし三計画システムの精緻化 が一定程度進んだ段階では対話
的 に最適化 をはかる(マ ン ・マシンシステム)一 方で、限定的にせ よ三計画システ ム
を統合 した決定過程の論理 をシスデム方程式 と制約条件方式 に記述 し、包括的な問題
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の解 を意思決定者に提供できる計画統合システム(本 論文1.3節 にい う改良型、開
発型の最適化方法)を 構築 しなければな らない。 このためには三計画 システムの相互
連関性 を実体 、理論両面か ら研究 しなければな らない。
③プロジェク トの最適化 には基本設計プロセスでの枠組決定 が重要であるが、その前後
のプロセス、っま り企画、実施設計プロセスをも含め、段階的、階層的 に検討するこ
とが有効 と考え られ、その方法論の具体化が必要である。
④いずれ にせ よ集合住宅プロジェク トの整合的最適化 をすべて に合理的で主観の入 る余
地がない方法 とすることは現在のところ不可能である。意思決定者の経験と達観によ







既 報 論 文 ・報 告 一 覧
■ 本論に関連する論文 ・報告
No 題 目 発 表 機 関 ・誌 名 発表時期 発 表 者 名 関連する章
1 部品化による住宅供給体制の変化 「建築 技術 」N。.303 1976.11東樋 ロ,古 阪,斎 藤, 1
平井
2 芦屋浜団地建般における生産管理 日本住宅公団 1977.1(分担執筆) 3.4
システムの調査研究 第一次報告
3 設計施工競技による団地建設に関 「日本建築学会大会学術 1977.10古 阪,古 川,東 樋 口, 3.4
する研究1(契約前段階一その1) 請演梗概集(中国)」 永易,乗本
4 設計施工競技による団地建設に関 旧 本建築学会大会学術 1977.10永 易,古 阪,古 川, 3.4
する研究2(契約前段階一その2) 講演梗概集(中国)」 東樋口,乗本
5 芦屋浜団地建設における生産管理 日本住宅公団 1978.1(分担執筆) 3.4
システムの調査研究 第二次報告
6 ALC板の販売,施工システム 「日本建築学会大会学術 1978.9深 井,古 川,東 樋 口, 4
(部品化による住宅供給の成立条 講演梗概集(北海道)」 古阪
件に関する研究一5)
7 サイ ト工場におけるPCa板 の生 「日本建築学会大会学術 1978.9古 阪,古 川,東 樋 口, 4
産(設計施工競技による団地建設 講演梗概集(北海道)」 川 崎,中 村,岩 田
に関する研究一3)
8 内装プレハブ工事(設計施工競技 「日本建築学会大会学術 1978.9岩 田,古 川,東 樋 口, 4
による団地建設に関する研究一4) 請演梗概集(北海道)」 古阪,川崎,中村
9 内装プレハブ施工体制(部品化に 「日本建築学会大会学術 1979.9福 本,古 川,東 樋 ロ, 4
よる住宅供給の成立条件に関する 請演梗概集(関東)」 古阪
研究一6)






1979.9深井,古 川,東 樋 口,
古 阪
4
12建設産業のコミュニケーション問 r建築文 化 」N。.398 1979.12東樋口,古阪 4
題(芦屋浜プロジェクトの場合)
13芦屋浜高層住宅プロジェクトにお r住宅 」V。1.28,N。.12 1979.12古川,古 阪 4
ける契約方式と生産システム
14芦屋浜団地建設における生産管理 日本住宅公団 1980.3(分担執筆) 4
システムの調査研究 第三次報告
15 設計施工一貫方式による集合住宅 竹中育英会助成金研究 1980.3古阪 4
建設のマネジメントに関する研究
16 住宅の適正部品単位に関する研究 科研薮研究(一般c) 1980.3古川,東樋口,古阪
4
17 J.F.ウッ ドワ ー ド「設 計 と工 事管


















No 題 目 発 表 機 関 ・誌 名 発表時期 発 表 者 名 関連する章
20 工事監理業務(設計施工競技によ r日本建築学会大会学術 1980.9古川,東樋口,古阪 4
る団地建設に関する研究一9) 講演梗概集(近畿)」
21 中高層共同住宅管理問題に関する (財)日本住宅総合センター 1980.9(分担執筆) 5
調査研究 (財)日本建築センター
22 G.T.Heery3時間,コ ス ト,建 築 建 築雑 誌Vo1.96,No.11789 1.4古阪(文献抄録) 1
23公営住宅の修繕実態調査(中高層 「日本建築学会大会学術 1981.9須 田,古 川,東 樋 口, 5
共同住宅の修繕に関する研究 ・1) 講演梗概集(九州)」 古阪
24 公社住宅の修繕実態(中高層共同 r日本建築学会大会学術 1981.9古 阪,古 川,東 樋 口, 5
住宅の修繕に関する研究 ・2) 講演梗概集(九州)」 須田
25 建築工事における専門工事分割に 科研費研究(奨励A) 1982.3古阪 5
関する研究
26 建設業と意思決定 「建設業振興」 1982.6古阪 1
27 Depart面entofIndustry,3C◎ ロ鵬一 建築 雑 誌Vo1.97,No.119482.6古阪(文献抄録) 1
itteeforTer◎technology3
テ ロテ ク ノロ ジー
28保全 ・耐久性向上技術の評価手法 建設省建築研究所 1983.3(分担執筆) 5.11
の開発
29 大工生産システムにおけるr設計」 科研費研究(奨励A) 1983.3古阪 4
聞題
30 建設公害 平凡社編r大百科事典」 1984.1古阪 1
31 保全 ・耐久性向上技術の評価手法 建設省建築研究所 1984.3(分担執筆) 5.11
の開発
32 住宅の修繕過程のモデル化に関す 科研費研究(奨励A) 1984.3古阪 11
る研究
33 修繕過程のモデル化に関する研究 r日本建築学会近畿支部 1984.6古阪 11
(1) 研究報告集」 第24号
34 集合住宅の概算法に関する研究1 「日本建築学会近畿支部 1984.6古 阪,古 川,中 岡, 8
〔躯体量概算の考え方) 研究報告集」 第24号 浜口
35 集合住宅の概算法に関する研究2 「日本建築学会近畿支部 1984.6浜 口,古 川,古 阪, 8
(概算法の開発と適用例) 研究報告集」 第24号 中岡
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45 修繕過程のモデルの改良と適用例 r日本建築学会大会学術 1985.10古阪,古川,東樋口 11
(修繕計画の計量的方法に関する研 講演梗概集(東海)」
究2)
46 集合住宅の概算法に関する研究2 r日本建築学会大会学術 1985.10古 川,古 阪,浜 口 8
(クラスター分析を導入した躯体数 講演梗概集(東海)」
量概算法にっいて)
47 修繕過程のモデル化と修繕戦略 r建築保全」 第39号 1985.12古阪 11
48 揚重用クレーンの配置計画に関す r日本建築学会計画系 1985.12古阪 10
る研究 その2 論文報告集」 第358号
■ その他の論文 ・報告
No 題 目 発 表 機 関 ・誌 名 発表時期 発 表 者 名
1 住宅管理のあり方に関する 卒業論文 1974.2古阪
基礎的研究
2 HousingC◎deEnforcement(HCE,r住宅 」V。1.23,N。.8 1974.8延藤,古阪
住宅条例執行事業)について
3 HousingCodeEnforcement(住宅 大阪市建築局 1974.9巽,延藤,古阪(共訳)
条例執行事業)の制度概要
4 兼業建設業者の実態(1) r日本建築学会大会学術 1976.11古阪,東野,古川
講演梗概集(東海)」
5 兼業建設業者の実態(2) r日本建築学会大会学術 1976.11古川,東野,古阪
講演梗概集(東海)」
6 部品化による住宅供給の成立条件 r日本建築学会大会学術 1977.10古 川,東 樋 口,古 阪,平 井,斎 藤,
に関する研究3 請演梗概集(中国)」 永易
(オー プン部品の普及の条件)
7 部品化による住宅供給の成立条件 r日本建築学会大会学術 1977.10斎 藤,古 川,東 樋 口,古 阪,平 井,
に関する研究4 講演梗概集(中国)」 永易
(住宅部品の規模の経済性)









1978.9中村,古 川,東 樋 口,古 阪
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No 題 目 発 表 機 関 ・誌 名 発表時期 発 表 者 名
11英国の建設工事契約制度にっいて 「日本建築学会大会学術 1979.9古川,東樋口,古阪
講演梗概集(関東)」
12 VEインセンティブ条項付契約に 「日本建築学会大会学術 1979.9中村,古 川,東 樋 ロ,古 阪
おける制度的機構(その2) 講演梗概集(関東)」
13 コープ方式における多様性と供給 「日本建築学会大会学術 1979.9東樋口,古川,古阪
システム(部品化による住宅供給 講演梗概集(関東)」
の成立条件に関する研究一7)
14 住生活のライフスタイル分析 r日本建築学会大会学術 1979.9川崎,古川,東樋口,古阪
講演梗概集(関東)」
15諸外国における公共住宅建設工事 日本住宅公団企画劇査室 1980.6 (分担執筆)




17戸建プレハブ住宅の施工体制 「日本建築学会大会学術 1980.9東樋 口,古 川,古 阪,田 中
(部品化による住宅供給の成立条 講演梗概集(近畿)」
件に関する研究一8)
18 プレハブ住宅における寸法精度上 「日本建築学会大会学術 1980.9田 中,古 川,東 樋 口,古 阪
の トラブル事例(部品化による住宅 講演梗概集(近畿)」
供給の成立条件に関する研究一9)
19 島喚の建築生産 ・1 「日本建築学会大会学術 1981.9東樋口,古川,古阪
講演梗概集(九州)」
20需用者と大工のかかわリ・2 「日本建築学会大会学術 1981.9深井,古川,東 樋口,古阪
講演梗概集(九州)」
21大工道具の絹成 r日本建築学会大会学術 1981.9福本,古川,東 樋口,古阪
講演梗概集(九州)」
22 SredishCouncilforBuilding建築 雑 誌Vo1.96,No.1186981.11古阪(文献抄録)
Research:建設産 業 の労 働環 境
23 廃棄物の建設事業への利用可能性 建設省建築研究所 1982.3(分担執筆)
に関する研究



























1983.9古 阪,古 川,東 樋 口,深 井
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No 題 目 発 表 機 関 ・誌 名 発表時期 発 表 者 名
32 沖永良部の大工 「日本建築学会大会学術 1983.9東 樋 口,古 川,古 阪,深 井
(島喚の建築生産 ・6) 講演梗概集(北陸)」
33 沖永良部島の住宅生産技術の変遷 r日本建築学会大会学術 1983.9須 田,古 川,東 樋 口,古 阪
(島填の建築生産 ・7) 講演梗概集(北陸)」
34 入名制と塩飽大工 「日本建築学会大会学術 1983.9井 上,古 川,東 樋 口,古 阪,深 井
(島喚の建築生産 ・8) 講演梗概集(北陸)」
35現在の塩飽大工 「日本建築学会大会学術 1983.9深 井,古 川,東 樋 口,古 阪,井 上
(島喚の建築生産 ・9) 謂演梗概集(北陸)」
36 島喚の建築生産 ・10 「日本建築学会大会学術 1983.9古川,東樋口,古阪
請演梗概集(北陸)」
37 廃棄物の建設事業への再利用技術 建設省建築研究所 1984.3 (分担執筆)
に関する研究
38 プレハブ住宅の適正部品化(部品 「日本建築学会大会学術 1984.10東樋口,古川,古阪
化による住宅供給の成立条件に関 講演梗概集(関東)」
する研究一10)
39 大工・工務店による非定型的設計 r日本建築学会大会学術 1984.10深 井,古 川,東 樋 口,古 阪
監理業務に関する研究(1) 講演梗概集(関東)」
40 廃棄物の建設事業への再利用技術 建設省建築研究所 1985.3(分担執筆)
に関する研究
41 プレハブ住宅現場組立工程のrま 「日本建築学会大会学術 1985.10東樋口,古川,古 阪
るめ」(部品化による住宅供給の成 講演梗概集(東海)」
立条件に関する研究一11)
42 大工 ・工務店の設計と図面文書 「日本建築学会大会学術 1985.10深井,古川,東樋口,古阪
(大工 ・工務店による非定型的設 講演梗概集(東海)」
計監理業務に関する研究一2)




本論文は多 くの方 々の御援助 と御協力 によってまとめ ることがで
きました。
京都大学建築学教室 古 川 修 教授 には終始 自由な研究環境 を
与えていただき、広 くは研究活動の厳 しさと面 白さなど、本論文で
は直接、且っ実質的な御指導 と御鞭髄 っを賜わ りま した。
京都大学建築学教室 巽 和 夫 教授 には学生時代 から研究への
取 り組み方、粘 り強 く挑戦す ることの重要さ を御教示賜わ りま した。
京都大学土木学教室 春 名 攻 助教授には本論文 の構想 を考え
るうえで多 くの御示唆と温かい励 ましをいただきました。
先輩 東 樋 口 護 助手 には具体的な内容 、方法論にっいて の御
指導と啓発 をいただきました。
古川研究室の当時の大学 院生、学生の諸兄姉 には調査研究 の協働
の労をいただきま した。
これらの方々に深甚 なる感謝の意 を表 します 。
また、資料提供、調査研究 に御協力いただいた関係諸氏、資料整
理、編集に多大な労 をとっていただいた諸嬢 に心 か ら感謝の意 を表
します 。
1986年2月 筆 者
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